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令和７年度　予算編成概要
(金額：千円) (記載ページ-番号)

　当初予算の編成にあたっては、国・県の予算編成方針も踏まえながら、物価高騰を乗り越
え地域経済の活性化を図るとともに、南海トラフ巨大地震が今後３０年以内に起きる確率が
８０％程度に引き上げられたことや激甚化する自然災害などに備えるための防災対策の強化
に必要な予算を編成しました。
　また、県内で唯一国から「ＳＤＧｓ未来都市」及び「脱炭素先行地域」に選ばれた市とし
て、障がいのある人もない人も安心の共生社会づくりや市民生活・地域産業の脱炭素化の推
進、ごみ処理施設の整備、誰一人取り残さない教育や子育て支援の充実、各分野での「人へ
の投資」の強化などに、より一層注力するとともに、令和９年の「国スポ・障スポ」・西南
の役１５０年・ユネスコエコパーク登録１０周年の節目を今後のさらなる飛躍のための
「ジャンプ台」にすべく、「未来への投資～９００日プロジェクト」に関する予算も計上し
ました。
　また、広大な市域の中にさまざまな魅力を持つ地域が多く存在する本市の特色を大切に
し、さらに活かす「新合衆国づくり」にも力を入れるなど、「１０の提言」に掲げた施策を
盛り込みました。

　さらに、「移動市役所」や「出前市長室」などにおいて出された市民の皆様のご意見や地
域担当職員からの提言など地域の実情等も反映しながら、庁内での検討を積み重ね、必要な
経費を積み上げた予算としております。

　歳入面におきましては、市税や地方交付税等において増加が見込まれる一方、地方特例交
付金や臨時財政対策債等の減少が見込まれる中、国・県の財政支援策や財源調整用基金、交
付税措置のある有利な市債の活用などに加え、ふるさと納税・企業版ふるさと納税制度の活
用による新たな財源確保にも努めたところです。
　
　この結果、一般会計の予算規模は、７１１億８，１００万円で、前年度の予算額と比べ
２３億１，６００万円、伸び率３．４％の増加となっております。特別会計の予算総額は、
２９１億７，５１３万円、企業会計の予算総額は、１２０億９６万３千円で、全会計では
１，１２３億５，７０９万３千円としております。

　令和７年度当初予算に計上した主な新規事業や継続事業は次のとおりです。

ゼロカーボンシティ推進モデル事業 1,013,377
新ごみ処理施設整備事業（マテリアルリサイクル推進施設） 41,866

障がい者雇用倍増実現事業

延岡市南部地域子育て支援施設建設事業 32,523
看護師確保支援強化事業 13,600
新時代ヘルスケア推進事業 114,000

11,494
障がい福祉分野人材確保支援事業 4,045
地域障がい児支援体制強化事業 12,873

5,920

森林由来のＪ－クレジット創出事業 1,185
水産業担い手育成・交流拠点施設整備支援事業 15,000

延岡駅東口広場屋外トイレ整備事業 4,165

新規就農者育成総合対策事業 19,782
延岡市農林水産業公社設立検討事業 6,387
鳥獣被害防止総合対策事業 61,721

ユネスコエコパーク拠点施設ホタルの館管理運営事業 11,733
延岡への新たな流れをつくる誘客事業 23,000
ツール・ド・九州２０２５大会推進事業 32,829

まちなか回遊賑わいづくり事業 13,602
ふるさと納税を活用した特産品ＰＲ事業 842,654
デジタル産業集積戦略構築事業 7,670

延岡城・内藤記念博物館展示事業 78,642

土砂災害宅地等復旧補助事業 2,600
木造住宅耐震化促進事業 34,232

北方地域ユネスコエコパーク拠点施設整備・誘客促進事業 65,021
祝子川温泉「美人の湯」施設改修事業 29,920
移住者コミュニティ創出事業 8,527

第７次延岡市長期総合計画策定事業 8,057 第一五ヶ瀬川市民緑地駐車場整備事業 54,407
延岡こども未来創造機構運営事業 46,200 市営住宅ＰＦＩ集約建替整備事業（一ケ岡Ｄ・Ｅ団地） 77,751

道路照明灯ＬＥＤ化ＥＳＣＯ事業 98,007
(金額：千円) (記載ページ-番号) 西階通線道路改良事業 202,000

島野浦島開発総合センター再整備事業 19,767 消防救急デジタル無線更新事業 1,161,941
地域コミュニティバス運行委託事業 46,792

「利用者目線」に立った更なる行政サービス利用促進実証事業 9,961
黒岩地区ユネスコエコパーク拠点づくり事業 27,128 水利施設整備事業 15,752

国スポ・障スポ宿泊受入力強化支援事業 30,000 学力向上指導員配置事業 41,520
県体育館整備事業 488,700 児童生徒一人一人を大切にする「のべおか心サポート」事業 25,423

「空飛ぶクルマ」も見据えた新たな救急搬送体制づくり事業 147,527 英語・国際理解力パワーアップ事業 91,353
市民と取り組む窓口改革推進事業 119,339 特別支援教育・学習活動サポート事業 248,187

屋外体育施設整備事業 89,610
平常時・災害時共通 災害に強い地方創生ネットワーク事業 220,100 西階公園野球場施設整備事業 1,301,961

学校図書館図書整備事業 27,862
内部統制推進事業 9,882 「いつでもどこでも本とつながる」電子図書館事業 5,506

災害時対応用車両等購入事業 39,244 富美山雨水ポンプ場整備事業 1,462,000

災害用備蓄品配備事業 14,460
避難所等環境改善事業 24,455 衛星画像を用いた漏水調査事業 20,000
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（単位　千円、％）

令和７年度当初（Ａ） 増減額（Ｃ） 増減率（Ｃ/Ｂ）

〔議案第111号〕 71,181,000 68,865,000 2,316,000 3.4 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 〔議案第112号〕 13,117,440 13,163,018 △ 45,578 △ 0.3 

食 肉 セ ン タ ー 特 別 会 計 〔議案第113号〕 100 100 0 0.0 

介 護 保 険 特 別 会 計 〔議案第114号〕 14,037,276 13,920,969 116,307 0.8 

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 〔議案第115号〕 2,020,314 1,998,522 21,792 1.1 

小　　　　計 29,175,130 29,082,609 92,521 0.3 

水 道 事 業 会 計 〔議案第116号〕 4,080,643 4,129,871 △ 49,228 △ 1.2 

下 水 道 事 業 会 計 〔議案第117号〕 7,920,320 7,612,820 307,500 4.0 

小　　　　計 12,000,963 11,742,691 258,272 2.2 

112,357,093 109,690,300 2,666,793 2.4 

（会計別の概要）

・

・

・

・

・

・

・

（単位　千円、％）

令和７年度当初（Ａ） 増減額（Ｃ） 増減率（Ｃ/Ｂ）

1,179,913 1,322,511 △ 142,598 △ 10.8 

0 0 　　　　　　　　　― 　　　　　　―

2,332,871 2,313,238 19,633 0.8 

571,463 610,549 △ 39,086 △ 6.4 

90,929 63,615 27,314 42.9 

1,028,245 1,036,784 △ 8,539 △ 0.8 

5,203,421 5,346,697 △ 143,276 △ 2.7 合          計

水道事業会計当初予算は、収益的収支において事業収益を 24億8,280万6千円、事業費用を 21億7,426万9千円、また、資本的収支において、収入を 6億8,640万3千円、支出を 19億637万
4千円計上しています。事業内容は、管路更新整備・水源施設耐震化整備等を実施します。

下水道事業会計当初予算は、収益的収支において事業収益を 35億9,141万3千円、事業費用を 34億7,516万6千円、また、資本的収支において、収入を 30億5,525万2千円、支出を 44億
4,515万4千円計上しています。事業内容は、区域内の雨汚水管整備・施設の更新整備等を実施します。

一般会計からの繰入金、負担金、補助金、出資金の状況

会 計 名 令和６年度当初（Ｂ）

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

食 肉 セ ン タ ー 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

後期高齢者医療特別会計当初予算額は、20億2,031万4千円で、前年度と比較して 2,179万2千円、1.1％の増となっています。これは、被保険者数が増加したことに伴い、その補填となる
後期高齢者医療広域連合納付金が 1,611万4千円増加したこと等によるものです。

令和７年度　予算集計表

会 計 名 令和６年度当初（Ｂ）

一  　 般　   会   　計

特
　
別
　
会
　
計

企
業
会
計

合          計

令和７年度一般会計当初予算額は、歳入歳出それぞれ 711億8,100万円で、前年度と比較して 23億1,600万円、3.4％の増となっています。

国民健康保険特別会計当初予算額は、131億1,744万円で、前年度と比較して 4,557万8千円、0.3％の減となっています。これは、被保険者の減少等に伴い、医療費や医療給付費に係る納
付金の減少が見込まれること等によるものです。

食肉センター特別会計当初予算額は、10万円で、前年度と同額となっています。

介護保険特別会計当初予算額は、140億3,727万6千円で、前年度と比較して 1億1,630万7千円、0.8％の増となっています。これは、介護保険サービス利用件数の増加等に伴い、保険給付
費が8,554万5千円増加したこと等によるものです。
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当初予算年度別推移
一　般　会　計 (単位 千円、％)

年　度 当初予算規模 伸　　率 国の予算伸率 地方財政計画伸率

平成18 51,269,114 27.6 △ 3.0 △ 0.7 

19 55,678,000 8.6 4.0 △ 0.0 

20 54,140,000 △ 2.8 0.2 0.3 

21 51,317,000 △ 5.2 6.6 △ 1.0 

22 53,624,000 4.5 4.2 △ 0.5 

23 56,222,000 4.8 0.1 0.5 

24 53,713,000 △ 4.5 △ 2.2 △ 0.8 

25 55,341,000 3.0 2.5 0.1 

26 60,688,000 9.7 3.5 1.8 

27 57,638,000 △ 5.0 0.5 2.3 

28 58,803,000 2.0 0.4 0.6 

29 57,156,000 △ 2.8 0.8 1.0 

30 56,068,225 △ 1.9 0.3 0.3 

令和元 58,578,000 4.5 3.8 3.1 

2 61,633,000 5.2 1.2 1.3 

3 63,246,000 2.6 3.8 △ 1.0 

4 64,491,436 2.0 0.9 0.9 

5 66,732,715 3.5 6.3 1.6 

6 68,865,000 3.2 △ 1.6 1.7 

7 71,181,000 3.4 2.6 3.6 
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歳　　　　　　入
一般会計 (単位 千円、％)

増 減 率
金　額(Ａ) 構 成 比 金　額(Ｂ) 構 成 比 (Ｃ/Ｂ)

1 16,628,549 23.4 15,830,111 23.0 798,438 5.0 
6,425,011 9.0 5,889,179 8.5 535,832 9.1 

個 人 市 民 税 5,309,291 7.4 4,704,284 6.8 605,007 12.9 
法 人 市 民 税 1,115,720 1.6 1,184,895 1.7 △ 69,175 △ 5.8 

8,832,202 12.4 8,523,887 12.4 308,315 3.6 
464,651 0.7 468,637 0.7 △ 3,986 △ 0.9 
905,972 1.3 947,851 1.4 △ 41,879 △ 4.4 

713 0.0 557 0.0 156 28.0 
2 674,977 0.9 674,977 1.0 0 0.0 
3 5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0 
4 79,000 0.1 30,000 0.0 49,000 163.3 
5 75,000 0.1 27,000 0.0 48,000 177.8 
6 209,000 0.3 240,000 0.4 △ 31,000 △ 12.9 
7 3,100,000 4.4 3,000,000 4.4 100,000 3.3 
8 13,000 0.0 13,000 0.0 0 0.0 
9 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

10 35,000 0.1 34,000 0.1 1,000 2.9 
11 111,000 0.2 576,000 0.8 △ 465,000 △ 80.7 
12 14,300,000 20.1 13,800,000 20.1 500,000 3.6 

13,300,000 18.7 13,100,000 19.1 200,000 1.5 
1,000,000 1.4 700,000 1.0 300,000 42.9 

13 20,000 0.0 25,000 0.0 △ 5,000 △ 20.0 
14 244,342 0.3 233,006 0.4 11,336 4.9 
15 1,010,207 1.4 1,018,170 1.5 △ 7,963 △ 0.8 
16 14,466,780 20.3 13,029,279 18.9 1,437,501 11.0 
17 5,277,147 7.4 5,239,614 7.6 37,533 0.7 
18 254,235 0.4 271,958 0.4 △ 17,723 △ 6.5 
19 1,570,101 2.2 2,362,881 3.4 △ 792,780 △ 33.6 
20 5,172,551 7.3 5,188,505 7.5 △ 15,954 △ 0.3 
21 1 0.0 1 0.0 0 0.0 
22 1,810,209 2.5 1,736,697 2.5 73,512 4.2 
23 6,124,900 8.6 5,529,800 8.0 595,100 10.8 

6,124,900 8.6 5,379,800 7.8 745,100 13.8 
0 0.0 150,000 0.2 △ 150,000 皆減 

71,181,000 100.0 68,865,000 100.0 2,316,000 3.4 

（主な増減理由）
1.

7.

11.

12.

16.

19.

23.

市 税

令和７年度　当初予算目的別内訳

款
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度

増 減 額(Ｃ)

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

市 民 税

固 定 資 産 税
軽 自 動 車 税
市 た ば こ 税
入 湯 税

地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金
配 当 割 交 付 金
株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金
法 人 事 業 税 交 付 金
地 方 消 費 税 交 付 金

財 産 収 入

自 動 車 取 得 税 交 付 金
環 境 性 能 割 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金
分 担 金 及 び 負 担 金
使 用 料 及 び 手 数 料
国 庫 支 出 金
県 支 出 金

地方消費税交付金は、消費の回復が見込まれることや交付実績の増加に伴い、1億円（30億円→31億円） 3.3％の増となっています。

寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
市 債
普 通 債 ・ 災 害 復 旧 債
特 例 地 方 債

合　　　　　計

市税は、市たばこ税 4,187万9千円（9億4,785万1千円→9億597万2千円）等の減があるものの、市民税 5億3,583万2千円（58億8,917万9千円→64億2,501万1千円）、固定資産税 3億831万
5千円（85億2,388万7千円→88億3,220万2千円）等の増により、全体で 7億9,843万8千円 5.0％の増となっています。

国庫支出金は、社会資本整備総合交付金（衛生センター再整備事業） 2億695万円（皆減）、学校施設環境改善交付金（小中学校空調設備整備事業） 1億2,098万8千円（1億3,766万1千円
→1,667万3千円）等の減があるものの、児童手当 8億4,157万1千円（12億2,268万5千円→20億6,425万6千円）、認定こども園負担金 1億4,887万4千円（16億399万3千円→17億5,286万7千
円）、社会資本整備総合交付金（西階公園野球場施設整備事業） 1億3,637万9千円（3億8,010万円→5億1,647万9千円）等の増により、全体で 14億3,750万1千円 11.0％の増となってい
ます。

地方特例交付金は、令和6年度に実施された個人市民税の定額減税による減収補塡分の減により、4億6,500万円（5億7,600万円→1億1,100万円） 80.7％の減となっています。

地方交付税は、物価高や人件費の増額を踏まえた交付見込の増加による普通交付税 2億円（131億円→133億円）、交付実績の増加による特別交付税 3億円（7億円→10億円）の増によ
り、全体で5億円（138億円→143億円） 3.6％の増となっています。

市債は、小中学校空調設備整備事業費 2億4,250万円（3億5,370万円→1億1,120万円）、土々呂中学校長寿命化改良事業費 2億3,660万円（皆減）、南小学校長寿命化改良事業費 2億
3,260万円（皆減）等の減があるものの、消防救急デジタル無線更新事業費 11億4,220万円（皆増）、県体育館整備事業費 4億3,960万円（皆増）、旧北川町塵芥処理場解体事業費 2億
1,810万円（皆増）等の増により、全体で 5億9,510万円 10.8％の増となっています。

寄附金は、制度改正の影響等に伴うふるさと寄附金 7億9,200万円（23億200万円→15億1,000万円）等の減により、全体で 7億9,278万円 33.6％の減となっています。
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歳　　　　　　入

一般会計 (単位 千円、％)

増 減 率
金　額(Ａ) 構 成 比 金　額(Ｂ) 構 成 比 (Ｃ/Ｂ)

16,628,549 23.4 15,830,111 23.0 798,438 5.0 

6,425,011 9.0 5,889,179 8.5 535,832 9.1 

個 人 市 民 税 5,309,291 7.4 4,704,284 6.8 605,007 12.9 

法 人 市 民 税 1,115,720 1.6 1,184,895 1.7 △ 69,175 △ 5.8 

8,832,202 12.4 8,523,887 12.4 308,315 3.6 

464,651 0.7 468,637 0.7 △ 3,986 △ 0.9 

905,972 1.3 947,851 1.4 △ 41,879 △ 4.4 

713 0.0 557 0.0 156 28.0 

244,342 0.3 233,006 0.4 11,336 4.9 

1,010,207 1.4 1,018,170 1.5 △ 7,963 △ 0.8 

254,235 0.4 271,958 0.4 △ 17,723 △ 6.5 

1,570,101 2.2 2,362,881 3.4 △ 792,780 △ 33.6 

5,172,551 7.3 5,188,505 7.5 △ 15,954 △ 0.3 

1 0.0 1 0.0 0 0.0 

1,810,209 2.5 1,736,697 2.5 73,512 4.2 

小　　　　　計 26,690,195 37.5 26,641,329 38.7 48,866 0.2 

674,977 0.9 674,977 1.0 0 0.0 

5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0 

79,000 0.1 30,000 0.0 49,000 163.3 

75,000 0.1 27,000 0.0 48,000 177.8 

209,000 0.3 240,000 0.4 △ 31,000 △ 12.9 

3,100,000 4.4 3,000,000 4.4 100,000 3.3 

13,000 0.0 13,000 0.0 0 0.0 

1 0.0 1 0.0 0 0.0 

35,000 0.1 34,000 0.1 1,000 2.9 

111,000 0.2 576,000 0.8 △ 465,000 △ 80.7 

14,300,000 20.1 13,800,000 20.1 500,000 3.6 

13,300,000 18.7 13,100,000 19.1 200,000 1.5 

1,000,000 1.4 700,000 1.0 300,000 42.9 

20,000 0.0 25,000 0.0 △ 5,000 △ 20.0 

14,466,780 20.3 13,029,279 18.9 1,437,501 11.0 

5,277,147 7.4 5,239,614 7.6 37,533 0.7 

6,124,900 8.6 5,529,800 8.0 595,100 10.8 

6,124,900 8.6 5,379,800 7.8 745,100 13.8 

0 0.0 150,000 0.2 △ 150,000 皆減 

小　　　　　計 44,490,805 62.5 42,223,671 61.3 2,267,134 5.4 

合　　　　　計 71,181,000 100.0 68,865,000 100.0 2,316,000 3.4 

寄 附 金

令和７年度　当初予算自主財源・依存財源内訳

款
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度

増 減 額(Ｃ)

自
　
主
　
財
　
源

市 税

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

入 湯 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

普 通 交 付 税

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

依
　
存
　
財
　
源

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

特 例 地 方 債

特 別 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

市 債

普 通 債 ・ 災 害 復 旧 債
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歳　　　　　　出
一般会計 (単位 千円、％)

増 減 率
金　額(Ａ) 構 成 比 金　額(Ｂ) 構 成 比 (Ｃ/Ｂ)

1 議 会 費 365,462 0.5 366,305 0.5 △ 843 △ 0.2 

2 総 務 費 7,799,971 11.0 6,149,192 8.9 1,650,779 26.8 

3 民 生 費 27,195,310 38.2 25,656,803 37.3 1,538,507 6.0 

4 衛 生 費 6,132,089 8.6 5,948,738 8.7 183,351 3.1 

5 労 働 費 11,500 0.0 10,500 0.0 1,000 9.5 

6 農 林 水 産 業 費 2,234,013 3.2 2,418,700 3.5 △ 184,687 △ 7.6 

7 商 工 費 4,353,976 6.1 5,393,334 7.8 △ 1,039,358 △ 19.3 

8 土 木 費 6,338,250 8.9 5,755,587 8.4 582,663 10.1 

9 消 防 費 3,377,014 4.8 2,155,421 3.1 1,221,593 56.7 

10 教 育 費 6,489,363 9.1 7,962,511 11.6 △ 1,473,148 △ 18.5 

11 災 害 復 旧 費 596,500 0.8 596,500 0.9 0 0.0 

12 公 債 費 6,187,552 8.7 6,351,409 9.2 △ 163,857 △ 2.6 

13 予 備 費 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0 

71,181,000 100.0 68,865,000 100.0 2,316,000 3.4 

（主な増減理由）
2.

3.

4.

6.

7.

8.

9.

10.

12.

合　　　　　計

令和７年度　当初予算目的別内訳

款
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度

増 減 額(Ｃ)

総務費は、財務会計システムサーバ更新事業 2,696万1千円（皆減）等の減があるものの、県体育館整備事業 4億8,870万円（皆増）、自治体情報システム標準化・共通化事業 2億3,942万9
千円（1億330万5千円→3億4,273万4千円）、市民と取り組む窓口改革推進事業 1億1,933万9千円（皆増）等の増により、全体で 16億5,077万9千円 26.8％の増となっています。

民生費は、放課後児童クラブ改修事業 2,971万円（3,049万6千円→78万6千円）等の減があるものの、児童手当支給事業 7億8,242万円（17億6,110万円→25億4,352万円）、認定こども園運
営事業 2億4,933万8千円（33億9,124万9千円→36億4,058万7千円）、障がい福祉サービス給付事業 2億4,567万3千円（31億3,550万9千円→33億8,118万2千円）等の増により、全体で 15億
3,850万7千円 6.0％の増となっています。

衛生費は、衛生センター再整備事業 4億1,390万円（皆減）、北方最終処分場埋立区画移行事業 5,974万7千円（1億617万1千円→4,642万4千円）等の減があるものの、旧北川町塵芥処理場解
体事業 2億4,234万円（皆増）、高齢者予防接種事業 2億165万4千円（1億413万9千円→3億579万3千円）、北川診療所空調設備更新事業 5,274万1千円（皆増）等の増により、全体で 1億
8,335万1千円 3.1％の増となっています。

農林水産業費は、農業用ため池整備事業 5,450万円（4,032万9千円→9,482万9千円）、鳥獣被害防止総合対策事業 2,197万3千円（3,974万8千円→6,172万1千円）等の増があるものの、産地
生産基盤パワーアップ事業 8,371万9千円（8,552万8千円→180万9千円）、漁業共同利用施設更新事業 3,161万3千円（皆減）等の減により、全体で 1億8,468万7千円 7.6％の減となってい
ます。

商工費は、北方地域ユネスコエコパーク拠点施設整備・誘客促進事業 3,802万5千円（2,699万6千円→6,502万1千円）、ツール・ド・九州2025大会推進事業 3,282万9千円（皆増）等の増が
あるものの、ふるさと延岡応援基金積立金 6億3,465万4千円（15億9,367万9千円→9億5,902万5千円）、ふるさと納税を活用した特産品ＰＲ事業 3億601万2千円（11億4,866万6千円→8億
4,265万4千円）等の減により、全体で 10億3,935万8千円 19.3％の減となっています。

土木費は、スポーツパーク整備事業 2億2,000万円（皆減）、急傾斜地崩壊対策事業 7,950万円（2億7,070万円→1億9,120万円）等の減があるものの、市営住宅エレベーター設置事業 1億
7,890万円（523万8千円→1億8,413万8千円）、西階通線道路改良事業 1億7,100万円（3,100万円→2億200万円）等の増により、全体で 5億8,266万3千円 10.1％の増となっています。

消防費は、消防団車両整備事業 1,172万円（7,018万9千円→5,846万9千円）等の減があるものの、 消防救急デジタル無線更新事業 11億6,194万1千円（皆増）、水利施設整備事業 1,575万2
千円（皆増）等の増により、全体で 12億2,159万3千円 56.7％の増となっています。

教育費は、西階公園野球場施設整備事業 1億5,236万1千円（11億4,960万円→13億196万1千円）、教師用教科書・指導書等購入事業（中学校） 5,169万6千円（75万円→5,244万6千円）、特
別支援教育・学習活動サポート事業 4,864万1千円（1億9,954万6千円→2億4,818万7千円）、学力向上指導員配置事業 2,076万円（2,076万円→4,152万円）等の増があるものの、国の補正予
算に伴う令和６年度への前倒しによる土々呂中学校長寿命化改良事業 3億4,691万4千円（皆減）、南小学校長寿命化改良事業 3億4,049万5千円（皆減）、小学校空調設備整備事業 2億8,456
万7千円（3億3,340万円→4,883万3千円）、中学校空調設備整備事業 1億9,888万円（2億7,800万円→7,912万円）等の減により、全体で 14億7,314万8千円 18.5％の減となっています。

公債費は、償還金利子 4,736万3千円（3億892万1千円→3億5,628万4千円）の増があるものの、元金償還金 2億914万円（60億4,040万7千円→58億3,126万7千円）等の減により、全体で 1億
6,385万7千円 2.6％の減となっています。
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歳　　　　　　出
一般会計 (単位 千円、％)

増 減 率

金　額(Ａ) 構 成 比 金　額(Ｂ) 構 成 比 (Ｃ/Ｂ)

1 11,016,627 15.5 10,320,568 15.0 696,059 6.7 

6,797,193 9.5 6,566,939 9.5 230,254 3.5 

535,073 0.8 467,142 0.7 67,931 14.5 

3,684,361 5.2 3,286,487 4.8 397,874 12.1 

2 18,577,081 26.1 17,163,722 24.9 1,413,359 8.2 

3 6,187,551 8.7 6,349,328 9.2 △ 161,777 △ 2.5 

35,781,259 50.3 33,833,618 49.1 1,947,641 5.8 

4 11,647,530 16.4 10,798,626 15.7 848,904 7.9 

5 384,887 0.6 399,677 0.6 △ 14,790 △ 3.7 

6 4,778,034 6.7 4,634,343 6.7 143,691 3.1 

1,028,245 1.4 1,006,147 1.4 22,098 2.2 

3,749,789 5.3 3,628,196 5.3 121,593 3.4 

7 1,002,409 1.4 1,637,078 2.4 △ 634,669 △ 38.8 

8 80,103 0.1 85,893 0.1 △ 5,790 △ 6.7 

9 1,234,231 1.7 1,253,201 1.8 △ 18,970 △ 1.5 

10 5,768,734 8.1 5,893,945 8.6 △ 125,211 △ 2.1 

11 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0 

12 10,403,813 14.6 10,228,619 14.9 175,194 1.7 

（ う ち 人 件 費 ） (4,250) (0.0) (4,250) (0.0) (0) (0.0)

1) 普 通 建 設 事 業 費 9,807,313 13.8 9,632,119 14.0 175,194 1.8 

補 助 事 業 費 4,222,637 5.9 4,811,277 7.0 △ 588,640 △ 12.2 

単 独 事 業 費 5,584,676 7.9 4,820,842 7.0 763,834 15.8 

2) 災 害 復 旧 事 業 費 596,500 0.8 596,500 0.9 0 0.0 

71,181,000 100.0 68,865,000 100.0 2,316,000 3.4 

（主な増減理由）

1.

2.

3.

4.

6.

7.

12. 普通建設事業費は、衛生センター再整備事業 4億1,390万円（皆減）、土々呂中学校長寿命化改良事業 3億4,681万4千円（皆減）、南小学校長寿命化改良事業 3億4,039万5千円（皆減）等
の減があるものの、消防救急デジタル無線更新事業 11億6,194万1千円（皆増）、県体育館整備事業 4億8,847万円（皆増）、旧北川町塵芥処理場解体事業 2億4,234万円（皆増）、市営住
宅エレベーター設置事業 1億7,890万円（523万8千円→1億8,413万8千円）、西階通線道路改良事業 1億7,100万円（3,100万円→2億200万円）等の増により、全体で 1億7,519万4千円 1.8％
の増となっています。

積立金は、減債基金積立金 176万3千円（698万7千円→875万円）等の増があるものの、ふるさと延岡応援基金積立金 6億3,465万4千円（15億9,367万9千円→9億5,902万5千円）等の減によ
り、全体で 6億3,466万9千円 38.8％の減となっています。

補助費等は、企業立地奨励補助事業 5,661万6千円（9,562万1千円→3,900万5千円）等の減があるものの、児童クラブ事業 8,986万2千円（3億3,233万円→4億2,219万2千円）、ツール・
ド・九州２０２５大会推進事業 3,282万9千円（皆増）等の増により、全体で 1億4,369万1千円 3.1％の増となっています。

物件費は、ふるさと納税を活用した特産品ＰＲ事業 2億5,905万7千円（9億3,458万円→6億7,552万3千円）等の減があるものの、自治体情報システム標準化・共通化事業 2億3,401万7千円
（1億330万5千円→3億3,732万2千円）、高齢者予防接種事業 1億9,728万6千円（1億413万7千円→3億142万3千円）、市民と取り組む窓口改革推進事業 1億1,933万9千円（皆増）等の増によ
り、全体で 8億4,890万4千円 7.9％の増となっています。

公債費は、償還金利子 4,736万3千円（3億892万1千円→3億5,628万4千円）の増があるものの、元金償還金 2億914万円（60億4,040万7千円→58億3,126万7千円）の減により、全体で 1億
6,177万7千円 2.5％の減となっています。

補 助 費 等

下 水 道 事 業 関 係

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

予 備 費

投 資 的 経 費

合　　　　　計

人件費は、人事院勧告等に伴う給与の改定等により、全体で 6億9,605万9千円 6.7％の増となっています。

扶助費は、子育てのための施設等利用給付事業 1,471万円（4,908万9千円→3,437万9千円）等の減があるものの、児童手当支給事業 7億8,242万円（17億6,110万円→25億4,352万円）、認
定こども園運営事業 2億4,933万8千円（33億9,124万9千円→36億4,058万7千円）等の増により、全体で 14億1,335万9千円 8.2％の増となっています。

人 件 費

令和７年度　当初予算性質別内訳

区　　　　　分
令 和 ７ 年 度 令 和 ６ 年 度

増 減 額(Ｃ)

そ の 他

職 員 給

退 職 手 当

そ の 他

扶 助 費

公 債 費

小　　　　　計

物 件 費

維 持 補 修 費
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

1
1
1)
(1)

議会費
議会費
議会費

新
議会運営管理システム更新
事業
【議会事務局】

令和７年度～

新庁舎建設から10年が経過し、経年劣化等により不具合が生じている議場の
システム関係機器の一部を更新し、議場会議システムの改修を行うことで、
円滑な議会運営と市民への情報発信の充実を図る（年度途中から更新するた
め令和７年度は４ヶ月分のリース料を計上）。

　　システム借上料　　2,046千円

0 2,046 2,046

2
2
1)
(1)

総務費
総務管理費
一般管理費

都市親善交流事業
【総務課】

昭和54年度～

姉妹都市及び兄弟都市との友好親善の絆を深めるため、教育、文化、スポー
ツ等の各分野において市民レベルでの交流事業を推進する。令和７年度はい
わき市からの児童受入及び坂井市への児童訪問を行うほか、丸岡古城まつり
やいわきおどり、大師祭やまつりのべおか等での交流を推進する。

　　旅費 2,034千円　　補助金　1,186千円　　需用費等 1,601千円

5,128 4,821 4,821

3
教育資金融資事業
【総務課】

平成７年度～

九州労働金庫・延岡信用金庫に教育資金融資用の資金を預託し、両金融機関
は預託された金額の2.5倍の額を市民に教育資金として低金利で融資する。こ
のことにより、市内居住者の子弟の教育水準の向上を促し、市民の生活安定
と福祉増進に寄与する。

　＜ 預託金額 ＞ 247,578千円(うち新規預託金60,000千円)
　　　　　　　　　労金：139,729千円(うち新規預託金30,000千円)
　　　　　　　　　信金：107,849千円(うち新規預託金30,000千円)
　＜新規融資枠＞ 150,000千円(新規預託金の2.5倍相当額)
　　　　　　　　　労金：75,000千円
　　　　　　　　　信金：75,000千円
　＜融資限度額＞ 5,000千円（1人あたり）
　＜ 償還期間 ＞ 15年以内
　＜ 融資利率 ＞ 1.2％(保証料別)

236,169 247,578 247,578
教育資金
貸付金

4
教育資金緊急融資事業
【総務課】

令和２年度～

令和２年度から令和５年度まで、新型コロナウイルス感染症の影響による家
計急変等のため大学等の学業を断念することのないよう、他の学費の免除や
猶予の措置が受けられない家庭等を対象に無利子での教育資金の融資を行っ
た。
令和６年度からは新規の融資は行わず、これまでに実施した融資事業の利子
補給及び過年度分の貸付に係る預託を行う。

　＜貸　付　金＞  120,000千円
　　　　　　　　（延岡信用金庫提携・過年度融資に係る預託金）
　＜利子補給金＞ 　11,119千円（延岡信用金庫提携）

149,067 131,119 120,000 11,119
教育資金
緊急貸付金

5 新
内部統制推進事業
【総務課】

令和７年度～

令和６年度の「不正業務等再発防止策推進事業」の結果も踏まえ、事務処理
ミス等の発生を防止しながらチームとして積極的に事業を推進する組織づく
りを行うため、外部の専門的な知見を活用しながら、内部統制を推進する。

＜委託内容＞
・リーダーシップ及びマネジメント力を強化し「対話を進め積極的にチー
　ムを活性化させる力」「チームをまとめる力」を育成する研修
・全庁的な内部統制推進及び業務プロセス再構築のための研修
・再発防止策の確実な実施
・特に事務処理ミス等の多い部署における業務プロセスの再構築

　　委託料　9,882千円

0 9,882 9,882

その他
の内訳

令和７年度当初予算　主要事業等内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

6
人材育成推進事業
【職員課】

平成27年度～

「延岡市人材育成基本計画」を踏まえ、「職場内研修(ＯＪＴ)」、「職場外
研修(ＯＦＦ－ＪＴ)」及び「自己啓発」を３本柱として効果的な研修を継続
して実施するとともに、その取組の中で「リーダーシップ育成」や「マネジ
メント力向上」のほか、「正確な事務処理能力」を育成するための研修など
を実施することにより、組織のチーム力向上を図る。
　
　　職場内研修(ＯＪＴ)の充実 　 10,641千円(専門研修の実施等)
　　職場外研修の実施        　  13,887千円(研修機関への派遣等)
　　自己啓発の支援　             3,491千円(通信教育受講等)

25,717 28,019 2,005 26,014

県市町村振
興協会ひと
づくり助成
金
地方創生に
向けて「が
んばる地
域」応援事
業補助金

7 新
出退勤管理システム導入事業
【職員課】

令和７年度

職員の勤務時間の把握について、労働安全衛生法の規定に沿ってより客観的
な方法とすることと併せて、第８次延岡市行財政改革実施計画に基づいて、
出勤簿や時間外勤務時間の確認における紙での管理を廃止することにより事
務の効率化などを図るため、出退勤管理システムを導入する。

　　＜システム導入時期＞　令和８年１月（予定）

　　委託料　17,455千円（システム構築委託、システム保守委託）

0 17,455 17,455

8
人権啓発推進事業
【人権推進課】

昭和59年度～

延岡市人権啓発推進協議会に委託して、「ふれあい映画祭」、「人権啓発推
進大会」、「こころのメッセージ募集」等の事業を実施し、延岡市人権教
育・啓発推進方針（令和３年３月改定）に基づいた啓発活動を展開する。ま
た、人権に関する作品募集、人権啓発強調月間（８月）及び人権週間（12月
４日～10日）中の啓発活動等の事業を実施する宮崎県人権啓発推進協議会へ
負担金を支出する。

　　延岡市人権啓発推進協議会委託料　2,912千円
　　宮崎県人権啓発推進協議会負担金    187千円

2,666 3,099 3,099

9 新
犯罪被害者等支援事業
【人権推進課】

令和７年度

犯罪被害者等への切れ目のない支援のための制度づくりを行うべく、条例の
制定に向け、必要な取り組みを行う。

　　報償費　　　　　　478千円　　　旅費　227千円
　　需用費　  　　　　 65千円　　　役務費 116千円
　　使用料及び賃借料　 22千円

0 908 908

10 (2) 広報費
新たな広報のあり方検討事業
【総務課】

令和元年度～

有識者を交えた検討委員会を通じて、これまで市が行ってきた広報内容や情
報発信等の検証を行いながら、今後の市の広報力及び情報発信力の強化を図
る。

    報償費 341千円    事務費 97千円

433 438 438

11
延岡市ＰＲのための市民
ＹｏｕＴｕｂｅｒ養成事業
【総務課】

令和５年度～

「市民ＹｏｕＴｕｂｅｒ養成講座」を開催し、市民が自らの目線で制作した
延岡市の魅力発信動画をＹｏｕＴｕｂｅで配信してもらうことで、ふるさと
の再発見や市政参加への促進、本市のプロモーション、観光誘客等につなげ
る。また、受講修了者の中から市公認の市民ＹｏｕＴｕｂｅｒを選定する。

　＜講座内容＞ 情報リテラシー、コンプライアンス・プライバシー保護
　　　　　　　 や動画の作成方法

　　講座開設委託料　1,430千円　  報償金 63千円

1,741 1,493 1,493

12
多様な市民の声をさらに
キャッチする新たな広聴事業
【総務課】

令和５年度～

「市民の声」や「パブリックコメント」、「移動市役所」など、さまざまな
形で市民の意見を把握し市政に反映しているが、「第８次延岡市行財政改革
大綱及び実施計画」に基づき、以下の取組みも併せて実施することで、より
広く市民の声をキャッチし、多様な市民の意見等を市政へ反映していく。

　・広報のべおかに「市民の声」の案内記事を常時掲載
　・無作為抽出によって選ばれた市民に対して意見を求めるパブリック
　　コメントの実施

　　役務費　864千円　　需用費　67千円

896 931 931
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

13
イベント情報集約サイト運営
事業
【総務課】

令和６年度～

ＡＩを活用した自動情報収集プログラムにより、ＷＥＢ上に公開されている
市内のイベント情報を自動で集約し、効率的に地域住民や観光客等に発信す
ることで、地域活性化や市民サービスの向上、観光誘客等を図る。

　　システム保守管理委託料　1,452千円

2,002 1,452 1,452

14 新
職員の広報力強化事業
【総務課】

令和７年度～

広報担当部署や各課室における広報力（表現力や文章力など）を強化し、市
民に対する分かりやすい情報発信を行うため、ホームページやＳＮＳ配信に
関する職員研修を実施する。

    報償費 281千円    旅費 269千円

0 550 550

15 (4) 財産管理費
公用車導入事業
【管財課】

平成27年度～
令和７年度
(47,960千円)

国の脱炭素計画に基づき、老朽車両（普通共用車１台）をハイブリッド車へ
買い替え、維持管理経費削減と安全性の確保を行う。

　　役務費　　　　　25千円
　　公課費　　　　　46千円
　　備品購入費 　3,077千円

2,679 3,148 3,148

16 新
北浦総合支所公用車更新事業
【管財課】

令和７年度

取得から20年以上経過した老朽車両（普通公用車１台）を、地球環境に配慮
したハイブリッド且つ災害時に活用可能な発電・給電機能付き車両に更新す
る。

　　役務費　        25千円
　　公課費　        23千円
　　備品購入費 　2,415千円

0 2,463 2,463

17 (5) 市民生活対策費
防犯灯設置及び維持管理
補助金
【生活環境課】

昭和45年度～

街を明るくし、犯罪を防止するという目的で、防犯灯を設置し維持管理する
区等に対し、防犯灯の設置費及び維持管理費等の一部を助成する。令和元年
度より、設置補助金の対象をＬＥＤ灯のみとし、区からの要望が増えている
防犯灯移設費への一部助成を開始している。また、蛍光灯の管球取替への助
成についても継続して行う。
　
　①防犯灯設置補助金(設置費の1/2以内)      1,593千円
　　(上限額)
　　　防犯灯の新設、移設、取替　　　   １灯（LED灯）  7,000円
　　　小柱付防犯灯の新設、移設、取替   １灯（LED灯） 16,000円
　　　小柱のみ建替　　　　 　　    　  １灯         　9,000円
　　　蛍光灯の管球取替　　     　　  　１灯　           500円

　　(設置数見込み)
　　　防犯灯の新設、移設、取替        208灯（LED灯）1,456千円
　　　小柱付防犯灯の新設、移設、取替   ６灯（LED灯）   96千円
      小柱のみ建替                     ２灯            18千円
　　　蛍光灯の管球取替                 47灯            23千円
       合  計                                       1,593千円

　②防犯灯維持管理補助金                 12,327千円
　　 電気料の補助として１灯につき年間1,200円
　　 (防犯灯数見込み) 10,272灯

13,920 13,920 9,700 4,220
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

18
交通安全対策推進事業
【地域・離島・交通政策課】

昭和40年度～

「延岡市めひかり交通安全対策本部」を中心に、延岡警察署、延岡地区交通
安全協会をはじめとする関係機関・団体と連携を図り、交通安全運動を積極
的に行うことにより、交通事故のない安全で安心なまちづくりを推進する。

　・延岡市「めひかり交通安全」対策本部交付金　　　  　  753千円
　  (のぼり旗・啓発用品等購入、交通少年団活動支援等）
　・交通指導員運営費(交通指導員謝礼金、制服貸与費等)　4,807千円
　・訪問指導の推進(延岡地区交通安全協会への委託料)　　　120千円
　・交通災害共済加入報償費(各総合支所)　　　　　　 　　  20千円

6,000 5,700 20 5,680
交通災害共
済事務取扱
交付金
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

19
高齢者免許返納支援事業
【地域・離島・交通政策課】

令和５年度～

県の補助事業を活用して、高齢運転者を対象とした実車運転指導を市内の自
動車学校で実施し、自身の運転の課題点等を本人へフィードバックすること
により、制限運転の実施や免許返納へつなげるなど、さらなる交通安全の推
進を図る。
また、65歳以上の高齢者が運転免許証を自主返納した際の支援として「まち
なか循環バス」・「コミュニティバス」・「乗合タクシー」・「チョイソコ
のべおか」の運賃割引（半額化）を行うとともに、「交通系ＩＣカード
（5,000円相当分）」、「タクシー利用券（5,000円分）」及び「のべおかコ
イン（1,000ポイント）」を進呈することで、自主返納を後押しし、高齢者に
よる交通事故の抑止を図る。

　＜事業費＞ 報償費：1,770千円（交通系ＩＣカード）
  　　       事務費：  741千円（消耗品費、郵便料等）
      　　   委託料：1,232千円（安全運転講習等）
         　　補助金：1,770千円（タクシー会社経由による助成）

6,088 5,513 616 3,400 1,497
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

20 (8) 災害対策費

平常時・災害時共通
災害に強い地方創生
ネットワーク事業
【スマートシティ推進室】

令和５年度～

キャリア回線不通時には衛星回線を活用し、迅速な災害復旧や安否確認、避
難生活に必要な生活必需品等の提供を可能とするネットワークシステム
（ナーブネット）を主要な避難所や孤立可能性のある地区等新たに21ヶ所に
整備する。

　　ナーブネット基地局設置委託料（21基地局）　220,100千円
　（内訳）
　　①各種システム（避難所・災害対策本部等の連携を図るシステム、
　　　Wi-Fiエリア拡充など）の構築・運用　　　　　　　65,700千円
　　②基地局設置　　　　　　　　　　　　　　　　　　 80,900千円
　　③衛星通信設備設置　　　　　　　　　　　　　　　 73,500千円

116,500 220,100 220,100

21
ハザードマップ作成事業
【危機管理課】

平成25年度～

逃げ遅れゼロのまちづくりを目指す取り組みを推進するため、公表される見
込みである県管理中小河川の浸水想定区域を基に、市災害情報システムの
データ更新を行う。また、県の津波浸水想定区域図の見直し結果を踏まえ、
災害情報システムの更新、のべおかeマップ公開のためのデータ整備、ハザー
ドマップ冊子用のデータ更新及び印刷製本を行う。
　
　　印刷製本費　　　　　 1,540千円
　　システム整備委託料　 9,121千円

3,260 10,661 4,310 6,351

22
災害用備蓄品配備事業
【危機管理課】

平成23年度～

県の備蓄指針に基づき、南海トラフ地震など大規模災害が発生してから国や
県の支援物資が届くまでの間の水や食料など９品目について、想定される避
難者数の１日分に相当する量を100％備蓄する。

　　消耗品費　  　14,460千円
 
 【購入予定物品】
　　食料　　　　  41,450食
　　トイレパック 120,900回

6,153 14,460 6,000 8,460

企業版ふる
さと創生応
援基金繰入
金

23 新
災害用備蓄倉庫整備事業
【危機管理課】

令和７年度～

大規模災害発災時に備蓄品を確実に市内の指定避難所等に配送するため、市
内の交通結節点となる場所（各ＩＣ）の周辺に、50㎡～300㎡程度の中～大規
模な備蓄倉庫兼地域内輸送拠点を整備するための候補地を選定するとともに
整備費用を試算する。

　　委託料　　2,205千円

0 2,205 2,205
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

24
津波避難施設整備事業
【危機管理課】

平成26年度～

第２次津波避難施設等整備計画基本方針によって避難困難地域として抽出さ
れた北浦町古江地区、大武町、川原崎町において、津波避難施設を整備する
ために必要な基本設計、地質調査及び実施設計業務等を行う。また、避難困
難地域として抽出された北浦町阿蘇地区外17地区のうち、津波避難場所・避
難ビルへ誘導する標識を未設置の14地区について、標識を設置する。

　　調査設計委託料　24,000千円
　　測量設計委託料　 1,500千円
　　土地購入費　　　 6,000千円
　　看板製作委託料　 1,400千円

46,800 32,900 21,875 9,400 1,625

25
避難所等環境改善事業
【危機管理課】

令和２年度～

災害時に使用される備蓄品については、避難所に指定している小中学校に備
蓄している状況であるが、スペースが限られているために想定避難者数分の
備蓄を確保するため、備蓄倉庫を整備する。
また、大規模災害発災時の円滑な避難所運営のため、各避難所の運営マニュ
アルを作成する。

　　役務費　　　　 1,683千円
　　委託料　　　　 9,022千円
　　備品購入費　　13,750千円

0 24,455 15,400 9,055

26
防災・減災普及啓発事業
【危機管理課】

令和２年度～

県外にお住まいの本市出身者からいただいた多額のご寄附を活用し、各種講
演会や「わが家の防災ハンドブック」の改訂など本市の防災・減災意識の向
上等を図る。

　　　委託料　　　　　　3,526千円
　　　報償費　　　　　　　570千円
　　　旅費　　　　　　　　200千円
　　　使用料及び賃借料　　180千円
　　　需用費　　　　　　 　44千円

4,520 4,520 2,600 1,920
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

27 新
多目的防災広場整備事業
【危機管理課】

令和７年度～

大規模災害発災時における応急仮設住宅用地や災害ごみステーション用地等
が不足している現状に鑑み、新たに一定規模の平坦地が確保できる市有地を
発災時に有効活用するための境界測量等を行う。
※実施箇所：延岡市土々呂町６丁目

　　委託料　　3,058千円

0 3,058 3,058

28
災害時対応用車両等購入事業
【危機管理課】

令和６年度～

指定避難所等において活用する災害用トイレカー４台を購入する。
　
　　備品購入費　　37,000千円
　　役務費  　　　 2,208千円
　　公課費　　　　　　36千円

13,415 39,244 37,000 2,244

29
個別避難計画作成事業
【総合福祉課】

令和４年度～

避難行動要支援者の避難支援等を実施するための計画である「個別避難計
画」の作成を推進するため、計画書の作成サポート、福祉専門職への作成委
託等を進める。

　　委託料　2,200千円　　役務費　970千円　　需用費　53千円
　　人件費　3,297千円（会計年度任用職員報酬等）

3,134 6,520 6,520

30 (9) 企画費
第７次延岡市長期総合計画
策定事業
【企画課】

令和６年度～
令和８年度
(17,320千円)

令和２年度に策定した、まちづくりの基本となり、行財政運営の総合的指針
である第６次長期総合計画後期基本計画が令和７年度をもって計画期間満了
となるため、「100人市民会議」や「未来の延岡アイデア募集」等、市民協働
により「希望あふれるまちづくり」を目指した第７次長期総合計画策定を進
める。
　
　　報酬　　　 　　　2,714千円　　委託料　　　　　   198千円
    職員手当等 　　    782千円　　需用費　　 　　　2,181千円
    共済費 　　        500千円　　役務費 　　　　　　100千円
　　報償費　　　　 　1,066千円　　使用料及び賃借料　 306千円
    旅費 　　          210千円

1,845 8,057 8,057
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

31 新
第３期人口ビジョン及び
第３期総合戦略策定事業
【企画課】

令和７年度

国立社会保障・人口問題研究所の直近の推計値を参考に、人口の将来展望等
の見直しやデータの更新を行い、次期人口ビジョンを策定する。
併せて、第２期総合戦略が令和７年度をもって計画期間満了となるため、必
要な見直しを行い、次期総合戦略（令和８年度～12年度）を策定する。

　　報償費    448千円　　 需用費　   50千円
    旅費       18千円　 　役務費 　  20千円
    委託料  8,245千円

0 8,781 8,781

32
未来の担い手を育む地方創生
ＳＤＧｓ推進事業
【企画課】

令和３年度～

地方創生ＳＤＧｓを推進するため、本市の将来の担い手である子どもたちを
対象に、キャリア教育や世代間交流を通して「地域愛」と「生きる力」を育
成することを目的として、地元企業等の仕事を体験するイベント「アウト・
オブ・キッザニアinのべおか」を開催する経費に対して支援を行う。

  ＜イベント開催経費＞
　　補助金　7,718千円
　　補助先　Out of KidZania in のべおか実行委員会

6,880 7,718 7,718

33

誰一人取り残さない
「ＳＤＧｓ未来都市」
推進事業
【企画課】

令和５年度～

令和５年に宮崎県内で初めて国から「ＳＤＧｓ未来都市」に選定されたこと
を受け、ＳＤＧｓの達成に向けた取組をさらに進める。

　(1)「持続可能な都市」実現事業　3,137千円
　　①のべおかＳＤＧｓネットワーク会議開催等　　　　　　 356千円
　　　（報償金、消耗品費、通信運搬費）
　　②女性や障がい者、若者、外国籍住民なども含め、広くさまざまな
　　　市民の方々が参加する「ワールドカフェ」開催経費　　 772千円
　  　（報償金、費用弁償、制作委託料）
　　③ＳＤＧｓに関する活動の目安や優良事例等をまとめたＳＤＧｓ
      アクションブック（専用サイト）の管理運営　　　  　 266千円
　  　（賞賜金、保守管理委託料）
　　④子ども達向けのＳＤＧｓ体験イベント開催　　 　 　 1,743千円
　  　（制作委託料）

　(2)「持続可能な都市」実現をリードする市役所づくり研修　313千円
　　　（報償金、費用弁償）

3,743 3,450 3,450

34
延岡こども未来創造機構
運営事業
【経営政策課】

平成30年度～

教育における「学校」「家庭」「地域」の３者と連携する第４の存在「（一
社）延岡こども未来創造機構」において、延岡市ならではの「生きる力」を
育む取組みを進める。なお令和７年度は、県外にお住まいの本市出身者から
の多額のご寄附も活用し、新たに様々な国のリアルな声から異文化について
理解しグローバルな人材を育成する「Nobeoka Global Academy～さまざまな
国に延岡で留学～ 」を実施する。

　＜取組内容＞
　　①教育関係者等との協議 　　　　　　　　　　　  　261千円
　　②地域おこし協力隊の活用（２人）　　　　　　　12,149千円
　　③延岡こども未来創造機構への教育イベント委託　13,895千円
　　　・ＪＦＡこころのプロジェクト「夢の教室」
　　　・東京学芸大こども未来研究所によるＳＴＥＡＭ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等ワークショップ
　　　・ＥＮＧＬＩＳＨ　ＣＡＭＰ
　　　・自然体験活動
　　　・東京学芸大学等学生インターンシップ
　　　・英語モチベーションアッププログラム
　　　・Nobeoka Global Academy～さまざまな国に延岡で留学～　等
　　④延岡こども未来創造機構への運営補助　　　  　19,895千円
　  ・事務局運営費（人件費・運営事務費等）

40,900 46,200 3,277 42,923

ふるさと延
岡応援基金
繰入金
企業版ふる
さと創生応
援基金繰入
金
宿舎使用料

35
指定管理者制度導入施設
運営方法等検証事業
【経営政策課】

令和４年度～

指定管理者制度を導入している公の施設について、サービスの向上や、より
効果的効率的な施設運営を行うため、専門的な知見を活かして施設運営等の
検証を行う。

　＜対象施設＞　須美江家族旅行村
　　委託料　3,947千円　　報償費　38千円

3,985 3,985 3,985
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

36 新

「利用者目線」に立った
更なる行政サービス
利用促進実証事業
【経営政策課】

令和７年度

市民生活支援や事業者支援につながるアプリ、公共交通（路線バス）維持、
移住推進などについて、「利用者目線」に立った更なる周知活動を行い、よ
り大きな効果を出す。
令和７年度においては、下記の３つについて民間企業のノウハウを活かした
周知や利用促進を行い、その効果の検証等を行うことで、今後に活かしてい
く。

＜対象事業＞
【アプリ】
　防災のべおかの登録者増                    　　　  　《危機管理課》
【利用促進】
　路線バス(宮野浦線)＋チョイソコの利用促進《地域・離島・交通政策課》
【移住促進】
　移住促進用ＬＩＮＥ公式アカウントの登録者増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《人材政策・移住定住推進室》

　　委託料　9,923千円　　報償費　38千円

0 9,961 9,961

37
市民まちづくり活動支援
事業
【経営政策課】

平成19年度～

市民によるボランティア活動やコミュニティ活動などのまちづくり活動や伝
統文化継承、市の課題解決を図る活動などに対して補助する。
近年、市民活動がより活発化しており、当該補助金に対する関心やニーズが
高まっていることから、令和７年度予算では、ニーズが高い分野の新規採択
件数を増やすべく、予算を増額する。

　＜補助先＞
　　市民活動団体、ＮＰＯ等
　　①まちづくり活動(35件)  　　  12,874千円
　　②伝統文化活動(１件)  　　　 　1,000千円
　　③課題解決協働活動(５件)　 　  2,500千円
　　④広域コミュニティ活動(４件)　 1,500千円

　　補助金　17,874千円　　事務費　156千円

14,484 18,030 18,030

38
市民活動コーディネーター
設置事業
【経営政策課】

令和５年度～

市民活動の充実や促進を図り、市民協働によるまちづくりを推進するため、
市民活動コーディネーターを設置し、企画や周知、振り返り等に関する相談
対応やアドバイスなどを行う。

　　＜市民活動コーディネーター＞ ５名
　　報償費　2,321千円　　旅費　　336千円
　　需用費　　670千円　　役務費　420千円

2,785 3,747 3,747

39
女性が活躍する職場等ＰＲ
事業
【男女共同参画推進室】

令和４年度～

男女共同参画社会づくりを推進するため、職場や地域団体等で活躍する女性
を紹介する番組を制作・放映・配信し、女性活躍の気運を高める。

　　制作委託料　594千円（２団体）

594 594 594

40
ＤＶ防止強化事業
【男女共同参画推進室】

令和５年度～

ＤＶ被害者に対して、女性相談員の配置や緊急時のシェルター確保などの支
援を行う。また、若年層が当事者となりやすいデートＤＶを防ぐため、中学
生を対象に「デートＤＶ防止講座」を実施する。

　　相談業務（会計年度任用職員報酬等）　　4,067千円
　　無料法律相談（弁護士謝金等）　　　　　　108千円
　　講座・キャンペーンの開催（講師謝金等）　560千円
　　被害者支援（建物借上料等）　　　　 　   157千円

4,424 4,892 1,261 3,631

41  
消費生活センター事業
【男女共同参画推進室】

平成21年度～

消費生活センター機能の充実及び職員の資質向上等を図り、増加する多重債
務や通信販売等に関するトラブルの解決、悪質商法等による被害防止のため
の啓発に取り組み、市民の安全・安心な生活の確保を図る。また、現在の国
連携の消費生活相談システムが令和８年10月より新システムに移行するた
め、令和７年度中に接続回線やパソコン等を整備する。
　＜相談員数＞ ３名
  　人件費等（会計年度任用職員報酬等）　            12,395千円
  　事務費（旅費、報償費、需用費、備品購入費等）　 　2,298千円

13,129 14,693 7,876 1,048 5,769
消費者生活
相談業務負
担金
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源
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No. 款・項・目 新規
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【所 管 課 等】

事 業 年 度
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当初予算

財　源　内　訳

42
祖母・傾・大崩ユネスコ
エコパーク推進事業
【地域・離島・交通政策課】

平成27年度～

２県（宮崎県、大分県）及び６市町(延岡市、高千穂町、日之影町、大分県佐
伯市、豊後大野市、竹田市)が連携して、自然環境保全及び世界ブランドを生
かした地域振興等に取り組むため、祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク推進
協議会へ負担金を支出するほか、ユネスコエコパーク登録10周年となる令和
９年度に向けて、さらに認知度を高めるための普及啓発を行う。

　＜協議会活動＞
　　協議会負担金　　　　　　　　　　　1,000千円
　　旅費等　　　　　　　　　　　　　　　227千円
　＜普及啓発・広報活動＞
　　ＰＲ動画の制作、啓発冊子の増刷等　2,721千円
　＜事務費＞
  　消耗品費　　　　　　　 　　　　　　  60千円

2,131 4,008 4,008

43
ワーカーズコレクティブ
支援事業
【地域・離島・交通政策課】

令和６年度～

地域住民が、地域に必要な「もの」や「サービス」を自ら事業化し、経営に
も携わる「ワーカーズコレクティブ（協同労働）」により、地域課題の解決
に取り組む団体に対し、設立や運営のための補助金を交付する。
また、ワーカーズコレクティブに関心のある市民を対象に、先進事例となる
団体を招いて説明会や相談会を実施し、制度についてさらなる周知を図ると
ともに、設立後のサポートを行う。

　＜補助先＞
　　本市に拠点を有しワーカーズコレクティブを設立・運営する団体等
　＜事業費＞
　  補助金　1,560千円（団体設立支援、運営費支援、事例視察旅費）
　　委託料　1,943千円（説明会開催、相談対応、サポート窓口周知
　　　　　　　　　　　等）
　　旅費　　　315千円

4,954 3,818 3,818

44
特定地域づくり事業協同
組合設立・運営支援事業
【地域・離島・交通政策課】

令和６年度～

本市の離島や中山間地域において、複数の仕事を組み合わせることで年間を
通じて雇用を創出し地域経済の活性化を図る「特定地域づくり事業協同組
合」が設立される予定であることを受け、その設立・運営に対し、国の制度
を活用して財政支援を行う。

　＜補助先＞ 延岡市特定地域づくり事業協同組合（仮称）
　＜事業費＞ 補助金　6,494千円

7,323 6,494 1,746 4,748

45 新
黒岩地区ユネスコエコパーク
拠点づくり事業
【地域・離島・交通政策課】

令和７年度～

祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク登録10周年となる令和９年度に向けて、
キャンプ場や温泉等の観光施設を有する祝子川地区へのさらなる集客に向け
た取組みを進める中、市内中心部からの距離が長く、アクセスに課題がある
点を踏まえ、その中間地点となる黒岩地区において、観光客や地元住民が利
用することのできる施設整備を検討する。
整備にあたっては、地区の要望を踏まえ、旧黒岩中学校跡地において、森林
環境譲与税の活用により、市産材を活用し、木育交流や農林産物等の販売機
能、詩人渡辺修三氏の顕彰機能などの整備とともに、アクセス道路の整備に
ついても検討する。

　＜事 業 費＞
　　 委託料　26,813千円
　　　　（基本計画・基本設計業務、妙地区林道詳細測量設計業務）
　　 報償費     315千円
    　  （基本計画策定検討会の設置）

0 27,128 4,716 22,412
森林環境
譲与税基金
繰入金

46
離島航路補助事業
【地域・離島・交通政策課】

島野浦島への唯一の定期航路である「島浦～浦城航路」が、島民の生活や産
業振興等において必要不可欠な航路となっていることを踏まえ、同航路の安
定的な維持を図るため、県の補助制度を活用して、航路事業者に対し航路運
営に係る欠損額の一部を補助する。

　＜補助先＞ 日豊汽船株式会社
　＜事業費＞ 補助金　58,916千円

49,580 58,916 13,000 45,916
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47
離島・過疎地域等高校生
修学支援事業
【地域・離島・交通政策課】

平成27年度～

三北地域や島野浦島など、自宅から高等学校への通学が困難な地域の生徒が
学生寮や下宿を利用する場合、又は公共交通機関を利用して通学する場合
に、その費用の一部を補助し、保護者の負担軽減や地域格差の是正を図ると
ともに、当該地域に住み続けながら通学することができる環境を整備する。

　①下宿、アパート、寮などの利用料の補助
　＜補  助  額＞ 補助対象者が１年間に支払った補助対象経費に
                 1/2を乗じた額
　＜補助上限額＞ 生徒一人当たり月額20千円
　＜事　業　費＞ 補助金　3,868千円
 
　②公共交通機関の利用料の補助
　＜補  助  額＞ ⑴市内を運行する区間に係るバス及び鉄道の６か月
　　　　　　　　　 通学定期料金に基づき、11.6km相当の運賃を超え
　　　　　　　　　 る金額
　　　　　　　　　(市外の高校への通学も一定の計算方法により支援)
　　　　　　　　 ⑵島浦町については、高速艇等の運賃の全額
　＜事　業　費＞ 補助金　5,294千円

9,520 9,162 1,113 8,049

48
地域おこし協力隊事業
【地域・離島・交通政策課】

平成28年度～

少子高齢化が深刻な中山間地域である三北地域及び島野浦島において、「地
域おこし協力隊」を採用し、地域コミュニティや産業の活性化を図るととも
に、本市への定住に向けた支援を行う。

　＜隊員数＞ 北川町１名（Ｒ７年４月～：採用予定）
　　　　　　 島浦町１名（Ｒ７年４月～：採用予定）
　　　　　　 ※活動期間は、概ね１年以上３年以下
　＜事業費＞ 人件費　8,061千円（報酬、職員手当等、共済費）
　　　　　　 活動費　2,173千円（旅費、使用料及び賃借料等）
　　　　　　 事務費　　870千円（需用費、役務費、原材料費等）

13,300 11,104 84 11,020 宿舎使用料

49
「島業」創出支援事業
【地域・離島・交通政策課】

令和元年度～

本市唯一の離島地域である島野浦島において、人口の減少、高齢化、担い手
不足等の課題に対処するため、区、漁協、有識者等で構成する「島業」推進
協議会において、特定地域づくり事業協同組合の設立など島野浦島の活性化
を図る施策等に関する協議や検討等を行うこととし、これらの取組に対して
補助を行う。
また、国の補助制度を活用し、島野浦島開発総合センター玄関横に区が設置
している「島野浦島案内図看板」の更新に係る費用の一部を補助する。
　
　＜補助先＞「島業」推進協議会
　＜事業費＞ 補助金　1,027千円
　　　　　　 事務費　   38千円（海上タクシー借上料等）

7,718 1,065 198 867

50
海上タクシー事業者燃料費
支援事業
【地域・離島・交通政策課】

令和６年度～

島野浦島においては、定期運航されている高速艇やフェリーだけでなく、海
上タクシーについても、夜間の移動や救急搬送時などに広く利用されてお
り、島民の生活になくてはならない重要な移動手段となっている。
このような中、原油価格高騰により、海上タクシー事業の経営が圧迫されて
いる現状を踏まえ、燃料費の一部を補助し、事業の安定的な維持を図る。

　＜補助先＞　島浦町で運航する海上タクシー事業者（２事業者）
　＜事業費＞  補助金　544千円

1,653 544 544

51 新
島野浦島集落支援員事業
【地域・離島・交通政策課】

令和７年度～

人口減少や少子高齢化が深刻な課題となっている島野浦島の活性化を図るた
め、当該地域の実情に詳しく行政との連携にも精通している人材を「集落支
援員」として採用し、地域産業の担い手不足や住民の移動手段の確保、有害
鳥獣の増加など、様々な地域課題への取組みを強化する。

　＜活動地域＞ 島浦町１名（兼任）
　＜事 業 費＞ 人件費　360千円（報償費）
　　　　　　　 活動費　 40千円（消耗品費）

0 400 400

- 16 -
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52 新
島野浦島開発総合センター
再整備事業
【地域・離島・交通政策課】

令和７年度～

島野浦島の玄関口にあり教育、文化及び産業の振興並びに福祉の向上を図る
とともにコミュニティ活動の場としても利用されている島野浦島開発総合セ
ンターの老朽化が進んでいることから、延岡市公共施設維持管理計画に基づ
き、施設の再整備を行うべく、基本構想・基本計画の策定を行う。

　＜事業内容＞ 再整備に係る基本構想及び基本計画の策定
　＜事 業 費＞ 委託料　19,767千円

0 19,767 19,767

53
地方バス路線維持補助事業
【地域・離島・交通政策課】

平成20年度～

地域公共交通の基盤となる路線バスを維持・確保するため、運行欠損が発生
している路線のうち、郊外エリアを運行し、特に運行事業者による維持が困
難な20系統に対して補助金を交付する。

　＜補助路線＞ 地域間幹線（高千穂線、日向線、宮野浦線）
　　　　　　　 生活交通維持路線（差木野線、行縢線、外浦線、
　　　　　　　 　　　　　　　　　　熊田線、方財線、川口線）
　　　　　　   広域的バス路線（三輪線、直海線、六首線）
　＜補 助 先＞ 宮崎交通㈱、宮交タクシー㈱
　＜事 業 費＞ 運行補助金　81,603千円

57,831 81,603 81,603

54
地域コミュニティバス運行
委託事業
【地域・離島・交通政策課】

平成13年度～

路線バス等が運行していない地域において、コミュニティバス・乗合タク
シーを運行することで、通院や買い物等の日常生活に必要な地域内の移動や
路線バスとの接続による地域外への移動の手段を確保する。

　＜路線数＞ 旧延岡市  　　：８路線　北方町：９路線
　　　　　　 北浦町　  　　：３路線　北川町：４路線
　　　　　　 祝子川デマンド：１路線　行縢デマンド：１路線
　　　　　　 合計26路線
　＜事業費＞ 運行委託料 46,312千円
　　　　　　 公課費　　     32千円（北川線車両自動車重量税）
　　         事務費        448千円（バス停修理、時刻表修理等）

40,909 46,792 1,493 7,245 38,054

地域公共交
通確保維持
改善事業費
コミュニ
ティバス使
用料

55
まちなか循環バス運行事業
【地域・離島・交通政策課】

平成25年度～

通院先や買い物先が集中する市街地へのアクセス向上、交通弱者の移動手段
の確保、まちの賑わいの創出等を図るため、市街地、市北部及び市南部にお
いて宮崎交通㈱が運行するまちなか循環バスの運行欠損を補助する。

　＜補助先＞ 宮崎交通㈱
　＜事業費＞ 運行補助金  24,109千円
　　　　　　 制作委託料   1,814千円（ラッピング更新、バス停改修等）
　　　　　　 事務費         446千円（チラシ印刷、広告費等）

9,372 26,369 26,369

56
地域住民連携型有償運送
構築事業
【地域・離島・交通政策課】

令和元年度～

路線バスやコミュニティバス等の沿線外等の住民と市が連携した移動手段の
確保に対し補助を行う。
また、既に本事業を活用及び新たに本事業を活用するＮＰＯ法人等の事務負
担を軽減するため、書類作成業務や安全管理教育などの事務を外部委託す
る。

　＜補助先＞ ＮＰＯ法人北浦お守り隊（令和２年５月～）
　　　　　   方財を守り隊（令和４年８月～）
　＜事業費＞ 運行補助金　7,800千円
　　　　　　 委託料　　　4,273千円

7,275 12,073 12,073

57
南延岡駅バリアフリー化
整備促進事業
【地域・離島・交通政策課】

令和２年度～

南延岡駅のバリアフリー化を目指す「南延岡駅バリアフリー化促進期成会」
の活動費を補助し、官民一体となったＪＲ九州への要望活動等を行うことで
バリアフリー化の早期実現を目指す。

　＜補助先＞ 南延岡駅バリアフリー化促進期成会
　＜事業費＞ 補助金　300千円
　　　　　　 旅　費　170千円

470 470 300 170
ふるさと延
岡応援基金
繰入金
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58
バス路線再編検討事業
【地域・離島・交通政策課】

令和３年度～

市内交通ネットワークの一層の改善や最適化を図るため、乗合タクシーや市
内幹線バス等の改良実証運行路線を立案する。
また、併せて運転士不足等に伴う市内バス路線網の変化に対応するため、随
時、交通事業者等の関係者による「バス路線検討ワーキング」を実施し、持
続可能な最適なバス路線網の構築に繋げる。

　　調査分析委託料　5,418千円

7,457 5,418 3,700 1,718
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

59
まちなかバス新路線ＤＸ実証
事業
【地域・離島・交通政策課】

令和３年度～

喫緊の課題に対応し、市内交通ネットワークの改善や最適化を図るため、こ
れまで実施した実証運行のデータや、宮崎交通が有するＩＣカード利用デー
タなどを活用し、また、「バス路線検討ワーキング」での検討を踏まえ、路
線改良又は新路線としての実証運行を行う。

　　運行委託料　870千円
　　事務費　　　150千円(時刻表作成等）

9,587 1,020 700 320
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

60
脱マイカー社会推進のための
オンデマンド交通事業
【地域・離島・交通政策課】

令和４年度～

令和４年度に内閣府「デジタル田園都市国家構想推進交付金」の採択を受け
て導入したオンデマンド型乗合タクシーを令和７年度も継続運行し北浦町で
の普及推進を図るとともに、運行形態について必要な改善を進める。

　　オンデマンドシステム委託料 　3,512千円
　　運行委託料　  　　　　　　　14,520千円
    コールセンター業務委託料     3,357千円

22,966 21,389 21,389

61
持続可能な地域公共交通
支援事業
【地域・離島・交通政策課】

令和６年度～

市民の利便性向上や安全確保に繋げるため、国や県の補助事業とも連携し
て、公共交通事業者に対し、車両改善や人材確保の補助を行うことで、地域
公共交通の再生、活性化を図る。

　＜補助先＞ 市内に本店又は営業所のある交通事業者及び対象事業者
　　　　　　 が所属する団体
　＜事業費＞ 補助金： 　8,480千円（車両導入、二種免許取得支援）

8,580 8,480 5,900 2,580
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

62
元気のいい三北地域づくり
支援事業
【地域・離島・交通政策課】

平成22年度～

三北地域の自然、文化、歴史、産業など特色ある地域資源を活用した取組や
交流を深める取組のほか、産業活性化につながる取組に対して補助を行い、
三北地域の振興を図る。

【地域まちづくり活性化事業】
　＜補助先＞ 三北地域の各まちづくり協議会
  ＜事業費＞ 補助金　6,000千円(2,000千円×３団体)
【産業活性化事業】
　＜補助先＞ 北方町・北浦町・北川町からの申請者
　＜事業費＞ 補助金　3,000千円(1,000千円×３地域)

9,000 9,000 9,000

63
市民と共に進める市民のため
のスマートシティ推進事業
【スマートシティ推進室】

令和４年度～

現在、国においては、地方からのデジタル技術の活用を支援するとともに、
デジタル化を通した地方活性化を推進している。本市においても、これらの
国の支援等を受けながら、交通・防災・医療・教育・産業等の市民生活や地
域産業に密着した分野のデジタル化によるスマートシティづくりを進めてい
る。
スマートシティの推進においては、誰一人取り残すことなく市民と共に進め
ることが重要であることから、本市のスマートシティ関連施策について、広
く周知と理解促進、機運醸成を図るため、市民向けの説明会を開催する。
また、国のデジタル田園都市国家構想交付金事業により整備したデータ連携
基盤の運用を行う。

　　報償費　 　300千円　　旅費　150千円　　需用費　100千円
　　委託料　20,070千円
　　　①講演会撮影・動画編集業務　　　　　70千円
　　　②データ連携基盤保守・運用業務　20,000千円

16,220 20,620 20,620
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64
スマートシティ対外ＰＲ推進
事業
【スマートシティ推進室】

令和４年度～

産学官民連携によるスマートシティとしての本市の具体的な取組や目指す将
来像を全国に発信するための講演会・シンポジウムを開催し、市外の企業や
大学等とのさらなる連携や企業誘致につなげる。

　　報償費　300千円　　旅費　　　　　　　450千円
　　需用費　100千円　　使用料及び賃借料　176千円

1,026 1,026 1,026

65

「空飛ぶクルマ」も見据えた
新たな救急搬送体制づくり
事業
【スマートシティ推進室】

令和４年度～

深刻な医師不足や宮崎大学病院等から遠い等の課題を解決し、災害時も含
め、救命率を向上させることで一人でも多くの命を救うべく、国の交付金を
活用し、空飛ぶクルマの医療・防災分野での実用化を進めるための実装計画
の策定や離着陸場の選定調査、国等への提言、市民理解の促進活動等を行う
とともに、救急医療現場における医療機関や航空モビリティとの患者情報の
共有、救急車等の運行管理を行うＱａａＳシステムの高度化を図る。

　・委託料　146,029千円
　◆空飛ぶクルマ医療・防災分野での利用促進
　　①医療・防災用空飛ぶクルマ実装計画の策定に向けた離着陸場や運
　　　航ルート等に係る各種調査、実用化のための国の関係省庁や空飛
　　　ぶクルマ製造企業に対する提言書作成等を実施　　　61,511千円
　　②医療・防災関係者の参画による講演会・ワークショップの開催及
　　　びシミュレータの展示等　　　　　　　　　　　　　 4,000千円

　◆命を守るためのＧＩＳクラウドシステムの活用
　　①令和６年度に構築したシミュレーションシステムとＧＩＳクラウ
　　　ドシステムとを連携したシミュレーションの実施 　 29,554千円

　◆「助かる命を増やす」ためのさらなる新技術実装によるＱａａＳ
　　システム高度化
　　①救急搬送時のライブ配信システム及び航空モビリティとの患者
　　　情報共有システムの導入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　31,558千円
　　②ＱａａＳシステム運用・除細動器クラウドとの連携　19,406千円
　
　・通信運搬費　1,498千円
　　①ＱａａＳシステム用タブレット端末回線使用料（19台分）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,498千円

145,492 147,527 73,763 73,764

66 (10) 大学推進費
大学を活かしたまちづくり
学生支援事業
【企画課】

平成22年度～

市内の大学に入学する際の経済的負担を軽減することで、地元大学への進学
意欲を高め、学生確保を図るとともに、大学を活かしたまちづくりを推進す
るため、地元出身学生と留学生に対し、入学奨励金(上限300千円)を交付す
る。また、市内の大学および短期大学の入学者の内、市内のキャンパスに通
学する者に対し、５千円相当の商品券の支給又は希望に応じてのべおかＣＯ
ＩＮの付与を行う。

　＜入学金助成＞
　　補助金 9,300千円
　　上限300千円×31名(市内学生28名＋留学生３名)
    ※国の修学支援制度の対象者には、国の支援金と市の奨励金を
　　　合わせて300千円支給する。
　＜入学記念品＞
　　商品券支給委託料　1,380千円
　　５千円×入学生見込270名×80％＋事務費300千円
　　地域ポイント発行手数料　297千円
　　５千円×入学生見込270名×20％×1.1
　　※（入学見込数は、九州医療科学大学250名、小田原短期大学20名）

12,143 10,977 10,977
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67 (11) 電算管理費
庁内情報環境整備事業
【情報政策課】

平成20年度～

ＬＧＷＡＮ系端末については、導入から５年以上が経過しており、ＯＳのサ
ポートが終了することから、賃貸借により更新を行う。なお、ＯＳのアップ
グレードが可能な端末については、この作業等を委託し、継続利用すること
で、経費の節減を図る。
この他、庁内ネットワーク機器等の賃貸借を行うほか、耐用年数を超過した
機器の更新等を行う。

　＜ＬＧＷＡＮ系パソコン更新＞
　　パソコン賃貸借（1,110台、使用料及び賃借料） 50,061千円
　　パソコン設定作業委託（委託料）　　　　　　　 3,419千円
　　ＯＳアップグレート作業等委託（500台、委託料）9,735千円
　　初期設定用端末購入（備品購入費）　　　　　　 　617千円

　＜その他＞
　　使用料及び賃借料　67,192千円
　　・ネットワーク機器賃貸借、基幹システム用端末賃貸借
　　備品購入費　　　　 5,220千円
　　・プリンター、印鑑登録用スキャナー　ほか

88,073 136,244 1,946 134,298
水道局ネッ
トワーク構
築負担金

68
社会保障・税番号制度
システム整備事業
【情報政策課】

平成25年度～

マイナンバー情報連携に必要なサーバ機器類の保守や運用支援をシステムベ
ンダーに業務委託する。また、中間サーバーの運用をＪ－ＬＩＳに委任して
いるため、交付金を支出する。

　　機器保守管理委託料　　　　　　　　　 2,383千円
　　電算委託料(運用支援)　　 　　 　　　 1,320千円
　　特定個人情報等関連事務交付金　　　　 9,179千円

13,220 12,882 5,242 7,640

69
ＡＩ・ＲＰＡ利活用推進事業
【情報政策課】

令和２年度～

業務の効率化や働き方改革を推進するため、手入力等で行っているパソコン
上の定型作業のうち、ＲＰＡを導入する業務を５業務選定し、新たに700時間
程度の業務時間短縮を目指す。なお、職員研修を行うことで、シナリオ作成
の内製化を進め、事業費の低減を図る。

　　ＲＰＡ導入支援電算委託料　　  1,485千円
　　ＲＰＡライセンス利用料　　　　3,960千円
　　ＡＩ-ＯＣＲ利用料　　　　　　   528千円

5,808 5,973 5,973

70
情報通信基盤管理事業
【情報政策課】

令和３年度～

国の高度無線環境整備推進事業により㈱ケーブルメディアワイワイが整備し
たケーブルテレビ網光化事業の設備について、不採算地域における情報通信
基盤の円滑な運用が確保できるよう設備の維持管理費の一部を補助する。
　
　＜補助先＞ 株式会社ケーブルメディアワイワイ
　　補助金　13,200千円

13,200 13,200 13,200

71
ＩＣＴ調達等支援事業
【情報政策課】

令和３年度～

庁内のデジタル化の推進等によるソフトウェアやシステム機器等の導入機会
の増加への対応として、適正な導入手法等の標準化を図るためのガイドライ
ンを活用するほか、技術的な助言等のセカンドオピニオンを活用し、ＩＣＴ
の適切な調達を図る。
　
    調査分析委託料　3,663千円

3,509 3,663 3,663

72
自治体ＤＸ推進事業
【情報政策課】

令和４年度～

国から示された「自治体ＤＸ推進計画」や令和３年度に策定した「情報政策
推進計画」等に基づき、外部有識者の支援を受けながら本市のＤＸを効果的
に推進することに加えて、ｅ－ラーニング研修を活用した人材育成を図る。

　　有識者会議謝金　　　　　　　 76千円
　　有識者招聘旅費　　　　　　　　9千円
　　先進地視察旅費　　　　　　　185千円
　　自治体ＤＸ推進支援委託料　3,300千円
　　ｅ－ラーニング研修利用料　　763千円

2,989 4,333 4,333
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73
自治体情報システム標準化・
共通化事業
【情報政策課】

令和４年度～

標準化の対象となっている全20業務のシステムについて、国が整備するガバ
メントクラウド上に構築される標準準拠システムへの移行のために必要な作
業等をシステムベンダーに委託する。また、ガバメントクラウドに接続する
専用線を確保し、接続に必要な利用料等を負担する。

  ＜対象業務＞
　　住民基本台帳、戸籍、戸籍の附票、固定資産税、個人住民税、
　　法人住民税、軽自動車税、印鑑登録、選挙人名簿管理、
　　子ども・子育て支援、就学、児童手当、児童扶養手当、
　　国民健康保険、国民年金、障害者福祉、後期高齢者医療、
　　介護保険、生活保護、健康管理
　
　　委託料(標準システム移行に係る作業委託等）　　　 231,981千円
　　使用料及び賃借料（ガバメントクラウド利用料等）　105,341千円
　　負担金（ガバメントクラウド接続回線負担金）　　　　5,412千円

103,305 342,734 205,036 27,259 110,439
特別会計電
算業務負担
金

74 新
財務会計システム電子決裁化
事業
【情報政策課】

令和７年度～

ペーパーレス化や職員の負荷低減、事務処理ミスの防止を図るため、現在紙
媒体での処理が基本となっている財務会計システムについて、電子決裁の機
能を構築する。（※令和８年３月より本稼働予定）

　委託料（運用保守委託）　　　　　　　　330千円
　使用料及び賃借料（システム使用料）　2,404千円

0 2,734 2,734

75 新
市民と取り組む窓口改革推進
事業
【情報政策課】

令和７年度

国の「自治体フロントヤード改革モデルプロジェクト」の採択を受け、本市
の出産・子育て分野の申請手続等において、これまでに導入してきた「のべ
おかポータル」や「データ連携基盤」等を活用し、「申請」から「事務処
理」を経て「通知」までの一連の手続きを、オンラインで一気通貫して行え
るようにシステムの構築等を行い、住民の利便性向上と、業務の効率化によ
る職員の負荷低減、事務処理ミスの防止へとつなげる。
また、市民の声を反映させて改革を継続的に実施していくため、窓口や手続
きに関する市民アンケートを収集する仕組みを構築する。

　委託料（電算委託料）　　　　　119,339千円
　＜内訳＞
　・電子申請システム等構築費　　 63,883千円
　・データ連携基盤改修費　　     30,453千円
　・のべおかポータル改修費　　   25,003千円

0 119,339 119,339

76 (12)
国スポ・
障スポ推進費

新
国スポ・障スポ宿泊受入力
強化支援事業
【国スポ・障スポ推進課】

令和６年度～
令和８年度

（110,000千円）

宮崎国スポ・障スポの開催時の宿泊施設不足が指摘される中、宿泊受入力を
強化するとともに、令和10年以降の合宿誘致や観光振興の一層の推進のた
め、市内のホテル・旅館等が行う改修等の事業に対し支援を行う。

　＜補助対象者＞
　市内に存する施設で、旅館業法第３条の「旅館・ホテル営業」許可を
　受けている者（風営法対象施設を除く）かつ宮崎国スポ・障スポ参加
　者へ客室を提供する者

　＜補助対象事業＞
　①収容客数の増加に繋がる施設整備
　 補助率：２/３以内　上限額：10,000千円
　②客室の稼働率向上に繋がる施設整備
　 補助率：１/２以内　上限額：5,000千円
　③障がい者や高齢者が利用しやすい施設整備
　 補助率：１/２以内　上限額：10,000千円
　④宿泊者の増加に繋がるソフト事業
　 補助率：１/２以内　上限額：2,000千円
　⑤施設の魅力を向上させるリフォーム工事
　 補助率：１/２以内　上限額：10,000千円
　⑥施設内のWi-Fi環境整備に係る設備の新設・更新
　 補助率：１/２以内　上限額：2,000千円
　⑦駐車台数の増加や大型車に対応した駐車場の整備
　 補助率：１/２以内　上限額：3,000千円

　補助金　30,000千円（補助上限額　10,000千円/１事業者）

0 30,000 15,000 15,000
地域振興
基金繰入金
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77 新
救助員養成支援事業
【国スポ・障スポ推進課】

令和７年度～
令和９年度

（1,650千円）

令和９年の宮崎国スポ・障スポにおいて実施されるオープンウォータースイ
ミングについて、令和９年度以降も大会を開催する意向が県水泳連盟より示
されたため、大会開催に必要な救助要員を確保するため、ライフセービング
資格を新たに取得する者に対し、取得に要する費用の一部を助成する。

　＜補助対象経費＞
　①「ウォーターセーフティ資格」取得に要する費用
    （座学と初級実技）
　②「ＢＬＴ（ＣＰＲ＋ＡＥＤ）資格」取得に要する費用
    （心肺蘇生、除細動器）
　③「ベーシック・サーフライフセーバー資格」取得に要する費用
    （水難救助実技）
　＜補助率＞　１/２以内
　＜事業費＞　550千円（補助上限額　22千円/人）

0 550 550

78 (13) 県体育館整備費
県体育館整備事業
【国スポ・障スポ推進課】

令和２年度～
令和８年度

(1,605,767千円)

令和９年の宮崎国スポ・障スポの開催に合わせ、また、スポーツキャンプ誘
致や競技力向上等に向けた取組みを推進するため、スポーツランドみやざき
の拠点施設として、延岡市民体育館敷地に宮崎県と延岡市が共同で県体育館
を整備する。

　【令和７年度実施事業】
　県体育館整備負担金　　　63,279千円　市民体育館解体工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※県が実施し市が費用を負担
　周辺駐車場用地購入　　 425,191千円
　事務費　　　　　　　　　　 230千円

0 488,700 439,600 24,000 25,100
地域振興
基金繰入金

79 (17)
ハローワールド国際
交流費

ドイツ・ボトロップ市との
交流事業
【総務課】

令和６年度～

令和６年10月にパートナーシティ協定を締結したドイツ国ボトロップ市との
交流を推進するために、ボトロップ市長からの招聘に応じて同市を訪問する
とともに、引き続き柔道クラブや中学生同士の交流を進める。

　　旅費　3,731千円　　報償費等　190千円

1,820 3,921 3,921

80
2)
(2)

徴税費
賦課徴収費

標準宅地不動産鑑定業務
委託事業
【納税課】

平成16年度～

地方税法及び固定資産評価基準に基づき、次期（令和９年度）評価替えに向
けた標準宅地の適正な時価（地価公示価格等の７割を目途に評価）を求める
ため、状況類似地区内に定めた標準宅地の令和８年１月１日時点の不動産鑑
定評価を行う。

　　鑑定予定地点：市内全域604地点（標準宅地：542地点、
　　　　　　　　　地価公示・県地価調査地：62地点）
　　委託料　40,204千円（標準宅地：39,290千円、
　　　　　　　　　　　　地価公示・県地価調査地：914千円）

0 40,204 40,204

81 新
家屋評価システム標準化
対応事業
【納税課】

令和７年度

家屋評価システムとは、総務省の定めた基準に基づく家屋の評価計算を、平
面図描画、評点数計算、データの作成並びに保管・出力等の機能を用いて行
うものであり、現在は税基幹システム「Acrocity」とデータ連携を行うこと
により、職員が家屋評価システムを使って作成した評価計算を、迅速・正確
に反映して課税を行っている。令和７年度に「Acrocity」が標準化される
が、家屋評価システム側の改修を行わなければデータ連携の機能が発揮でき
なくなり、迅速・正確な課税業務が困難になる。そのため、家屋評価システ
ムを標準化後の「Acrocity」に対応したものに改修する。

　≪　賦課徴収管理経費　委託料　≫
   異動連携プログラムの改修             　　　 550千円
   その他設定機能の改修               　　　   550千円
   コードコンバートツール作成          　　　1,100千円
   導入支援                       　　　       110千円
   テスト作業                   　　　         495千円
   コンバート作業　　　　　　　　　　　　　　  495千円

0 3,300 3,300
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

82
3)
(1)

戸籍住民基本台帳費
戸籍住民基本台帳費

窓口業務民間委託事業
【市民課】

令和元年度～

市民課窓口業務(一部除く）及び総合案内業務を一元的に民間事業者に委託す
ることにより、安定的な窓口サービスの提供、経費削減を図るとともに、税
証明のワンストップ化と、第２・第４日曜日にマイナンバーカード申請交付
受付、証明書交付、住民異動受付に取り組み、市民サービスの向上を図る
（令和２年１月開始。令和５年１月にプロポーザル方式により契約更新。令
和８年１月にプロポーザル方式により契約予定）。

　 ＜委託先＞ 株式会社エイジェック （令和７年12月まで）
　　窓口案内業務委託料　　　　　　　　　　 99,770千円
　　報償費等（プロポーザル実施における事務費）137千円

94,968 99,907 17,200 82,707

83
個人番号カード交付事業
【市民課】

平成27年度～

デジタル・ガバメント閣僚会議において決定された「マイナンバーカードの
普及及びマイナンバーの利活用の促進に関する方針」により、令和２年度か
らマイナンバーカードの保有枚数が増加しており、令和７年度以降、電子証
明書の５年の有効期限を迎える対象者が増加するため、交付事務等に携わる
会計年度任用職員を雇用し、マイナンバーカードの円滑な交付及び更新を行
う。
また、令和７年度以降も引き続き広報等で市民に広く周知し、マイナンバー
カードの普及に努めるとともに、高齢者の方など来庁による申請手続きが困
難な方を対象に出張申請を行う。

　　報酬等 29,985千円　事務費 7,927千円

35,519 37,912 37,606 306

84
コンビニ交付サービス事業
【市民課】

平成28年度～

マイナンバーカードを活用した「コンビニ交付サービス」を実施し、市民の
利便性の向上を図るとともに、サービス利用者の増加に努める。
(令和７年１月よりコンビニ交付手数料を一律10円から一律150円に変更)

　＜交付証明書＞
　　住民票、印鑑証明書、戸籍謄（抄）本、戸籍附票、課税証明書
　　所得証明書、所得課税証明書

　　機器保守委託料　　　　　　　　　　　　3,985千円
　　計算機借上料　　　　　　　　　　　　　4,396千円
    コンビニ交付運営負担金（ＪーＬＩＳ）　2,728千円
　　証明書等自動交付事務委託料　　　　　　6,318千円
　　手数料　　　　　　　　　　　　　　　　　　5千円

17,428 17,432 4,863 12,569
戸籍住民手
数料等

85 新
戸籍への氏名の振り仮名記載
事業
【市民課】

令和７年度～
令和８年度

（28,914千円）

マイナンバーにおいて「戸籍事務へのマイナンバー制度の導入の実現」や
「国外転出者の海外におけるマイナンバーカード・公的個人認証（電子証明
書）の利用の実現」を図るため、令和７年５月26日に施行される改正戸籍法
に基づき、「戸籍への氏名の振り仮名の記載」を進めていく。本市を本籍地
とする対象者に対し、記載しようとする氏名の振り仮名を事前に通知すると
ともに、振り仮名の届の受付や記載、各種問合せ等の対応を行いながら、国
のスケジュールに沿って適正に事務を行う。

　　委託料（印刷業務委託、システム改修、戸籍情報システム保守）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5,909千円
　　使用料及び賃借料（戸籍情報システム増設）　　　  255千円
　　事務費（通信運搬費、報酬等）　　　　　　　　 17,367千円

0 23,531 13,170 10,361

86
4)
(2)

選挙費
参議院議員選挙費

新
参議院議員選挙費
【選挙管理委員会事務局】

令和７年度

令和７年７月28日任期満了に伴う参議院議員通常選挙の投票及び開票事務等
の必要経費を計上し、円滑な選挙運営を図る。

　　人件費　40,574千円　　　　委託料　11,474千円
　　事務費　20,458千円

0 72,506 71,197 1,309

87 (3) 市長選挙費 新
市長選挙費
【選挙管理委員会事務局】

令和７年度

令和８年２月５日任期満了に伴う市長選挙の投票及び開票事務等の必要経費
を計上し、円滑な選挙運営を図る。

　　人件費　31,449千円　　　　委託料　11,474千円
　　事務費　20,811千円

0 63,734 63,734
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

88
5)
(2)

統計調査費
統計調査費

新
令和７年国勢調査
【企画課】

令和７年度

国及び地方公共団体における各種行政施策、その他の基礎資料を得ることを
目的とし、統計法に基づき、人及び世帯に関する全数調査（基幹統計調査）
を実施する。なお、本調査は５年ごとに実施される。
　基準日　：　令和７年10月１日
　調査期間：　令和７年９月から10月中旬
　調査の対象：調査時我が国に常住する期間が３か月以上であるもの

〈報酬〉  51,059千円（調査員・指導員報酬、交通費等）
〈委託費〉 6,607千円（用品仕分け等業務委託・施設調査業務委託）
〈人件費〉 6,776千円（会計年度任用職員報酬、費用弁償、職員手当
                      等）
〈事務費〉 3,298千円（報償費、需用費、役務費、使用料及び賃借料
　　　　　　　　　　  等）

0 67,740 67,740

89 新
経済センサス活動調査準備
【企画課】

令和７年度

我が国の全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を全国及び地
域別に明らかにすることを目的として５年ごとに実施される「経済センサス
活動調査」の前年度準備を行う。

　基準日　：　　令和８年６月１日
　調査期間：　　令和８年５月から７月中旬
　調査の対象：　全国すべての事業所及び企業(一部対象外有）
　
〈事務費〉　92千円（職員手当、旅費、需用費、役務費）

0 92 92

90
7)
(1)

災害救助費
災害救助費

災害救助被災者支援事業
【危機管理課】

令和５年度～

令和４年台風第14号災害を教訓として、住家に多数の被害が生じ、災害救助
法が適用された場合に、迅速な被災者生活再建支援のため、住家の応急修理
や生活必需品・学用品の給付、災害援護資金貸付金等に係る事業費を計上す
る。

　委託料　 45,009千円
　　（住家の応急修理 40,591千円、生活必需品の給付 2,626千円、
　　　災害ボランティアセンター運営業務 1,792千円）

　扶助費　　5,112千円
　　（学用品の給付　112千円、災害弔慰金　5,000千円）

　貸付金　  6,653千円
　　（災害援護資金貸付金）

56,774 56,774 54,919 1,855

91
3
1)
(1)

民生費
社会福祉費
社会福祉総務費

被災住宅等復旧支援利子
補給事業
【総合福祉課】

令和５年度～

近年、台風によらない被害など災害救助法等が適用にならない場合であって
も住宅、敷地等に甚大な被害が発生している。災害救助法の適用に関わらず
支援を行うべく、住宅等の復旧への負担軽減を図るため、金融機関から災害
復旧費用の融資を受けた者に対し、融資利子相当額を助成する。

　【利子補給概要】
　　利子補給期間　：10年以内
　　利子補給額　　：貸付利子に相当する額（保証料含む）
　　対象融資限度額：5,000千円（一人あたり）
　　適用期間　　　：令和５年４月１日～
　
　　補給金　530千円

233 530 530

92
社会福祉協議会運営補助事業
【総合福祉課】

地域福祉推進の拠点である延岡市社会福祉協議会の運営及び活動を支援する
ことにより、延岡市の地域福祉の推進を図る。

　＜補助先＞ 社会福祉法人 延岡市社会福祉協議会
　　補助金　99,149千円

88,937 99,149 99,149
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金
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７年度
当初予算

財　源　内　訳

93
民生委員児童委員協議会事業
【総合福祉課】

生活相談や地域の実態把握などの業務を行い、社会福祉の増進のために活動
する民生委員・児童委員の日常活動を支援することで、一人暮らし高齢者な
どに対する相談援助を充実させ、地域福祉の推進を図る。また、令和７年度
は民生委員・児童委員の一斉改選にあたることから、一斉改選時における総
会・記念行事等を行う。

　＜交付先＞ 延岡市民生委員児童委員協議会
　　　　　　 民生委員・児童委員定数　322人
　　　　　　 地区協議会数　　　　　 17地区

　　報酬　126千円　　交付金　49,346千円

45,859 49,472 23,848 25,624

94
なんでも総合相談センター
事業
【総合福祉課】

令和元年度～

医療・介護・福祉や子育て・教育の分野をはじめとして、市民からの様々な
相談にワンストップで対応する「なんでも総合相談センター」を運営し、市
民に寄り添った切れ目のない支援を行う。また、関係機関と連携の上、地域
住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を推進す
るため「重層的支援体制整備事業」に取り組んでいく。さらに、ひきこもり
等への支援として、こちらから出向くアウトリーチ型対応を強化するととも
に、同じような経験のある相談員が相談に応じる「ピアカウンセリング」を
実施する。

　　報酬　　13,198千円　　　職員手当等　 3,550千円
　　共済費　 2,410千円　　　報償費　　　 1,110千円
　　旅費　　 2,415千円　　　需用費　　　 　591千円
　　役務費　　　30千円　　　委託料　　　12,895千円

33,451 36,199 27,132 9,067

95
生活困窮者自立支援事業
【生活福祉課】

平成26年度～

生活保護に至る前の生活困窮者を対象に相談窓口を開設し、課題の把握や訪
問支援など包括的かつ継続的な相談支援を提供し、自立の促進を図る。ま
た、住居を失う恐れがある離職者等に対し、限度額の範囲内で家賃や転居費
用を支給する。

  ＜委託先＞ 社会福祉法人 延岡市社会福祉協議会
　 自立相談支援事業　　　　　　　　 管理運営委託料等 16,869千円
　 住居確保給付金事業(支給決定は市) 扶助費 　　　　　 3,925千円
   家計改善支援事業　　　　　　　　 管理運営委託料　　3,994千円
　 就労準備支援事業　　　　　　　　 管理運営委託料　　3,885千円

25,929 28,673 20,846 7,827

96
災害見舞金給付事業
【障がい福祉課】

令和５年度～

災害救助法が適用される大規模災害が発生した際に、被害を受けた住宅や事
業所への支援を被災後速やかに実施できるよう、本市独自の見舞金を計上す
る。

　＜住宅の被害に対する支援（想定）＞
　　　　　　　　　　　　　　　 (見舞金) (戸数)   (支給額)
・全壊（損害割合50%以上）　　 　400千円　 12戸　 4,800千円
・大規模半壊（損害割合40%台）   300千円　 33戸　 9,900千円
・中規模半壊（損害割合30%台）   200千円　 70戸　14,000千円
・半壊               　　 　　　200千円　185戸　37,000千円
・準半壊・準半壊に至らない場合　 15千円　297戸　 4,455千円
　及び床下浸水による被災の場合　　　　　　　　　　　　  　.
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 計 70,155千円

　＜事業所の被害に対する支援（想定）＞
　　　　　　　　　　　　　　　 (見舞金) (戸数)   (支給額)
・事業所等が床上浸水した場合　　200千円　 72戸　14,400千円
 　　　                                      計 14,400千円

      扶助費　84,555千円　　事務費　1,353千円

85,908 85,908 85,908
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97 (2) 障がい者福祉費
障がい者雇用倍増実現事業
【障がい福祉課】

令和５年度～
令和８年度

（32,708千円）

障がいの有無にかかわらず全ての市民が共に安心して暮らせる延岡市づくり
に向け、障がい者雇用の倍増を実現すべく、障がい者就労施設等の共同受注
窓口の体制整備の検討、市内の中小企業等に対する障がい者の雇用実績に応
じた奨励金の支給、障がい者雇用に取り組む企業等へのセミナーの開催や各
種助言を行う。

①共同受注窓口の体制整備検討業務:5,284千円
　企業や官公庁等から障がい者就労施設等への業務発注を一括して受け付け
仲介を行う「共同受注窓口」の体制整備について検討委員会を設置し検討を
行う。

②障がい者雇用奨励補助金:5,460千円
　障がい者を雇用した中小企業や就労継続支援事業所に対し、１年間を上限
に雇用奨励補助金を支給する。補助金は、雇用１人当たりの月額が中小企業
20千円、就労継続支援Ａ型10千円、就労継続支援Ｂ型５千円。

③スーパーバイザー支援委託料:750千円
　障がい者雇用に実績のある経営者等による企業に向けたアドバイス支援や
セミナーの開催を行う。

④報償費等:752千円
　共同受注窓口の体制整備にかかる検討委員会の委員報償金や、視察に係る
旅費を支給する。

7,053 11,494 11,494

98
障がい福祉分野人材確保支援
事業
【障がい福祉課】

令和６年度～
令和８年度
(11,330千円)

障がい福祉分野で必要とされる資格取得への補助を通じて、本市の障がい
児・者支援事業所の人材確保を支援する。

①介護職員初任者研修受講費用補助
　介護職員初任者研修を修了し、市内の障がい福祉サービス事業所に就労し
た者に受講費用等の一部を補助する。
　補助金750千円（補助限度額50千円）

②相談支援従事者初任者・現任者研修受講費補助
　相談支援専門員の初任者研修等を修了し、市内の相談支援事業所に勤務し
た者等に受講費用等の一部を補助する。
　補助金1,700千円（補助限度額：初任者50千円、現任者28千円）

③サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修受講費補助
　サービス管理責任者等の研修を修了し、市内の障害福祉サービス事業所に
勤務した者等に受講費用等の一部を補助する。
　補助金1,595千円（補助限度額：基礎研修36千円、実践研修14千円、更新研
修14千円）

3,240 4,045 4,045

99
「親なき後の暮らし支援
拠点」整備検討事業
【障がい福祉課】

令和３年度～
(30,644千円)

障がい福祉分野における「親なき後の暮らし支援策」を展開すべく、わかあ
ゆ支援学校跡地を障がい者・児の総合支援拠点として利活用するために、令
和６年度に策定した基本構想・基本計画を踏まえ、当該地で展開可能な事業
やその事業を実施するための条件等を整理するために、他市において先進的
な取組を行っている事業者等に実際に現地を確認してもらった上で意見を聴
取するサウンディング調査を行う。

　報償費　221千円　　　　旅費　900千円

16,646 1,121 1,121

100
重度心身障がい者(児)
医療費助成事業
【障がい福祉課】

昭和50年度～

県と連携し、重度の身体・知的障がい者の医療費負担を軽減するため、入院
は１医療機関につき1,000円/月、外来は１診療報酬明細書につき500円/月を
超える額を、また、調剤及び重度障がい児に対しては全額を助成する。
また、令和７年10月から県が重度医療事業補助金の交付対象に精神障がい者
を追加することを受け、本市の助成対象に精神障がい者を追加する。

　扶助費　290,569千円　診療報酬支払事務委託料　5,377千円

284,677 295,946 130,243 33,684 132,019
高額療養費
等収納金
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101 新
地域障がい児支援体制強化
事業
【障がい福祉課】

令和６年度～

地域における障がい児の支援体制の強化を図るため、地域の中核的な役割を
担う児童発達支援センターの機能を強化するとともに、発達障がい等に関す
る専門知識を有する巡回支援専門員を配置して保育所等での巡回相談等を行
う。

①児童発達支援センター等の機能強化委託料 7,301千円
②巡回支援専門員整備委託料 5,572千円

0 12,873 9,654 3,219

102 新
教育・保育施設等における
医療的ケア児緊急支援事業
【障がい福祉課】

令和６年度～
令和８年度
(3,393千円)

看護職が配置されていない教育・保育施設等を利用する未就学の医療的ケア
児が、緊急的に医療的ケアが必要となり訪問看護を利用した場合の費用の一
部を保護者に補助する。
　<補助先>教育・保育施設等で医療的ケアが必要な医療的ケア児の保護者
　<補助内容>教育・保育施設で医療的ケアの提供を受ける際の費用の一部
（利用開始から３か月間を上限とする）

　　補助金 1,131千円

0 1,131 847 284

103 新
医療的ケア児等短期入所拡大
促進補助事業
【障がい福祉課】

令和６年度～

医療的ケア児・者とその家族が安心して生活できるよう県北で極めて不足し
ているショートステイサービスの整備・充実を図る。
　＜補助先＞延岡共立病院、国立病院機構宮崎病院、延岡市医師会病院等
　＜補助額＞短期入所（医療機関）　12,000円／日
　　　　　　　　〃　（福祉施設）　 7,000円／日
 ※緊急時に受け入れた場合の上乗せ　7,000円／日

　　補助金　2,992千円

0 2,992 1,496 1,496

104 (3) 障がい者自立支援費
障がい福祉サービス給付事業
【障がい福祉課】

平成18年度～

障害者総合支援法に基づき、居宅での家事や身体の介護、居住の場、就労の
機会などのサービスを一元的に提供し、障がい者・児等の地域生活や就労の
支援等を行う。

　　扶助費　3,377,601千円　　審査支払事務委託料　3,581千円

3,135,509 3,381,182 2,511,156 870,026

105
補装具給付等事業
【障がい福祉課】

平成19年度～

障がい者・児等の身体の失われた機能を補い日常生活における身体的負担を
軽減するため、車いすや義肢、補聴器等の補装具の購入又は修理に要する費
用を給付する。

　＜利用者負担額＞ 課税世帯　：１割自己負担
　　　　　　　　　 非課税世帯：自己負担なし
　　扶助費　34,630千円

37,613 34,630 25,971 8,659

106
自立支援医療給付事業
【障がい福祉課】

(更生医療)
平成18年度～
(育成医療)
平成25年度～

18歳以上の障がい者に対して、血液透析や人工関節置換等の障がいの軽減を
図る更生医療費を給付する。併せて、18歳未満の児童に対して障がいの軽減
を図る育成医療費を給付することにより、障がい者・児の医療費負担の軽減
を図る。

　【更生医療】 350,659千円
　　扶助費　350,108千円　　診療報酬支払事務委託料 551千円
　【育成医療】 　1,808千円
　　扶助費　　1,802千円　　診療報酬支払事務委託料　 6千円

359,451 352,467 263,931 88,536

107
障がい児通所給付事業
【障がい福祉課】

平成19年度～

児童福祉法に基づき、障がい児が日常生活や集団生活のための必要な訓練な
どで発達や自立を支援する通所サービス等の提供を行う。

　　扶助費　888,193千円　　審査支払事務委託料　1,073千円

872,885 889,266 666,144 223,122

108
障がい者等移動支援事業
【障がい福祉課】

平成18年度～

外出が困難な在宅障がい者・児の日常生活を支援するため、外出時の移動支
援を居宅介護事業所等に委託して実施する。

　＜委託先事業所＞ 11事業所
　　委託料　8,230千円

6,934 8,230 4,320 3,910
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109
日中一時支援事業
【障がい福祉課】

平成18年度～

障がい者・児の日中における活動の場を確保するとともに、家族の就労及び
日常的に介護している家族の一時的な休息を図るため、対象者を一時的に預
かり、見守りや生活指導を行う日中一時支援を施設等に委託して実施する。

　＜委託先事業所＞ 42事業所
　　委託料　21,522千円

23,591 21,522 11,298 10,224

110
日常生活用具給付等事業
【障がい福祉課】

平成18年度～

在宅の障がい者・児等に入浴補助用具やたん吸引器、ストーマ用装具等の介
護支援用具等を給付し、日常生活の負担軽減を図る。
利用者の要望等を踏まえ、令和７年度からストーマ用装具と紙おむつの支給
基準額を増額するとともに、たん吸引器使用者を対象に非常用電源を給付品
目に追加する。
　＜利用者負担額＞ 課税世帯　：１割自己負担
　　　　　　　　　 非課税世帯：自己負担なし
　　扶助費　36,881千円

35,054 36,881 19,362 17,519

111
地域活動支援センター事業
【障がい福祉課】

(Ⅰ型)
平成22年度～

(Ⅲ型)
平成19年度～

主として精神障がい者の相談支援や日中活動の場となる地域活動支援セン
ターⅠ型事業を実施する。また、障がい者の創作的活動や地域との交流の場
となる地域活動支援センターⅢ型の運営を補助し、日中活動を支援する。

【地域活動支援センターⅠ型事業】委託料　13,200千円
＜委託先＞医療法人 建悠会
　
【地域活動支援センターⅢ型事業】補助金　10,464千円
＜補助先＞ＮＰＯ法人芽ばかり会、ＮＰＯ法人手をつなぐ育成会

24,072 23,664 4,842 18,822

112
地域生活支援拠点等整備事業
【障がい福祉課】

令和２年度～

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、基幹相談支援セン
ター（北部、南部、西部）を設置・運営する。センターでは、総合的・専門
的な相談支援の実施、地域の相談支援体制の強化、地域移行・地域定着の促
進、権利擁護・虐待の防止等の取組を行っており、令和６年度からは障がい
者の緊急時の受入・対応の機能を追加している。

　＜委託先＞延岡市北部基幹相談支援センター
　　　　　　延岡市西部基幹相談支援センター
　　　　　　延岡市南部基幹相談支援センター
　　委託料　60,386千円
　　扶助費  360千円(10千円×３日×12ヶ月)

44,186 60,746 32,017 28,729

113
パラ・アートで繋がる
地域づくり事業
【障がい福祉課】

令和４年度～

障がい児・者の生きがいの創出や自立・社会参加の促進を目的とするととも
に共生社会に向けた啓発を目的として、市内に居住する障がい児・者及び障
がい福祉サービス事業所より作品を募り作品展を行う。

　　事務費　254千円

406 254 132 122

114 (4) 高齢者福祉費
高齢者ヘルストピア延岡
利用料金助成事業
【総合福祉課】

平成６年度～

市内に居住する70歳以上の高齢者がヘルストピア延岡を利用する際に、利用
料金の一部を助成し、高齢者の生きがいと健康づくりの推進、社会参加の促
進を図る。

　　扶助費　13,135千円

13,135 13,135 13,135

115
高齢者バス貸切料助成事業
【総合福祉課】

平成３年度～

高齢者の団体が、生きがいと健康づくりを目的として実施する研修・レク
レーション等のために使用する貸切バス等の借上げに要する費用の一部を助
成し、高齢者の社会参加等の促進を図る。

　　扶助費　1,750千円

1,400 1,750 1,750

116
高齢者クラブ運営助成事業
【総合福祉課】

高齢者クラブの運営及び活動を支援することにより、高齢者の生きがいや健
康づくりを推進し、明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上を図る。なお、
安定したクラブ運営を維持していくため、補助対象を小規模クラブまで拡大
するとともに、新規設立クラブへの補助を実施し、クラブ数及びクラブ会員
の確保を図る。

　＜補助先＞ 延岡市さんさんクラブ連合会　補助金3,061千円
             高齢者クラブ(112団体)　　　 補助金4,907千円

7,960 7,968 3,662 4,306
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117
高齢者福祉バス運行委託事業
【総合福祉課】

平成12年度～

高齢者クラブ等の団体が、仲間づくりや研修等に利用できる貸切バスの運行
を民間事業者に委託し、高齢者の生きがいと健康づくりの推進、社会参加の
促進を図る。

　　委託料　25,127千円

18,867 25,127 17,500 7,627
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

118
延岡市地域福祉計画策定事業
【総合福祉課】

令和２年度～

社会を取り巻く環境の変化により、多様な福祉課題が発生する中で、誰もが
安心して健やかに暮らせる地域社会の実現を目指し、より一層の地域福祉の
推進を図るため、令和８年度～12年度までを期間とする第５期計画を策定す
る。

　　報酬　580千円　　需用費　1,755千円　　役務費　768千円

156 3,103 3,103

119
介護人材確保支援強化事業
【介護保険課】

令和４年度～

現在実施している介護職員初任者研修及び介護支援専門員研修の受講費用助
成、介護福祉士等の有資格者への就労支援、介護サービス事業所での介護人
材の求人活動への補助に加え、新たに、担い手が不足している主任介護支援
専門員に対する研修受講費用の助成を行うことで、資格取得による介護基盤
の充実を図り、介護人材の安定的な確保及び介護サービスの質の向上に繋げ
ていく。また、対象を市内介護サービス事業所の就労者に限定することで、
市内介護サービス事業所への就労促進も図る。

　・介護職員初任者研修受講費用助成　　　　750千円
　・介護福祉士等就労支援　　　　　　　　　600千円
　・介護支援専門員研修受講費用助成　　　1,770千円
　・主任介護支援専門員研修受講費用助成　　800千円
　・介護人材求人活動支援　　　　　　　　2,000千円

　　補助金　5,920千円

5,920 5,920 2,489 3,431

120 (5) 地域福祉費
養護老人ホーム入所措置事業
【健康長寿課】

環境上の理由及び経済的な理由で在宅生活が困難な高齢者を、養護老人ホー
ムに入所措置することで、高齢者の日常生活の安定を図る。

　　報酬　　　　　　 202千円　　旅費　　　　 59千円
　　使用料及び賃借料　25千円　　扶助費　231,443千円
　　役務費　　　　 　168千円

227,895 231,897 52,687 179,210
老人ホーム
費用負担金

121
成年後見制度サポート事業
【健康長寿課】

平成30年度～

認知症や障がい等で判断能力が低下した方の財産や生活を法的に保護するた
め、成年後見等の申立支援や相談対応等を主体で行う中核機関を広域(延岡
市、西臼杵)で設置・運営し、成年後見制度の周知及び利用の促進を図る。
また、成年後見制度利用促進基本計画の中間評価に係るアンケート調査を実
施する。

　　報酬　　　 　126千円　　　　旅費　　257千円
    役務費　 　1,100千円　　　　需用費　130千円
　　委託料　　19,100千円

19,267 20,713 1,606 7,419 11,688
成年後見制
度利用促進
事業負担金

122
地域介護予防活動支援事業
【健康長寿課】

平成18年度～

介護予防の普及啓発のため、いきいき百歳体操など住民主体の介護予防活動
に対する支援を行う。また、高齢者を対象とした出前講座や健康学習会の場
に医師などの専門職を講師として派遣し、要介護状態や認知症の予防につな
がる日常生活の行動変容を促す。

　　報償費　472千円　　需用費         　 622千円
　　役務費　112千円　　使用料及び賃借料　239千円

1,382 1,445 542 722 181
介護保険特
別会計繰入
金

123
生活支援体制整備事業
【健康長寿課】

平成27年度～

日常生活圏域に配置している生活支援コーディネーターを中心に、地域の住
民・団体間のネットワーク構築やボランティア等の様々な地域資源の発掘を
行うなど、地域の支え合いの体制づくりを推進する。

　＜委託先＞ 延岡市社会福祉協議会、カシオ計算機株式会社等

　　報償費　　　　　　　 40千円　　旅費　      110千円
　　需用費　　　　　　　125千円　　委託料　 61,716千円

52,484 61,991 35,800 14,258 11,933
介護保険特
別会計繰入
金
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124
地域包括支援センター設置
運営事業
【健康長寿課】

平成18年度～

日常生活圏域ごとに地域包括支援センターを設置し、介護や支援が必要に
なった高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らしていけるように、地域に
おける相談・支援、専門職員による介護・医療・福祉の連携の促進、虐待防
止などの権利擁護等を総合的に行う。
　
　＜委託先＞ 社会福祉法人康生会等（地域包括支援センター11箇所）

　　委託料　258,015千円

225,100 258,015 149,003 59,344 49,668
介護保険特
別会計繰入
金

125 (8) 後期高齢者医療費
後期高齢者医療費
【国民健康保険課】

平成20年度～

後期高齢者医療制度の運営主体である宮崎県後期高齢者医療広域連合に対
し、療養の給付に要する負担金や、運営に係る経費の負担金を支出する。

　　療養給付費負担金      1,584,570千円
　　 (療養の給付に要する負担金　市負担　1/12)
　　共通経費負担金　　     　79,093千円
　　 (組織や後期高齢者医療制度の運営経費に係る負担金)
　　機器利用市町村負担金　　 20,824千円
　　（機器リース、システム保守管理等に係る負担金）

1,647,647 1,684,487 1,684,487

126 (9)
臨時特別給付金
支給事業費

新
物価高騰対応低所得者支援
給付金支給事業
【福祉給付対策室】

令和７年度

国の「低所得者支援及び定額減税を補足する給付」支援策を受け、令和６年
度に実施した「定額減税しきれないと見込まれる方への給付（調整給付）」
について、令和６年分所得税及び定額減税が確定した結果を基に不足額が生
じた者等に対して、給付金を支給するための予算を計上する。

【支給対象者】
　・本来給付すべき所要額と調整給付額との間で不足が生じた者等

【支給額】
　・本来給付すべき所要額（１万円単位で切り上げ）から調整給付額
　　を差し引いた額

　　事務費（役務費、委託料、会計年度任用職員人件費等）　28,922千円

0 28,922 28,922

127
2)
(1)

児童福祉費
こども保育総務費

子育て関連情報提供・手続等
ポータル運営事業
【こども保育課】

令和４年度～

予防接種のスケジュール管理や急病時の対処方法など、小児医療に関する情
報のほか、子育て家庭に有用なサービス・イベント情報や入園可能保育所情
報、一時預かりやえんキッズ等の予約機能を一元化したアプリにて提供し、
子育てしやすい環境整備を推進する。
　
　＜委託先＞　株式会社ミラボ

　　委託料　1,161千円
    会計年度任用職員報酬等　3,301千円

4,791 4,462 4,462
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

128
保育人材確保支援強化事業
【こども保育課】

令和４年度～
令和８年度

（49,235千円）

全国的な課題でもある保育士不足に対応するため、市内法人立保育所等が行
う就職準備金支給（100,000円）に上乗せ補助を行い、新卒保育士や潜在保育
士の本市での就職を加速させる。また、新卒保育士の就職先として、実習先
を選ぶ傾向が高いため、市外の保育士等養成校の学生が市内の保育施設で実
習する場合にかかる交通費の半額を補助して、本市への就職を促進する。

　＜就職準備金補助＞
　令和７年度内に①から④のいずれかに該当する者
　①市外の保育士等養成校を卒業した者（卒業見込みの者を含む）
　②保育士等養成校等に修学せずに保育士及び幼稚園教諭資格を取得した者
　（取得見込みの者を含む）
　　 ①、②最大500千円　　補助率 ４／５　　　19人（見込）
　③小田原短期大学延岡スクールを卒業した者（卒業見込みの者を含む）
　　 最大600千円　　補助率 ５／６　　　５人（見込）
　④市外の保育所等において、現在就労している者又は離職後１年以内の者
 　　最大400千円　　補助率 ３／４　　　５名(見込)

　　就業支援補助金　11,600千円（補助先：市内法人立保育所等）
　
　＜養成校との情報交換等＞
　・開催時期　　令和７年６月（予定）
　　事務費等　306千円

　＜実習補助＞
　・福岡方面15名、宮崎方面20名
　　実習支援補助金　214千円

12,462 12,120 12,120

129
延岡市南部地域子育て支援
施設建設事業
【こども保育課】

令和５年度～

市内南部地域に児童館や子育て支援施設等が十分整備されていない現状に鑑
み、市営住宅の集約化に伴う跡地を利活用して、脱炭素型の災害に強いまち
づくりの考え方を踏まえた子育て支援施設を建設するため、基本計画をもと
に基本設計や施設建設に必要な地質調査、境界調査・測量・分筆登記を委託
する。

　　報償費　530千円
　　基本設計業務委託料　18,840千円
　　地質調査業務委託料　12,725千円
　　境界確定調査・測量・分筆登記申請委託料　428千円

14,383 32,523 11,800 20,723
社会福祉事
業基金繰入
金

130
らくらく登園支援事業
【こども保育課】

令和５年度～
令和７年度

（19,302千円）

保護者や保育士の経済的・精神的負担の軽減を図るため、①手ぶらで登園お
むつサブスク事業により、保護者が支払うおむつのサブスクリプション利用
料の一部を支援するとともに、②おむつ処分費負担軽減事業により、おむつ
を保護者に持ち帰らせず、自園で処分する際に要した経費の一部を支援す
る。

　＜支援内容＞①手ぶらで登園おむつサブスク事業　6,964千円
　　　　　　　　対象者：17施設（公立以外）　延べ利用者数4,386人
　　　　　　　　補助対象経費：10,478千円
　　　　　　　②おむつ処分費負担軽減事業　814千円
　　　　　　　　対象者：17施設（公立以外）　延べ利用者数6,926人
　　　　　　　　補助対象経費：1,247千円
　　※公立保育所分は、おむつ購入費の一部を市が負担する。
　　　　　　　　対象者：2施設　延べ利用者数468人
　　　　　　　　対象経費：1,068千円
　　　　　　　　事業費：712千円

　＜補 助 率＞①県：１／３、市：１／３、利用者：１／３
　　　　　　　②県：１／３、市：１／３、保育所等：１／３

　　補助金　7,778千円　　需用費　712千円

8,490 8,490 4,244 4,246
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

131 新
保育所等における性被害防止
総合対策事業
【こども保育課】

令和７年度

市内保育施設や放課後児童クラブ等を対象に、児童の性被害について必要な
知識や対応力を身に着けるための研修の実施を支援する。あわせて、国の補
助制度を活用し、性被害防止対策のための設備・備品の購入等を行う保育施
設等に対し、必要な費用の一部を補助する。

①研修会の実施　483千円
　主催：延岡市保育協議会・学校法人立幼稚園協会
　参加対象者：保育施設職員、放課後児童クラブ職員等　計80名
　補助対象経費：967千円

②備品等購入事業 1,575千円
　対象：市内認定こども園、放課後児童クラブ等
　補助対象経費：2,100千円

③備品等購入事業（公立保育所分）
　事業費：300千円

＜負担割合＞
　①市：1/2、保育協議会・幼稚園協会：1/2
　②国：1/2、市1/4、法人：1/4
　③国：1/2、市1/2

　　補助金　2,058千円　　備品購入費　300千円

0 2,358 1,150 1,208

132 新
就学前教育・保育施設防犯
対策強化整備事業
【こども保育課】

令和７年度

つくしんぼ保育園の防犯対策を強化するため、フェンスや防犯カメラ等の設
置に係る経費の一部を補助する。

　＜補 助 先＞ 社会福祉法人　つくしんぼ福祉会
  ＜総事業費＞ 5,826千円
　 （国：2,103千円、市：1,051千円、法人：2,672千円）
  ＜補 助 率＞ 3/4（国：1/2、市：1/4）
　
　　延岡市民間社会福祉施設等整備補助金　3,154千円

0 3,154 2,103 800 251

133 (2) おやこ福祉総務費
児童手当支給事業
【おやこ保健福祉課】

平成24年度～

次代の社会を担う児童の健やかな成長に資するため、高校生年代までの児童
を養育している者に児童手当の支給を行う。年６回（偶数月）支給。

　＜支給月額＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜延見込数＞
　　３歳未満(第１子・２子)　　　　　　　　15,000円　　　17,220人
　　３歳未満(第３子以降)　　　　　　　　　30,000円　　　 5,586人
　　３歳以上高校生年代(第１子・２子)　　　10,000円　　 139,656人
　　３歳以上高校生年代(第３子以降　)　　　30,000円　　　24,036人

　　扶助費　2,543,520千円

1,761,100 2,543,520 2,303,886 239,634

134
児童扶養手当支給事業
【おやこ保健福祉課】

平成14年度～

父又は母と生計を同じくしていない児童の心身の健やかな成長に資するた
め、当該児童について児童扶養手当の支給を行う。年６回（奇数月）支給。

　＜対象世帯＞　1,350世帯（見込）
　＜支給月額＞
　　第１子　　　45,500円
　　第２子以降　１子につき10,750円加算
　　※所得に応じて10円単位で減額を行う。

　　扶助費　764,167千円

726,004 764,167 254,722 509,445
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

135
子ども医療費助成事業
【おやこ保健福祉課】

昭和49年度～

乳幼児、小・中学生及び高校生年代の医療費を助成することにより、子育て
家庭の負担軽減を図るとともに、子どもに係る疾病等の治療を容易にし、子
どもの保健福祉の増進と健全な発育の促進を図る。

　＜助成件数＞ 244,334件(見込み)
　＜対象範囲＞ 延岡市に住所がある高校生年代までの子どもに係る入院
　　　　　　　 及び外来診療の医療費。ただし、小・中学生及び高校生
　　　　　　　 年代への助成は、一部の時間外診療は対象外。
　＜対象の自己負担額＞
　　① ０～６歳到達後の最初の３月31日までにある子ども
　　　 　　　　 入院費　　：　０円（自己負担なし）
　　　 　　　　 外来　　　： 200円（調剤は自己負担なし）
　　② ①以外の18歳到達後の最初の３月31日までにある子ども
　　　 　　　　 入院費　　：　０円（自己負担なし）
　　　 　　　　 歯科外来　： 200円（調剤は自己負担なし）
　　　 　 歯科以外の外来　： 診療時間のみ対象 200円
　　　　　　　　　　　　　　（調剤は自己負担なし）
 　　　　　　　　　　　　　　※時間外診療は助成対象外
 
　　診療報酬支払事務委託料　13,615千円　　扶助費　448,987千円

470,683 462,602 74,622 64,459 323,521

ふるさと延
岡応援基金
繰入金
企業版ふる
さと創生応
援基金繰入
金

136 (3) 保育所費
保育所運営事業
【こども保育課】

昭和27年度～

保護者の就労や疾病等により、家庭において保育することができない子ども
を保護者に代わって保育することにより、児童福祉の向上を図るため、保育
所の運営を補助する。

　公立　　　　　：２施設   273,665千円
                  児童数(見込み)延  1,423人
　公立(指定管理)：２施設    74,256千円
                  児童数(見込み)延    288人
　法人立　　　　：14施設 1,313,850千円
                  児童数(見込み)延 10,488人

　　扶助費　1,313,850千円　　職員給与費等　347,921千円

1,612,308 1,661,771 921,907 2,800 151,443 585,621

利用者
負担金等
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

137
法人立保育所等ＩＣＴ化推進
補助事業
【こども保育課】

令和４年度～

法人立保育所等が保育士の業務負担を軽減するための園業務クラウドサービ
ス及び保育業務支援システム導入に係る費用を補助する。

【法人立保育所等】
　＜ 対象施設 ＞ 保育所、幼保連携型認定こども園
　＜補助基準額＞ 導入するシステムの機能に応じて200千円～1,300千円
　＜ 補助割合 ＞ 国1/2、市町村1/4、事業者1/4
　＜ 補助対象 ＞ ２施設

　　保育所等業務効率化推進事業補助金 1,800千円

2,080 1,800 1,200 600

138 新
市立保育所防犯対策強化整備
事業
【こども保育課】

令和７年度

指定管理者が運営する長井保育所の防犯対策の向上や保育環境を強化するた
め、老朽化したブロック塀及びフェンスや経年劣化した非常通報装置を取り
替える。

　　工事請負費　　3,170千円
　　需用費　　　　　484千円

0 3,654 3,200 454

139 (4) 子育て支援費
認定こども園運営事業
【こども保育課】

平成27年度～

子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、就労を問わない子育て支援の総合
的な提供を行い、少子化の進行や教育・保育ニーズの多様化による子育て家
庭の需要に対応するため、認定こども園の運営を補助する。

　認定こども園　：27施設（分園２施設含む） 3,413,252千円
                  児童数(見込み)延 30,528人
　幼稚園　　　  ：４施設   227,335千円
                  児童数(見込み)延  2,494人

　　扶助費　3,640,587千円

3,391,249 3,640,587 2,617,598 108,920 914,069
ふるさと延
岡応援基金
繰入金
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
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【所 管 課 等】

事 業 年 度
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概　　　　　　　　　　　要
６年度
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７年度
当初予算

財　源　内　訳

140
地域子育て支援拠点事業
【こども保育課】

平成６年度～

子育てへの不安を抱える家庭を支援するため、市内４箇所に拠点施設を設置
し、地域全体で子育て家庭を支援する基盤の形成を図る。

　＜支援内容＞ 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進
　　　　　　　 子育て等に関する相談、援助の実施 他
　＜支援拠点＞ ４箇所
              （おやこの森、まちなかキッズホーム、
　　　　　　　 恒富保育所子育て支援室、えんキッズ）
　
　　委託料　　 　　15,774千円
　※えんキッズの事業費は、「子育て支援総合拠点施設運営事業」で計上
　　建物借上料　　　4,049千円
　　会計年度任用職員報酬等　7,356千円

36,839 27,179 18,120 9,059

141
ファミリー・サポート・
センター事業
【こども保育課】

平成17年度～

子育て中の親又は子育て経験のある支援者等を会員として登録し、児童の預
かり等のサポートを行う者とサポートを希望する者との調整を行いながら相
互援助の形により子育て家庭を支援する。

　＜委託先及び実施施設＞社会福祉法人すこやか福祉会
　　　　　　　　　　　　延岡子育て支援センターおやこの森

　　委託料　10,398千円

10,350 10,398 5,400 4,998

142
児童クラブ事業
【こども保育課】

平成４年度～

放課後、仕事などで保護者が家庭にいない小学生に対し、小学校の余裕教室
や児童館等を利用して、適切な遊びや生活の場を提供し、健全な育成を図
る。

　　児童クラブ数：33支援単位（Ｒ６末）→ 35支援単位（Ｒ７末見込）
　　　　利用定員：　 1,416人（Ｒ６末）→    1,505人（Ｒ７末見込）
　　※支援単位増：旭児童クラブ、一ケ岡児童クラブ

　　委託料　422,129千円
　　事務費　　　 63千円

332,330 422,192 281,418 140,774

143
放課後児童クラブ改修事業
【こども保育課】

令和３年度～

将来の校区別児童数の動向等を踏まえながらこれまで放課後児童クラブの全
市的な整備を進める中、脱炭素社会の実現に向けた取組として、ＬＥＤ照明
を導入する。
　
　　ＬＥＤ照明設置工事　　 786千円　（緑ケ丘児童クラブ）

30,496 786 524 262

144
児童福祉サービス利用者支援
事業
【こども保育課】

平成27年度～

子ども及びその保護者等、または妊娠している方が、教育・保育・保健その
他の子育て支援を円滑に利用できるよう、個別のニーズを把握し、情報提供
及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡・調整を行
う。

　＜実施施設＞延岡子育て支援センターおやこの森
　　　　　　　延岡市子育て支援総合拠点施設「えんキッズ」※R7年度より
　　　　　　　事業開始
　
　　委託料　　8,530千円
　※えんキッズの事業費は「子育て支援総合拠点施設運営事業」で計上

8,462 8,530 7,109 1,421

145
一時預かり事業
【こども保育課】

平成３年度～

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった児童を、保育所、幼
稚園、認定こども園等において、一時的に預かり、必要な保護を行うこと
で、安心して子育てができる環境を整備し、もって児童の福祉の向上を図
る。

　＜補助対象施設数＞　一般型　　 7施設（予定）
　　　　　　　　　　　幼稚園型　29施設（予定）

　　一時預かり事業補助金　88,676千円　　事務費等　8,442千円

97,241 97,118 62,894 50 34,174
一時保育使
用料
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国　県
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No. 款・項・目 新規
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７年度
当初予算

財　源　内　訳

146
子育て支援総合拠点施設運営
事業
【こども保育課】

令和元年度～

育児に関する相談や子育て家庭の支援、また発達に関する相談や発達障がい
の疑い等を早期発見する機能及び体験・遊び場・交流機能など、子育てに関
する幅広い総合的な機能を持つ子育て支援総合拠点施設「えんキッズ」につ
いて、指定管理により管理運営を行う。

　＜業務内容＞
　　・管理・運営　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28,001千円
　　・地域子育て支援拠点事業　　　　　　　　　　　　　14,122千円
　　・病児保育事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,797千円
　　・一時預かり事業　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,947千円
　　・児童福祉サービス利用者支援事業（R7年度より開始） 7,730千円
　　・乳児等通園支援事業（R7年度より開始予定）　　　　 3,366千円

　　委託料　69,963千円

37,724 69,963 29,541 40,422

147
子育てのための施設等利用
給付事業
【こども保育課】

令和元年度～

令和元年10月から開始された幼児教育・保育無償化に伴い、小学校就学前の
子どもに対する良質かつ適切な保育及び教育を行い、かつ、保護者の経済的
負担の軽減を行うことにより、児童の健全な発達を図る。

　　認可外保育施設の利用に係る給付　15,780千円
　　預かり保育事業の利用に係る給付　18,599千円

　　扶助費　34,379千円

49,089 34,379 25,783 8,596

148
病児・病後児保育事業
【こども保育課】

令和２年度～

保護者の就労により、子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合に、病
院・子育て支援施設等において病気の児童を一時的に保育する。また、利用
者の経済的負担の軽減を図るため、施設利用料を補助する。

　＜実施施設＞
  　病児対応　：延岡共立病院、トトロこどもクリニック
  　病後児対応：延岡子育て支援センターおやこの森
　　　　　　　　延岡市子育て支援総合拠点施設「えんキッズ」
　
　　委託料　　　　 68,675千円
　※えんキッズの事業費は、「子育て支援総合拠点施設運営事業」で計上
　　病児保育利用促進事業補助金　3,158千円

68,765 71,833 47,361 17,100 7,372
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

149
働きやすい保育所等づくり
緊急応援事業
【こども保育課】

令和２年度～

保育士が働きやすい職場環境を整備するため、保育所及び幼保連携型認定こ
ども園における保育補助者及び保育支援者等の雇用、幼稚園型認定こども園
における園外活動の見守りを行う者等の雇用に必要な人件費等の一部を補助
する。

【保育補助者雇上強化事業補助金】
　＜ 補助対象 ＞保育所、幼保連携型認定こども園
　＜　補助額　＞3,571千円（国2,678千円、市893千円）
　＜　補助率　＞国3/4、市1/4
　＜雇用予定数＞８名（３施設）

【保育体制強化支援事業補助金】
　＜ 補助対象 ＞保育所、幼保連携型認定こども園、
　　　　　　　　幼稚園型認定こども園
　＜　補助額　＞976千円（国488千円、市488千円）
　＜　補助率　＞国1/2、市1/2
　＜雇用予定数＞１名（１施設）

4,675 4,547 3,166 1,381
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財　源　内　訳

150
一時預かり利用者負担軽減
事業
【こども保育課】

令和４年度～

国の方針に基づき、生活保護世帯や低所得世帯などに対し、一時預かり事業
の利用促進とともに、所得等に応じた利用者負担の軽減を行うことで、家
庭・養育環境の支援を強化し、すべての児童の健やかな成長を図る。

　＜対象者＞　　　　　　　　　　　　　　　１日あたりの補助上限額
　　①生活保護世帯　　　　　　　　　　　　　　3,000円
　　②市町村民税非課税世帯　　　　　　　　　　2,400円
　　③市町村民税所得割が77,101円未満の世帯　　2,100円
　　④その他の支援が必要と認められる者　　　　1,500円

　＜実施施設＞８施設

　　　扶助費　577千円

460 577 384 193

151 新
地域で見守るこどもの居場所
づくり事業
【こども保育課】

令和７年度～

小学校就学児童が放課後や夏休み期間を安全で健やかに過ごすことができる
居場所づくりのため、学童保育の場として就学児童を受け入れる保育所等に
必要経費の一部を補助する。

　＜補助先＞市内認定こども園、認可保育所
　＜補助基準額（一人あたり）＞
　　①夏休み期間　　　20,279円×１ヶ月＝20,279円
　　②夏休み期間以外　 6,384円×11ヶ月＝70,224円
　＜利用者数＞①、②ともに68名

　　補助金　6,155千円

0 6,155 4,300 1,855
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

152 (5) おやこ福祉支援費
支援対象児童等見守り強化
事業
【おやこ保健福祉課】

令和３年度～

家庭環境の変化等により、子どもの見守り機会が減少し、児童虐待リスクが
高まっていることから、見守り体制を強化するため、支援対象児童等の居宅
を訪問し、状況の把握や食事の提供、学習・生活指導支援等の子育て支援活
動を行う団体に補助金を交付する。

　＜補 助 先＞
　　公募による（令和７年度は５団体が実施予定）
　＜対象経費＞
　　活動経費（ボランティア人件費、弁当・日用品購入費、
　　　　　　　学習支援用の教材費、訪問時の燃料費等）
　　事務局費（事務局人件費、消耗品費、通信運搬費等）
　　　　　　※補助事業実施のために新たに要する経費に限る
　＜補 助 金＞
　　15,716千円

13,480 15,716 10,477 5,239

153
こども家庭サポートセンター
事業
【おやこ保健福祉課】

令和４年度～

子ども虐待の未然防止を図るためには、子ども及び妊産婦の福祉に関する切
れ目のない支援の提供や、家庭環境等に関する課題に早急に対応することが
必要であることから、「こども家庭サポートセンター」を設置し、全ての妊
産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機能強化を図る。

　　報酬　11,997千円　　役務費等　9,409千円

11,596 21,406 14,440 6,966

154
子育てサポーター家庭訪問
事業
【おやこ保健福祉課】

平成24年度～

困難や悩みを抱えた家庭等に子育てサポーターを派遣し、育児の悩みの傾聴
や家事援助等を行うことにより、育児における孤立感や不安の解消等を図る
とともに、子ども虐待の未然防止等にもつなげる。

　＜委託先及び実施施設＞
　　社会福祉法人すこやか福祉会　延岡子育て支援センターおやこの森

　　委託料　6,342千円

6,342 6,342 6,342
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155
ヤングケアラー支援地域力
向上事業
【おやこ保健福祉課】

令和４年度～

ヤングケアラーに関する研修会を開催し、周囲の大人がヤングケアラーに気
づきやすくし、地域全体の支援力の底上げを図る。また、家庭と支援者を繋
ぐコーディネーターを委託先に配置するとともに、児童が相談しやすいよう
ピアサポート等での相談支援体制を整える。さらに、児童の個別支援を強化
するためオンライン型のヤングケアラー伴走型支援を実施する。

　＜相談支援体制委託先及び実施施設＞
　　社会福祉法人　愛育福祉会
　＜オンラインによる伴走型支援委託先＞
　　認定特定非営利活動法人　カタリバ

　　委託料　10,286千円　　報償費　300千円　　役務費等　523千円

6,971 11,109 7,406 3,703

156 新
児童家庭相談システム導入
事業
【おやこ保健福祉課】

令和７年度～

子ども虐待の未然防止や早期発見、その他の困難を抱える子どもや家庭への
支援に注力し、より迅速かつ適切な支援に繋げることを目的として、要保護
児童等や家庭の情報、対応記録、過去の対応実績等を効率的に一括管理する
ことができる児童家庭相談システムを導入する。

　　委託料　19,180千円　　報償費　32千円

0 19,212 9,416 9,796

157 (6) 母子福祉費
ひとり親家庭等医療費助成
事業
【おやこ保健福祉課】

昭和54年度～

ひとり親家庭等の健康増進と福祉の向上を図るため、医療費の助成を行う。

　＜助成対象＞ 20歳未満の子を養育するひとり親家庭
　＜助成件数＞ 7,962件(見込み)
　＜対象範囲＞ 親／末の子が20歳になる月まで
　　　　　　　 子／18歳になって最初の３月31日まで
　＜自己負担＞ １人１ヶ月につき1,000円

　　診療報酬支払事務委託料　14千円　　扶助費　44,742千円

46,433 44,756 22,378 22,378

158
ひとり親家庭自立支援給付金
事業
【おやこ保健福祉課】

平成22年度～

【自立支援教育訓練給付金事業】
母子家庭の母や父子家庭の父が職業能力の開発のために受講する教育訓練講
座受講料の一部を助成し、当該家庭の自立を支援する。

　＜ 助成額 ＞ 対象講座受講料の６割相当額(上限200,000円)
　＜助成者数＞ ６名(見込み)

【高等職業訓練促進給付金等事業】
母子家庭の母や父子家庭の父が就職の際に有利な資格の取得を促進するた
め、修業期間に訓練促進給付金を支給する。また、修業期間修了後に修了支
援給付金を支給する。

　＜ 助成額 ＞
　 ・訓練促進給付金：非課税世帯100,000円／月
　　　　　　　　　　 課税世帯　 70,500円／月
　　　　※最終年限のみ40,000円／月追加で支給。
　 ・訓練修了支援給付金：非課税世帯50,000円　課税世帯25,000円
　＜助成者数＞ 22名(見込み)

　　ひとり親家庭自立支援給付金事業補助金　24,526千円

28,995 24,526 18,394 6,132

159
ひとり親家庭等学習支援事業
【おやこ保健福祉課】

平成28年度～

ひとり親家庭の子どもが生活の中で直面する諸問題の解決のため、大学生等
がひとり親家庭等の児童の学習を支援したり、児童から気軽に進学相談等を
受けることで児童の学習への意識と学力の向上を図り、将来の就業等の自立
につなげるとともに、調理実習やスポーツ体験等を通して生きる力を養う。

　＜ 委 託 先 ＞（学）順正学園　九州医療科学大学
　＜ 開催期間 ＞ ６月から２月までの原則土曜日（年20回開催）
　＜延参加者数＞ 320人(見込み)
　＜委託料内訳＞ 報償金　　　660千円
　　　　　　　　 使用料及び賃借料　1,200千円
　　　　　　　　 事務費等　4,832千円

4,912 6,692 4,987 1,705
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160
ひとり親家庭情報交換事業
【おやこ保健福祉課】

平成28年度～

ひとり親家庭になって間もない家庭は生活環境の変化が著しいほか、生活の
中で直面する問題も多いことから、ひとり親家庭が定期的に集い、お互いの
悩みを打ち明けたり、相談し合える場を設ける。

　＜委託先及び実施施設＞
　　社会福祉法人すこやか福祉会　延岡子育て支援センターおやこの森
　＜ 開催期間 ＞ 毎月第２土曜日（年12回開催）
　＜延参加者数＞ 250人（見込み）
　＜ 委 託 料 ＞ 505千円

505 505 378 127

161
ひとり親家庭等日常生活支援
事業
【おやこ保健福祉課】

平成28年度～

病気等で一時的に日常生活に支障が生じたひとり親家庭等に、家庭生活支援
員を派遣し、生活援助や子育て支援を行うことで、生活の安定と福祉の増進
を図る。

　＜派遣内容＞
　　生活援助：利用者の自宅での子どもの保育、食事の世話、住居の掃
　　　　　　　除、身の回りの世話、生活必需品等の買い物等
　　子育て支援：家庭生活支援員の自宅や講習会等での子どもの保育
　＜委 託 先＞ のべおかひとり親会
　＜委 託 料＞ 240千円

240 240 179 1 60 利用料

162
ひとり親家庭等自立支援事業
【おやこ保健福祉課】

平成28年度～

ひとり親家庭等からの相談に応じる母子父子自立支援員を配置し、生活支援
や就労支援等、ひとり親家庭等の自立促進に向けた総合的、かつ、継続的な
相談支援を行う。

　　報酬　2,021千円　　需用費等　1,511千円

3,173 3,532 3,532

163
3)
(1)

生活保護費
生活保護総務費

生活保護適正実施推進事業
【生活福祉課】

生活保護業務の適正な実施及び体制充実を図るため、国の補助制度を活用の
上、以下の事業を実施する。

　　レセプトを活用した医療扶助適正化事業　8,330千円
　　関係職員等研修・啓発事業　　　　　　　　486千円
　　収入資産状況把握等充実事業　　　　　　3,923千円
　　就労支援事業　　　　　　　　　　　　　　747千円

12,483 13,486 8,657 4,829

164 (2) 扶助費
生活保護事業
【生活福祉課】

生活に困窮する者に対して必要な保護を行い、最低限度の生活を保障すると
ともに、自立の助長を図る。

  　生活扶助   1,056,934千円      住宅扶助　 577,193千円
  　教育扶助 　　  8,781千円      介護扶助   143,014千円
  　医療扶助　 2,166,157千円　    その他      46,842千円
　＜生活保護率＞ 令和３年度 22.62‰　令和４年度 　　22.56‰
　　　　　　　　 令和５年度 22.83‰　令和６年度見込 22.64‰

3,980,249 3,998,921 3,064,190 20,001 914,730
費用返還金
徴収金等

165
4
1)
(1)

衛生費
保健衛生費
保健衛生総務費

新
北川診療所空調設備更新事業
【地域医療政策課】

令和７年度

北川診療所は、建築から25年以上経過しているが、現在使用している空調設
備の冷媒が製造中止となっており、今後、故障した際に補充等ができなくな
るため、空調設備の機能維持のため更新工事を行う。

　工事請負費　　　　52,003千円
　使用料及び賃借料　　 738千円

0 52,741 52,000 741

166 新
北浦診療所改築事業
【地域医療政策課】

令和７年度

建築から46年が経過し老朽化が進んでいる北浦診療所の照明について、ＬＥ
Ｄ化工事を行う。また、和式トイレを洋式トイレへ変更する工事を行う。

　工事請負費　3,941千円

0 3,941 3,900 41
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国　県
支出金
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財　源　内　訳

167 (2) 保健予防費
初期救急医療運営事業
【地域医療政策課】

昭和54年度～

延岡市医師会を指定管理者として管理運営業務を委託する夜間急病センター
において、準夜帯(19時30分～23時)の内科・外科・小児科の365日、週４日
(水・木・金・土)の内科及び毎週金曜日の外科による深夜帯(23時～翌朝７
時)並びに土曜日午後(14時～18時)の診療を実施し、安定した初期救急体制の
運営に努める。日曜・祝日等の初期救急対応については、延岡市医師会及び
歯科医師会に委託して在宅当番医制で対応する。

　夜間急病センター運営経費(指定管理料・診療交付金)　265,569千円
　夜間救急医療体制運営経費(外科：在宅当番医) 　 　　　1,817千円
　日曜・祝日等救急医療運営経費(医科)　　　　　　  　  9,900千円
　日曜・祝日等救急医療運営経費(歯科)　　 　 　　  　　1,320千円
　事務費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　636千円

282,478 279,242 121,538 157,704
急病ｾﾝﾀｰ
使用料等

168
無歯科医地区巡回診療委託
事業
【地域医療政策課】

平成27年度～

歯科診療所の無い島浦町において、県が実施する無歯科医地区巡回診療事業
の委託料の一部を負担し、巡回車による診療を実施することにより島浦地区
住民の口腔衛生の向上を図る。

　＜受診見込数＞ 延170人(年間22回実施）
　＜委　託　先＞ 宮崎県歯科医師会
　　巡回診療委託料 506千円　　報償費 99千円

935 605 605

169
地域医療体制整備事業
【地域医療政策課】

平成21年度～

延岡市民の命を守るため県立延岡病院の医師不足状態を補完すべく、延岡市
の医療体制を維持、強化するために、延岡市医師会が運営する消化管出血及
び脳梗塞輪番制方式の運営に対し補助を行うとともに、市内で新規開業する
医療機関への財政的支援を行う。また、適正受診の推進等に関する市民啓発
を行うとともに医療従事者を目指す人材の育成支援を行う。

　延岡市医師会病院医師確保対策補助金　4,500千円
　医師会救急医療体制整備補助金 45,041千円(補助先:延岡市医師会)
　看護師等研修促進補助金　　 　 2,100千円(補助先:延岡市医師会等)
　新規開業促進補助金　　　 　　11,000千円(補助先:新規開業医)
　事務費等　　　  　　　 　　   4,373千円

48,010 67,014 67,014

170
地域医療市民団体活動支援
事業
【地域医療政策課】

平成21年度～

現在の医療体制を維持するため、地域医療を守る啓発活動を行う市民団体の
活動を支援し、｢地域の医療を自ら守っていこう｣という市民意識の醸成を図
る。

　＜補助先＞ 宮崎県北の地域医療を守る会
    地域医療市民団体活動支援事業補助金　1,300千円

1,300 1,300 500 800

171
看護師確保支援強化事業
【地域医療政策課】

令和６年度～

市内医療機関等へ就職した新卒の看護師又は市外の医療機関等を離職後１年
以内に延岡市へ転入し市内の医療機関等に就職した看護師に対して、奨励金
を支給することで延岡市内における看護師の確保の強化及び資質の向上を図
り、安心して暮らせる地域づくりを進める。
 ＜対象者＞
 対象者１　次の①～⑥の要件を満たす者
　①看護師等養成施設を卒業し、看護師資格（保健師・助産師を含む）
　　を取得した者
　②延岡市在住、または就職後１月以内に市外からの転入を予定して
　　いる者
　③１日６時間以上かつ月20日以上、新たに常勤職員として就労する者
　④市税を滞納していない者
　⑤５年以上継続して勤務する予定の者
　⑥令和７年４月以降に新卒で市内の医療機関等に就職した者
 対象者２　次の①～③の要件を満たす者
　①対象者１の①～⑤の要件を満たす者
　②市外の医療機関等を離職後1年以内の者
　③令和７年４月以降に市内の医療機関等に就職した者
　＜補助額＞400,000円
　　（延岡看護専門学校、ウルスラ学園を卒業した者は500,000円）
　
　　就業支援補助金　13,600千円

6,800 13,600 1,050 12,550
ふるさと延
岡応援基金
繰入金
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172
小児予防接種事業
【地域医療政策課】

予防接種法に基づき、小児の感染性疾患の発生・重症化・蔓延を予防するた
めに、法定の感染症の予防接種を全額公費負担で実施する。

　＜接種見込数＞ 延19,240人
　＜感染症14種＞ Hib感染症、小児の肺炎球菌感染症、Ｂ型肝炎、
　　　　　　　　 ジフテリア、百日咳、破傷風、ポリオ、結核、
　　　　　　　　 麻しん、風しん、水痘、日本脳炎、ヒトパピロー
                 マウイルス感染症、ロタウィルス感染症
　＜ 委 託 先 ＞ 県医師会、市医師会等医療機関
　　予防接種委託料 272,234千円　小児予防接種給付費 1,950千円
　　事務費等　　　　 2,376千円

280,993 276,560 150 276,410

173
高齢者予防接種事業
【地域医療政策課】

平成13年度～

65歳以上の方を対象とする高齢者の新型コロナ及びインフルエンザ予防接種
と、65歳で接種歴のない方等を対象とする肺炎球菌ワクチン接種、また、令
和７年度に開始する65歳から5歳刻みの年齢等を対象とする帯状疱疹ワクチン
接種を実施し、疾病の発症及び重症化の予防を図る。
　【新型コロナ】
　　＜ 対 象 者 ＞ 満65歳以上(接種時年齢)
　　　　　　　　　 満60歳以上65歳未満で基礎疾患等がある者
　　＜接種見込数＞ 8,444人
　　＜ 助 成 額 ＞ 14,100円       　　＜ 自己負担 ＞  2,000円
 
　【高齢者インフルエンザ】
　　＜ 対 象 者 ＞ 満65歳以上(接種時年齢)
　　　　　　　　　 満60歳以上65歳未満で基礎疾患等がある者
　　＜接種見込数＞ 21,617人
　　＜ 助 成 額 ＞ 3,305円～3,350円　　＜ 自己負担 ＞ 1,500円

　【高齢者肺炎球菌ワクチン】
　　＜ 対 象 者 ＞ 年度末65歳で接種歴のない者
　　　　　　　　　 満60歳以上65歳未満で基礎疾患等がある者
　　＜接種見込数＞ 424人
　　＜ 助 成 額 ＞ 5,471円～5,519円　　＜ 自己負担 ＞ 2,500円

　【帯状疱疹ワクチン】
　　＜ 対 象 者 ＞ 年度末65歳から5歳刻みの年齢等で接種歴のない者
　　　　　　　　　 満60歳以上65歳未満でヒト免疫不全ウイルスによる
　　　　　　　　　 免疫機能障害がある者
　　＜接種見込数＞ 延2,510人
　　＜ 助 成 額 ＞ 生ワクチン5,790円　不活化ワクチン14,990円×2
　　＜ 自己負担 ＞ 生ワクチン2,500円  不活化ワクチン 6,500円×2
    委 託 先  県医師会、市医師会等医療機関
　
　　　予防接種委託料　296,985千円　　　入力業務委託料　 3,190千円
　　　事務費等　1,356千円　予防接種健康被害救済給付費　4,262千円

104,139 305,793 4,190 64,074 237,529

新型コロナ
ワクチン予
防接種実費
徴収金
高齢者予防
接種実費徴
収金
肺炎球菌ワ
クチン接種
実費徴収金
帯状疱疹ワ
クチン接種
実費徴収金
ワクチン生
産体制等緊
急整備基金
助成金

174
乳幼児任意予防接種事業
【地域医療政策課】

平成26年度～

小児を対象に流行性耳下腺炎の任意予防接種の助成を実施することにより、
疾病の発症及び重症化を予防するとともに小児科医の負担軽減を図る。

　＜接種見込数＞ 延1,348人
　＜ 助 成 額 ＞ 2,595円
　＜ 自己負担 ＞ 2,600円
  ＜ 委 託 先 ＞市医師会等医療機関

　　予防接種委託料 7,542千円　　事務費等　91千円

8,116 7,633 1,122 3,504 3,007
乳幼児任意
予防接種実
費徴収金
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175 新
成人任意予防接種事業
【地域医療政策課】

令和７年度～

妊娠初期の妊婦が風しんに感染すると胎児が「先天性風しん症候群」を引き
起こすリスクがあるため、妊娠を希望する女性及びそのパートナーのうち風
しん抗体価が低い者に対し、ワクチンを無料で接種できる機会を設けて接種
率を向上し、将来的にこどもの健やかな成長を支える。

　【予防接種】
　　＜ 対 象 者 ＞ 妊娠を希望する女性とそのパートナーで低抗体価者
　　　　　　　　　 妊婦のパートナーで低抗体価者
　　＜接種見込数＞　 129人
　　＜ 助 成 額 ＞ 風しんワクチン　4,200円
　　　　　　　　　 ＭＲワクチン　　6,000円
　　＜ 自己負担 ＞ 風しんワクチン　無料
　　　　　　　　　 ＭＲワクチン　　無料
 
   予防接種給付費 727千円（4,200円×26人）+（6,000円×103人）
   事務費等　　　　 6千円

0 733 232 501

176 (3) おやこ保健予防費
妊婦健康診査事業
【おやこ保健福祉課】

平成21年度～

妊娠、出産にかかる経済的負担の軽減と、母体や胎児の健康維持を図るた
め、妊婦が受けるべき健康診査の回数として望ましいとされる14回の健診受
診費用を全額助成するとともに、令和７年度より予定日超過後の受診費用を
助成し、多胎妊婦には追加で15回目以降の健診受診費用も助成する。また、
低所得の妊婦に対する妊娠届出前の初回産科受診料を助成する。島浦町在住
妊婦には、島外の産科医療機関を健診・出産で利用する際に必要となる航路
運賃を助成する。

　＜受診見込数＞　延8,334人
　＜助  成  額＞　１人につき　109,810円(14回分)
　＜低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援＞　150,000円（扶助費）
  ＜妊婦航路運賃助成＞　34,200円（扶助費）
 
　　委託料　65,504千円　　扶助費　2,258千円　　需用費等　474千円

71,705 68,236 260 67,976

177
乳児健康診査事業
【おやこ保健福祉課】

平成９年度～

子育てにかかる経済的負担の軽減と、乳児の健康の保持増進、身体の異常の
早期発見を図るため、公費助成により生後１か月、3～6か月、7～11か月の計
3回の乳児健康診査を実施する。

　＜ 受診時期 ＞ 生後１か月　前期：３～６か月　後期：７～11か月
　＜受診見込数＞ 延1,968人
　＜ 助 成 額 ＞ 生後１か月：6,000円　前期・後期：6,410円

　　委託料　12,216千円　　扶助費　236千円

13,971 12,452 2,066 10,386

178
未熟児養育事業
【おやこ保健福祉課】

平成25年度～

身体の発達が未熟なまま出生し、入院養育が必要な乳児に対して１歳になる
までの期間を対象に、必要な養育医療の給付を行う。また、医療機関との連
携を図り、訪問指導を実施することにより、心身の発育・発達の状況を確認
し、保護者への支援を行う。

　　扶助費　8,968千円　　需用費等　40千円

8,712 9,008 5,569 1,541 1,898
未熟児養育
医療負担金

179
発達支援システム事業
【おやこ保健福祉課】

平成25年度～

発達に課題のある幼児の早期発見・早期支援のため、専門機関と連携し、発
達相談の実施、支援の必要な幼児のフォローを行う。また、人材育成の研修
会や市民向け講演会の開催等を通して、支援の基盤を醸成し、発達障がいや
地域支援への理解の周知啓発を行う。

　　委託料　3,941千円　　報償費等　960千円

6,283 4,901 553 4,348
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180
一般不妊治療費助成事業
【おやこ保健福祉課】

平成29年度～

人工授精等による不妊治療を受けている夫婦に対して一般不妊治療費を10万
円を上限に助成し、経済的な負担の軽減を図るとともに、申請相談時に治療
に伴う悩み・不安の軽減等を併せて行うことで、安心して子どもを産み育て
ることができる環境づくりを推進する。

　＜申請見込数＞ 80人
　＜ 助 成 額 ＞ 100,000円(上限額)

　　一般不妊治療費助成事業補助金　5,750千円　　役務費等　11千円

5,909 5,761 5,761

181
産後包括支援事業
【おやこ保健福祉課】

令和元年度～

産後うつの予防や新生児への虐待防止等を図るために、産婦に対する健康診
査の実施を産婦人科に委託するとともに、必要に応じて母子に対する心身の
ケアや育児サポートの支援を実施する。
 
 【産婦健診】＜受診対象者見込数＞ 延1,366人
　  　　　　 ＜ 委 託 先 ＞ 県医師会等
　　           委託料　6,548千円　　扶助費等　398千円
 【産後ケア】＜利用見込数＞ 120人
             ＜ 委 託 先 ＞ 市内産婦人科等
　　           委託料　4,550千円　　役務費等   77千円
 【包括支援緊急整備】
　           ＜ 補 助 先 ＞ 市内産婦人科等
　　           補助金　  400千円
 【多胎妊産婦等支援】
             ＜ 委 託 先 ＞ 延岡子育て支援センターおやこの森
　　           委託料　3,032千円

16,636 15,005 7,265 360 7,380
産後ケア事
業実費徴収
金

182
新生児聴覚検査費用助成事業
【おやこ保健福祉課】

令和３年度～

全ての新生児が聴覚検査を受けられるよう、聴覚検査費用を助成し、聴覚障
害の早期発見・早期療育を図る。

　＜受診見込数＞ 683人
　＜ 助 成 額 ＞ 5,000円（上限額）

　　新生児聴覚検査委託料　3,259千円　　扶助費等　191千円

3,652 3,450 2,400 1,050
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

183
妊婦のための支援給付事業
【おやこ保健福祉課】

令和４年度～

全ての妊婦が、出産育児関連用品等の購入ができるなど、安心して出産・子
育てができるよう、伴走型相談支援と一体的に、妊娠時に５万円、出産後に
妊娠している子どもの数×５万円を支給する（流産・死産を含む）。

　＜支給対象＞ 妊娠届出時・出生届出時の面談に応じた妊産婦
　＜助成件数＞ 延1,397人（出産応援金677人・子育て応援金720人）
　＜支 給 額＞ 妊娠届出後　妊婦1人当たり一律50,000円
　　　　　　　 出産後　出産したこどもの数（流産・死産も含む）
               　　　　×50,000円
　
　　補助金　69,850千円　　報酬等　4,144千円

82,270 73,994 72,215 1,779

184 (4) 健康推進費
がん検診・結核健診事業
【健康長寿課】

昭和54年度～

がんの早期発見・早期治療につなげるために、国の指針に基づきがん検診を
実施する。また結核のまん延防止のために胸部エックス線による健康診断を
行う。さらに、本市独自の施策として、前立腺がん検診、胸部ヘリカルＣＴ
検査、妊婦の無料子宮頸がん検診を実施する。

　＜ 検診種類 ＞ 胃がん検診、子宮頸がん検診、 肺がん検診・結核健
　　　　　　　　 診、乳がん検診、大腸がん検診、前立腺がん検診
　＜受診見込数＞ 延16,031人
　＜ 助 成 額 ＞ 500円～13,640円
　＜ 自己負担 ＞ 無料～5,000円

　　旅費　            45千円　　需用費　 3,886千円
　　役務費　       1,842千円　　委託料　71,027千円
　　使用料及び賃借料　18千円

83,742 76,818 693 11,888 64,237
検診実費
徴収金
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185
健康増進事業
【健康長寿課】

平成20年度～

健康増進法に基づき、健康に関する知識の普及や市民の健康の保持増進を図
るため、40才以上の市民を対象に、下記の事業を実施する。

　＜ 事業内容 ＞ 健康教育・健康相談、訪問指導、肝炎ウイルス検診、
　　　　　　　　 生活保護受給者健診、成人歯科健診

　　報酬　　　　　 4,805千円　　職員手当等　1,632千円
　　共済費 　　　　1,178千円　　報償費　　　　150千円
　　旅費　　　 　　　204千円　　需用費　　　　712千円
　　役務費　　　　 　782千円　　委託料 　　 7,900千円
　　使用料及び賃借料　15千円

15,545 17,378 7,423 9,955

186
胃がんリスク検査事業
【健康長寿課】

令和元年度～

胃がんの発症予防を図るため、ピロリ菌感染の有無と血清ペプシノゲン値に
よって測定する胃粘膜の萎縮度を判定する血液検査を行う。判定結果によ
り、胃がんにかかるリスクの高い人を早期に発見し、適切な検査・治療につ
なげる。

　＜ 対象者数 ＞ 7,425人
　＜受診見込数＞ 669人
　＜ 助 成 額 ＞ 2,020円～5,617円
　＜ 自己負担 ＞ 1,500円

　　需用費　　231千円　　役務費　646千円
　　委託料　4,486千円

5,142 5,363 1,029 4,334
検診実費
徴収金

187
骨髄移植ドナー支援事業
【健康長寿課】

令和５年度～

骨髄バンクで骨髄移植や末梢血幹細胞移植を必要とする患者は毎年少なくと
も約2,000人存在し、一人でも多くの患者を救うためには、一人でも多くのド
ナー登録が必要である。また、ＨＬＡ（白血球）の型が適合しても、「都合
がつかない」、「仕事を休めない」等のドナー自身の理由により骨髄等の提
供を辞退するケースもある。
このようなことから、市民に骨髄ドナー登録を促すとともに、骨髄等を提供
しやすい環境を整備する。

　＜奨励金の交付対象者と交付金額＞
　　① 骨髄等の提供を完了した者／１日当たり２万円（上限７日）
　　② ①が勤務している事業所／１日当たり１万円（上限７日）

　　役務費　55千円
　　骨髄移植ドナー支援事業奨励補助金　630千円

1,105 685 315 370

188
健康長寿推進市民活動支援
事業
【健康長寿課】

平成23年度～

「健康長寿のまちづくり市民運動」を推進することを目的として、延岡市健
康長寿推進市民会議が実施する、区が健康づくりに取り組むための活動費や
物品購入への助成をはじめ、市民運動の取り組みを助成する。また、事務局
の管理経費等を計上する。

　＜補助先＞ 延岡市健康長寿推進市民会議

　　報償費　 　　　　　76千円　旅費　　　　　　428千円
　　需用費　　　　　　530千円　役務費　　　　　505千円
　　使用料及び賃借料　151千円
　　健康長寿推進市民会議活動支援事業補助金　10,000千円

11,690 11,690 11,690

189
健康長寿ポイント特典制度
補助事業
【健康長寿課】

平成24年度～

「健康長寿のまちづくり市民運動」の活動を持続させることを目的として、
健康づくり活動に参加することで獲得したポイントを利用して各種賞品が当
たる抽選に応募できる「のべおか健康長寿ポイント」事業への助成を行う。

　＜補助先＞ 延岡市健康長寿推進市民会議

　　報酬　　　　　2,057千円　　職員手当等　782千円
　　共済費　　　　　517千円　　旅費　　　　 60千円
　　健康長寿ポイント特典制度補助金　　　 1,629千円

4,584 5,045 5,045
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190
健康長寿のまちづくり応援
事業
【健康長寿課】

平成19年度～

「健康長寿のまちづくり市民運動」の拡大を目的として、市民運動行動計画
に基づき設置されたボランティア団体「ＮＰＯ法人のべおか健寿ささえ愛
隊」が実施する事業を支援するとともに、事務員費用を含めた運営費につい
て助成する。

　＜補助先＞ ＮＰＯ法人のべおか健寿ささえ愛隊

　  健康長寿のまちづくり支援団体運営補助金　1,500千円

1,500 1,500 1,500

191
のべおか健康マイレージ
事業
【健康長寿課】

令和３年度～

健康長寿ポイント特典制度補助事業の課題である、若年層の参加率向上を図
るため、スマートフォンの健康マイレージアプリを活用し健康づくりに関す
る意識の醸成を図り、貯まったポイントは地域ポイント事業と連携して市内
で利用できるようにする。さらに、市内の主要団体が実施する高齢者の社会
参加や健康づくり活動に対してもポイントを進呈する。

　＜補助先＞　延岡市健康長寿推進市民会議
　＜委託先＞　フェリカポケットマーケティング㈱
　
　　報酬　2,057千円　　職員手当等　782千円　　共済費　517千円
　　旅費　　 60千円　　委託料　　4,860千円
　　のべおか健康マイレージ運営補助金 22,788千円

23,678 31,064 31,064

192
介護保険料・国民健康保険税
値上げストップ作戦展開事業
【健康長寿課】

令和４年度～

長寿社会の一層の進展に伴い、今後ますます介護保険料や国民健康保険税を
引き上げざるを得ない事態が想定されている。このため、これまで以上に市
民の日々の健康づくりへの取組や健診の受診による早期発見、早期治療・予
防につなげていくことが必要となっている。このようなことから、専門家に
よる講演会を開催するとともに、新時代ヘルスケア推進事業において構築予
定であるＰＨＲアプリを通じた疾病リスク判定機能の利用促進を目的とした
イベントを開催することにより、市民の行動変容を促すとともに健康づくり
を推進する。
また、後期高齢者医療健診の結果が良好で介護認定を受けていないなどの条
件を満たす後期高齢者を対象とした表彰を実施し、あわせて記念講演会を開
催することで、健康増進へのモチベーション向上を図る。

　　報償費　　　　　　884千円　　需用費　　　706千円
　　役務費　　　　　　986千円　　旅費　　　　320千円
　　使用料及び賃借料　679千円　　委託料　　1,100千円

2,796 4,675 4,675

193
新時代ヘルスケア推進事業
【健康長寿課】

令和５年度～

国のデジタル田園都市国家構想交付金の採択を受けて、健康無関心層・低関
心層も巻き込んで、予防策を積極的に展開すべく、健診や健康イベントへの
参加・早期通院などを促すためのアプリ（のべおか健康マイレージアプリ及
びPHR・救急医療用アプリ）の登録数を拡大させ、医療費や介護サービス費の
増嵩を防ぐ。また、疾病等のリスクの予測ＡＩを開発して市民に通知できる
仕組みを構築することで、より主体的な健康予防への意識向上を図る。

　　委託料　114,000千円

129,000 114,000 57,000 57,000

194
後期高齢者健康診査事業
【国民健康保険課】

平成20年度～

後期高齢者の健康寿命の延伸と医療費の適正化を図るため、宮崎県後期高齢
者医療広域連合からの受託事業として後期高齢者の健診を実施し、生活習慣
病の発症と重症化を予防するとともに、高齢者のフレイル予防（身体機能の
低下防止）を図る。

　＜事　業　費＞
　 健診委託料　59,960千円　　事務費　5,607千円
  ＜ 委託先 ＞
　特定健診(集団健診):宮崎県健康づくり協会、福岡労働衛生研究所
　特定健診(個別健診):延岡市医師会会員病院他（市内59医療機関）
　特定保健指導:福岡労働衛生研究所他（市内１事業所及び６医療機関）
  ＜健診受診率＞
　 令和４年度実績：30.9% 　令和５年度実績：33.8%
　 令和６年度目標：32.0%　 令和７年度目標：36.0%

60,394 65,567 65,567
健康診査事
業費
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195 (5) 健康増進施設費
ヘルストピア延岡管理事業
【総合福祉課】

平成15年度～

ヘルストピア延岡の施設管理運営業務、施設及び設備の維持管理業務等を指
定管理者に委託するとともに、老朽化した施設の修繕等を行うことにより、
施設の適切な運営を図る。

　　指定管理委託料　32,446千円　　需用費等　6,530千円

38,853 38,976 38,976

196 (6) 環境衛生費
飼い主のいない猫の不妊手術
助成事業
【生活環境課】

令和５年度～
令和７年度

（22,875千円）

飼い主のいない猫の無秩序な繁殖を抑制するため、ボランティア活動により
不妊手術活動を行う団体等に補助金を交付し、地域課題の解決を図る。集中
対策期間として令和７年度までの３年間に限定し支援する。
　
　＜ 補助対象者 ＞飼い主のいない猫の不妊手術費用を負担した
　　　　　　　　　団体または個人
　＜ 補助上限額 ＞一頭当たり雄18千円、雌28千円
　＜対象見込頭数＞約484頭
　＜ 補　助　金 ＞6,530千円
　　団体集合手術　10千円×354頭＝3,540千円
　　※単価（10千円）については、令和５年度実績により算出（雄・雌
　　　共に同額）
　　個別手術　　　23千円×130頭＝2,990千円
　　※単価（23千円）については、補助上限額の雄雌平均より算出

6,530 6,530 6,530

197
いのちの杜管理運営事業
【生活環境課】

平成24年度～

延岡市斎場いのちの杜を引き続き適切に管理していくため、一部業務委託を
行いつつ、円滑な火葬業務を実施するとともに、保守点検や年次計画に基づ
く施設補修の実施など、施設の適正な維持管理運営を行う。
　
　　需用費(消耗品費、燃料費、光熱水費、修繕料) 52,830千円
　　委託料(管理運営、各種保守管理、調査分析等) 87,113千円
　　その他(役務費、使用料及び賃借料）　 　　　　3,297千円

129,432 143,240 35,920 107,320
火葬場使用
料等

198
ゼロカーボンシティ推進
モデル事業
【脱炭素政策室】

令和５年度～

国の脱炭素先行地域に選定された一ヶ岡エリアにおいて、下記設備導入等の
事業を実施する延岡脱炭素エネルギーマネジメント㈱、地域住民、民間事業
者に対し、国の交付金と同額を補助することにより取組を推進し、令和９年
度までに脱炭素先行地域での民生部門等の脱炭素化を実現する。

【事業内容（補助率）】
　・太陽光発電設備導入(2/3)　・蓄電池導入(3/4)
　・ＥＶ充電器導入(3/4)　    ・ＺＥＨ住宅補助(定額)
　・断熱改修(2/3)　        　・高効率空調設備導入(2/3)
　・高効率給湯器導入(2/3)　　・ＥＶ購入補助(定額)

　　ゼロカーボンシティ推進モデル事業補助金　1,013,377千円

1,042,997 1,013,377 1,013,377

199
脱炭素アプリ管理運営事業
【脱炭素政策室】

令和６年度～

脱炭素に寄与する設備導入や行動に対し、「のべおか脱炭素アプリ」ポイン
トを進呈し、そのポイントを「のべおかＣＯＩＮ」に交換のうえ市内での買
い物等で使用してもらうことにより、市民の脱炭素への意識醸成や行動変容
を図る。

　　システム管理委託料　　　　　　　　 5,940千円
　　　　　　　（委託先：フェリカポケットマーケティング）
　 「のべおかＣＯＩＮ」発行手数料　　　3,000千円
　　　　　　　（委託先：のべおかＣＯＩＮ加盟店会）
　　事務費　　　　　　　　　　　　　 　　264千円

8,913 9,204 6,700 2,504

ふるさと延
岡応援基金
繰入金
企業版ふる
さと創生応
援基金繰入
金

200
再エネ促進と安心安全の調和
のとれたまちづくり検討事業
【脱炭素政策室】

令和６年度～

再生可能エネルギーの導入を促進するとともに、大規模太陽光発電施設設置
による災害や景観悪化等の懸念に対しても市として適切な対応を図り、市民
が安心安全に暮らせる調和のとれたまちづくりを実現する必要があることか
ら、そのための計画の策定と条例制定に向けた検討を行う。

　　計画策定委託料　3,883千円
　　事務費　　　　　1,218千円

5,954 5,101 5,101
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201 (7) 公害対策費
浄化槽設置整備事業
【生活環境課】

平成３年度～

下水道等未普及区域における生活排水の適正処理を推進し、水環境の保全を
図るため、単独処理浄化槽・くみ取り槽から合併処理浄化槽への転換を行う
場合に補助金を交付する。
　
　＜浄化槽設置に対する補助金＞　8,426千円
　　５人槽　　　　　15基　　4,980千円(基準額332千円/基)
　　７人槽　　　　　７基　  2,898千円(基準額414千円/基)
　　10人槽　　　　　１基　    548千円(基準額548千円/基)
　＜撤去に対する補助金加算＞　1,650千円
　　単独槽　　　　　10基　　1,200千円(上限　120千円/基)
　　くみ取り槽　　　５基　　　450千円(上限　 90千円/基)
　＜宅内配管工事に対する補助金加算＞　4,500千円
　　単独槽　　　　　10基　　3,000千円(上限　300千円/件)
    くみ取り槽　　　５基　　1,500千円(上限　300千円/件)

14,576 14,576 9,712 4,864

202
水質等測定調査事業
【生活環境課】

昭和48年度～

良好な生活環境の保全を監視するため、河川・海域等の水質調査分析に加え
て、特定の事業場における悪臭測定調査や騒音規制法に基づく自動車騒音常
時監視を実施する。
 
　＜調査対象＞  ①河川、海域等水質測定　67か所
　　　　　　 　 ②悪臭測定（アンモニア）５か所
　　　　　　　　③悪臭測定（畜産事業場）２か所
　　　　　　　　④ゴルフ場農薬測定　　　４か所
　　　　　　　　⑤自動車騒音常時監視　　２か所17.8km

　　調査分析委託料  5,648千円

5,648 5,648 5,648

203
自然環境モニタリング事業
【生活環境課】

平成29年度～

刻々と変わる自然環境の現状を把握し、公共工事等を行う際に希少動植物の
生息地に配慮することで、環境への負荷を軽減するとともに、「祖母・傾・
大崩ユネスコエコパーク」における生態系の保全と持続可能な利活用の調和
を確認するため、モニタリング調査を行い、希少動植物生息区域図の更新を
行う。

　＜　委 託 先　＞ 延岡市ＳＡＴＯＹＡＭＡ保全推進会議
  ＜調査対象区域＞ 延岡市全域
  ＜調査対象分野＞ 植物類、哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、
                   昆虫類、魚類、サンゴ類、貝類、甲殻類
 
　　モニタリング調査委託料  4,221千円

4,236 4,221 4,221

204
2)
(1)

清掃費
清掃総務費

クリーンリサイクルタウン
事業
【資源対策課】

平成９年度～

ごみの減量化・資源化について、①市民意識の高揚を図り、②リサイクルを
推進し、③市民協働のごみ処理体制を構築する。
　
　①市民意識の高揚　　24,360千円
　　・分別排出等に関する住民啓発事業
　 　 　 ステーション維持管理補助金 　　　　　　　19,200千円
　　　　 ステーション整備補助金　　　　　　　　　　1,881千円
         ごみカレンダー作成(印刷部数：80,000部) 　 2,376千円
         点字ごみ啓発資料委託料等                    903千円

　②リサイクルの推進　　2,923千円
　　・ごみ減量化促進事業
　　　　生ごみ処理機等購入費補助金等

　③市民協働のごみ処理体制の構築　　845千円
    ・ごみ減量化対策組織運営事業
　　　　ごみ減量化対策懇話会委員報酬等

　④その他
　　・離島対策支援事業　　   12千円
　  ・不法投棄防止対策事業　305千円
        不法投棄家電品処理手数料等

28,445 28,445 12 28,433

財団法人自
動車リサイ
クル促進セ
ンター協力
金
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支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳
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当初予算
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205
指定ごみ袋等作製管理事業
【資源対策課】

平成20年度～

市指定の有料ごみ袋の作製、在庫管理及び配送業務委託等を行う。

　　指定ごみ袋作製委託(作製枚数：6,108,000枚)　  87,300千円
　　指定ごみ袋在庫管理及び配送業務等委託 　　　　14,124千円
　　指定ごみ袋手数料収納業務委託　　             11,318千円
    粗大ごみ処理手数料納付券作製　　  　　　　　　1,070千円
    収納業務関連経費(納付書発送、消耗品経費)　　　  396千円
　　減免分指定袋配布経費　　　　　　　　　　　 　 1,923千円

118,357 116,131 116,131
一般廃棄物
処理手数料

206 新
一般廃棄物処理基本計画等
改訂事業
【資源対策課】

令和７年度

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の規定により、市町村の責務とさ
れている一般廃棄物処理基本計画の改訂を行う。当該計画は概ね５年毎に改
訂を実施することが適当とされており、令和２年度の計画策定から５年経過
となるため中期見直しを実施する。

　　一般廃棄物処理基本計画等改訂委託料　　6,893千円

0 6,893 6,893

207 (3) 清掃工場管理費 新
電気自動車導入事業
【清掃工場】

令和７年度～

国の脱炭素計画及び市のゼロカーボンシティへの取組の一環として、清掃工
場で管理している公用車（軽貨物車）をメンテナンスリース方式により電気
自動車に更新する。（令和７年度は５年リースで１台更新）

　　自動車借上料　　515千円

0 515 515

208
旧北川町塵芥処理場解体事業
【清掃工場】

令和５年度～
令和７年度

（250,348千円）

旧北川町塵芥処理場は、昭和56年３月から稼働し、広域ごみ処理に伴い、平
成10年８月に稼働停止した焼却施設である。築43年が経過し、老朽化が著し
く進み、倒壊する危険性が高いため、煙突、焼却炉等の解体工事を行う。

　　解体工事費　　242,340千円

0 242,340 218,100 24,240

209 新
清掃工場ＬＥＤ照明更新事業
【清掃工場】

令和７年度～
令和９年度

（30,969千円）

国の脱炭素計画及び市のゼロカーボンシティへの取組の一環として、清掃工
場内における事務所等の照明器具をＬＥＤ照明器具へ更新工事を行う。

　　ＬＥＤ照明更新工事費　　11,249千円

0 11,249 10,100 1,149

210 新
清掃工場計装設備更新
（延命化）事業
【清掃工場】

令和７年度～
令和11年度

（327,281千円）

清掃工場における中央監視装置は、安定したごみ処理を行うための監視・制
御等の中枢機能を担う重要な設備であるが、稼働開始から15年を経過し、
メーカー保守期間等が終了しており、故障した場合、業務に支障をきたす恐
れがあるため、設備の更新を行う。

　　施設整備工事費　　25,652千円

0 25,652 19,200 6,452

211 (5) 塵芥埋立場管理費 新
北方最終処分場重機導入事業
【清掃工場】

令和７年度～
令和９年度

（47,318千円）

廃棄物の埋立作業に必要な重機である油圧ショベルとダンプトラックは、購
入して10年を経過しているが、焼却灰などに含まれる塩分の影響により、腐
食が顕著になってきており、業務に支障をきたしているため、令和７年度
は、油圧ショベル１台を購入する。また、納品までの間、油圧ショベルの
リースを行う。

　　自動車購入費　　15,620千円
　　自動車借上料　　 1,698千円

0 17,318 15,600 1,718

212
川島埋立場廃止事業
【清掃工場】

平成26年度～

川島埋立場の埋立終了に伴い、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基
づく最終処分場廃止に必要な測定調査を実施する。
各種測定値が２年間継続して異常がない場合、その後、埋立場廃止の手続き
を行うこととなる。

　　ガス測定業務委託(22か所)　　 　 　　　　2,643千円
　　 (廃棄物層モニタリング(孔内温度、水位)８か所)
　　保有水水質測定業務委託(２か所)  　　　　　495千円
　　放流水水質測定業務委託(１か所)  　　　　　387千円
　　地下水水質測定業務委託(２か所)  　　　　　309千円

3,834 3,834 3,834
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７年度
当初予算
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213
北方最終処分場埋立区画移行
事業
【清掃工場】

令和６年度～
令和７年度

（152,595千円）

北方最終処分場の埋立地は２区画に区切られており、現在は１区画目に埋立
を行っているが、令和７年度中に２区画目へ移行する。令和７年度は、埋立
が完了した１区画からの浸出水流入量を抑制するため、埋立地表面を被覆
し、キャッピングを行う。

　　埋立地（１区画）キャッピング工事　　46,424千円

106,171 46,424 46,400 24

214 (9)
ごみ処理施設
整備費

新

新ごみ処理施設整備事業
（マテリアルリサイクル
推進施設）
【清掃工場】

令和７年度～
令和15年度

(7,055,939千円)

粗大ごみ処理施設及びリサイクルプラザゲン丸館は、稼働開始からそれぞれ
39年、27年経っており、今後も安定した処理を継続するために、複合施設と
して、建替えを実施する。令和７年度は建替えに係る基本計画の策定及び建
設予定地にある旧施設の解体調査・設計業務、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入の
適否を評価するための調査業務を行う。

　　計画策定委託料　　　　　　　　14,520千円
　　解体調査・設計委託料　　　　　17,666千円
　　ＰＰＰ／ＰＦＩ手法調査委託料 　9,680千円

0 41,866 10,074 12,300 19,492

215 新
清掃工場長寿命化総合計画
策定事業
【清掃工場】

令和７年度

今後、清掃工場の設備の強靭化・延命化を実施するにあたり、あらかじめ、
各設備の状況把握のための「延命化計画」と施設整備の効果維持のための
「施設保全計画」を策定するための委託を行う。

　　計画策定委託料　　8,273千円

0 8,273 8,273

216
3)
(1)

上水道費
上水道施設費

上水道安全対策事業出資金
【業務課】

平成30年度～

国の上水道安全対策事業を活用し、水道事業会計における管路の耐震化事業
等の財源の一部として、一般会計出資債を財源とした出資を行う。

　　出資金 　20,900千円

400 20,900 20,900

217
6
1)
(1)

農林水産業費
農業費
農業委員会費

機構集積支援事業
【農業委員会事務局】

平成26年度～

農地法に基づく事務の適正実施のために農地の利用状況調査や利用意向調査
など、優良農地の確保や農地の有効利用を図り、担い手への農地集積・集約
化を推進する。

　  人件費等 　439千円

1,150 439 439

218
農地利用最適化推進事業
【農業委員会事務局】

令和４年度～

農業委員会等に関する法律に基づき、農地利用の最適化を推進するために農
地利用最適化推進委員等が取り組む活動（担い手への農地集積・集約化、遊
休農地の発生防止・解消、新規参入の促進等）を推進する。

    事務費 　　356千円

2,251 356 356

219 (3) 農業振興費
経営体強化機械導入助成事業
【総合農政課】

平成７年度～

「延岡市農業所得アップアクションプラン」に基づく新たな高品質作物・高
収益作物の生産や、農業機械の共同利用による生産コストの縮減等に取り組
む認定農業者、認定新規就農者、集落営農組織等へ機械導入費用の一部を助
成し、所得向上や遊休地の拡大防止、地域農業の活性化を図る。
　
　＜補 助 先＞ 認定農業者、認定新規就農者
　＜補助対象＞ トラクター、コンバイン、田植機等
  ＜補 助 金＞ 10,100千円（1/3以内　上限2,000千円）

10,100 10,100 7,000 3,100
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

220
新規就農者確保・育成支援
事業
【総合農政課】

平成26年度～

国の新規就農支援に該当しない農家子弟や他産業からの参入企業、または新
規就農者を雇用する法人等に対し、生活費や農業機械の導入費用など総合的
な支援を行い、新規就農者の確保・育成を図る。
　
　＜補 助 先＞ 農林水産省の補助事業・制度の要件に該当しない
　　　　　　　 新規就農者等
　＜補助内容＞ 生活基盤(生活費等)支援 （100千円以内/月）
　　　　　　　 住宅確保(家賃等)支援 （30千円以内/月）
　　　　　　　 農地賃借料支援 （賃借料の1/2以内）
　　　　　　　 農作業機械等導入支援 （2/3以内 上限2,500千円）
　＜補 助 金＞ 10,820千円
　＜事 務 費＞    802千円

11,899 11,622 4,014 7,608
ふるさと延
岡応援基金
繰入金
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221
農業トライアルサポート事業
【総合農政課】

令和５年度～

農業の担い手を確保するための導入口として、就農に関心を持つ本市へのＵ
ＩＪターン希望者及び市民に対し、農家と受入日程等について調整を行い農
業体験の機会を提供する。
　
　＜事業内容＞ 農業体験の場の提供のためのマッチング
　
　　報償費　200千円（農業体験受入農家謝金）　事務費　 50千円

250 250 250

222
地域農業担い手支援農業機械
購入助成事業
【総合農政課】

令和５年度～
令和７年度

（7,043千円）

本市においては、遊休農地の拡大や鳥獣被害の防止などのためにも、認定農
業者や認定新規就農者以外の兼業等の農業従事者に対しても一定の支援を行
う必要がある。そのため、そのような農業従事者に対し、農業用機械の購入
費用の一部を助成する。

　＜補 助 先＞ 専業農家及び兼業農家（認定農業者・認定新規就農者
　　　　　　　 を除く）
　＜補助対象＞ トラクターなど土地利用型農業において使用する機械
　＜補 助 金＞ 4,200千円（2/10以内　上限300千円）

8,400 4,200 2,900 1,300
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

223
地域計画推進事業
【総合農政課】

平成24年度～

令和６年度までに策定した「目標地図」と「地域計画」に基づき、各地区の
担い手と協議を行い、農用地の効率的かつ総合的な利用を図る。また、必要
に応じて目標地図等の更新作業を行う。

【令和６年度地域計画策定地区：34地区（117集落）】
　・旧延岡：13地区（69集落）
　・旧北方：12地区（23集落）
　・旧北浦：３地区（11集落）
　・旧北川：６地区（14集落）

　　職員手当等　300千円　　需用費　500千円
　　役務費　　　200千円　　　　　　（国：10/10）

1,500 1,000 1,000

224
日本型直接支払交付金
【総合農政課】

平成12年度～

中山間地域の集落や農村地域の活動組織が、協定や認定計画に基づき取り組
む農地維持や環境保全等の活動に対し交付金を交付するとともに、事業への
取組を円滑に推進するため、活動組織の体制整備に係る経費について一部助
成する。
　
　＜交付先＞ 中山間地域等直接支払・・・29集落
　　　　　　 多面的機能支払・・・15組織（29集落）
　＜交付金＞ 89,058千円 （国：1/2、県：1/4、市：1/4）
  ＜事務費＞  3,106千円 （国：定額、一部市単独）
　＜補助金＞    100千円 （市単独）

90,322 92,264 68,110 24,154

225
農福連携推進事業
【総合農政課】

平成30年度～

農業従事者の高齢化等に伴う労働力不足の解消と、障がい者の就業機会の創
出を同時に進める農福連携の取組を推進するため、福祉施設職員や農家等を
対象とした研修会や見学会・体験会を開催するとともに、農家が障がい者を
受け入れる施設内外就労に対して支援する。

【農福連携就労促進事業】
　＜補 助 先＞ 延岡市農業労働力確保対策協議会
  ＜補助内容＞ 農福連携研修会の開催、農福連携見学会、体験会の開催
  ＜補 助 金＞ 63千円
【農作業受委託推進事業】
　＜補 助 先＞ 施設内外就労として障がい者を受け入れた農家
　＜補助内容＞ 施設内外就労実施に伴う農家への支援
　＜補 助 率＞ 作業委託料　　　　定額（上限90千円）
　　　　　　   簡易トイレリース　定額（上限15千円）
　＜補 助 金＞ 675千円

737 738 738
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226
新規就農者育成総合対策事業
【総合農政課】

令和４年度～

農業経営を開始（独立自営）する新規就農者に対し生活費支援や、就農後の
経営発展のための機械・施設等の導入に対し助成を行うことにより、就農意
欲の喚起と就農後の定着を図る。

　＜補助先＞ 独立・自営就農する50歳未満の認定新規就農者
　＜助成額＞【生活費支援】　年間最大1,500千円（最長３年間）
　　　　　　【経営発展支援】補助率3/4（補助上限 7,500千円）
　＜補助金＞ 19,500千円
　＜事務費＞    282千円

16,779 19,782 19,782

227 新
長井健康増進センター改修
事業
【総合農政課】

令和７年度

本施設は地区の集会やレクレーション等に利用される一方、災害時の自主避
難施設に位置付けられているが、約45年前に建築された施設で２階トイレス
ペースが非常に狭く、加えて男女共用の利用状況となっている。
この状況から、施設利用者の利便性を高め、安心安全な施設運営と利用率の
向上を図るため、高齢者や女性、障がい者等に配慮したトイレへの改修を効
率及び段階的に行うこととし、２階トイレ部分を男子トイレに改修する。
　
　＜工事内容＞ 出入口扉等建具更新・床嵩上げ（バリアフリー化）及び
　　　　　　　 床軟質仕上材・洗浄便器化・経年劣化の室内内装更新
 
　　工事請負費　5,110千円

0 5,110 5,100 10

228
農業振興地域整備計画見直し
事業
【総合農政課】

令和６年度～
令和７年度

（16,951千円）

農業の振興を図ることが必要な地域における無秩序な土地利用を防止し、優
良農地の確保と効率的な土地利用を図り、農業振興施策を計画的に推進する
ことを目的として策定している「延岡市農業振興地域整備計画」について、
農業振興地域の整備に関する法律に基づく見直しを行う。
(令和６･７年度の２か年事業　債務負担行為設定)
　
　＜事業内容＞
・令和６年度に実施した基礎調査や現地踏査の結果に基づき、宮崎県
　との協議に必要な基礎資料および整備計画や計画付図等の案を作成
　する。
・宮崎県との全体見直しに係る協議完了後、「延岡市農業振興地域
　整備計画」を策定し、合わせて、農振農用地管理システム更新用
　データ、農振農用地現況図を作成する。
　
　　調査分析委託料　5,764千円

11,187 5,764 4,000 1,764
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

229
農地中間管理事業
【総合農政課】

平成26年度～

農地中間管理機構(宮崎県農業振興公社)の業務の一部を受託し、「目標地
図」・「地域計画」を活用しながら、農業経営の効率化を進める担い手への
農地の集積・集約化を推進する。

　　機構集積協力金　16,800千円　　事務費　7,974千円

19,767 24,774 16,800 7,974
農地中間管
理機構業務
受託事業費
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230
農山漁村版ハローワーク事業
【総合農政課】

令和２年度～

第一次産業への就労斡旋等を行う「農山漁村版ハローワーク」として、Ｕ・
Ｉ・Ｊターンを含めた就業希望者と農林業事業者（事業体）とのマッチング
ツールである就労斡旋ウェブサイトを運営し、利用者によるマッチングを推
進する。また、企業退職者や学生等を対象とした「お試し就農（農業用機械
の操作体験等）」などの機会を提供する。

【延岡農林業人材バンク運営事業】
　マッチングウェブサイト「のべワーカー」の運営及びＰＲを行う。
　＜委託先＞ ウェブサイト制作会社
　　委託料　740千円　　広告料　132千円

【農業労働力マッチング推進事業】
　マッチングウェブサイト「のべワーカー」利用促進のため、サイトを
　活用し雇用が成立した際に必要となる経費のうち、農家が就労者に
　支払う賃金等の一部を補助する。
　＜補助先＞ マッチングウェブサイトを活用した雇用農家
　＜補助金＞ 631千円

【農業労働力支援推進事業】
　企業退職者や学生など農業に興味があり、短期的就業を含めた就農を
　希望する求職者を対象とした「お試し就農」や研修会を実施する。
　＜補助先＞ 延岡市農業労働力確保対策協議会
　＜補助金＞ 582千円

2,632 2,085 2,085

231
延岡市農林水産業公社設立
実証事業
【総合農政課】

令和５年度～
令和７年度
(21,205千円)

農林水産業におけるマンパワーの確保とスマート化を支援する「延岡市農林
水産業公社」の設立に向け、実証事業の最終年度として、特定技能派遣人材
の活用による実証を令和６年度（２年目の実証期間：１月～３月）から切れ
目のない形（３年目の実証期間：４月～６月）で実施する。加えて、北浦町
農業公社において新たに職員１名を雇用し、当該人材を活用して７月以降も
市内の農家のニーズに応じた農作業受託の実証を実施することにより、「延
岡市農林水産業公社」の設立に向けた取組を進める。
　
　①農業人材サービス導入実証管理業務委託
　　＜事業内容＞ 公的法人による「農業人材サービス」の導入に向けた
　　　　　　　 　テスト事業の実施にあたり、事前調整およびテスト事
　　　　　　　 　業の管理業務を北浦町農業公社へ委託し実施する。
　　＜委 託 先＞ 北浦町農業公社
　　＜委 託 料＞ 4,778千円
　
　②農業人材サービス導入実証支援事業
　　＜事業内容＞ 農業人材サービスの活用による受託生産及び収益の拡
　　　　　　　　 大について検証することを目的に実証事業を実施する
　　　　　　　 　北浦町農業公社ヘの支援を行う。
　　＜補 助 先＞ 北浦町農業公社
　　＜対象経費＞ 派遣特定技能人材の受入（２名×３か月）に係る経費
　　　　　　　　 及び新たに採用する日本人有期雇用職員に係る経費
　　＜補 助 金＞ 5,102千円

6,857 9,880 9,880

232 新
延岡市農林水産業公社設立
検討事業
【総合農政課】

令和７年度

「延岡市農林水産業公社」の設立に向けて令和５年度から３ヵ年の計画で実
施してきた「延岡市農林水産業公社設立実証事業」によって得られた成果を
踏まえ、専門機関と連携し、公社の形態や事業内容、事業運営に要する経費
見込み等の案をとりまとめる。
　
　＜委託先＞  公益財団法人 九州経済調査協会

　＜事業費＞　報償費　　  91千円　　　需用費　　        20千円
　　          旅費  　　 226千円　　  使用料及び賃借料　50千円
　　          委託料　 6,000千円

0 6,387 6,387
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233
産地生産基盤パワーアップ
事業
【農業畜産課】

令和５年度～

国の補助制度を活用し、地域の営農戦略に基づき、産地の高収益化に資する
機械導入に対して助成を行う。
　
　＜補 助 先＞ 延岡市農業再生協議会
　＜補助内容＞ 全自動移植機、全自動播種機
　＜補 助 率＞ 補助対象経費の1/2以内
　＜補 助 金＞ 1,809千円
　＜対象品目＞ 玉ネギ（下三輪町）

85,528 1,809 1,809

234
産直農産物生産振興事業
【農業畜産課】

平成30年度～

直売所・道の駅等における地元農産物の充実や農業所得アップを目的とし
て、新品目導入や作期調整にかかる種苗代、資材購入等の経費や農産物の出
荷調整のための保冷設備等導入に係る経費の一部を助成する。また、セミ
ナーの開催や実践を通し多品目栽培を推進する。

【農産物生産推進】
　＜補 助 先＞ 直売所等販売農家、新規就農者等
　＜補助内容＞ 作物栽培支援等に係る経費（苗、肥料、資材等）
　＜補 助 率＞ チャレンジ導入型 1/2以内 （上限100千円）
　　　　　　　 農業始動型 　2/3以内 （上限150千円）
　＜補 助 金＞ 700千円
　
【出荷調整支援】
　＜補 助 先＞ 出展者協議会、直売所等販売農家
　＜補助内容＞ 保冷設備等
　＜補 助 率＞ 経費の1/2以内（上限400千円）
　＜補 助 金＞ 400千円

【育苗体系構築】
　　報償費：203千円　需用費：141千円　役務費：18千円

2,668 1,462 1,462

235
延岡茶生産基盤強化支援事業
【農業畜産課】

令和５年度～

消費量の減少や価格の低迷、高齢化や担い手不足など厳しい情勢にある茶業
界において、生産者の負担が大きい茶工場の製茶機械や建屋の更新等、茶園
の土壌改良資材に係る費用の一部を助成し、持続可能な生産基盤の強化を図
る。

　＜補 助 先＞ 延岡茶生産組合に属する茶生産者
　＜補助対象＞ ・茶生産に使用する製茶機械等（中古含む）の導入、
　　　　　　　　 改修、修繕、生産ラインレイアウトの変更
　　　　　　　 ・茶工場の建屋改修、維持補修
　　　　　　　 ・土壌改良資材（春肥、秋肥）
　＜補 助 率＞ 補助対象経費の1/2以内
　＜補 助 金＞ 8,500千円
　＜上 限 額＞ 製茶機械等の導入　　　　　2,000千円
　　　　　　　 製茶機械等の改修、修繕等　1,500千円
　　　　　　　 建屋改修、維持補修　　　　1,000千円
　　　　　　　 土壌改良資材　　　　　　　2,500千円

15,500 8,500 5,900 2,600
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

236
薬草等産地確立事業
【農業畜産課】

平成27年度～

九州医療科学大学薬学科と連携し、栽培に取り組んでいる薬用等作物につい
て、作付面積の拡大と販路開拓等を支援しながら産地化を目指す。

　＜委 託 先＞ 延岡市農業再生協議会

　  委託料 1,464千円　　事務費 100千円

1,564 1,564 1,564
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237
園芸用ハウス整備加速化
支援事業
【農業畜産課】

平成29年度～

農産物の安定生産や高品質化のため、園芸用ハウスの導入等にかかる経費の
一部を助成し、施設園芸のさらなる普及を図りながら、収益性の高い施設園
芸作物の生産体制を強化する。助成にあたっては、中山間地域での設置に対
して加算措置を設ける。

　＜補 助 先＞ 前年度販売実績のある農業者、認定新規就農者等
　＜補助対象＞ ハウスの新設、スマート技術等の生産性向上に資する
　　　　　　　 機械設備の新設、ハウス内栽培用資材導入、中古ハウス
　　　　　　　 の取得、既設ハウスのビニール張替、既設ハウスの
               保守、補強及び防風ネットの設置にかかる経費
　＜補 助 率＞ 1/2以内
　＜補 助 金＞ 4,000千円
　＜上 限 額＞ 新規ハウス1,500千円、中古ハウス600千円
　　　　　　　 機械設備、資材導入、ビニール張替300千円
　　　　　　　 保守、補強、防風ネット設置150千円
　※加算措置 　過疎地域（北方、北浦、北川、南浦地区）　10%
　　　　　　　 中間地域（旧南方村※市街化区域を除く）  ５%

4,000 4,000 4,000

238
みどりの食料システム戦略
推進事業
【農業畜産課】

令和６年度～

国の掲げる「みどりの食料システム戦略」を広く周知し、環境負荷の少ない
持続可能な農業の推進を図るため、農業者等に対するセミナーの開催や実践
的な栽培指導を実施する。

　＜補助内容＞ ＧＡＰ、有機ＪＡＳ取得時等に係る経費
　＜補 助 率＞ 1/2以内 （上限75千円）
　＜補 助 金＞ 150千円

　　報償費　1,082千円（講演会等講師謝金）
    需用費　　 75千円（栽培指導実施にかかる肥料等資材費）

1,307 1,307 1,307

239
貨客混載型新交通
ネットワーク運営事業
【農業畜産課】

平成30年度～

中山間地域における生活に必要な交通手段の確保及び効率的な集荷体制の構
築に向け、北方地区における貨客混載の運行に要する経費の一部を助成す
る。

　＜補 助 先＞ のべおか地域循環型経済研究・検討会議
　＜事業対象＞ 運行(予定)期間：令和７年４月～令和８年３月
　　　　　　　 運行(予定)路線：乗合バスさわやか号「北方線」の
　　　　　　　　　　　　　　　 うち、鹿川線、猿渡線
　＜補 助 金＞ 150千円

249 150 150

240
農家所得アップ実証事業
【農業畜産課】

令和元年度～

稲作主体の本市において、農業所得の向上を図るためには、水田の裏作等に
高収益作物を導入する必要がある。このため、試験的な展示圃を設置し、生
産コスト縮減に向けた課題の洗い出しと解決策を検証することで、生産性の
高い水田営農体系の確立を図る。また、これまでの実証で確立した玉ねぎの
機械化体系を活用した新たな栽培と普及を図るため、展示圃を設置し試験栽
培を行う。さらに、実証事業で得られたデータを専門的見地から分析し、今
後の産地化に向けた取組の検討材料とする。

【農業プランベストミックス実証事業】
　＜委 託 先＞ 延岡市農業再生協議会
　＜内　　容＞ 展示圃設置費
　＜委 託 料＞ 3,942千円

【玉ネギ面積拡大モデル事業】
　＜委 託 先＞ 延岡地区営農振興協議会
　＜内　　容＞ 調査・実証事業費
　＜委 託 料＞ 971千円

【産地化モデル調査研究事業】
　＜委 託 先＞ ㈱延岡綜合地方卸売市場
　＜内　　容＞ 産地化に向けた実証事業データの分析
　＜委 託 料＞ 200千円

5,113 5,113 5,113
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の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

241
のべおか産品販路拡大事業
【農業畜産課】

令和２年度～

本市が有する優れた農林水産資源の販路を市外へも拡大し、第一次産業の所
得を拡大するためＥＣサイト「のべちょる」を運営する。また、都市部の飲
食店等と本市の農林水産事業者との新規取引を創出するため、副業・兼業人
材等を活用した販売促進活動を展開する。

【「のべちょる」の運営】
　＜内　容＞ サイト運営、ウェブメンテナンス、ＳＮＳ等を
         　  活用した広告及び販促経費
　＜委託料＞ 6,450千円

【副業・兼業人材等を活用した販売促進活動】
　＜内　容＞ 都市部の飲食店等への営業活動
　＜委託料＞ 550千円（人件費等）

7,000 7,000 7,000

242
新商品開発・付加価値向上
支援事業
【農業畜産課】

令和４年度～

本市農林水産物を活用した新商品の開発及び付加価値の向上を図るため、６
次産業化・農商工連携の取組みを支援するとともに、本市の特産品となる一
次産品の販路開拓等に係る経費を助成することにより、農林漁業者の所得向
上を図る。併せて、事業者の個々の取組段階に応じた個別相談・支援とし
て、商品開発、販売戦略、経営診断など様々な分野の専門家を招へい・派遣
するサポートルームを実施する。

　＜補助先＞ 農林水産物を活用した商品の開発や農産物のブランド化
　　　　　　 等に取り組む市内の農業者等
　＜補助金＞ 3,500千円
　＜事務費＞ 　500千円

4,000 4,000 4,000

243
鳥獣被害防止総合対策事業
【林務課】

平成20年度～

鳥獣による農作物への被害防止を図るため、集落単位での侵入防止柵の設置
や追払い活動等に対し助成を行う。また、有害捕獲班へ捕獲わなを配備し、
捕獲体制の強化を図る。
　
　＜補 助 先＞ 延岡市野生鳥獣被害対策協議会
　＜整備事業＞ 侵入防止柵の設置(小川地区 外12地区)
　＜推進事業＞ 箱わな整備・緩衝帯整備・カワウ対策・追払い活動等
　　　　　　 　(対象鳥獣：イノシシ・シカ・サル・アナグマ・カワウ)
　＜事 業 費＞ 補助金　61,721千円

39,748 61,721 61,221 500

244
鳥獣被害防止緊急捕獲活動
支援事業
【林務課】

平成25年度～

野生鳥獣による農林産物被害の深刻化・広域化に対応するため、イノシシ・
シカ・サル等を捕獲した有害鳥獣捕獲班員に対し、捕獲頭数に応じた捕獲活
動経費を助成するとともに、即応捕獲隊を設置し、捕獲の強化に取り組む。
　
　○捕獲活動費補助
  ＜補 助 先＞ 延岡市有害鳥獣対策協議会
　＜補助単価＞ 成獣(イノシシ、シカ)　　　　　　　　　 10千円/頭
               成獣(サル）     　　　　　　　　　　　　8千円/頭
　　　　　　　 幼獣(イノシシ)　　　　　　　　　　　 　 5千円/頭
               成獣(アナグマ等小型獣)    　　　　 　   3千円/頭
　　　　　　　 成獣（イノシシ・シカの処理加工施設搬入)12千円/頭
　＜予 定 数＞ 6,109頭(イノシシ：2,380頭、シカ：3,300頭
　　　　　　　　　　　 サル：139頭、小型獣：290頭)
　＜事 業 費＞ 補助金　57,552千円

　○即応捕獲隊活動委託
　＜委託単価＞ 括り罠３基以上　10千円/回
　　　　　　　 括り罠３基未満　 8千円/回
　　　　　　　 箱罠　　　　　　 8千円/回
　　　　　　　 見回り　　　　　 8千円/回
　＜事 業 費＞ 委託料　9,000千円

  〇離島鳥獣対策支援
　　島野浦有害対策
　＜事 業 費＞ 委託料　550千円

67,635 67,102 39,542 4,950 22,610
森林環境
譲与税
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源
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の内訳
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７年度
当初予算

財　源　内　訳

245

有害鳥獣が近づかない
里山づくり実証事業
【林務課】
【総合農政課】

令和５年度～
令和７年度

(215,626千円)

有害鳥獣が人里に近づかない環境を整備するため、デジタル技術を用いた鳥
獣害対策を実証し、農作物の被害の減少につなげるとともに、国の専門機関
等と連携し、「のべおか里山塾」を開校し、鳥獣害対策の研修や鳥獣害対策
に従事する人材の育成を図りながら、自然と人の生活との調和を重視した集
落づくりを推進する。あわせて、身体に負担がかからず新規就農者も就農し
やすい農業実現のためのロボット稲作やモバイル端末による農地管理の研修
プログラムを実施し、就農者の確保や耕作放棄地の拡大を防止を図る。

　①のべおか里山塾（年４回開催）
　　・鳥獣害対策研修会及び農林業体験等
　　・罠かけ講習、狩猟免許取得学習会
　　・獣道のゾーニング調査、罠設置
　　＜事 業 費＞　委託料　18,584千円

　②デジタル技術を活用した鳥獣害対策（実証）
　　・赤外線ｶﾒﾗ、超音波スピーカー、ＬＥＤ投光器による追い払いの
　　　実証
　　（既存４箇所、新設１箇所）
　　＜事 業 費＞　委託料　28,139千円
　
　③鳥獣捕獲データの整備
　　・効果的な捕獲を図るため、過去の捕獲場所等のデータを整備
　　＜事 業 費＞　委託料　451千円
　
　④スマート稲作支援
　　・種まきや雑草抑制、耕うん等を行う稲作支援ロボット操作、
　　ドローン、遠隔水管理システム、稲作支援ソフト等の研修を実施
　　＜事 業 費＞　委託料　27,850千円

81,230 75,024 37,512 37,512

246 (4) 畜産業費 新
家畜排せつ物処理センター
施設改修事業
【農業畜産課】

令和６年度～

延岡市家畜排せつ物処理センターは、畜産農家の家畜排せつ物の処理や、環
境汚染の防止を目的とした重要な施設であり、平成27年度にストックマネジ
メント事業により、施設の長寿命化に取り組んだが、既に９年経過し施設の
老朽化が進んでいる。特に損耗が進んでいる機械部品の交換や修理を計画的
に行うことで、堆肥製造に与える影響を最小限にとどめ、畜産農家の経営合
理化への支援を継続する。

　＜修繕内容＞ ブロア交換　２台
　　　　　　　 粉砕機修理　１式
　＜修 繕 料＞  777千円

0 777 777

247
肉用牛増頭・更新対策事業
【農業畜産課】

肉用牛生産の収益力・生産基盤の強化を図るため、ＪＡみやざき延岡地区本
部と協調し、飼養頭数の計画的な増頭や優良繁殖雌牛の導入(更新)を行う農
家に対し助成を行う。また、畜舎の建築や、家畜の導入に利用できる資金の
原資として、ＪＡみやざき延岡地区本部に資金を預託するとともに、農家へ
貸出す利息の補助を行い、資金面から畜産農家の支援を行う。

【肉用牛増頭・更新対策事業】
　＜補 助 先＞ 畜産農家　　　　　　　　　　　　 【繁殖素牛】
　＜補助額等＞ 5,970千円（150頭）増頭 100千円/頭　導入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   50千円/頭　自家保留
　　　　　　　　　　　　　　　　 更新  50千円/頭　導入（妊娠牛）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   40千円/頭　導入
                                       10千円/頭　自家保留
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※家畜市場に上場された牛が対象
【家畜増殖資金貸付事業】
  ＜預 託 先＞ ＪＡみやざき延岡地区本部
  ＜預 託 金＞ 50,000千円
 
【家畜増殖資金利子補給事業】
　＜補 助 先＞ ＪＡみやざき延岡地区本部
  ＜補 助 金＞ 910千円

56,945 56,880 50,000 6,880
家畜増殖資
金貸付金
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248
高能力繁殖雌牛群改良整備
事業
【農業畜産課】

令和３年度～

地域内で優秀な母牛群を整備するため、郡共進会に出場した雌子牛を導入し
た農家に対し助成を行い、優秀な子牛の生産地としての確立を図る。

　＜補 助 先＞ 繁殖農家
　＜補助内容＞ 郡共進会優等賞の雌子牛の導入　　　80千円/頭
　　　　　　　 郡共進会１等賞以下の雌子牛の導入　40千円/頭
　＜補 助 金＞ 1,480千円

1,960 1,480 1,480

249
各種品評会助成事業
【農業畜産課】

子牛の生産技術の研鑽や生産意欲の高揚を図るため、延岡市肉用牛各種品評
会運営協議会が開催する市子牛品評会等について、報償費や出陳補助等運営
に係る経費を助成する。

　＜補 助 先＞ 延岡市肉用牛各種品評会運営協議会
　＜補助内容＞ 報償費、出陳補助、消耗品費
　＜補 助 金＞ 1,191千円

　　報償費　60千円（県共進会報償費）
　　事務費 131千円（旅費、使用料及び賃借料）

1,089 1,382 1,382

250
地域内一貫肉用牛振興事業
【農業畜産課】

平成26年度～

延岡産宮崎牛の生産及び銘柄確立に向け、地域内での一貫生産体制を構築す
るため、延岡家畜市場における肥育素牛の購入に対し、その一部を助成す
る。
　
　＜補 助 先＞ 肉用牛肥育農家
　＜補助内容＞ 延岡家畜市場からの肥育素牛導入　15千円/頭（360頭)
　＜補 助 金＞ 5,400千円

5,400 5,400 3,700 1,700
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

251
繁殖牛増頭環境整備事業
【農業畜産課】

平成23年度～

ＪＡみやざき延岡地区本部が取り組むキャトルセンター事業は、農家の設備
投資の低減や飼養管理労力の軽減など、多頭農家や高齢農家の事業継続に非
常に重要な施設となっている。このため、キャトルセンターに子牛を預託し
た畜産農家に対し、利用料の一部を助成し、繁殖雌牛の増頭や事業が継続し
やすい環境整備を促進する。
　
　＜補 助 先＞ ＪＡみやざき延岡地区本部(預託農家)
　＜補助内容＞ 哺育・育成部門利用料　100円/日 （630頭）
　＜補 助 金＞ 7,236千円

7,236 7,236 5,000 2,236
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

252
のべおか家畜防疫強化事業
【農業畜産課】

令和４年度～

延岡市自衛防疫推進協議会が行う家畜の特定疾病を予防するための予防注射
や、畜舎周辺の消毒のための消石灰や消毒液の購入・配布に対する事業を支
援することにより、家畜防疫体制の強化及び本市の畜産振興を図る。

　＜補 助 先＞ 延岡市自衛防疫推進協議会
　＜補助内容＞ 獣医師報酬、予防接種消耗品、消毒液等防疫資材購入
　　　　　　　 伝染病発生時用資材購入（※自主消毒ポイント用看板）
　＜補 助 金＞ 5,494千円

5,217 5,494 5,494

253
畜産生産基盤強化支援事業
【農業畜産課】

令和４年度～

畜産農家が経営を維持・拡大していく中で、施設や機械等の設備投資に係る
経費は大きな負担となっている。また、昨今の物価高騰などの影響から畜産
経営を取り巻く環境は厳しい状況となっている。このことから、畜産農家が
行う規模拡大や維持のための施設等の整備に対し支援することで、農家の経
営基盤を強化し、本市の畜産振興を図る。

　＜補 助 先＞ 畜産農家
　＜補助内容＞ 施設整備、機械導入、ＩＣＴ機器導入
　＜補 助 金＞ 14,900千円
　＜上 限 額＞ 畜舎整備等　　　1,500千円
　　　　　　　 改築・補修等　　1,000千円
　　　　　　　 畜産用機械導入　　500千円
　　　　　　　 ＩＣＴ機器導入　　300千円

15,400 14,900 14,900
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254 (5) 農地費 新
水利施設管理強化事業
（特別型）補助金
【総合農政課】

令和７年度～

近年、頻発化している集中豪雨等により、農業用水門等の目的が利水だけで
なく、内水被害を未然防止する治水の役割が増えている。このため、施設管
理者である土地改良区等の管理負担も増えていることから、負担軽減を図る
ため、流域治水プロジェクト等に位置付けられた農業水門等に対し補助金を
支出する。

　＜補 助 先＞ 延岡市土地改良区
　＜補助対象＞ 治水のために実施する水門操作等に要する費用
　＜補 助 金＞ 630千円（国50％ 県20％）

0 630 630

255
県営農業用河川工作物
応急対策事業
【総合農政課】

平成28年度～
令和12年度

(194,101千円)

中川原町に位置する粟野名頭首工は、築造後90年以上経過し、漏水やひび割
れなど老朽化が著しいため、施設の改修を県営事業により実施し、受益地へ
の安定した用水の確保を図る。

　＜事業主体＞ 宮崎県
　＜事業内容＞ 堰本体工

　　負担金　26,400千円（国55％ 県37％ 市８％）

27,456 26,400 23,700 2,700

256
中山間地域農業農村総合整備
事業
【総合農政課】

令和２年度～
令和10年度
(61,953千円)

北方町速日峰土地改良区が所有・管理する施設の老朽化が進行していること
から、県営中山間地域農業農村総合整備事業を活用し地区内の農道・農業用
用排水路・暗渠排水路・活性化施設整備を行い、安定した営農のための施設
整備を行う。

　＜事業主体＞ 宮崎県
　＜事業内容＞ 用水路工・排水路工・農道工・測量設計・用地補償

　　負担金　3,300千円（国55％ 県32％ 市11％ 地元２％）

8,800 3,300 3,300

257
農業用ため池整備事業
【総合農政課】

平成30年度～

ため池が決壊した際、下流域住民に被害が及ぶことが想定される農業用ため
池について、ため池の改修工事などを実施する。また、ため池の整備計画策
定のための耐震調査等を実施する。

　　委託料　　　　　75,000千円
　　補助金　　　　　 4,829千円 （補助先：川島土地改良組合）
　　県営事業負担金　15,000千円 （国費:55%　県費:35%　市費:10%）

40,329 94,829 73,650 14,700 6,479

258
沖田地区ほ場整備調査計画
事業
【総合農政課】

平成24年度～
令和12年度

(775,968千円)

県営で行われている沖田地区ほ場整備事業において、第１地区のほ場整備に
着手する見通しとなったことから、必要な負担金を計上する。また、第２地
区については、本同意を100％取得後、実施設計を発注し、ほ場整備に着手す
る計画であるため、それに必要な負担金を計上する。

　＜事業主体＞ 宮崎県
　＜事業内容＞ 沖田第１地区：実施設計・整備工事
　　　　　　　 沖田第２地区：実施設計・整備工事
　
　　負担金　35,000千円

64,750 35,000 29,200 5,800

259
協働・共汗農業用施設整備
事業
【総合農政課】

平成23年度～

農業用施設の簡易な補修や水路の蓋掛け等について、市が必要な材料を、地
域住民が労力を提供することで市民との協働による整備を実施する。
　
　＜施工箇所＞ 旧延岡市（６地区）、北方町（６地区）、
　　　　　　　 北川町（３地区）
　＜支給材料＞ 生コンクリート、砂利等

　　原材料費 11,002千円  機械借上料 496千円　燃料費 57千円

11,704 11,555 1,355 10,200
ふるさと
農村活性化
基金繰入金
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

260
2)
(2)

林業費
林業振興費

林道維持補修事業
【林務課】

林道の崩壊土砂、落石等を防止し、安全性を図るため、草刈及び舗装補修等
の修繕を実施する。また、パトロールや簡易な補修等の作業を行うための会
計年度職員を雇用し、通行の安全性を図る。
　
　＜事 業 費＞ 工事請負費　21,000千円　　委託料 25,018千円
　　　　　　　 需用費　　　14,960千円　　報償費　1,124千円
　　　　　　　 原材料費　     500千円
　　　　　　　 会計年度任用職員人件費　　　　　　7,434千円
　　　　　　　 使用料及び賃借料　　　　　　　　　　480千円

54,781 70,516 21,000 49,516

森林環境
譲与税
企業版ふる
さと納税寄
附金

261
林道路面整備事業
【林務課】

令和元年度～

近年の豪雨災害の激甚化により、林道の著しい洗掘が繰り返され、通行の制
限が発生し、森林の管理に支障を来している。このため、洗掘の原因となる
部分を整備し、効率的な森林経営の展開や適正な維持管理を図る。

  ＜施工内容＞
　　　鉄鋼スラグ路盤工 L=800ｍ　コンクリート路面工 L=50ｍ
　　　木製横断排水工　N=20箇所
　
　＜事 業 費＞ 工事請負費　16,000千円

32,000 16,000 10,000 6,000

森林環境
譲与税
企業版ふる
さと納税寄
附金

262
森林整備作業道補修事業
【林務課】

令和２年度～

森林整備（間伐等）を行う上で必要な幅員３ｍ以上の作業道に対し、補修や
整備に必要な原材料や重機械を地元に提供し、地元生産森林組合等による簡
易な整備を支援する。

　＜施工箇所＞ 妙作業道外12路線
　　　　　　　 災害復旧対応分
　
　＜事 業 費＞ 原材料費　6,730千円　　使用料及び賃借料　2,231千円
　　　　　　　 需用費 　　 551千円

9,140 9,512 9,512

森林環境
譲与税
企業版ふる
さと納税寄
附金

263
林道施設長寿命化修繕事業
【林務課】

平成30年度～

林道施設の修繕等に要する経費の縮減と平準化を図るため、「延岡市林道施
設長寿命化計画（橋梁･トンネル）」に基づき、林道施設の補修工事を実施す
る。また、処理期限が迫っている低濃度ＰＣＢを含有する橋梁の塗膜除去工
事を行う。

　＜施工内容＞
　　橋梁補修工事：N=２橋　　ＰＣＢ塗膜除去工事：N=１橋
　　ＰＣＢ塗膜処理委託：N=１式

　＜事 業 費＞ 委託料  1,500千円　　工事請負費　59,110千円

65,710 60,610 30,305 29,800 505

264
下鹿川・上鹿川線整備事業
【林務課】

令和３年度～

木材輸送コストの低減を図るため、北方町下鹿川地区内の林道の舗装整備を
実施する。

　＜施工内容＞
　　 林道舗装工事　L=661.4ｍ、W=４ｍ  路床調査委託　４箇所

　＜事 業 費＞ 委託料　1,000千円　　工事請負費　19,005千円

20,005 20,005 11,800 8,200 5

265
高平山線整備事業
【林務課】

令和３年度～

安定した林業経営(生産コスト低減)を図るため、宇和田～鹿狩瀬地区内に、
大型車両(10t)が通行可能な林道を開設をする。

　＜施工内容＞
    林道開設工事　L=200ｍ、W=４ｍ
    詳細設計委託　L=440ｍ　　立竹木補償　L=200ｍ

　＜事 業 費＞ 委託料　4,000千円　　工事請負費　85,000千円
　　　　　　　 補償金　1,000千円

90,000 90,000 50,400 35,600 4,000
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

266
桑の木線整備事業
【林務課】

令和３年度～

安定した林業経営(生産コスト低減)を図るため、北方町椎畑地区 ～三ヶ村地
区内に、大型車両(10t)が通行可能な林道を開設する。

　＜施工内容＞
　  林道開設工事　L=200ｍ、W=４ｍ
　　立竹木調査・猛禽類モニタリング調査　N=１式
　　立竹木補償　L=200ｍ

　＜事 業 費＞ 委託料　4,000千円　 　工事請負費　75,000千円
　　　　　　　 補償金　1,000千円

80,000 80,000 48,800 30,000 1,200

267
下塚・大井線整備事業
【林務課】

令和３年度～

木材輸送コストの低減を図るため、北浦町三川内地区内の林道の舗装整備を
実施する。

  ＜施工内容＞
　  林道舗装工事　L=610ｍ、W=４ｍ　　路床調査委託　３箇所

　＜事 業 費＞ 委託料　700千円　　工事請負費 19,305千円

20,005 20,005 11,800 8,200 5

268
山村地域を支える特用林産業
新規就業者支援事業
【林務課】

令和２年度～

山村地域において特用林産物の生産を行う担い手の育成・確保を図るため、
特用林産物生産への新規就業希望者に対し、生産技術習得のための研修受講
期間に給付金を給付する。

　①新規就業準備金給付
　＜補 助 先＞　備長炭の研修修了者１名(行縢町）
　＜補助内容＞　上限125千円/月

　②研修生受入生産者等支援
　＜支 援 先＞　研修生受入生産者１名（行縢町）
　＜支援内容＞　上限50千円/月

　＜事 業 費＞　補助金　1,500千円　　報償費　600千円

2,100 2,100 1,050 1,050

269
鳥獣保護区等周辺被害防止
事業
【林務課】

野生鳥獣による鳥獣保護区周辺の農林産物被害を防止するため、生産者等が
行う電気防護柵やワイヤーメッシュ柵等の購入・設置に対し補助を行う。ま
た、豪雨等の自然災害により被災した侵入防護柵の復旧についても助成す
る。

　＜補 助 先＞ 農林業生産者等
　＜補 助 額＞ 標準経費の2/3以内（新設分）
　　　　　　　 購入費の60％以内 （災害復旧分）
　＜設置予定＞ 電気防護柵         11基 2,910ｍ
               ワイヤーメッシュ柵 ３件 　689ｍ
               箱わな             ２基
　　　　　　　 災害対策復旧分     ２基   400ｍ
　＜事 業 費＞ 補助金　1,817千円

1,883 1,817 656 1,161

270
野生猿特別捕獲班活動支援
事業
【林務課】

サルによる農林作物被害を軽減するため、捕獲頭数に応じた支援を行い、捕
獲活動の強化を図る。
　
　＜補 助 先＞ 延岡市野生鳥獣被害対策協議会
　＜補助単価＞ 捕獲１頭につき21千円
　　　　　　　 (鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業(8千円/頭)と重複
　　　　　　　　する場合は13千円/頭とする。)
　＜予 定 数＞ 県補助事業による捕獲　20頭(13千円/頭)
　             市単独事業による捕獲 119頭(13千円/頭)
               市単独事業による捕獲　11頭(21千円/頭)
　　　　　　　　　合　　　　　計　　150頭
　＜事 業 費＞ 補助金　2,801千円

3,250 2,801 311 2,490
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

271
シカ捕獲特別対策事業
【林務課】

平成20年度～

シカによる農林作物被害を軽減するため、捕獲頭数に応じた支援を行い、集
中的な捕獲活動の強化を図る。
　
　＜補 助 先＞ 延岡市有害鳥獣対策協議会
　＜補助単価＞ 【有害捕獲】
　　　　　　 　　県補助：８千円/１頭　　市単独：２千円/１頭
　　　　　　　 【一般捕獲】
　　　　　　　　 県補助：４千円/１頭　　市単独：４千円/１頭
　＜予 定 数＞ 県補助事業による有害捕獲　100頭
               県補助事業による一般捕獲　 70頭
               市単独事業による一般捕獲　 40頭
　＜事 業 費＞ 補助金　1,440千円

2,160 1,440 466 974

272
森林境界明確化事業
【林務課】

平成26年度～

森林の集約化や間伐などの経営管理に必要な林地台帳を精緻化するため、市
内全域を撮影した航空写真とレーザ測量結果を用いて、北方町板下地区及び
北川町祝子川地区の森林の土地境界情報保全図を作成する。
　
　＜調査箇所＞ ①北方町板下地区　　②北川町祝子川地区
　＜調査面積＞　 197ha　　　　　　　 314ha
　＜事 業 費＞ 委託料　24,648千円

33,761 24,648 24,648
森林環境
譲与税

273
循環型林業促進事業
【林務課】

平成27年度～

森林の持つ多面的機能を発揮させ、持続可能な森林づくりを推進するために
は、再造林を促し、循環型林業を確立する必要があることから、森林の維持
管理を行う林業事業者に対し、造林・保育及び作業路開設経費の一部を助成
する。
　
　＜補 助 先＞ 森林組合等の林業事業者
　＜補助内容＞
　①新植
    スギ:108,710円/ha　ヒノキ：100,254円/ha  ｺﾝﾃﾅｽｷﾞ:139,537円/ha
  ②新植に係る付帯設備
　　鹿ネット：160,952円/㎞
  ③保育（下刈・除伐・間伐）
　　9,000円/ha～164,000円/ha
　④作業路開設
　　幅員2.0ｍ以上　930円/ｍ
　　幅員3.0ｍ以上　2,000円/ｍ
  ＜事 業 量＞ 新植面積:237ha  防護柵延長：94,000ｍ
               保育面積:1,045ha　作業路延長：1200ｍ
  ＜事 業 費＞ 補助金　72,709千円

61,695 72,709 72,709

森林環境
譲与税
森林環境譲
与税基金繰
入金
企業版ふる
さと納税寄
附金

274
林地台帳整備事業
【林務課】

平成29年度～

森林経営管理制度の普及や誤伐の防止、林業のイノベーションなどの基盤と
なる林地台帳のデータを更新し精緻化を図る。

　＜事 業 費＞ 会計年度任用職員人件費 6,500千円
　　　　　　　 委託料 4,444千円　　使用料及び賃借料 1,973千円
　　　　　　 　需用費等 1,438千円

13,536 14,355 14,355
森林環境
譲与税
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

275
林業担い手育成推進事業
【林務課】

平成30年度～

林業担い手の育成確保を図るため、林業に必要な機械等の操作に係る特別教
育受講費の一部助成や新規林業就業者を雇用する林業事業体に対する支援、
みやざき林業大学校研修生への支援を行う。

　＜対象事業＞
　　①資格取得助成
　　【対 象 者】  林業就業者、林業事業体（木材加工業を含む）
                  (国県等の補助事業に該当しない者)
　　【補助内容】　林業就業者が必要とする機械の特別教育及び技能講
　　　　　　　　　習の受講料の1/2（税抜）
　
　　②新規林業就業者雇用支援
　　【対 象 者】  市内に住所を有する新規林業就業者（従事歴が３年
　　　　　　　　　以内）を雇用している林業事業体
　　【補助内容】　上限：100千円/月（最長２年）
　
　　③みやざき林業大学校研修生支援
　　【対 象 者】　林業大学校研修生のうち本市に就業を決めた者
　　【補助内容】　交通費、賃貸住宅費の1/2
　　　　　　　　　上限：交通費13千円/月、賃貸住宅費28千円/月
　
　＜事 業 費＞　補助金　35,882千円

43,082 35,882 35,882

森林環境
譲与税
企業版ふる
さと納税寄
附金

276
高性能林業機械等整備事業
【林務課】

令和元年度～

中・小林業事業体やひなたのチカラ林業経営者の素材生産量の増大及び木材
加工業者の付加価値向上等を図るため、国・県の補助事業の対象とならない
高性能林業機械及び木材加工に係る機械の導入に対して支援を行う。

　＜対象事業体＞
　　①中･小林業事業体（素材生産量3,000㎥/年未満）
　　　補助率1/3以内　上限3,000千円（中古品 1,600千円）
　　②ひなたのチカラ林業経営者（素材生産量3,000㎥/年以上）
　　　補助率1/3以内　上限6,000千円（中古品3,000千円）
　　③木材加工業者
　　　補助率1/3以内　上限3,000千円（中古品 1,600千円）

　＜補助対象機械＞
　　スイングヤーダ、集材機、プロセッサ、林内作業車等及び
　　アタッチメント、木材加工に係る機械

　＜事 業 費＞ 補助金 13,600千円

16,600 13,600 13,600
森林環境
譲与税

277

連携型みらい林業創出
モデル事業
　～林業版６次産業化
　　アイデア公募事業～
【林務課】

令和元年度～

木材利用の促進のため、川上・川中・川下（森林所有者から消費者まで）の
それぞれの領域における関係者や大学等の研究機関が共同で行う研究・開発
から製品化、いわゆる林業の６次産業化に向けたアイデアを公募し支援を行
う。

　＜対 象 者＞ 木材利用促進に取組む３者以上からなる連携体
　　　　　　 　補助限度額 １件3,000千円
 
  ＜事 業 費＞ 補助金 9,000千円　　報償費 13千円

9,013 9,013 9,013
森林環境
譲与税
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金
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278
のべおか産材サプライ
チェーン構築事業
【林務課】

令和元年度～

延岡産材のサプライチェーンを構築するため、大都市圏で開催される展示会
への出展を支援し販路拡大を図るとともに、大都市圏の自治体が主催する
フォーラム等に参加し、サプライチェーン構築に向けた課題の解決や木材利
用のニーズを調査分析する。
  ＜事業内容＞
 　  ①展示会（大都市圏）の出展への一部助成
　　　　補 助 先：木材産業関連事業者
　　　　補助内容：展示会に係る旅費　(補助率1/2 上限100,000円)
　　　　　　　　　展示会への出展費用(補助率1/2 上限500,000円)

　   ②延岡市産材製品購入の際の送料の一部助成
　　　　補 助 先：市内に住所を置く木材加工業者
　　　　補助内容：延岡市産材製品の輸送に係る経費（補助率1/2）

　   ③「みなと森と水ネットワーク（東京都港区）」への加入負担金等

　　 ④川崎市木材利用促進フォーラム関連事業への出展費用等

　　 ⑤東京都新宿区MOCTIONへの出展委託費用

　＜事 業 費＞ 補助金　3,900千円　　負担金　　205千円
　　　　　　　 旅費　  1,016千円　　委託料　1,000千円
　　　　　　 　役務費　  200千円

7,333 6,321 6,321
森林環境
譲与税

279
コミュニティ林業推進事業
【林務課】

令和２年度～

小規模林業者や自伐型林業体が実施する間伐等森林整備にかかる費用を支援
し、森林のもつ公益的機能の維持増進を図る。
　
　＜補 助 先＞ ３名以上で構成する林業グループ
　＜補助内容＞ 集約化事業　　　　　　5,000円/ha
　　　　　　　 技術研鑽研修事業　　　50,000円以内/回
　　　　　　　 条件整備事業　開設　　930円/ｍ
　　　　　　　　　　　　　　 路肩工　8,000円/㎡
　　　　　　　 搬出間伐事業　　　　　149,000円/ha
　＜事 業 費＞ 補助金　3,230千円

3,150 3,230 3,230

森林環境
譲与税
企業版ふる
さと納税寄
附金

280
公益的機能促進間伐事業
【林務課】

令和３年度～

森林の災害防止・国土保全機能を早急に強化する観点から、手入れの行き届
いていない森林を所有者の意向に基づき市が間伐等を行い、森林のもつ公益
的機能の維持増進を図る。

　＜事業内容＞
　  間伐対象森林面積 ５ha　施業単価　約193千円/ha
　  除伐対象森林面積 ５ha　施業単価　約225千円/ha
　　啓発看板製作　 10箇所（40千円/1箇所）
  ＜事 業 費＞ 委託料　2,493千円

4,108 2,493 2,493

森林環境
譲与税
企業版ふる
さと納税寄
附金

281
はじめての木づかい事業
【林務課】

令和３年度～

幼児期から木とふれあい、温かみを感じてもらうため、１歳半健診時に木の
おもちゃを贈り木育を推進するとともに、木材加工業者の育成及び技術の向
上、延岡産材のＰＲ、市民への普及啓発を図る。

　＜委 託 先＞ 市内の木材加工業者
　＜事業内容＞ 市内の木材加工業者が製作した木のおもちゃを
　　　　　　　 １歳半児に贈る。（800個）
　＜事 業 費＞ 委託料　3,154千円

3,414 3,154 3,154
森林環境
譲与税
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

282
森林由来のJ-クレジット創出
事業
【林務課】

令和５年度～

2050年カーボンニュートラルの達成に向けて、旭化成㈱と連携して森林由来
の二酸化炭素吸収量のクレジット発行や発行後の販売の仕組み等について研
究・実証し、森林の役割が発揮できる脱炭素社会づくりを推進する。

　＜補 助 先＞　延岡市森林由来J-クレジット推進協議会
  ＜補 助 率＞　1/2以内
  ＜事業内容＞  ・令和６年度に申請した搬出間伐プロジェクト及び
　　　　　　　　出荷木材の炭素固定量の認証手続き
　　　　　　　　・令和６年度に認証手続きを行ったJ-クレジットの
　　　　　　　　販売・普及啓発に関する取組
　＜事 業 費＞　補助金　1,102千円　　委託料　80千円
　　　　　　　　需用費　　　3千円

2,653 1,185 1,185

森林環境
譲与税
企業版ふる
さと納税寄
附金

283
3)
(2)

水産業費
水産業振興費

水産業新展開・誘致促進事業
【水産課】

令和３年度～

水産関連事業者の新展開（新規立地、拡大移転、高度生産施設の導入等）を
誘発し水産加工業の活性化を図るため、その事業費の一部を支援する。

　＜補 助 先＞ 本市に本店または支店を置く水産関連事業者
　＜補 助 率＞ 1/2以内（上限額　5,000千円）
　＜補 助 金＞ 5,000千円
　＜対象事業＞ １名以上の雇用を創出するとともに、高付加価値化、
　　　　　　　 事業承継、新事業展開のいずれかに資する取組
　＜事 務 費＞ 23千円（選定会議委員謝金及び費用弁償）

5,022 5,023 3,500 1,523
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

284 新
水産業担い手育成・交流拠点
施設整備支援事業
【水産課】

令和６年度～
令和７年度

（15,000千円）

北浦漁業共同組合が取り組む担い手育成や新たな知識や技術の習得等につな
がる研修施設及び地域住民の交流や避難施設等の役割を兼ね備えた拠点施設
の整備に係る費用の一部を支援する。
　
　＜補 助 先＞ 北浦漁業協同組合
　＜補 助 率＞ 1/2（上限額 15,000千円）
　＜補 助 金＞ 15,000千円
　＜対象事業＞ 以下の①～④に掲げる取組に活用でき、かつ災害時に地
　　　　　　　域住民の避難施設として活用することができる施設整備事
　　　　　　　業
　　　①水産業における担い手の確保対策に係る研修
　　　②漁業者の技能の技能の向上を図る研修
　　　③市内外の漁業者の情報交換及び交流の促進
　　　④地域住民等（外国人労働者を含む。）の交流の促進
　＜補助対象経費＞ 工事請負費、設備導入費、備品購入費等

0 15,000 15,000

285
離島漁業再生支援事業
【水産課】

令和７年度～
令和８年度

（3,340千円）

漁業就業者の減少や高齢化等厳しい状況にある島浦地区の漁業の再生や漁場
の生産力向上のために、地元活動組織が離島漁業集落促進計画（計画年度令
和２年～６年度）を策定し進めてきた新商品開発や養殖業に係る試験栽培等
について、その成果を活かしながら実施する自走化・収益化に向けた取組を
支援する。

　＜補 助 先＞ 島野浦地区離島漁業再生協議会
　＜補 助 率＞ 10/10
　＜補 助 金＞ 1,670千円
　＜対象事業＞ ①新商品の生産体制の構築に向けた取組
　　　　　　　 ②養殖漁業の新規事業展開に向けた取組

4,390 1,670 1,670

286
延岡湾漁場環境改善事業
【水産課】

平成26年度～
令和８年度
(43,885千円)

漁業経営の安定化及び水産物の資源量回復を図るため、海面２漁協が実施す
る海底清掃等の漁場環境改善活動や稚エビ放流等の取組を支援する。

　＜補 助 先＞ 延岡漁協、延岡市漁協
　＜補 助 率＞ 10/10
　＜補 助 金＞ 3,636千円
　＜実施場所＞ 土々呂町地先・方財町地先
　＜対象事業＞ 延岡漁協　　　2,096千円
　　　　　　　（清掃活動、ヨシエビ放流）
　　　　　　　 延岡市漁協　　1,540千円
　　　　　　　（清掃活動、クルマエビ放流）

4,014 3,636 3,636
延岡湾水産
業振興基金
繰入金
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

287
水産業活性化推進事業
【水産課】

平成24年度～

水産資源の減少や担い手不足等に対応するため、海面漁協が実施する労働力
不足の解消や販路拡大、流通改善等に向けた取組に係る費用の一部を支援す
る。

　＜補 助 先＞ 海面４漁協
　＜補 助 率＞ 1/2（上限額　１事業あたり500千円）
　＜補 助 金＞ 2,000千円
　＜対象事業＞ ①外国人技能実習生の受入れに係る取組
　　　　　　   ②販路拡大につながる取組
　　　　　　   ③流通改善につながる取組
　　　　　　   ④付加価値向上への取組
　　　　　　   ⑤資材整備や更新への取組
　　　　　　   ⑥水産資源の保全・密漁防止への取組

2,000 2,000 2,000

288
「のべおかの魚」発信事業
【水産課】

平成30年度～

国内・海外事業による水産物の販路開拓や拡大、情報発信をはじめ、地産地
消等に取り組む延岡市水産物産地販売強化推進協議会の活動を支援する。

　＜補 助 先＞ 延岡市水産物産地販売強化推進協議会
　＜補 助 率＞ 10/10
　＜補 助 金＞ 9,950千円
　＜対象事業＞【国内事業】　　　　　　　　　　　　6,050千円
　　　　　　 　・都市部の飲食店等におけるフェア開催
　　　　　　 　・県内外での商談会、ＰＲイベント開催
　　　　　　　 ・市内、県内における地産地消キャンペーン開催
　　 　　　　 【海外事業】　　　　　　　　　　　　3,300千円
　　　　　　 　・海外における試食商談会等の開催
　 　　　　　 【販促物等製作事業】　　　　　　　　　600千円
　　　　　　　 ・販促物製作、サンプル提供経費等

　＜事 務 費＞ 840千円

10,940 10,790 10,790

289
水産業人材投資事業
【水産課】

令和元年度～

新規漁業就業者の確保を図るため、新規独立・親元就業する漁業者の早期自
立・経営安定に向けた初期投資費用等を支援する。
 

 漁業経営開始型（就業後の支援）
　＜補 助 先＞ 漁業等の新規就業者の内、自営独立就業者
　　　　　　　 又は親元就業者
　＜補 助 率＞ 10/10（上限1,000千円）
　＜補 助 金＞ 1,000千円
　＜対象期間＞ 就業開始から１年間

2,375 1,000 500 500

290
水産業販路拡大等支援事業
【水産課】

令和２年度～

水産業の振興や水産業関連事業者の所得向上を図るため、各事業者が実施す
る水産物の販路拡大や商品開発、プロモーション等の事業活動、設備導入等
に係る費用の一部を支援する。

　＜補 助 先＞ 水産関連事業者
　＜補 助 率＞ 1/2　　※複合漁業に係る①②の取組のみ2/3
　　　　　　 （上限額　①150千円　②③④⑥⑦100千円　⑤50千円）
　＜補 助 金＞ 1,800千円
　＜対象事業＞ ①販路拡大に係る取組
　 　　　　　  ②高付加価値化に係る取組
　　 　　　　  ③プロモーションに係る取組
　　 　　　 　 ④設備導入に係る取組
　　　 　　　  ⑤技能・知識向上に係る取組
　　　　　　　 ⑥知的財産保護に係る取組
　　　　　　 　⑦アドバイザー等導入に係る取組

2,400 1,800 1,800
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

291 新
水産業新技術・設備導入支援
事業
【水産課】

令和７年度～

市内の水産関連事業者が生産性向上等のために取り組むＡＩやＩＣＴ、Ｉｏ
Ｔなどの技術を活用した「スマート水産業」やＨＡＣＣＰの考えを取り入れ
た改正食品衛生法に基づく設備更新、新技術を活用した設備導入等に係る費
用の一部を支援する。

　＜補 助 先＞ 水産関連事業者
　＜補 助 率＞ 1/2（上限額　１事業者あたり1,000千円）
　＜補 助 金＞ 2,000千円
　＜対象事業＞ 以下の目的を目指した新たな技術や設備の導入事業
　　①ＡＩやＩＣＴ、ＩｏＴなど活用した水産業のスマート化にかかる
　　　設備導入
　　②ＨＡＣＣＰやＡＳＣ認証などの新たな基準に対するための衛生管理
　　　設備や備品の導入
　　③高鮮度化・省エネルギーを図るための新たな設備導入
　　④漁労環境の効率化・省力化、安全の向上を図るための新たな設備
　　　導入
　＜対象経費＞ 対象となる設備導入・備品購入などに直接要する経費

0 2,000 2,000

292 (3) 漁港建設費
漁港修築事業負担金
【水産課】

令和４年度～
令和８年度

(623,100千円)

水産物の安定的な供給及び地震・津波対策の強化を図るため、県が実施する
生産基盤施設の整備や海岸の保全施設整備に係る費用の一部を負担する。
　
　＜県営事業負担金＞ 市負担額　123,600千円(負担率 10％)
　
　＜事　業　内　容＞ 北浦漁港（市負担金　25,500千円）
　　　　　　　　　　　・外郭施設（古浦南防波堤・宮野浦北防波護岸）
 　　　　　　　　　  土々呂漁港（市負担金　65,400千円）
　　　　　　　　　　　・土々呂西防波堤改良工事
　　　　　　　　　　　・土々呂防波堤水質調査
　　　　　　　　　　　・第1物揚場補修工事、保全計画見直委託
　　　　　　　　　　　・東浜地区改良工事（液状化対策・護岸工）
　　　　　　　　　　　・土々呂地区実施設計・陸こう設計
　　　　　　　　　　 島野浦漁港（市負担金　30,000千円）
　　　　　　　　　　　・宇津木岸壁 地盤改良工事
　　　　　　　　 　  北部港湾管内（市負担金　2,700千円）
　　　　　　　　　　　・車止め取替・新設等

128,700 123,600 108,800 14,800

293
7
1)
(2)

商工費
商工費
商工振興費

食を活かした「おいしい
革命」誘客推進事業
【観光戦略課】

平成28年度～

市内の料理人と生産者の連携に繋がる各種事業の展開や、市民に対しても積
極的に本市の「食」の魅力を伝えることにより、「食」のまちづくりの機運
を醸成するとともに、７Ｓ観光の一つである「食」を軸とした広域的な誘客
推進を図る。

　【専門家などによる研修会等】
　　報償費 　  400千円　　旅費　400千円

　【東九州バスク化構想延岡推進協議会への負担金】
　　負担金　11,715千円

　【食のまちづくりアドバイザー業務委託】
　　委託料     396千円

　【事務費等】
　　事務費等   432千円 (需用費、役務費）

　＜実施場所＞ 市内外において幅広く実施

13,343 13,343 13,343
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

294
魅力ある「食」空間創出支援
等事業
【観光戦略課】

令和４年度～

２年後の国スポ・障スポも踏まえ、魅力ある食空間の創出に取組む市内飲食
店に対し、主にバリアフリー化のための店舗改装費用への補助を行い、本市
の「食」を活用した誘客の推進を図る。
　
　　報償費　 　　38千円（店舗改装選定会議委員報償費）
　　事務費等　　197千円（役務費、需用費）
　　補助金　　5,000千円

　＜補 助 先＞ 市内飲食店
　＜補 助 率＞ 支援対象事業費の2/3以内（上限1,000千円）
　＜実施場所＞ 市内飲食店を対象に実施

4,735 5,235 5,235

295
中小企業等特別融資事業
【商業・駅まち振興課】

昭和48年度～

中小企業者等の事業に必要な融資を円滑にし、中小企業者等の振興を図るた
め、金融機関に原資を預託する。

　＜融資限度額＞ 10,000千円
　＜ 融資期間 ＞ 84か月以内(据置12か月以内)
　＜ 融資利率 ＞ 1.8％(小規模企業者は1.6％)
　＜ 預 託 先 ＞ 宮崎銀行、宮崎太陽銀行、西日本シティ銀行
　　　　　　　　 大分銀行、鹿児島銀行、延岡信用金庫
　　 貸付金　750,000千円

750,000 750,000 750,000
中小企業等
貸付金

296
商業環境整備資金融資事業
【商業・駅まち振興課】

平成10年度～

中小企業者等(小売業、サービス業及び卸売業)の店舗の新築・改装等に必要
な融資を円滑にし、中小企業者等の振興を図るため、金融機関に原資を預託
する。

　＜融資限度額＞ 20,000千円
　＜ 融資期間 ＞ 120か月以内(据置12か月以内)
　＜ 融資利率 ＞ 1.8％(中心市街地での店舗の新築・改装等は1.3％)
  ＜ 預 託 先 ＞ 宮崎銀行、宮崎太陽銀行、延岡信用金庫
　　 貸付金　60,000千円

60,000 60,000 60,000
商業環境
整備資金
貸付金

297
新型コロナウイルス感染症
緊急対策貸付利子補給事業
【商業・駅まち振興課】

令和２年度～
令和12年度

(490,667千円)

コロナ禍による影響を受けた市内中小企業者の資金繰りを支援するための宮
崎県中小企業融資制度（新型コロナウイルス感染症緊急対策貸付）の融資を
受けた中小企業者に、当該融資に係る融資利子のうち１％に相当する額を助
成する。

　県融資の取扱期間：令和２年３月13日から令和２年12月31日まで
　                  ※保証料については県が負担。
　＜補助期間＞ 県融資制度の融資期間（最長10年間）
　＜補助金額＞ 県融資利子年0.7～1.4％のうち１％に相当する額
　＜補助件数＞ 414件
　　補給金　42,631千円　　事務費　312千円

62,165 42,943 42,943

298
原油・原材料高対策特別貸付
利子補給事業
【商業・駅まち振興課】

令和４年度～
令和14年度

（64,852千円）

コロナ禍の長期化に加え、原油価格・原材料高により深刻な影響を受けてい
る市内中小企業者等の資金繰りを支援するための宮崎県中小企業融資制度
（原油・原材料高対策特別貸付）の融資を受けた中小企業者等に、当該融資
に係る貸付利子のうち１％に相当する額を助成する。
　
　県融資の取扱期間：令和４年７月１日から令和４年９月30日まで
　                  ※保証料については県が負担。
　＜補助期間＞ 県融資制度の融資期間（最長10年間）
　＜補助金額＞ 県融資利子年0.8～1.5％のうち１％に相当する額
　＜補助件数＞ 115件
　　補給金　9,705千円　　事務費　13千円

12,403 9,718 9,718
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299
みやざき再生支援特別貸付
利子補給事業
【商業・駅まち振興課】

令和４年度～
令和15年度

（103,294千円）

コロナ禍におけるエネルギー価格等の高騰の影響を受けている市内中小企業
者等の資金繰りを支援するための宮崎県中小企業融資制度（みやざき再生支
援特別貸付）の融資を受けた中小企業者等に、当該融資に係る貸付利子のう
ち１％に相当する額を補助する。
　
　県融資の取扱期間：令和４年10月21日から令和５年３月31日まで
　                  ※保証料については県が負担。
　＜補助期間＞ 県融資制度の融資期間（最長10年間）
　＜補助金額＞ 県融資利子年0.8～1.5％のうち１％に相当する額
　＜補助件数＞ 163件
　　補給金　17,954千円　　事務費　18千円

22,545 17,972 17,972

300
商店会連合会育成等事業
【商業・駅まち振興課】

平成30年度～

買い物客や店舗数が減少傾向にある市内商店街の活性化を図るため、延岡市
商店会連合会の運営補助を行うとともに、商店街の存続及び再生に資する事
業や賑わい創出に資する事業への補助、商店街への誘客や来街者の安全確保
のために照明設備の電気料金を補助する。

　〇商店会連合会運営補助金　　　　　　　　　　　　 1,100千円
　　　補助先：延岡市商店会連合会
　〇商店街再生支援補助金　　　　　　　　　　　　　　 500千円
　　　補助先:延岡市商店会連合会及び市内の商店街組織
　　　補助額:対象経費の1/2(上限500千円)
　〇商店街照明設備電気料補助金　　　　　　　　 　　2,079千円
　　　補助先:延岡市商店会連合会加盟の商店街組織
　　　補助額:対象経費の1/2(上限800千円)
　〇商店街賑わいづくり支援事業補助金(Ｒ６新設)　　　 500千円
　　　補助先:延岡市商店会連合会
　　　補助額:対象経費の2/3（上限500千円）

　　補助金　4,179千円

3,679 4,179 4,179

301 新
延岡駅東口広場屋外トイレ
整備事業
【商業・駅まち振興課】

令和７年度～

コロナ禍が明け、観光需要が増加するとともに、令和９年度に国スポ・障ス
ポが開催され多くの来街者が本市に訪れる見込みである中、延岡駅東口にあ
る観光バス乗降者の利用者も増加することが想定されることと、地域住民か
らの強い要望があることを踏まえ、延岡駅東口に屋外トイレを整備するため
の設計を行う。

　実施設計委託料　4,165千円

0 4,165 3,100 1,065

302
まちなか回遊賑わいづくり
事業
【商業・駅まち振興課】

令和５年度～

中心市街地の西側で整備される文化・スポーツ施設へ来場する人の流れを中
心市街地エリアに呼び込み、まちなか回遊による賑わいづくりを行うため、
商店街やまちなかの公共施設などと連携し、チャレンジショップ等を実施す
る。また、これらの取組みについて検討委員会を開催し、各界の意見を踏ま
えながら、まちなか回遊による賑わいづくりを実現する。
　
　○補助事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 500千円
　　・のべおか七夕まつり補助金　　　　　　　　　　　500千円
　　　　（補助先：山下新店街商店街振興組合）
　○まちなか回遊賑わいづくり　          　       11,303千円
　　・まちなか回遊賑わいづくり業務委託料　　　　 10,188千円
　　・「和」会場設営委託料　　　　　　　　　　　　　100千円
　　・まちなか通行量・空き店舗調査分析委託料　　　1,015千円
　○検討委員会等　　　　　　　       　           1,799千円
　　・まちなか回遊賑わいづくり検討委員会他　　　　1,052千円
　　・ノベオカノマドハウス管理運営　　　　　　　　　747千円
　
　　補助金　500千円　　委託料　11,303千円　　報償費等　1,799千円

12,577 13,602 9,000 4,602
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

- 67 -



　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

303
スタートアップ支援事業
【商業・駅まち振興課】

平成27年度～
令和10年度

(100,979千円)

延岡市創業支援等事業計画に定める将来性のある創業者等を支援するため、
創業の際に必要な経費の一部を補助するとともに、創業時の体験談の収集に
協力した創業者を補助する。

　⑴特定創業支援補助金　　　　　7,000千円
　＜補助対象者＞ 延岡市創業支援等事業計画における認定創業者
　※認定創業者となる要件：スタートアップ支援センターが実施する創
　　業塾の講座を受講し、具体性のある創業計画書を作成すること等
　＜ 補 助 率 ＞ 補助対象経費の2/3以内
　＜ 限 度 額 ＞ 上限1,000千円

　⑵創業支援補助金　　　　　　　3,000千円
　＜補助対象者＞ スタートアップ支援センターが実施する創業セミナー
　　　　　　　　 を受講し、支援センター又は日本政策金融公庫の支援
　　　　　　　　 のもと具体性のある創業計画書を作成すること等
　＜ 補 助 率 ＞ 補助対象経費の2/3以内
　＜ 限 度 額 ＞ 上限300千円

　⑶創業体験レポート補助金　　　　150千円
　創業後1年が経過し、事業を継続している者が体験談レポートを提出
　した場合に３万円を支給

　⑷法人登記支援補助金　　　　　　 75千円
　延岡市創業支援等事業計画に基づく認定創業者に対して、法人登記に
  かかる登録免許税の半額相当を支給する。（国においても半額相当の
  軽減措置あり）

8,585 10,225 5,112 5,113

304
創業支援融資利子補給事業
【商業・駅まち振興課】

令和３年度～
令和14年度
(31,646千円)

中小企業者の振興を図るため、令和３年度から令和10年度において、延岡市
内で創業し、日本政策金融公庫から創業資金の借り入れを行った事業者に対
し、その支払った利子を補助する。

　＜補助対象者＞　市内に住所及び事業所を有する中小、小規模事業者
　＜ 補助金額 ＞　融資利子相当額　(上限年額50万円、補助期間36月）
　　 補給金　4,946千円

4,422 4,946 597 4,349
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

305
事業拡大・新分野進出・
第二創業等支援事業
【商業・駅まち振興課】

令和３年度～

中小企業者等の成長を促進し、本市経済の活性化を図るため、中小企業者等
が新たに取り組む事業拡大・新分野進出・第二創業等の事業を支援する。

　＜補助対象者＞　市内に事業所を設けて事業を営む中小企業等
　＜ 補助率等 ＞　補助対象経費の2/3以内　上限1,000千円
　　 補助金　10,000千円　　事務費　233千円

10,365 10,233 5,116 5,117

306
延岡駅周辺施設管理運営事業
【商業・駅まち振興課】

平成30年度～

延岡駅周辺における交通結節機能の向上を図るとともに、中心市街地として
の賑わいを創出するため、駅前複合施設と駅周辺施設の管理を行う。

　＜対象施設と管理経費＞
　　○駅前複合施設
　　　・指定管理料　　　　　 79,090千円
　　　・その他の管理経費　　 33,929千円
　　　　　光熱水費、施設設備メンテナンス経費、防犯カメラリース
　　　　　料等
　　○駐車場・駐輪場　　　　 13,216千円
 　　 ・駐車料金システム保守料、警備委託料、照明設備電気料等
　　○屋外トイレ棟　   　　　 2,802千円
 　　 ・清掃委託料、上下水道料等
　　○交流広場・協定広場 　　 1,819千円
 　　 ・植栽剪定費、電飾設置経費等

128,163 130,856 19,277 111,579
駐車場
使用料等
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307
地域通貨「のべおか
ＣＯＩＮ」運用事業
【商業・駅まち振興課】

令和３年度～

市や企業、団体等が市民の様々な活動参加に対してポイントを付与し、付与
されたポイントは、市内加盟店等でのみ利用できるポイントとして運用する
ことで、「地域経済の活性化」と「コミュニティ活性化（市民のまちづくり
参画）」を促進する。

　〇運営業務委託　37,307千円
　　・委託業務：ポイント発行支援、加盟店及びユーザサポート、
　　　　　　　　システム･アプリ維持管理、その他制度運用
　〇市によるポイント（行政ポイント）発行手数料　7,700千円
　　・市の各種施策の推進を図るため、市民の様々な活動参加に対して
　　　地域ポイントを発行する経費
　〇マネーチャージ手数料　1,155千円
　〇検討委員会に係る経費　585千円（報償費435千円、旅費150千円）

46,852 46,747 19,523 27,224

308
まちなか回遊促進空き店舗
解消対策事業
【商業・駅まち振興課】

令和３年度～
令和10年度

（39,075千円）

空き店舗を解消し、まちの回遊性を創出するため、まちなかで事務所や店舗
を借りて創業、事業拡大する事業者に、家賃の一部及び改装資金の一部を補
助する。
特に、空き店舗率の高い、祇園町銀天街、延岡中央商店街、山下新天街につ
いては、国スポ・障スポ開催までの期間、補助金を増額して集中的に空き店
舗の解消を図る。

　＜補助対象者＞
    市内の商店街のうち、指定するエリアで新たに空き店舗等を
　　活用して開業する者等
　＜補助対象経費等＞
　　①家賃の一部（月額家賃の2/3以内、上限２万円、最長36月）
　　②改装するための費用（補助対象経費の2/3以内、上限70万円※）
　　※空き店舗率の高い延岡中央商店街、祇園町銀天街及び山下新天街
　　　は上限300万円

　　補助金　11,140千円　　事務費　234千円

8,974 11,374 11,374

309
ふるさと納税を活用した
特産品ＰＲ事業
【新財源確保推進室】

平成27年度～

ふるさと納税制度を活用し、本市の「海・山・川」の豊かな自然や特産品の
魅力を全国に情報発信するとともに、財源の確保及び地場産業の振興を図る
ため、返礼品の更なる充実や、ＳＮＳ等のメディアの活用、本市ゆかりの同
窓会組織等を通じた積極的なＰＲに取り組む。

　＜返礼品に係る費用＞ 　    委託料・報償費     557,102千円
  ＜事務委託に係る費用＞　　　　　　 委託料　    90,126千円
  ＜ポータルサイト利用等に係る費用＞ 役務費　   177,600千円
　＜広告に係る費用＞ 　　　　　　　　役務費   　  4,290千円
  ＜事務経費＞　 　　　　　　　　　　役務費等　  13,536千円

　　寄附見込件数：82,500件      寄附見込額：1,510,000千円

1,148,666 842,654 557,102 285,552
ふるさと
寄附金

310
ガバメントクラウド
ファンディング実施事業
【新財源確保推進室】

令和４年度～

新たな財源を確保するとともに、本市が全国に先駆けて取り組む事業や、本
市の特色を活かしてシティプロモーションにつなげる事業等の情報発信を行
うため、ガバメントクラウドファンディングを実施する。

　＜ポータルサイト利用等に係る費用＞　役務費　　605千円
　＜事務委託に係る費用＞　　  　　　　委託料　　432千円
  ＜返礼品に係る費用＞　　　　　　　　委託料　　750千円

　　寄附見込額： 5,000千円

1,729 1,787 1,787
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311
企業版ふるさと納税活用推進
事業
【新財源確保推進室】

令和３年度～

企業版ふるさと納税制度を有効に活用し財源確保を図るため、本市にゆかり
のある企業へのパンフレットやダイレクトメールの送付、企業訪問等を行
う。併せて、寄附企業を自治体に紹介する事業者を活用したＰＲを行い寄附
獲得につなげる。

　＜企業訪問等に係る費用＞ 　    　　　報償費     　　 63千円
　　　　　　　　　　　　　 　    　　　旅　費     　　800千円
　                      　　　　　　   需用費　    　  60千円
  ＜寄附企業の紹介に係る手数料＞ 　　　役務費　     2,181千円
  ＜事務経費＞　 　　　　　　　　　　　需用費　　　 　189千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 役務費　　   　210千円

　　寄附見込件数：25件
　　　（上記のうち紹介事業者等を活用した寄附：11件）
　　寄附見込額　：100,000千円
　　　（上記のうち紹介事業者等を活用した寄附：11,000千円）

2,882 3,503 3,503

312 (3) 地域開発推進費 新
工業振興ビジョン策定事業
【工業振興課】

令和７年度

令和７年度末で現工業振興ビジョンの計画期間が満了することに伴い、アン
ケートの実施やデータの収集・分析等を行うとともに、ワーキンググループ
での協議を踏まえ、有識者等による審議会での検討を行いながら、新たな工
業振興ビジョンを策定する。また、産業界全体に新たなビジョン策定の必要
性等に対する認識を深めるため講演会を実施する。

　【ビジョン作成】
　　制作委託料　6,205千円　　報酬　  479千円
　　需用費 　　　　 1,113千円　　役務費　440千円
　　※プロポーザル方式により受託者を選定予定。
　
　【講演会】
　　報償費 　　　　　 500千円　　旅費  　500千円
　　使用料及び賃借料　601千円　　需用費   77千円

0 9,915 9,915

313
販路開拓支援事業
【工業振興課】

平成25年度～

市内中小企業の広域的なＰＲと販路開拓を支援するため、国内の主要都市等
や海外で行われる、企業見本市や商談会への出展・参加等に係る経費の一部
を補助する。

　＜補助先＞ 　市内中小企業者等
　　企業見本市・展示会への出展補助　 　1,000千円
　　  (出展経費の1/3～1/2以内、上限100千円/社)
　　商談会参加費補助          　　　　 　100千円
　　  (参加経費の1/2以内、上限20千円/社)
    海外への販路拡大支援              　1,800千円
      (出展経費・調査等経費の2/3以内、上限200千円/社)
　　企業見本市・展示会への参加補助　　　 200千円
　　  (参加経費の1/2以内、上限50千円/社)

2,100 3,100 3,100
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314
延岡の産業支援キーパーソン
展開事業
【工業振興課】

平成26年度～

高度な技術力等を有する人材を活用し、地域産業の振興を図るとともに、中
小企業の生産性を高めるため、一連の事業を(一社)宮崎県工業会に委託す
る。

【地域産業連携プロモーター設置事業】
　技術的知見を有する地域産業連携プロモーターを、県工業会県北分室
　に配置し、医療・福祉、農商工連携などの高度な企業ニーズ等への対
　応や技術面のマッチング、さらには、中小企業の生産性向上等を図
　る。
【改善インストラクタースクール延岡運営事業】
  中小企業の生産性を高めるため、地域の中小企業の社員や中核企業Ｏ
　Ｂ等を対象に経営改善を含めた高度な現場改善技術を身につけるため
　のスクールを実施する。
【改善インストラクター活用事業】
  改善インストラクタースクール延岡で、高度な技術等を習得した企業
　ＯＢ等を、市内の中小企業へ派遣し、企業の技術の高度化や、現場改
　善による経営の効率化、生産性の向上を図り、企業活動の活性化を図
　る。

　　地域産業連携プロモーター設置委託料　13,766千円

13,700 13,766 13,766

315
延岡の元気な中小企業応援
事業
【工業振興課】

平成26年度～

社会経済情勢が大きく変化するなか、市内の中小企業が新たな商品や技術、
サービス等の開発や生産性の向上等に主体的かつ戦略的に挑戦することが重
要となってきている。このため、意欲のある中小企業・小規模事業者が取り
組む様々な挑戦に対する支援を強化していくことにより、本市経済の更なる
活性化を図る。

　＜補助先＞
　　　主たる事務所又は事業所の所在地が本市にある中小企業者、
　　　小規模企業者、小規模事業者等

　　①一般枠
　　　メディカルタウン構想の推進、新製品の研究開発に関する事業、
　　　生産性向上に向けた取組などに対する支援
　　　補助率及び上限：事業費の2/3以内　3,000千円
　
　　②ＩＴ・ＤＸ枠、小規模枠
　　　ＩＴ・ＤＸ化推進、小規模の事業に対する支援
　 　 補助率及び上限：事業費の2/3以内　1,000千円

　　補助金　20,000千円　　報償費等　123千円

18,123 20,123 20,123

316
地域産業海外展開推進事業
【工業振興課】

平成29年度～

経済のグローバル化に対応し、ものづくり等の中小企業が集積する本市の地
域特性を活かして企業の事業拡大と新たな雇用の創出を促進するため、ＪＩ
ＣＡ、ＭＪＣ(ミャンマー日本人材開発センター)等との連携によりミャン
マーとの経済交流を推進する団体に補助を行う。

　＜補 助 先＞ 延岡・ミャンマー友好会
　＜事業概要＞ 延岡市を中心とする宮崎県北地域とミャンマーとの
　　　　　　　 経済面を含む多方面にわたる交流を進めながら、相
　　　　　　　 互の友好と親善関係の確立に寄与することを目的と
 　　　　　　　し、各種事業を行う。

　　補助金　1,442千円

1,107 1,442 1,442
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317
延岡経済リンケージ機構
推進事業
【工業振興課】

令和元年度～

「延岡経済リンケージ機構」において、大規模展示会（フードスタイル）へ
の出展および出展前後のフォローを実施するほか、地元事業者と都市部の副
業・兼業人材をマッチングするプラットフォームの活用を通して、企業の販
路開拓及び販売力向上等を支援する。併せて、機構運営に必要なスタッフを
配置し、コワーキングスペースにおけるビジネスマッチング、ナビゲーショ
ンシステムによる地元事業者の更なる成長を支援する。

【副業・兼業人材マッチング支援事業】
　　・地元の企業と副業・兼業人材のマッチング支援  4,728千円

【延岡経済リンケージ機構運営事業】
　　・ビジネスマッチング等マネジメント委託料 　　18,596千円
　　・会計年度任用職員雇用関係費用　　　　　　　　3,380千円
　　・運営経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　718千円
　　・商談会参加費用　　　　　　　　　　　　　　　4,631千円
　　・旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　400千円
　　・ナビゲーション機能強化事業　　　　　　　　　　660千円

31,925 33,113 23,300 9,813

ふるさと延
岡応援基金
繰入金
企業版ふる
さと創生応
援基金繰入
金

318
地元事業者ＤＸ推進支援事業
【工業振興課】

令和６年度～

国の補助を受け、本市に集積するＩＴ関連事業者等で設立された延岡デジタ
ルクロス協議会（経済産業省から「地域ＤＸ推進ラボ」に認定されている）
が行う地元事業者のＤＸへの支援（プラットフォームによるきめ細やかな相
談対応、セミナーやハッカソンの開催等）に対し補助を行う。

　　旅費　400千円　　補助金　1,000千円

1,400 1,400 500 900

319
「延岡の社長」プロデュース
事業
【工業振興課】

令和５年度～
令和８年度

（6,041千円）

従来の起業・創業支援にとらわれず、参加者の意欲を重視しながら首都圏等
の企業と繋ぐなど多様な支援を行うことも含め、柔軟な形で起業・創業を支
援する。

　　委託料　1,516千円　　役務費等　312千円

2,057 1,828 1,828

320
延岡市職業訓練支援センター
管理運営事業
【工業振興課】

平成23年度～

地域の企業や団体等の研修・会議の場や在職者や求職者が職業訓練の場であ
る職業訓練支援センターの管理運営を行う。
　
　　委託料（指定管理料を含む）：12,252千円
　　修繕料等　　　　　　　　　：   615千円

〈指定管理開始日〉令和７年４月１日

11,756 12,867 125 12,742
建物貸付料
等

321
企業立地奨励補助事業
【工業振興課】

昭和61年度～

企業立地の促進を図るため、企業立地促進条例に基づき、指定工場等に対し
て優遇措置を講じる。

　　雇用促進奨励金(７社37名) 　   22,200千円
　　用地取得助成金(３社) 　　     47,750千円
　　関連施設整備助成金(５社)　    33,000千円
　　通信回線使用料助成金(７社)     3,213千円
　　通信回線設置費助成金(１社)       100千円
　　水道料金助成金(２社) 　　      5,808千円
　　賃料助成金(７社)               7,684千円

224,871 119,755 10,791 108,964
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

322
新たな産業団地関連施設整備
事業
【工業振興課】

令和２年度～

新たな産業団地については、令和５年度に天下地区の地形測量を実施したと
ころであり、今後は測量結果をもとに、地区の皆様のご意見を反映させなが
ら、整備方針のシミュレーションを作成し、丁寧に協議を進めていくことに
しているが、新たな産業団地の整備に伴い要望のある生活道路の改良を段階
的に進めることで、地区内の交通利便性の向上や事故防止はもとより、今後
見込まれる交通量の増加への対応を図る。

　　・市道天下２号線道路改良事業　　調査分析委託料　4,948千円
　　・市道天下19号線道路改良事業　　測量設計委託料　9,492千円

14,440 14,440 12,900 1,540
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323
延岡駅西口街区ビルＩＴ
ビジネス拠点化推進事業
【工業振興課】

令和２年度～

延岡駅西口街区ビルにあるコワーキングスペース、お試しサテライトオフィ
ス等が本市のＩＴビジネスの拠点としての役割を果たすべく必要な経費を計
上する。

　〇コワーキングスペースの運営に係る費用
　　使用料及び賃借料　13,268千円　　清掃業務委託料等　3,086千円
　
　〇お試しサテライトオフィス等の運営に係る費用
　　使用料及び賃借料　 3,263千円　　役務費　82千円

20,171 19,699 4,891 14,808
施設使用料
等

324
ワーケーション企業誘致促進
事業
【工業振興課】

令和３年度～

浜木綿村のケビン及びＥＴＯランド速日の峰のバンガローをワーケーション
施設として位置付け、この宿泊施設でワーケーションを行う企業を誘致すべ
く、施設使用料や交通費に対し補助を行う。

　〇ワーケーション実施企業支援補助金
　　ケビン宿泊費、交通費等に対する補助　　2,249千円
　〇施設におけるインターネット環境の整備
　　通信回線利用料　　　　　　　　　　　　　187千円

2,602 2,436 2,436

325
デジタル産業集積戦略構築
事業
【工業振興課】

令和５年度～
令和７年度

（14,070千円）

国が「半導体・デジタル産業戦略」を進める中、「デジタル産業の延岡での
集積を進めるための戦略協議会」を通じて更なる企業集積や的確な人材育成
を図る。また、戦略協議会での議論を活かし、「技術マップ」を作成し、市
内企業の技術を広く市外県外へＰＲするとともに、台湾からも含めた企業誘
致や地元企業の新事業開拓、販路拡大に繋げ、本市の経済振興を図る。

　○戦略協議会の開催
　　報償費　　 88千円　　旅費　　　800千円
　　需用費　　 42千円　　役務費　　 44千円
　
　○提言書・技術マップの作成
　　需用費　  241千円　　役務費　　220千円
　　委託料　2,065千円
　
　○台湾への訪問
　　報償費　  177千円　　旅費　　　　　　　3,900千円
　　需用費　　 33千円　　使用料及び賃借料　　 60千円

1,651 7,670 7,670

326
メディカルタウン医療技術等
研究支援事業
【メディカルタウン推進室】

平成23年度～

「延岡市メディカルタウン構想」に基づき、県北地域における医療関連機器
産業の振興や一層の集積による地域活性化の実現と、住民の健康長寿の推進
と医療の充実を図るため、宮崎県との共同寄附により、宮崎大学医学部に寄
附講座(血液・血管先端医療学講座)を設置し、産学官連携による医療関連機
器の開発を推進するとともに、宮崎県立延岡病院に常勤医師を配置し、体制
の充実を図る。

　　寄附金　15,000千円

15,000 15,000 15,000

327
メディカルタウン構想推進
展開事業
【メディカルタウン推進室】

平成25年度～

「延岡市メディカルタウン構想」を推進するため、東九州メディカルバレー
構想との緊密な連携のもと、積極的な情報収集・発信を行うとともに、構想
推進に必要な協力体制の強化を図る。また、ＩＴ分野などとの融合も含めた
新たな展開を見据え、有識者や異業種で構成するワーキンググループにおい
て、新たな医工連携のあり方を検討することにより、より一層住民の健康増
進及び産業の発展を図る。
また、本市が推進している「空飛ぶクルマ」に関するワークショップでの意
見を踏まえ、医療機器の軽量化に関する検討を行う。

　　報償費    202千円　　旅費　　          1,353千円
　　需用費    759千円　　役務費　          　100千円
　　委託料　1,240千円　　使用料及び賃借料　   54千円
　　負担金　　 50千円

2,509 3,758 3,758
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328
医療関連産業振興事業
【メディカルタウン推進室】

平成25年度～

血液や血管を中心とした製品群を有する大手医療機器メーカーや、その生産
を支える「ものづくり中小企業」が数多く立地するという地域の強みをより
一層強化し、医療機器産業における事業拡大や新規参入を目指している地場
企業を包括的に支援することを目的に、日向市・門川町等と連携して組織す
る協議会に対して、運営費の一部を負担する。

　　企業のステージに応じた医療関連機器の開発及び事業化のサポート
　　国内最大級の医療関連機器展示会への出展
　　医療関連機器の開発における企業連携の支援
　　医療関連機器セミナーの開催

　　負担金　5,821千円

5,821 5,821 5,821

329 (4)
中小企業振興
センター費

新
中小企業振興センター設備等
改修事業
【商業・駅まち振興課】

令和７年度～

延岡市中小企業振興センターは開館から39年が経過しており、老朽化が著し
い空調設備を更新するため調査設計を行う。併せて、施設の省電力化に向け
て照明設備のＬＥＤ化や給排水設備を更新するため調査設計を行う。

　調査設計委託料　6,376千円

0 6,376 6,376

330 (5) 観光費
かわまち広場管理運営事業
【観光戦略課】

平成30年度～

伝統漁法の鮎やなで獲れる鮎など、本市の豊かな川・海・山の幸を活かした
食の提供を行う食の拠点施設として、また、観光振興や交流促進、健康増進
等の拠点として、かわまち広場の管理・運営を行う。

　　委託料（指定管理料）　3,152千円
　　備品購入費　　　　　　1,486千円

3,152 4,638 4,638

331 新
ユネスコエコパーク拠点施設
ホタルの館管理運営事業
【観光戦略課】

令和７年度～

令和７年度より、新たな指定管理者により、祖母・傾・大崩ユネスコエコ
パーク及び本市のアウトドア活動拠点施設として、ホタルの館・川舟の館の
管理運営を行う。

　　委託料（指定管理料）　11,733千円

　＜施設概要＞
　　ホタルの館：鉄骨造平屋建て　延床面積567.15㎡
　　川舟の館　：鉄骨造平屋建て　延床面積166.06㎡
　　所在地　　：北川町川内名7330番地（北川運動公園内）

0 11,733 11,733

332
観光宣伝事業
【観光戦略課】

(一社)延岡観光協会が実施するホームページやパンフレット、その他のメ
ディアによる効果的な情報発信事業に対する補助を行い、観光誘客を図る。
　
　　補助金　14,739千円（メディアＰＲ、観光ホームページ運営等）
　
　＜補 助 先＞ (一社)延岡観光協会
　＜実施場所＞ 市内外において幅広く実施

8,818 14,739 14,739

333
延岡観光協会事務局運営助成
事業
【観光戦略課】

昭和32年度～

本市観光振興の中核として各種事業を推進する (一社)延岡観光協会に対し
て、事務局の運営経費の一部を補助する。

　補助金　42,928千円

　＜補助先＞ (一社)延岡観光協会

41,976 42,928 42,928
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

334
まつり等補助金
【観光戦略課】

「延岡大師祭」や「まつりのべおか」など、市内各地で開催される「まつ
り」に対して、開催に必要な経費の一部を補助することにより、各地域の観
光振興及び活性化を図る。

　　補助金　12,236千円
　＜内　訳＞ 延岡大師祭　　　　　　3,200千円
　　　　　　 まつりのべおか　　　　3,300千円
　　　　　　 きたうら納涼花火大会　3,150千円
         　  北川ホタルまつり　　　　726千円
         　  北川ふるさと夏まつり　1,860千円
（「夏まつりきたかた」は「干支の町フェスティバル」との合同開催となっ
たことから別途「物産展補助等事業」で補助。）

　＜補助先＞ 各まつり等の実行委員会、協議会等

13,670 12,236 12,236

335
伝統鮎やな保存観光事業
【観光戦略課】

平成22年度～

300年以上続く鮎やなの伝統を守るため「延岡市伝統鮎やな憲章」を遵守する
鮎やな架設者に対し、鮎やな架設等に要する経費を補助する。

　　補助金　24,000千円

　＜補 助 先＞ (一社)延岡観光協会
　＜実施場所＞ 大貫３丁目大瀬大橋下流河川

24,000 24,000 24,000

336  
延岡花物語補助事業
【観光戦略課】

平成25年度～

延岡ＪＣＴ・ＩＣ付近に点在する「花」をテーマとしたイベントである「延
岡花物語」の開催にあたり、経費の一部を補助し、春の観光客の増加に繋げ
る。

　　補助金　4,000千円

　＜補 助 先＞ 延岡花物語実行委員会
　＜補 助 率＞ 2/3以内
  ＜実施場所＞ 五ヶ瀬川堤防・河川敷等

4,000 4,000 4,000

337
スピリチュアルひむか
観光協議会事業
【観光戦略課】

平成26年度～

広域観光ルートを造成するため、延岡市、高千穂町で組織する「スピリチュ
アルひむか観光協議会」の事業費の一部を負担し、「日向神話」に基づいた
観光ルートづくりや観光客誘致活動等を推進する。

　　負担金　614千円

  ＜負担先＞ スピリチュアルひむか観光協議会
　＜協議会への負担内訳＞ 延岡市　614千円、高千穂町　306千円

626 614 614

338
ひむか遊パークうみウララ
観光推進事業
【観光戦略課】

平成26年度～

「ひむか遊パークうみウララ」エリアにおける魅力的な観光資源の情報発信
及び観光誘客の推進を図るため、「ひむか遊パークうみウララ推進委員会」
の実施するエリア内の観光推進やＰＲ活動等の取組について補助を行う。ま
た、本市の「食」のイメージ定着と市内外へ本エリアの新鮮な海の幸をＰＲ
するため、地元水産資源を活かした「食」のフェア開催等の取組に対する補
助を行う。

　　補助金　1,694千円
  ＜内　　訳＞　推進委員会補助金　　　　　　　　　694千円
　　　　　　　　食を活かした誘客推進事業補助金　1,000千円

　＜補 助 先＞ ひむか遊パークうみウララ推進委員会
　＜実施場所＞ 北浦・南浦（熊野江、須美江、浦城、安井）・島野浦

1,694 1,694 1,694

339
えんぱく助成事業
【観光戦略課】

平成27年度～

長期総合計画の「おもてなしの人づくり」を目指し、「おせったいの心」に
より、観光資源を活かした取組みを推進するため、「えんぱく」事業の経費
の一部を補助する。

　　補助金　1,100千円

　＜補 助 先＞ えんぱく実行委員会
　＜対象事業＞ えんぱく（通年、キッズ、秋季）
　＜実施場所＞ 市内及び県北地域

1,100 1,100 1,100
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340
のべおかインバウンド
プロモーション事業
【観光戦略課】

平成29年度～

外国人旅行客の誘客を図るため、香港・台湾や欧米をターゲットとして、Ｊ
ＮＴＯ日本政府観光局や九州観光機構主催の商談会への参加、訪日ウェブサ
イトへの掲載、ツアーの造成等により、本市の食、自然体験、民泊といった
観光コンテンツをＰＲするとともに、現地の訪日旅行会社等に対し営業活動
を行う。

　　報償費　　 13千円
　　旅費　　　965千円
　　委託料　8,710千円

　＜委 託 先＞　（一社）延岡観光協会他

　＜委託内容＞　①海外誘致セールス活動（台湾、香港各1回）
　　　　　　　　②日本観光情報ウェブサイトへの記事・動画掲載
　　　　　　　　③海外から本市へのツアーの造成支援及び助成
　　　　　　　　④多言語観光パンフレット制作
　　　　　　　　※②についてはプロポーザル方式により委託先を選定

5,884 9,688 9,688

341
西郷隆盛ゆかりの地
プロモーション事業
【観光戦略課】

平成29年度～

令和９年に西南の役150年を迎えるにあたり、全国的に再注目されることを見
据え、延岡観光大使である西郷隆夫氏（西郷隆盛のひ孫）による講演会等の
イベントや資料館の新たなのぼり旗の製作など、市内外に対して更なるＰＲ
を図る。

　　委託料　314千円（講演委託料）
　　需用費　129千円（消耗品費等）

　＜実施場所＞　延岡市内

762 443 443

342
延岡への新たな流れをつくる
誘客事業
【観光戦略課】

平成30年度～

本市が誇る「食」を中心とした旅行商品を造成する旅行会社、又は本市を目
的地とした修学旅行・教育旅行を造成する旅行会社に対する補助を行い、本
市への誘客促進、観光消費の拡大を図る。また、本県最大の観光地である
「高千穂町」から更なる誘客を促進するため、高千穂観光に延岡を加えた旅
行商品等を造成する旅行会社に対して補助金を上乗せして補助を行う。
　
　　補助金　23,000千円
  ＜内　訳＞ 本市を目的地とする一般旅行　　　　　　　3,850千円
　　　　　　 本市を目的地とする教育旅行　　　　　　　　240千円
             募集広告補助　　　　　　　　　　　　　　　600千円
　　　　　　 本市及び高千穂町を目的地とする一般旅行 17,950千円
　　　　　　 本市及び高千穂町を目的地とする教育旅行　　210千円
　　　　　　 教育旅行バス代補助                        150千円

　＜補助先＞ 旅行会社等

9,100 23,000 23,000

343
観光宿泊客誘致促進事業
【観光戦略課】

平成27年度～

本市への宿泊を目的とした観光客の増加や、民泊事業者の増加を図るため
「延岡ホテル旅館組合」及び「延岡ふるさとツーリズム協議会」が取組む事
業に係る経費の補助等を行う。

　【民泊推進事業補助金】
　　補助金　1,000千円
　　＜補助先＞ 延岡ふるさとツーリズム協議会

　【観光客誘致事業補助金】
　　補助金　1,500千円
　　＜補助先＞ 延岡ホテル旅館組合

　【事務費等】
　 　300千円（旅費、需用費、役務費）

2,800 2,800 2,800
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344
若者目線による観光資源
磨き上げ事業
【観光戦略課】

令和４年度～

本市の観光資源の改善や観光メニューの磨き上げを図るため、九州医療科学
大学と連携した学生に対する市内の宿泊施設や観光資源を体験できるツアー
の費用助成を行い、魅力体験による本市への定住や、関係人口・交流人口の
増加につなげる。

　　補助金　400千円

  ＜補 助 先＞ 九州医療科学大学学生
　＜補 助 率＞ 2/3以内（上限額　10,000円/人）
  ＜実施場所＞ 市内観光施設

430 400 400

345
シェアサイクル管理運営事業
【観光戦略課】

令和５年度～

来訪者が延岡城・内藤記念博物館等のある歴史・文化ゾーンや中心市街地等
を気軽に周遊できる脱炭素型の移動手段であるシェアサイクルサービスの運
用を再開し、来訪者の利便性の向上や市内経済の活性化を図る。

　　事務費　　208千円（消耗品費等）
　　委託料　3,517千円（自転車維持管理委託料、シェアサイクル
　　　　　　　　　　　運営委託料）

　＜実施場所＞ 延岡駅や市役所を中心とする歴史・文化ゾーン

2,755 3,725 319 3,406
シェアサイ
クル事業収
入還元金

346 新
ツール・ド・九州2025大会
推進事業
【観光戦略課】

令和７年度

国際自転車ロードレースである「ツール・ド・九州2025宮崎・大分ステー
ジ」の開催地として本市が宮崎県内で初めて選定されたことを受け、賑わい
創出やＰＲ等、大会運営に係る経費について、宮崎県、大分県及び佐伯市と
ともに負担し、地域経済の活性化を図る。

　　負担金　32,829千円（延岡市負担分）

　＜負担先＞ ツール・ド・九州2025実行委員会

0 32,829 32,829

347 新
道の駅等多言語化推進事業
【観光戦略課】

令和７年度

令和９年がユネスコエコパーク登録10周年の節目の年に当たることに伴い、
道の駅等のホームページの多言語化に必要な経費を補助する。

　　補助金　1,518千円
　＜内　訳＞ 道の駅北川はゆま　　　792千円
　　　　　　 道の駅北浦　　　　　　242千円
　　　　　　 道の駅よっちみろ屋　　242千円
　　　　　　 須美江家族旅行村　　　242千円

0 1,518 1,518

348
浜木綿村施設整備事業
【観光戦略課】

平成25年度～

観光施設である「浜木綿村」の機能充実と利用者へのサービス向上を図るた
め、老朽化している設備の修繕・更新を行う。

　　工事請負費　6,736千円
　　　オートキャンプ場ベンチ撤去及び電気施設移設工事
　　　事務所入口風除室扉交換工事
　　　売店風除室新設工事

　　委託料　　　　800千円
　　　浜木綿村高木伐採

　　需用費　　　　626千円
　　　事務所入口横建具廻り補修等

　＜実施場所＞ 道の駅北浦・浜木綿村

16,038 8,162 6,700 1,462

349
道の駅「北川はゆま」機能
強化事業
【観光戦略課】

平成25年度～

宮崎県の北の玄関口である「道の駅北川はゆま」の生鮮食品等を販売する物
産館の室温安定化と衛生環境を整えるため、出入口に風除室を設置し施設機
能の充実を図る。また、老朽化した屋内照明器具のＬＥＤ化に加え、スポッ
ト照明を設置し、売り場の魅力向上を図る。

　　工事請負費  7,944千円（風除室新設、照明更新等）

0 7,944 3,310 4,600 34
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350
北方地域ユネスコエコパーク
拠点施設整備・誘客促進事業
【観光戦略課】

令和５年度～

「北方地域ユネスコエコパーク拠点施設整備構想」に基づく拠点施設を整備
するため、鹿川キャンプ場の水道施設整備のための取水井さく井工事及び水
道施設改修工事を行う。また、地域おこし協力隊を引き続き１名雇用しユネ
スコエコパークエリアの地域振興及び観光振興を図る。

　　工事請負費　59,552千円
  ＜ 内　訳 ＞ 鹿川キャンプ場取水井さく井工事       13,630千円
　　　         鹿川キャンプ場水道施設改修工事(機械) 20,876千円
　　　         鹿川キャンプ場水道施設改修工事(電気) 25,046千円

　＜実施場所＞ 鹿川キャンプ場

　　地域おこし協力隊事業費　5,469千円
  ＜ 内　訳 ＞ 報酬等      　4,000千円
       　　　  その他の経費　1,469千円

26,996 65,021 59,500 5,521

351 新
祝子川温泉「美人の湯」施設
改修事業
【観光戦略課】

令和７年度

令和７年８月１日から新たな指定管理者による管理運営を開始するに当た
り、老朽化が著しい調理室や調理機器類の改修を行う。また、露天風呂の衛
生管理のため土部分の解消工事や目隠しフェンス等の設置を行う。

　　工事請負費　29,920千円（調理室改修、露天風呂改修、目隠し
　　　　　　　　　　　　　　フェンス等設置）

0 29,920 29,900 20

352 新
祝子川キャンプ場施設
改修事業
【観光戦略課】

令和７年度

令和７年８月１日から新たな指定管理者による祝子川温泉と一体的な運営を
開始するに当たり、コテージのエアコン等を整備する。

　　需用費　　　　  100千円（消耗品）
　　工事請負費　　2,500千円（エアコン新設、照明器具改修等）
　　備品購入費　 　 900千円（寝具、ストーブ、炊飯器等）

0 3,500 1,000 2,500

353 (6) 地域雇用推進費
ひなた暮らし実現応援事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

令和元年度～

東京圏をはじめとする県外からの移住促進や東京都内大学生の移住を伴う市
内企業への就職を促進するため必要な取組みを行う。

＜移住支援事業＞【国制度分】 10,800千円(うち県補助額 8,100千円)
　○対象者：東京圏(東京23区就業)から地元企業に就職した移住者等
　○支援額：世帯1,000千円、単身600千円、子育て加算1,000千円/人
　○負担割合：国 1/2、県 1/4、市 1/4
　○補助金　10,800千円《世帯４世帯、単身３世帯、子育て加算５人》
＜ひなた暮らし実現応援事業＞ 19,800千円(うち県補助額 10,650千円）
 【県制度分】
　○対象者：東京圏、名古屋圏、大阪圏、福岡県からの移住就業者
　○支援額：世帯1,000千円、単身600千円(うち300千円は県補助対象）
　　　　　　子育て加算1,000千円/人
　○負担割合：県 3/4、市 1/4
　○補助金　15,400千円《世帯８世帯、単身４世帯、子育て加算５人》
 【市独自分】
　○対象者：国・県制度分の対象とならない県外からの移住就業者
　○支援額：世帯 1,000千円、単身 600千円
　○補助金　4,400千円《世帯２世帯、単身４世帯》
＜地方就職学生支援事業＞ 1,175千円(うち県補助額 825千円)
　①就職活動分
　  ○対象者　：本部が東京都内にある大学の東京圏のキャンパスへ
                通学し、当該年度に大学を卒業見込みの学部生
    ○支援内容：就職活動に関する規定に沿った行動に要した交通費
　　○支援額　：45千円(補助対象の定額40千円＋市上乗せ ５千円)
　　○負担割合：国 1/2、県 1/4、市 1/4
　　○補助金　675千円(申請見込：15人)
　②引越し支援分　※新規事業
　　○支援額　：100千円
　　○負担割合：国 1/2、県 1/4、市 1/4
　　○補助金　500千円(申請見込：５人)
＜事務費＞　役務費　18千円

23,330 31,793 19,575 12,218
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354
移住定住情報発信事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

平成27年度～

大都市圏で開催される移住関連イベントへ積極的に参加するほか、ふるさと
回帰支援センター及び宮崎ひなた暮らしUIJターンセンター等、関係機関との
連携強化により、移住希望者に直接アプローチし、本市の多彩な魅力や移住
支援金をはじめとする支援制度等の情報を効果的に発信する。
また、移住希望者･移住検討者が移住に向けた準備や移住先の検討のため、本
市を訪れる際に無料で利用できる「お試し暮らし施設」の管理･運営を行う。

　＜都市部で開催される移住相談会等への出展＞
　　会場使用料（出展料）　　　978千円
　　旅費、需用費、役務費　　2,780千円
　
　＜お試し暮らし施設の管理運営＞
　　施設の維持管理費、光熱水費、備品購入費等　　623千円
　　○対象者：市外在住で、移住を目的に仕事や住居を探す人、又は農
　　　　　　　林漁業等の研修を受けるなどの活動を行う者
　　○お試し暮らし施設の貸出し
　　　施設概要：３ＤＫ、家具等備付け(旧三椪小学校校長住宅)
　　　利用料金：無料(利用期間は２週間以内）
　
　＜移住希望者へのＰＲ経費＞
　　ノベルティ製作委託料、資料増刷費用等    824千円
　　ふるさと回帰支援センター負担金　      　 50千円

2,380 5,255 2,379 2,876

355
婚活支援事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

平成28年度～

独身男女に出会いの機会を提供する「みやざき結婚サポートセンター」への
登録支援や、民間団体の活動に対する支援を通じて婚活支援体制の強化を図
る。また、婚歴のある方や子どもがいる方、コミュニケーションが苦手な方
も参加しやすい環境を整えながら、出会いの機会の創出に取り組む。

　＜みやざき結婚サポートセンター等入会登録補助＞ 補助金 100千円
　　１人あたり入会登録料の２分の１(上限5,000円)を支給
　＜婚活イベント主催団体等への補助＞ 補助金　　　　　　 450千円
　　１事業あたり150千円を上限として補助
　　　(１団体につき年度内２回まで)
　＜婚活イベント市主催事業＞ 委託料 　　　　　　　  　1,320千円
　　結婚実現性の高い婚活イベントを複数回実施
　＜結婚支援に関する関係機関との連携＞ 旅費等　　　　 　 76千円

1,944 1,946 1,946

356
移住定住促進支援事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

平成29年度～

移住希望者・移住者に対して、効果的な支援を行うことにより、移住・定住
をさらに促進する。

　＜お試し滞在支援事業＞ 補助金　　　　　　　　 　　　450千円
　　移住活動を行う移住希望者の宿泊費・レンタカー代の一部を補助
　　○内容：①宿泊費補助金　上限２千円/泊・人(年度内２回まで)
　　　　　　　※１回の申請期間は市内宿泊施設に宿泊する６泊分まで
　　　　　　②レンタカー補助金　３千円/日・組(年度内２回まで)
　　　　　　　※１回の申請期間は最大７日間まで
　　○見込世帯数：宿泊補助、レンタカー補助それぞれ10世帯

　＜移住子育て家賃補助事業＞ 補助金　　　　　　　 　　440千円
　　移住した子育て世帯(18歳以下の子供がいる世帯)が負担する民間賃
　貸住宅の家賃の一部を補助する。
　　○補助対象額：支払った民間賃貸住宅の家賃から住宅手当等を減
　　　　　　　　　じた額に1/2を乗じた額
　　○補助上限額：一世帯当たり月額１万円
　　○上乗せ補助：看護師・准看護師、介護福祉士又は保育士・幼稚園
　　　　　　　　　教諭として就業する者がいる世帯については、月額
　　　　　　　　　５千円を上乗せ
　　○補助期間：最大12か月間
　　○見込世帯数：５世帯(うち上乗せ３世帯)
　　○前年度からの継続分：１世帯（50千円）

870 890 890

- 79 -
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357
事業承継・引継ぎ応援事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

令和元年度～

後継者の不在等による廃業を防ぎ、安定的な雇用の場の確保と本市経済の発
展を図るため、延岡市事業承継等支援センターにおいて、事業承継等の支援
を行う。

　　＜事業引継ぎ応援補助金＞　2,400千円
　　〇補助対象者    ：事業承継を行う市内中小企業等
　  〇補助対象経費  ：マッチングコーディネーター等との委託契約や
                      企業価値評価に係る経費
    〇補助率・限度額：補助対象経費の2/3以内・上限600千円

　　＜引継ぎ事業スタートアップ支援補助金＞　1,600千円
　　〇補助対象者    ：市内中小企業等から事業を承継した中小企業等
　  〇補助対象経費  ：譲り受けた事業に係る内装等・リフォーム工事
　　　　　　　　　　　に要する費用、備品購入費及び広告宣伝費
    〇補助率        ：補助対象経費の2/3以内
　　〇限度額        ：親族内承継300千円、第三者承継500千円

 　＜事業承継に関するセミナー等の開催＞　67千円
　  〇内容：セミナー、個別相談会など
    〇経費：旅費　54千円、報償費　13千円

　 ＜事業推進に係る経費＞　363千円
　  〇内容：チラシ作成、新聞広告掲載
    〇経費：需用費　60千円、役務費　303千円

5,830 4,430 1,200 3,230

358

キャリア教育支援センター
運営補助事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

平成29年度～

キャリア教育の一層の推進と充実を図り、市内企業への就職率向上による働
き手不足解消及び定住促進を図るため、延岡商工会議所が設置したキャリア
教育支援センターの運営に係る経費の一部を補助する。

　＜補 助 先＞ 延岡商工会議所
　＜事業概要＞ 小中学校及び高等学校への講師派遣
　 　　　　　　産業界と教育界へのキャリア教育の普及
　
　　補助金  2,000千円

2,000 2,000 2,000

359
中小企業人材確保支援事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

平成30年度～

市内中小企業の人材確保を支援するために雇用対策専門コーディネーターを
配置し、市内高等学校の生徒やその保護者を対象として企業説明会を実施す
るなど、就職支援を目的とした取組等を実施するとともに、企業の採用活動
支援を目的として、中小企業の人材確保に係る経費の一部を補助する。

　＜就職の支援等＞ 委託料 7,976千円、需用費 100千円、
　　　　　　　　　 役務費   173千円
　　〇市内高校生・保護者を対象とした、企業説明会の開催
　　〇市内企業等の高校生向けＰＲ動画作成
　　〇既卒者への市内企業の就職情報提供
　
　＜企業等の採用取組の補助＞　3,500千円
　　〇採用に関するＨＰやパンフレット作成など情報の発信に係る費用
　　　の補助
　　　　1,500千円　(補助対象経費の1/2以内 　 上限100千円/社)
　　〇市外での合同就職説明会出展に係る費用の補助
　　　　　400千円　(補助対象経費の1/2以内　　上限100千円/社)
　　〇ＵＩＪ希望者やインターンシップ希望者の受入費用の補助
　　　　　200千円　(補助対象経費の1/2以内　　上限100千円/社)
　　〇プロフェッショナル人材の採用経費の補助
　　　　1,000千円　(補助対象経費の1/2以内　　上限500千円/社)
　　〇人への投資促進コース等の受講に係る費用の補助
　　　　　200千円　(補助対象経費の1/2以内　　上限100千円/社)
　　〇就職説明会主催に係る費用の補助
　　　　　200千円　(補助対象経費の1/2以内　　上限100千円/社)

10,013 11,749 11,749
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360
延岡の企業の魅力発信事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

令和元年度～

人口減少の大きな要因である若年層の人口流出を防ぎ、本市の魅力ある企業
への雇用を促進するため、宮崎県内や市内の若者の主な転出先である福岡圏
域をはじめとした学生等と市内企業とのマッチング機会の創出を目的とした
会社説明会・交流会を開催し、仕事と暮らしの魅力を発信する。また、イン
ターンシップコーディネーターを配置し、市内企業におけるインターンシッ
プ実施の支援を行う。

　＜企業の魅力発信とインターンシップ促進事業における集客業務＞
　　委託料　1,368千円
　
　＜企業の魅力発信とインターンシップ促進事業業務＞
  　委託料　5,133千円

　＜事務費＞
　　旅費　159千円　　使用料及び賃借料　30千円

6,274 6,690 6,690

361
外国人材地域交流促進事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

令和２年度～

市内企業で働く外国人材の増加に伴い、外国人が安心して暮らせる環境の整
備が求められていることから、言葉の問題をはじめ、生活習慣などに対する
研修を実施するとともに、地域とのネットワークをつくるための様々な体験
をしてもらいながら、外国人労働者等にとって働きやすい、暮らしやすいま
ちづくりに向けた取組を行う。

　＜日本語教室の開催＞　　　　委託料　　941千円

　＜生活サポート等の研修及び地域とのネットワークづくり事業＞
　　　　　　　　　　　　　　　委託料  　286千円

　＜事業運営経費＞　　　　　　委託料　1,097千円

2,327 2,324 500 1,824

362
雇用促進事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

平成17年度～

本市における雇用機会の創出と拡大を図るため、地元企業と求職者のマッチ
ングを目的とした就職説明会(夏・冬）を開催する。また、令和６年度まで計
上していた地域雇用活性化推進事業に係る実績報告書の作成等を行う会計年
度任用職員を配置するとともに、中小企業振興センターを事務室として使用
するための光熱水費及びゴミ処理費に必要な予算を計上する。

　＜就職説明会等開催事業＞
　　会場設営委託料　924千円　　広告料等　308千円

　＜地域雇用活性化推進事業に係る事業＞
　　会計年度任用職員人件費　1,895千円
　　使用料及び賃借料等　　　 　26千円

1,237 3,153 3,153

363
延岡ＩＴカレッジ運営事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

令和４年度～

急速に進展するデジタル化に対応し、ＩＴ企業の更なる集積や市内企業等に
おけるＤＸ化を推進するため、デジタル人材の育成に向けた取組として、
「延岡ＩＴカレッジ」事業を展開する。また、事業をより効果的なものとす
るため、事業内容の検討や検証を行う運営委員会を設置する。

　＜運営委員会の設置＞　418千円
　　外部有識者を含む８名程度の委員で構成
　　報償費　89千円、旅費　329千円
　＜延岡ＩＴカレッジ＞　13,903千円
　　〇デジタル人材育成研修開催　委託料　13,798千円
　　　複数のコースを設け、デジタルスキル向上のためのセミナーを
　　　委託事業として実施する。
　　〇プロポーザル審査会開催　報償費　63千円、旅費　35千円
　　〇合同開講式開催　報償費　7千円

　＜事業推進に係る事務経費＞　385千円
　　〇受講生募集に係る新聞広告掲載　          役務費　330千円
　　〇(一財)オープンバッジネットワーク年会費  負担金　 55千円

14,740 14,706 7,160 7,546
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364

奨学金返還支援による地元
企業人材確保支援事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

令和４年度～

若者世代の市外への流出に歯止めをかけるため、また、働き手の不足が大き
な課題となっている市内企業等における人材確保を図るため、市内の企業等
に就職する者が返還する奨学金の一部について補助を行う。

　＜補 助 先＞ ①県の奨学金返還支援制度の対象者
　　　　　　 　②市育英会奨学金返還者
　　　　　　　 ③日本学生支援機構奨学金返還者（①対象者以外）
　＜補 助 率＞ ①県制度の支援額の1/2以内
　　　　　　 　②③返還額の1/2以内
　＜補助内容＞ 就職した１年、３年、５年経過時にそれぞれ助成
　　　　　　　 ※補助先ごとに補助上限額を設定
　＜見込件数＞ ①13名（補助上限額：60～225千円）
　　　　　　　 ②７名（補助上限額：81～270千円）
　　　　　　　 ③30名（補助上限額：150～450千円）

　　補助金　12,450千円　　広告料等　275千円

11,837 12,725 12,725

365
デジタル人材確保支援事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

令和５年度～

市内企業等におけるデジタル人材の確保を図るため、市内企業が「延岡ＩＴ
カレッジ」のキャリアアップコースを修了した者を採用し、就業支度金・就
業祝い金等を支給した場合、その一部を補助する。なお、補助対象となる事
業者については、事前に市の承認を受け、「延岡市デジタル化推進企業バン
ク」に登録された企業とする。

　＜補助率＞ 補助対象経費の3/4以内
　＜上限額＞ 採用者1人あたり75千円
　＜件　数＞ 18人

　　補助金　1,350千円　　旅費　36千円　　需用費　50千円

2,124 1,436 1,436

366 新
移住者コミュニティ創出事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

令和７年度～

ＳＮＳを活用した情報発信や移住希望者･移住検討者からの相談対応、大都市
圏での移住関連イベントへの参加等、移住促進業務を更に推進するととも
に、市と移住者の方々との繋がりを構築し、移住後の相談対応や、移住者コ
ミュニティを創出するため移住サポーター（会計年度任用職員）を配置す
る。

　　移住サポーター（会計年度任用職員）の配置　　6,470千円
　　公式ＬＩＮＥポータルシステム使用料　　　　　1,980千円
　　ＷＥＢ会議システムＺооｍ使用料　　　　 　　　27千円
　　事務費（資料作成等に係る消耗品費）　　　　　　 50千円

0 8,527 1,028 7,499

367 新

国立成功大学付属台南工業
高級中等学校との交流事業
【人材政策・
　　移住定住推進室】

令和７年度

本市と台湾･台南市との人材交流を通じて本市の更なる産業集積をめざし、令
和７年５月に国立成功大学付属台南工業高級中等学校の海外教育旅行を受け
入れる。

　＜人数＞高校生30名程度及び引率教員等

　＜交流事業に係る経費＞
　　　歓迎レセプション関連経費　　　 需用費等　525千円
　　　訪日団受入に係る通訳･翻訳経費　役務費　　140千円
　　　関連団体等の取組支援経費　　　 補助金　　 90千円

0 755 755
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368
8
1)
(1)

土木費
土木管理費
土木総務費

新
土砂災害宅地等復旧補助事業
【土木課】

令和７年度

自然災害により家屋の居住に用する部分に土砂、倒木等の障害物が堆積した
場合に除去費用の一部を補助することに加え、新たに、家屋の構造に影響の
ある場合の除去費用に対する補助や、除去後の二次災害を防ぐための仮設の
措置をする場合の補助も行う。また、住宅敷地内の土砂等の除去を被災者等
が自らの労力で実施する場合に対しても、使用する重機のリース代や土嚢袋
等の資機材、二次災害を防ぐために使用するブルーシートなどの資機材調達
への補助も行う。

　　補助金　2,600千円

土砂災害宅地等復旧補助金（補助対象経費の1/2を補助）
・居住に用する部分の土砂等の除去　　　　　　150千円(上限)×2件
・家屋の構造に影響がある場合の土砂等の除去　100千円(上限)×10件
・除去後の二次災害を防ぐための仮設の措置　　 50千円(上限)×6件
土砂災害宅地等復旧資機材補助金
・除去の際に使用した資機材の補助　　　　　　100千円(上限)×10件

0 2,600 2,600

369
地籍調査事業
【用地調査課】

昭和54年度～

国土調査法に基づき地籍の明確化を図り、市民や事業者の全ての営みの土台
を整備するため、土地の所有者、地番、地目等を調査し、境界の位置や面積
等の測量を行い地籍図及び簿冊等を作成する。

＜調査地区＞
　【本庁】　川島（１地区）　北一ケ岡（２地区）
　　　　　  緑ケ丘（２地区／街区境界調査）、二ツ島(２地区)
            南一ケ岡（１地区）
　【北方】　松崎（１地区）　ジュモチ谷（１地区）
　【北川】　下塚（２地区）

　　委託料　72,977千円
　　事務費　17,527千円（報酬 7,830千円　需用費等 9,697千円）
　　負担金　   177千円

91,960 90,681 65,250 50 25,381
地籍調査
成果手数料

370 (2) 建築指導費
狭あい道路拡幅整備事業
【建築指導課】

平成12年度～

建築基準法第42条第２項に規定する幅員４m未満の狭あい道路に面した敷地に
おいて建築行為を行う場合は、敷地を道路の中心線から２m又は片側から４m
後退する必要がある。この後退によって生じた用地を市に寄付する場合に必
要となる測量及び分筆、登記作業を行うと共に、後退用地内の擁壁、塀、植
栽等の除却費用補償及び舗装整備を行うことにより、狭あい道路の拡幅整備
を促進する。

　  委託料（調査・測量・分筆登記・所有権移転登記） 10,480千円
　　補償金（門・塀・植栽等の撤去費用の一部）　　　  4,100千円
　　舗装工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　  6,900千円
　　事務費（消耗品費）                                 30千円

21,330 21,510 10,740 10,770

371
木造住宅耐震化促進事業
【建築指導課】

平成17年度～

昭和56年以前に建築された旧耐震基準木造住宅の耐震性の向上を図るため、
国・県の補助制度を活用し、耐震診断及び耐震改修等に対する補助を行い、
安全で安心して暮らせる住まいづくりを促進する。また、耐震診断前の相
談・説明及び診断後の戸別訪問や普及活動等のために耐震診断アドバイザー
を派遣する。令和６年度に補助額を増額したことに加え、令和７年度は補助
採択の件数を増やし、耐震化を促進する。

　  委託料　耐震診断アドバイザー派遣　25件　　　 　   100千円
 　 補助金　耐震診断補助金　　　　　　60件　　　    7,800千円
　　　　　  総合支援　改修　　　　　　20件　　     24,000千円
  　　　　  総合支援　除却　　　　　　２件　　 　  　 920千円
  　　　　  総合支援　建替　　　　　　２件　　 　 　1,150千円
　　事務費　啓発チラシ作成　　　　　　１式　　　　　　262千円

25,632 34,232 21,904 12,328

372
ブロック塀等地震対策支援
事業
【建築指導課】

令和元年度～

災害時の避難路（敷地内通路は除く）に面した高さが1.2m以上かつ危険なブ
ロック塀の撤去に要する費用、および建替えに要する費用の一部を補助する
ことにより、危険なブロック塀等の撤去の促進を図る。

　　補助金（ブロック塀等除却）　237千円×40件　　　9,480千円

9,480 9,480 6,600 2,880
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373
空家等対策推進事業
【空家施策推進室】

平成28年度～

管理不全の空家等に対し、空家等対策の推進に関する特別措置法第22条に基
づく助言・指導、勧告、命令等により適切な措置を講ずるよう求めていくと
ともに、必要な措置を講じない特定空家等に対し、代執行を行う。また、所
有者等へ空き家の適正管理依頼文書や空き家・空き店舗・跡地バンク等の案
内文書を送付し、空家の適正管理及び活用促進を図るとともに、活用が困難
な不良空家は除却費の一部を補助することにより、周辺環境の保全を図る。

　　補助金（不良空家除却費補助）1,000千円×10件    10,000千円
　　　　　　　　　　　　　　　    600千円×30件　  18,000千円
　　工事請負費（代執行による解体工事費）            9,760千円
　　委託料（緊急安全措置対応）　  　　　　　　   　 1,715千円
　　事務費（審議会委員報酬、啓発チラシ印刷等）　　  7,535千円

37,794 47,010 15,615 31,395

374
移住・子育て住まい支援事業
【空家施策推進室】

平成28年度～

子育て世帯や移住希望の世帯が住宅を取得する場合にその費用の一部を助成
することにより、空き家対策を踏まえた中古住宅の活用を促進するととも
に、子育てしやすい環境づくりと、移住・定住施策を促進し、人口減少対策
を図る。

　　補助金　移住者新築住宅　　800千円×12世帯 　 9,600千円
　　　　　　移住者中古住宅　　500千円×４世帯 　 2,000千円
　　　　　　子育て中古住宅　  200千円×36世帯 　 7,200千円
　　　　　　加算：子供　　　　100千円×104人　　10,400千円
　　　　　　　　　バンク　　　200千円×２戸  　 　 400千円
　　　　　　　　　高齢化区域  100千円×２戸　　　  200千円

　　事務費（消耗品費）　　                    　　 200千円

30,000 30,000 7,007 22,993
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

375
「空き家発生ゼロ」推進事業
【空家施策推進室】

令和５年度～

空き家の発生抑制対策として、市民に対し空き家に関する相続・活用・除却
等の相談会を開催するほか、空き家・空き店舗調査活用相談員を３名に増員
し、積極的な空き家等の活用等に向けた助言等を行う。
また、空き家・空き店舗・跡地バンクの利用を通じた空き家の早期流通を促
進するため、バンク登録物件に特化したリフォーム等の補助を行う。

    補助金（空き家バンクリフォーム）　           　2,640千円
　　事務費（相談員報酬、会場借上料、印刷製本等）  12,670千円

9,115 15,310 15,310

376
住宅再生リフォーム商品券
事業
【空家施策推進室】

令和６年度～

築40年を超えた住宅の補修やリフォーム（空き家にあっては、除却工事を含
む。）に要する費用の一部を支援することにより、良好な住宅ストックの形
成及び利活用を促し、空き家化の抑制を図るほか、空き家除却による周辺の
生活環境の改善等を図る。

　＜事業名称＞over40 住宅再生リフォーム商品券＋（プラス）
　＜委 託 先＞プロポーザル方式による
　＜限 度 額＞500千円
　＜額　　面＞１枚５万円（プレミアム率10％）
　＜発行総額＞１億円

　　委託料                                     　20,000千円
　                                （事務委託料   10,000千円）
                                  （プレミアム分 10,000千円）
　　事務費（プロポーザル選考員報償金）　　　　　　   19千円

32,056 20,019 20,019

377
2)
(2)

道路橋梁費
道路維持費

道路附属物長寿命化修繕事業
【土木課】

令和元年度～

本市が管理する道路附属物(道路照明、排水施設、路側構造物等)の健全性を
把握し、従来の事後的な対応から予防保全的な対応に転換することで、事故
防止や維持管理費の平準化を図る。
令和７年度は若葉通線の法面補修や坂宮団地線外５路線の側溝敷設替え、桜
ケ丘通線外６路線の街路灯補修を行う。また、山下柚木線の法面点検や、特
定道路土工構造物の点検優先度検討の委託を実施する。
　
　　工事費(道路側溝敷設替等)　　　  94,400千円
　　委託料(道路法面点検等)　 　  　 12,300千円

134,335 106,700 85,200 21,500
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378
道路照明灯ＬＥＤ化
ＥＳＣＯ事業
【土木課】

令和６年度～

本市が管理する道路照明灯を民間企業の資金による効率的運営手法や技術力
等を活用したＥＳＣＯ事業により、道路照明灯のＬＥＤ化に取り組む。令和
８年度からの10年間の維持管理に向け、令和７年度は、道路照明灯の現地調
査や、一斉ＬＥＤ化工事を行う。
※ＥＳＣＯ事業者に一括して工事を委託することで、工事費用の削減が図
れ、また、令和７年度にＬＥＤ化することで、令和８年度以降の10年間の電
気代・維持管理費及びCO2の削減が図れる。

　　委託料（現地調査及び灯具等の取替費用）　98,007千円

247 98,007 89,600 2,337 6,070
蒲北トンネ
ル管理費分
担金

379
道路維持補修事業
【土木課】

市道実延長約1,451km(舗装率88.0％、未舗装174km)の適正な維持補修を行
い、多様化する市民のニーズに幅広く、かつ迅速に対応し、人と車の安全で
安心な通行と快適な走行の確保を図る。

　　工事費　253,540千円　需用費　   66,284千円
　　委託料   94,809千円　原材料費等 22,051千円

355,986 436,684 63,400 96,904 276,380
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

380  
トンネル長寿命化修繕事業
【土木課】

平成29年度～

トンネル長寿命化修繕計画に基づき、トンネルの長寿命化を図るため、蛇谷
トンネルと可愛トンネルの定期点検業務を行う。

    委託料（トンネル定期点検)　 　 10,000千円

53,040 10,000 5,500 4,500

381
道路長寿命化修繕事業
【土木課】

令和元年度～

市内全域において、道路の長寿命化を図るため、市内(約18km)の路面性状基
礎調査と、中川原愛宕線、西階通線・桜ケ丘通線・屋方原二股線の舗装工事
を行う。

　　工事費（舗装工事等）　　　　　　111,600千円
　　委託料（路面性状基礎調査）　　　　4,500千円

67,600 116,100 2,250 102,000 11,850

382 (3) 道路新設改良費
三須小野線道路改良事業
【土木課】

平成20年度～
令和８年度

(396,983千円)

本路線は、県道北方土々呂線と八重原延岡線とを結ぶ路線であり、拡幅改良
及び歩道設置により、車両の円滑な通行及び歩行者等の安全を確保するとと
もに、幹線道路ネットワークの形成を図るため整備するものである。
令和７年度は歩車道の整備を行う。

　　工事費(排水工、舗装工、区画線工、付帯工等)　44,500千円

96,500 44,500 24,475 18,000 2,025

383
山口松瀬線道路改良事業
【土木課】

平成23年度～
令和７年度

(528,895千円)

本路線は、北方町笠下地区と門川町を結び広域的な道路ネットワークを形成
しているが、幅員が狭く通行に支障をきたしていることから、道路の拡幅改
良整備を行い、地域住民の利便性の向上を図るものである。
令和７年度は擁壁工、排水構造物工及び舗装工等を行う。

　　工事費(擁壁工、排水構造物工、舗装工、防護柵工等)　27,500千円

15,000 27,500 13,750 13,700 50

384
桜小路野地線道路改良事業
【土木課】

令和３年度～
令和７年度

(221,529千円)

本路線は、市内での周遊観光展開における重要路線と位置付けられており、
アスリートタウン延岡アリーナの整備に併せ県道稲葉崎平原線との交差点に
右折レーンの設置や歩道のセミフラット化等を行い、交通の円滑化を図るも
のである。
令和７年度は交差点改良、歩車道の整備を行う。

　　工事費(排水構造物工、舗装工等)　70,000千円
　　補償費(電柱、信号機移設)　　　　15,000千円

53,400 85,000 42,500 38,200 4,300

385
下祝子稲葉崎線道路改良事業
【土木課】

令和３年度～
令和７年度
(78,873千円)

本路線は、市内での周遊観光展開における重要路線と位置付けられており、
拡幅整備することで、観光振興に寄与し、地域住民の利便性と交通の円滑化
を図るものである。
令和７年度は擁壁及び防護柵を設置し、舗装を行う。
　
　　工事費(擁壁工、防護柵工、舗装工等)　 20,000千円
　　補償費(電柱等移設)　　　　　　　　　　3,000千円

15,000 23,000 11,500 10,300 1,200
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386
西階通線道路改良事業
【土木課】

令和４年度～
令和９年度

(333,280千円)

本路線は、国体会場である西階公園野球場や選手の練習場として使用が予定
されている西階公園多目的屋内アリーナの玄関口としての役割を担っている
とともに、南方小学校、西階中学校の通学路及びバス路線として利用されて
おり、西階交番前交差点に右折レーン設置及び歩車道改良を行うことで、歩
行者の安全や交通の円滑化を図るものである。
令和７年度は用地購入、物件補償を行い、仮設交番の設置を行う。

　　工事費(仮設交番設置)　　　　　　　10,000千円
　　用地費　　　　　　　　　　　　　 190,000千円
　　補償費（物件補償）　　　　　 　　  1,000千円
　　委託料　　　　　　　　　　　 　　  1,000千円

31,000 202,000 105,600 77,700 18,700

387
西出北通線道路改良事業
【土木課】

令和６年度～
令和８年度

(323,000千円)

本路線は、延岡東小学校、延岡中学校の通学路として利用されており、高齢
者・若年者・障がい者を含む全ての人々が安心して歩行できる安全な歩行空
間を創出するために歩道の段差解消を行うものである。
令和７年度は排水構造物工及び舗装工等を行う。

　　工事費(排水構造物工、縁石工、舗装工等)　 150,000千円

23,000 150,000 82,500 60,700 6,800

388
上伊形線道路改良事業
【土木課】

令和６年度～
令和７年度
(85,592千円)

本路線は、上伊形地区から門川町へ通じる市道で、沿線には多くの山林資源
があることから、その木材搬出に利用されているほか、路線途中にある神社
への参拝者などにも利用されている。しかし、幅員が狭く、未舗装の区間も
あるため、離合や通行に支障をきたしていることから、道路改良を実施し、
産業の活性化や安心・安全な交通の確保を行う。令和７年度は舗装を行う。

　　工事費　51,992千円　委託料　4,000千円
　　補償費   1,000千円  用地費　1,000千円

30,000 57,992 28,996 26,000 2,996

389  
道路新設改良事業
【土木課】

延岡市全域において、市民生活に身近な市道の改良等を行うものである。
令和７年度は改良工事、測量設計等を行う。

　　整備路線　川水流うそ越線外36路線
　　工事費　  255,500千円　 用地費　 20,400千円  修繕料　300千円
　　補償費　   27,733千円　 委託料　150,840千円

470,600 454,773 417,300 37,473

390
上三輪笠下線道路改良事業
【土木課】

平成28年度～
令和11年度
(711,704円)

本路線は、上三輪町鹿越地区と北方町笠下地区を結ぶ道路であるが、幅員が
狭く台風等の出水時には冠水することから、拡幅・嵩上げ改良を行うことに
より、交通の安全を図るものである。
令和７年度は橋台工、法面工及び舗装工等を行う。

　　工事費(橋台工、法面工、舗装工等)　96,000千円
　　補償費(電柱移設、立竹木補償)　　　 3,000千円

60,000 99,000 99,000

391
安心安全プラスワン改良事業
【土木課】

令和元年度～

延岡市全域において、未改良となっている生活道路のうち、特に幅員狭小に
より、緊急車両等の通行に支障をきたしている箇所について、優先的に整備
し、交通の安全確保を図るものである。
令和７年度は改良工事及び測量設計等を行う。

　　整備箇所　岡元１号線外６路線
　　工事費　17,500千円　用地費 　2,760千円
　　補償費     420千円　委託料　29,980千円

32,900 50,660 44,500 6,160

392 (4) 橋梁維持費
橋梁長寿命化修繕事業
【土木課】

平成26年度～

橋梁長寿命化修繕計画に基づき、橋梁の長寿命化を図るため鷺島橋外４橋の
補修工事等を行う。また、189橋の５年毎の近接目視点検を行う。

　　工事費　橋梁補修(鷺島橋外４橋)　 　　       　316,000千円
　　　　　　橋梁撤去（下舞野２号橋）　　　　　　　 10,000千円
    委託料　定期点検（189橋）　　　　　　        　92,000千円
　　　　　　実施設計（出北陸橋外３橋）　　       　39,000千円
　　　　　　ＰＣＢ含有塗膜廃棄物処理(単独)    　 　 5,400千円
　　修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 500千円

296,000 462,900 216,480 183,900 62,520
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393
3)
(2)

河川費
河川改修費

河川管理事業
【土木課】

市内全域における準用河川及び普通河川等の維持管理、補修を行う。

　【本庁】追内川(河道掘削)          　　　　　　　　2,000千円
　　　　　浦上川(河道掘削)　　　　　　　　　　　　　2,500千円
          伍領川(河道掘削)　　　　　　　　　　　　　4,000千円
　　　　　柚木谷川(河道掘削)　　　　　　　　　　　　3,000千円
　【北方】東谷川(河道掘削)　　　　　　　　　　　　　3,000千円
　【北川】曽立谷川(除草伐採)　　　　　　　　　　　　　500千円
　　　　　山下谷川(河道掘削)　　　　　　　　　　　　　500千円
　【北浦】上直海川(河道掘削)　　　　　　　　　　　　　300千円

　　　　　修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,000千円

21,705 16,800 15,800 1,000

394
臨時河川等整備事業
【土木課】

普通河川等からの浸水被害の減少・災害の未然防止を図るため、護岸等の河
川整備を行う。また、内水浸水被害の大きかった９地区の対策については、
現在、新たに整備する必要のある排水路の検討や、ポンプ設置個所の選定な
どの調査を行っており、令和７年度は詳細な事業費算出を行う。

　　松本谷川(護岸工)　　　　　　　　　  　 　15,010千円
    小原谷川(護岸工)　　　　　　　　　　 　 　3,700千円
　　下葛谷川(護岸工)　　　　　　　　　　 　　10,000千円
　　美土の内谷川(測量設計)　　　　　　　 　　10,010千円
　　浸水対策(検討業務)　　　　　　　　　　　　5,000千円
　　(用地整理,補償費,家屋調査) 　 　　　　　 22,000千円

131,820 65,720 38,700 27,020

395 (3) 砂防費
急傾斜地崩壊対策事業
【土木課】

急傾斜地崩壊危険区域において、特に緊急性が高いとして県の補助を受けた
箇所に必要な防災施設を整備する。
　
　　小野第３地区(現場吹付法枠工・重力式擁壁工)　　　27,800千円
　　大貫第３地区(現場吹付法枠工)　　　　　　  　    52,400千円
    吉野新②地区(現場吹付法枠工) 　　　　　　 　    20,800千円
    小川第４地区(現場吹付法枠工)　　　　　　　　　　15,800千円
　　塩浜第２地区（現場吹付法枠工）　　　　　　　　　70,000千円
　　市内一円(補修・除草等)　                 　　　　4,400千円

270,700 191,200 93,400 93,400 4,400

396
県急傾斜地崩壊対策事業
負担金
【土木課】

昭和45年度～

県が実施する急傾斜地崩壊対策事業に対して負担金を支出する。

【県事業費 365,000千円】
　＜県営事業負担金＞ 市負担額 24,000千円(負担率 ５％,10％)
　　川島第４・５・６・７地区　　　差木野第５地区
　　伊達第２地区　　　　　　　　　土々呂第２地区
　　塩浜第２地区　　　　　　　　　無鹿第１・第９地区
　　無鹿第８地区　　　　　　　　　古城第１７地区
　　浦尻第３地区　　　　　　　　　小峰第６地区

30,500 24,000 21,600 2,400

397
4)
(2)

港湾費
港湾建設費

県港湾関係事業負担金
【土木課】

県が実施する港湾整備事業(浮桟橋補修や津波対策事業など)に対して負担金
を支出する。

【県事業費 678,000千円】
　＜県営事業負担金＞ 市負担額　67,800千円（負担率 10％)
　　 延岡新港(新浜地区) 　　　延岡港（方財地区）
　　 古江港(古江地区)

80,000 67,800 65,500 2,300

398
5)
(1)

都市計画費
都市計画総務費

新
都市再生整備計画策定事業
【都市計画課】

令和７年度

一ケ岡市営住宅跡地を利活用した南部地域子育て支援施設の整備に向けて、
国の補助金等を活用するために必要となる都市再生特別措置法に基づく整備
計画を策定する。

　　計画策定委託料　　　　9,963千円
    報償費　 　　  　　　　　65千円

0 10,028 10,028
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399 (2) 土地区画整理費
岡富古川土地区画整理事業
【区画整理課】

平成16年度～
令和７年度

(17,941,923千円)

Ⅰ　清算金交付徴収事務
　権利地積に対し、交付面積が多い場合は、超過分を金銭で徴収する。ま
た、権利地積に対し交付面積が少ない場合は、不足分を金銭で交付する。
　　清算金交付総額 　　19,055,578円　　交付件数　219件
　　清算金徴収総額　　 19,055,578円　　徴収件数　264件

Ⅱ　保留地清算金交付徴収事務
　保留地契約時の面積と確定測量した面積の差が生じた際に、清算を行う。
　　清算金交付総額　    　433,001円　  交付件数　25件
　　清算金徴収総額　 　   147,490円    徴収件数　13件

　　補償費　　19,489千円

25,500 19,489 5,834 13,655 清算徴収金

400 (5) 公園費  
公園等維持管理事業
【都市計画課】

市民の憩いとコミュニティの場である公園及び緑地の適切な維持管理を行
い、安全で安心して利用できる環境づくりと都市空間の美化・緑化を図る。

　　委託料(樹木剪定・伐採、除草、清掃等)　 125,624千円
　　修繕料(給排水、照明灯、遊具等)　　　 　  4,831千円
　　その他(原材料費、消耗品費等)      　    10,496千円

138,075 140,951 3,711 137,240

公園使用料
土地使用料
建物使用料
立木売払収
入

401  
協働・共汗公園づくり事業
【都市計画課】

平成25年度～

花壇整備や植樹、ベンチ設置などの公園の簡易的な整備について、市民と市
が協働して行う。市は整備に必要な材料や機械を提供し、地域住民(自治会
等)により整備が行われることで、公園愛護意識の高揚や地域コミュニティの
醸成を促し、併せてコスト縮減を図る。

　　原材料費 680千円  　機械借上料 220千円
　　消耗品費 180千円　  燃料費　　  20千円

1,200 1,100 1,100

402
都市公園施設長寿命化事業
（補助）
【都市計画課】

平成26年度～

国庫補助事業の要件を満たす都市公園施設の長寿命化事業について、国の補
助制度を活用し、令和５年度に更新した「公園施設長寿命化計画」に基づ
き、施設の長寿命化対策工事を行う。

　　工事費　48,000千円

　＜工事内容＞４公園、５施設
　　土々呂公園（園路、フェンス更新）
　　一ケ岡中央公園（園路更新）、浜川緑道（パーゴラ更新）
　　愛宕第２街区公園（複合遊具更新）

40,000 48,000 24,000 21,600 2,400

403
公園等施設整備事業
【都市計画課】

既存の公園緑地にある公園施設の改修や新たな整備を行い、市民の憩いの
場、安全で楽しいコミュニケーションの場として充実を図る。また、今後想
定されている災害に備え、一時避難所に指定されている都市公園において、
照明が設置されていない公園に防災仕様の照明を設置する。さらに、現在、
国交省が整備を進めている恒富地区河川敷（大瀬大橋下流右岸）に、移動式
簡易水洗トイレを設置し、市民の憩いの場として利用促進を図る。
　
　　工事費　　　　　　　　　　　　　　　16,500千円
　　備品購入費（移動式簡易水洗トイレ等） 8,998千円

　＜工事内容＞
　　天守山緑地（既設建物撤去）　　　　　　　　　1,500千円
　　緑ケ丘第５街区公園、塩浜第４街区公園
　　　　　　　　　　　（防災仕様照明灯設置）　　9,000千円
　　妙田公園（区画線引き直し、舗装打ち換え）　　6,000千円

11,000 25,498 4,500 5,300 15,698

404  
城山公園景観整備事業
【都市計画課】

平成26年度～

400年以上の歴史を有する城山の歴史的価値を生かした魅力ある公園づくりを
目的として、石垣等の既存資源を活用した街づくりや地域の賑わいづくりを
図る。また、来園者の安全と利便性確保のため、二階門櫓北側階段の手摺設
置工事を行う。
　
    委託料(樹木剪定・伐採、石垣等除草)　　　　　15,113千円
　　工事費(手摺設置工) 　　　　　　　　　　　　 　 657千円
　　事務費(パンフレット印刷)　　 　　　　          220千円

24,862 15,990 500 15,490
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405
都市公園施設長寿命化事業
（単独）
【都市計画課】

令和２年度～

国の社会資本整備総合交付金の要件を満たさない２ha未満の都市公園の施設
について、公共施設等適正管理推進事業債を活用し、老朽化し、または健全
度の低くなったトイレの更新を行い、施設の長寿命化を図る。

　　工事費　　7,300千円

　＜工事内容＞
　　紺屋町街区公園トイレ更新　　　　　　3,650千円
　　平原街区公園トイレ更新　　　 　　　 3,650千円

7,050 7,300 6,500 800

406 新
第一五ヶ瀬川市民緑地駐車場
整備事業
【都市計画課】

令和７年度

例年、多くの来場者を見込む「延岡花物語」や、令和９年に開催される「宮
崎国スポ・障スポ」において、駐車場不足が懸念されることから、プレ大会
が開催される令和８年に合わせ、それぞれの会場近くとなる本緑地に約180台
駐車場を整備する。

　　工事費（舗装工、出入口整備工、区画線設置工）　54,407千円

0 54,407 40,800 6,800 6,807
地域振興
基金繰入金

407 (6) 緑化推進費  
延岡植物園維持管理事業
【都市計画課】

花と緑の学習の場として、また憩いの場として年間を通じ来園者に満足し楽
しんでいただけるよう、植物園内の除草等維持管理作業を行う。また、季節
ごとに種から草花の苗を育てる等の種苗育成等を行う。

　　委託料(維持管理業務委託、樹木剪定伐採等)　　　19,591千円
　　需用費（肥料、農機具修繕費等）　　　　　　 　　1,689千円
    原材料費(花種子、苗木、園芸用土等)　　　　　 　　412千円
    その他(通信運搬費、機械借上料等)　　 　　　  　1,570千円

21,039 23,262 150 23,112
農産物売払
収入

408  
わたしたちの街の公園づくり
事業
【都市計画課】

昭和48年度～

地域住民等で組織する「公園緑地愛護会」が行う清掃、草刈等の作業に対
し、面積に応じて報奨金を支払う。本年度はさらに、団体の負担軽減を図
り、長期的に活動を継続できるようにするために、報奨金（定額分）を年間
５千円増額し、活動意欲の維持・向上を図る。

　　報償費　3,025千円

　＜対象団体＞ 112団体

2,520 3,025 3,025

409  
花と緑のまちづくり推進事業
【都市計画課】

平成６年度～

市と市民が協力し、潤いのある緑豊かで心豊かな住みよいまちづくりを実現
するために、花と緑のまちづくり推進協議会及び花のボランティア団体の育
成・強化を図り、市民協働による花と緑のまちづくりを推進する。また、市
が指定した保存樹木等について、その保全のための剪定工事等を行う所有者
又は管理者に対し補助を行う。

　　委託料(施設管理委託料、警備委託料)　　　　3,831千円
　　補助金(活動団体補助金等)　　　　　　　　　1,350千円
　　事務費(消耗品費、原材料費等)　　　　　　　2,492千円

6,000 7,673 300 7,373

410 (7) 高速道路建設推進費
高速道路対策事業
【高速道対策課】

平成７年度～

九州中央自動車道、東九州自動車道の早期整備のために大会を実施し、市
民、関係団体、行政が一体となって、国、県及び関係団体に対し提言活動を
行う。

　　事務費　3,474千円　　備品購入費　66千円　　負担金 400千円

3,535 3,940 3,940

411
道づくりを考える女性の会
補助事業
【高速道対策課】

平成16年度～

女性の立場から高速道路の必要性、重要性を考え、女性の意見を国、県並び
に関係機関に訴えていくことを目的に設立された「道づくりを考える延岡女
性の会」の活動に対して助成を行う。

　＜補助先＞ 道づくりを考える延岡女性の会
　　補助金　650千円

650 650 650
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412
九州中央自動車道建設促進
延岡期成会補助事業
【高速道対策課】

平成28年度～

九州中央自動車道や東九州自動車道の早期整備による九州の一体的かつ均衡
ある発展を図るため、国、県、関係機関等への提言活動を行うことを目的に
民間サイドで設立された「九州中央自動車道建設促進延岡期成会」に対して
助成を行う。

　＜補助先＞ 九州中央自動車道建設促進延岡期成会
　　補助金　900千円

900 900 900

413
6)
(2)

住宅費
住宅建設費

市営住宅ストック総合
改善事業
【建築住宅課】

既存ストック市営住宅の総合的な活用を図ることを目的として、適時・適切
な改修工事の実施を基本に団地毎の状況に応じて、居住性向上、安全性確
保、長寿命化等の改善工事を行う。

　工事請負費　 310,316千円
　　外壁落下防止改修工事　　３団地、４棟　　         108,832千円
     (桜ケ丘第１団地、桜ケ丘第３団地、久保山団地)
　　屋根防水改修工事　　　　２団地、２棟　　　        47,130千円
     (桜ケ丘第３団地、久保山団地)
　　給水ポンプ設備改造工事　１団地、１棟　 　          9,742千円
　　 (昭和町第２団地)
　　風呂改修工事　　　　　　４団地、６棟　　       　 60,200千円
　　（久保山団地、古江団地、宇和路団地、昭和町第３団地）
　　３点給湯配管改修工事　　４団地、６棟              35,260千円
　　（久保山団地、古江団地、宇和路団地、昭和町第３団地）
　　ＬＥＤ照明改修工事　　　４団地、25棟、482戸分  　 42,474千円
     <共用灯>
　　（西階はぎ団地、西階つつじ団地）
　　 <宅内>
　　（桜ケ丘第１団地、昭和町第３団地）
　　24時間換気対策工事　　　１団地、１棟、18戸分  　   6,678千円
　　（西階つつじ団地）

320,715 310,316 133,293 162,900 14,123

414
市営住宅エレベーター設置
事業
【建築住宅課】

令和６年度～

市営住宅の居住水準の確保と良好な住環境の整備を目的として、居住性向
上、安全性確保、高齢化社会に対応した住戸改善について、旭ケ丘南団地に
おいてエレベーター棟及び共用通路の設置工事、一ケ岡Ａ団地においてエレ
ベーター棟及び共用通路の設置に伴う調査設計業務委託を行う。

　　工事請負費　177,254千円
　　委託料　　  　6,884千円

5,238 184,138 87,464 87,400 9,274

415 新
市営住宅ＰＦＩ集約建替整備
事業（一ケ岡Ｄ・Ｅ団地）
【建築住宅課】

令和６年度～
令和16年度

(5,680,004千円)

一ケ岡Ｄ団地及び一ケ岡Ｅ団地は、昭和45～49年にかけて整備されており、
建物は狭小で老朽化が著しく、耐震性が乏しい状況であり、それぞれの団地
において、バリアフリー化や駐車場の整備など住環境の整備及び大規模地震
や津波浸水などの防災減災による安全性への対応が課題となっている。ま
た、一ケ岡地区が国の「脱炭素地域」に選定されたことも踏まえ、脱炭素型
の住宅整備も必要となっている。
さらに、将来の人口減少を見据えた住宅量の整備を円滑にスピード感をもっ
て行うことが重要となることから、両団地を集約した建替えを行う。
この建替え事業については、市の財政負担の軽減や市民サービスを低廉に提
供するため、民間の経営能力及び技術的能力を活用して効率的かつ効果的に
実施可能なＰＦＩ手法を導入する。
また、事業を確実に遂行し、要求水準書等に規定した要求水準を達成してい
るか否かを確認するため、モニタリング業務委託により円滑な事業推進を支
援する。

　　報償費　　　　 　1,500千円
　　委託料　　　　 　6,500千円
　　工事請負費　　　63,415千円
　　公有財産購入費 　6,336千円

0 77,751 36,981 36,900 3,870
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416
9
1)
(2)

消防費
消防費
救急業務費

救急救命士養成事業
【消防本部消防課】

平成27年度～

効果的な救命行為を実施するため、救急救命士養成計画に基づき、年間２名
の救急救命士を養成し、１台の救急車に救急救命士が常時２名乗車する体制
の確保を目指す。

　【各２名分】
    旅費   1,284千円　　負担金 3,410千円　　需用費   462千円
　　役務費 　 80千円　　公課費    18千円

5,252 5,254 5,254

417
離島救急搬送業務関連事業
【消防本部警防課】

令和２年度～

島浦町内で救急搬送を必要とする傷病者が発生した場合に、島浦町から浦城
港等までの搬送について、住民負担のない形で常時傷病者を搬送出来る体制
を確保するため、島浦町渡船組合の構成員に海上搬送業務を委託する。
　
　＜救急搬送業務委託＞

　　委託料 1,704千円　　【内訳】受付業務委託　1,074千円
　　　　　　　　　　　　　　　　搬送業務委託　  630千円（年70回）

2,000 1,704 1,704

418 新
３北ガソリンスタンド設置
ＡＥＤ更新事業
【消防本部警防課】

令和７年度

平成31年１月に「北方町・北浦町・北川町中山間地域のガソリンスタンドと
のＡＥＤ設置に関する協定」を締結し、中山間地域で市民の認知度と利便性
の高いガソリンスタンドに設置した３台のＡＥＤが、令和７年11月に使用期
限を迎えることから、本体更新に合わせて屋外型ＡＥＤ収納ＢＯＸを設置し
24時間使用できるものとする。

　＜設置場所＞
　　北方町：有限会社　県北石油
　　北浦町：日髙勝三郎商店　石油部
　　北川町：有限会社　安藤石油店

　　備品購入費　1,510千円
　　　　　　　　　【内訳】ＡＥＤ３台：990千円
　　　　　　　　　　　　　屋外型ＡＥＤ収納ＢＯＸ３台：520千円

0 1,510 1,510

419 (3) 非常備消防費
消防団員制服貸与事業
【消防本部総務課】

平成20年度～

消防団員の活動時の安全確保を図るため、新入団員に活動服一式を配備し、
併せて年次計画に基づき現役団員に棄損・消耗頻度の高い活動服等を再配備
する。

　＜配備先＞
　　新入団員（活動服一式 100名分）
　　　※活動服、ベルト、階級章、アポロ帽
　　現役団員 (活動服一式 200名分)
　　　※活動服、ベルト、アポロ帽

    需用費 10,979千円

10,995 10,979 1,153 9,826

420 (4) 消防施設費
消防署車両整備事業
【消防本部警防課】

救急業務をはじめ、火災、風水害等の災害時に消防本来の機動力を発揮する
ことが出来るようにするため、延岡市消防本部・署車両更新計画に基づき、
老朽化した高規格救急自動車１台（緊急消防援助隊登録車両）を含む計５台
の緊急自動車を更新する。

　＜整備車両＞
　・高規格救急自動車　１台
　　　備品購入費 47,425千円　　公課費 33千円　　役務費  22千円
　・予防２号車　１台
　　　備品購入費  6,261千円　　公課費 28千円　　役務費　37千円
　・警防３号車　１台
　　　備品購入費  8,211千円　　公課費 49千円　　役務費　36千円
　・警防２号車　１台
　　　備品購入費  7,764千円　　公課費 49千円　　役務費　38千円
　・指令車　１台
　　　備品購入費  5,862千円　　公課費 28千円　　役務費　38千円

　【総計】
　　備品購入費　75,523千円　公課費　187千円
　　役務費　　　　 171千円

76,742 75,881 54,400 21,481
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421
消防団車両整備事業
【消防本部警防課】

平成20年度～

地域防災の中核となる消防団の機動力を確保するため、延岡市消防団車両更
新計画（第１支団～第６支団）に基づき、老朽化した消防団車両５台（小型
動力ポンプ付積載車（Ｂ２級・ＡＴ車））を更新する。

　＜配備先＞
　・土々呂分団第40部（赤水町）　　・南方第２分団第48部（舞野町）
　・南浦第２分団第58部（須美江町）・北浦第２分団第２部（市振）
　・北浦支団本部（総合支所）
 
　　備品購入費 58,235千円　公課費 148千円
　　役務費         86千円

70,189 58,469 44,600 13,869

422
水利施設整備事業
【消防本部警防課】

消防力の整備指針に基づき消防用水利施設を整備するとともに、南海トラフ
地震などの大規模な災害でライフラインが途絶した場合でも、生活用水とし
て利用可能な耐震性貯水槽の設置予定地の地質調査及び設置を行う。また設
置後50年以上経過し老朽化した防火水槽の補修や撤去などを計画的に行い、
災害時に使用可能な状態を維持する。

【耐震性貯水槽（１基）設置】　＜設置予定地：北浦グラウンド＞
　　工事請負費　10,563千円
　　委託料　     2,908千円　【内訳】２次製品価格調査　　　616千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　  設置予定地地質調査　2,292千円

【防火水槽（１基）撤去】　＜撤去場所：北浦町古江民有地＞
　　工事請負費　 2,281千円

0 15,752 13,400 2,352

423
高機能消防指令システム中間
更新整備事業
【消防本部通信指令課】

令和３年度～
令和８年度

(208,560千円)

平成20年の消防庁舎移転による高機能消防指令システムの導入から13年が経
過し、機器の一部が更新時期を迎えたため、耐用年数に到達する機器の中間
更新を令和３年度に行い、令和４年度から更新機器のリースを開始し、市民
からの緊急要請に即応する体制を維持する。
　
【債務負担行為設定】
　令和４年４月１日から令和９年３月31日までシステム機器リース契約
　（60か月）
　※令和３年度～機器設置、システム改修

　　使用料及び賃借料 36,960千円

36,960 36,960 36,960

424

高機能消防指令システム
（ＡＶＭ等）中間更新整備
事業
【消防本部通信指令課】

令和６年度～
令和13年度

(127,019千円)

高機能消防指令システムについて、令和３年度に更新を要する機器の中間更
新を行なった。令和６年度にはＡＶＭ（車両運用端末装置）の他、更新時期
を迎える機器の中間更新を行い、令和７年度から更新機器のリースを開始
し、市民からの緊急要請に即応できるように高機能消防指令システムを適正
に維持管理する。
　
【債務負担行為設定】
　令和７年４月１日から令和14年３月31日までシステム機器リース契約
　（84ヶ月）
　※令和６年度～機器設置、システム改修

　　使用料及び賃借料 14,637千円

24,560 14,637 14,637

425 新
消防救急デジタル無線更新
事業
【消防本部通信指令課】

令和７年度

平成26年の設置完了から10年以上経過する消防救急デジタル無線機器を更新
し、災害出場や救急出場時の無線通信に支障をきたさないよう整備を行う。

　＜更新該当施設＞
　　・消防本部、速日の峰中継局、鏡山中継局、北浦中継局、各緊急車両
　＜更新機器＞
　　・消防本部基地局及び各中継局のアンテナ及びサーバー、
　　　無線回線制御装置、各中継局無線装置、車載型無線装置、
　　　携帯型無線装置、簡易無線装置、各電源設備　等

    工事請負費 1,161,941千円

0 1,161,941 1,142,200 19,741
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426 (5) 水防費
水防活動用安全装備品整備
事業
【消防本部総務課】

令和６年度～

台風や局地的な豪雨等による災害に備え、水防活動に適した安全装備品を計
画的に整備することにより、消防団員（水防団員）の安全を確保する。

　＜整備品＞ 高視認性雨衣　770着

    需用費 9,702千円

14,322 9,702 3,234 6,468

427 (6) 災害対策費
自主防災組織育成事業
【消防本部警防課】

平成18年度～

災害に強いまちづくりを目指し、自主防災組織の育成と強化を図るため、災
害時の自主防災活動に必要な資機材整備費や自主防災組織連絡協議会の運営
費を補助する。

　＜補助先＞ 延岡市自主防災組織連絡協議会
　＜組織数＞ 281組織(令和６年７月８日現在)
　＜組織率＞ 85.10％

　　補助金 2,626千円　　　【内訳】活動支援事業　　　　350千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　資機材整備事業　  2,276千円

2,622 2,626 389 2,237

428
10
1)
(1)

教育費
教育総務費
教育委員会費

新
小中学校民間プール活用
モデル研究事業
【教育政策課】

令和７年度～

民間プールを活用した水泳授業をモデル校で行うことで、児童生徒の泳力の
向上を図るとともに、水泳授業に関する教員の業務負担軽減や学校プールの
施設の老朽化に伴う維持管理、改修・改築費用の縮減などを検証し、今後の
学校プールのあり方について研究する。
　
  ＜対 象 校＞　土々呂小学校ほか３校
　　業務委託料　8,400千円
　　事務費　　　  495千円

0 8,895 8,895

429
英語・国際理解力
パワーアップ事業
【学校教育課】

平成２年度～

ＡＬＴ（外国語指導助手）を15名配置し、子どもが英語に触れる機会を充実
させることにより、国際理解教育を推進する。
また、英語検定の受験料を補助することにより、生徒の英語学習の意欲向上
を図るとともに、外国語教員による授業視察及び英語教育における小中連
携、講師を招聘しての授業改善研修を行う。
　
　＜ 委 託 料 ＞ 外国語指導助手派遣業務委託料　53,724千円
　＜備品購入費＞ ＡＬＴ宿舎備品買替費用   　　　　110千円
　＜ 補 助 金 ＞ 英語検定受験料補助　　　　　　 7,339千円
　　　　　　　※中学１・２・３年生対象
　　　　　　　５級…2,500円、４級…2,900円、３級…5,000円
　＜ 事 務 費 ＞ 報酬　　　　　　　　　　　　  17,230千円
　　　　　　     需用費等　        　　　　　  12,950千円

86,727 91,353 1,176 90,177

社会保険料
被保険者負
担金
宿舎使用料

430
特別支援教育・学習活動
サポート事業
【学校教育課】

平成14年度～

特別支援教育の充実を図るため、特別支援教育支援員を必要数配置し、さら
に、帰国・外国人児童生徒に対し日本語の指導・支援を行うため、日本語教
育サポーターを配置することで、学校の学習活動全般を支援する。
あわせて、医療的ケアが必要な児童生徒の支援のため、看護師を必要数配置
する。
　
　＜ 特別支援教育支援員   ＞ 60名
　＜ 日本語教育サポーター ＞ ５名
　＜ 看護師　　　　　   　＞ ５名（直接雇用３名、委託２名）

　　委託料　　4,965千円
　　人件費　239,033千円　　　 　旅費等　4,189千円

199,546 248,187 12,003 96,814 139,370
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

- 93 -



　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金
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その他
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431
コミュニティ・スクール
推進事業
【学校教育課】

平成29年度～

学校と地域住民等が力を合わせて、学校の運営に取り組むため、教職員や地
域住民向けの研修会の実施や各地区での実践事例等の広報を行うなど、本市
全体の円滑なコミュニティ・スクールの推進を図る。
また、各コミュニティ・スクールの運営や教育活動を補助することにより、
地域と一体となった特色ある学校づくりを進める。

　＜補 助 先＞ 各学校の学校運営協議会
　＜補 助 金＞ 5,372千円
　＜対象事業＞ ・研修会講師旅費
　　　　　　　 ・研修会講師謝金
　　　　　　　 ・教育活動に係る消耗品費
　　　　　　　 ・協議会等の広報に係る印刷製本費
　　　　　　　 ・地域版ドリームプラン配当　　　　等
　＜事 務 費＞ 1,741千円（報酬、報償費、旅費、需用費）

3,935 7,113 7,113

432
学校の働き方改革支援事業
【学校教育課】

令和２年度～

学校における働き方改革を支援し、教職員が授業を中心とした質の高い教育
活動に専念できる環境の実現を図る。

　　① 校務支援システム　負担金　　　　　　　　　　　13,013千円
　　② スクールロイヤー制度
　　　　学校法務研修会　講演委託料　　　　　　　　　　　200千円
   　 　各学校巡回法務研修　弁護士委託料　　　　　　　2,200千円
  　　　学校のトラブル等に係る弁護士相談　謝金　　　　　198千円
　　③ スクール・サポート・スタッフ（32名）　配置費　33,469千円
　　④ 学校電話応答メッセージ（時間外の対応）回線使用料 111千円

45,212 49,191 9,066 40,125

433
ＡＩ及びプログラミング学習
による学力向上推進事業
【学校教育課】

令和３年度～

児童生徒一人ひとりの習熟度に合わせたＡＩ型学習教材や、学習指導要領に
対応したプログラミング教材を活用することにより、主体的・自律的な学び
を実現し、情報活用能力を育成する。

　＜使用料及び賃借料＞
　　①ＡＩ型学習教材利用料　　　　 40,392千円
　　②プログラミング学習教材利用料　2,728千円

43,714 43,120 30,100 13,020
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

434
誰一人取り残さない「新たな
学びのフィールド」構築事業
【学校教育課】

令和５年度～

年々増加傾向にある不登校児童生徒へのきめ細かな支援を行うため、アウト
リーチ・オアシス教室の運営及びＩＣＴを活用したオンライン学習配信、学
びの多様化学校の運営を行うことにより、個々の不登校児童生徒の状況に応
じた学習支援等を行う。

　①アウトリーチ・オアシス教室の運営
　②ＩＣＴを活用したオンライン学習支援
　③学びの多様化学校の運営

　　人件費 　37,779千円　　需用費等　3,766千円

51,552 41,545 1,441 40,104

435
論理コミュニケーション力
向上事業
【学校教育課】

令和５年度～

慶応義塾大学講師とのオンライン同時双方向遠隔授業を実施し、論理コミュ
ニケーション能力の育成を行う。

　＜委託料＞ 調査分析委託料
　　　　　  ・慶應義塾大学ＳＦＣ研究所と連携した論理
　　　　　 　コミュニケーション授業、学習効果測定分析　5,663千円

　＜需用費＞ 95千円

5,961 5,758 5,758

- 94 -
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436
部活動支援事業
【学校教育課】

令和５年度～

部活動指導員の配置、運動部及び文化部の大会参加に係る費用の支援、小・
中学校体育連盟実施事業への補助等を行う。
また、部活動の在り方や地域移行等について、地域スポーツ団体、学校等の
関係者からなる協議会において、引き続き調査・検討を行う。

　＜補助金＞　6,039千円
　　県中学校体育大会出場補助金　4,500千円
　　延岡地区中学校体育連盟補助金　139千円
　　延岡地区小学校体育連盟補助金　900千円
　　小中学校文化部活動支援補助金　500千円

　＜事務費＞ 13,012千円（報酬、報償費等）

13,253 19,051 3,836 15,215

437
学力向上推進事業
【学校教育課】

令和５年度～

国・県の関係機関や大学・企業等との更なる連携を図り、学力向上に向けた
教員の授業改善の支援を行う。

　①文部科学省等の外部機関と連携・共同した教師の授業改善
　②旭化成等の地元企業との連携による理数教育の充実
　③テスト採点システムの導入による授業改善の取組

　＜ 委託料 ＞ 調査分析委託料
　　　　 ・宮崎大学と連携した学力調査等の結果調査研究　　200千円
　

　＜事務費＞ 4,353千円（報償費、旅費、需用費、使用料及び賃借料等）

3,910 4,553 4,553

438
学力向上指導員配置事業
【学校教育課】

令和６年度～

学力向上指導員を配置し、少人数指導やティームティーチング等、児童生徒
一人ひとりの発達の段階や学習の習熟度に応じた、きめ細やかな学習指導の
充実を図る。

　＜ 学力向上指導員 ＞ 20名
　
　　報酬　40,620千円　　旅費　900千円

20,760 41,520 41,520

439
読書活動推進員配置事業
【学校教育課】

令和６年度～

小・中学校に読書活動推進員を配置し、児童生徒が活字に触れ、楽しむ環境
を整備することで、読書活動を促進するとともに、年々進んでいる児童生徒
の読書離れを防ぐ。

　＜ 読書活動推進員 ＞  ３名
　
　　報酬　3,037千円　　旅費　582千円

3,258 3,619 3,619

440 新

児童生徒一人一人を大切に
する「のべおか心サポート」
事業
【学校教育課】

令和７年度～

年々増加している不登校や、問題行動の低年齢化、家庭環境の多様化に伴
い、児童生徒の抱く不安や悩みが複雑化している。児童生徒の内外的要因に
対する効果的な指導・支援を行うため、学校生活への満足度・意欲等を調べ
るＷＥＢＱＵ検査の活用、生徒指導支援員、スクールソーシャルワーカーの
配置、校内教育支援センターの設置等、児童生徒の心のサポート体制を構築
する。

　①ＷＥＢＱＵ検査の実施・活用
　②生徒指導支援員の配置（６名から７名へ増員）
　③スクールソーシャルワーカーの配置（２名）
　④校内教育支援センターの設置（支援員２名）
　⑤延岡西臼杵いじめ問題対策専門家委員会の運営

　　人件費 　19,376千円　　委託料　4,868千円
　　需用費等　1,179千円

0 25,423 3,120 138 22,165

延岡西臼杵
いじめ問題
対策専門家
委員会運営
負担金
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441
教職員校務用ＰＣ再整備事業
【学校支援課】

令和６年度～

令和６年度に入替を行った校務用ＰＣについて、引き続き、リース契約を継
続する。また、学校用のセンターサーバについて、５年のリース期間及び２
年の延長保守の期間が満了することから、再整備を行う。

　＜事業費内訳＞
　　① 校務用ＰＣ賃借料　　　　　33,815千円
　　② 学校センターサーバ賃借料　 4,762千円

50,572 38,577 38,577

442
ＩＣＴ教育環境整備事業
【学校支援課】

平成29年度～

ＧＩＧＡスクール構想により整備した１人１台端末の環境にふさわしい高速
大容量の通信環境を実現するとともに、整備したハード面に対するサポート
委託、リース契約を継続する。また、ネットワーク機器のライセンス期間が
満了するため、更新を行う。

　＜事業費内訳＞
　　① 学校ＩＣＴ環境保守業務委託　　　　　　7,023千円
　　② インターネット利用料　　　　　　　　　　935千円
　　③ 遠隔授業用ビデオ会議システム使用料　　　259千円
　　④ ネットワーク機器ライセンス設定委託料　7,817千円

8,584 16,034 16,034

443
誰一人取り残さない
オンライン学習環境整備事業
【学校支援課】

令和３年度～

インターネット環境のない家庭に無料でモバイルルーターを貸し出し、オン
ライン学習環境を整備することで、家庭においてもＩＣＴを活用した児童生
徒の個別最適な学びを実現する。

　　使用料及び賃借料（4,400台）　4,744千円

16,940 4,744 4,744

444
ＩＣＴ活用学校サポート
事業
【学校支援課】

令和３年度～

ＧＩＧＡスクール構想により整備した児童生徒１人１台端末を有効活用する
ため、ＩＣＴ支援員やヘルプデスクを配置し、学校のＩＣＴ化を円滑に進め
る。

　　ＩＣＴ支援員、ヘルプデスク業務委託料　6,046千円

　＜委託業務内容＞
　　① ヘルプデスク窓口対応（電話、メール等、現地対応）
　　② ＩＣＴ支援員訪問支援
　　③ オンライン研修
　　④ マニュアル等の作成
　　⑤ 一般管理業務（ＩＣＴ支援員管理、報告書作成等）

7,812 6,046 4,200 1,846
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

445
学校図書館図書整備事業
【学校支援課】

県外にお住まいの本市出身者からの多額のご寄附を活用し、学校図書館の蔵
書数と質の充実を図り、児童生徒の読書活動を推進する。
　
　  備品購入費　   27,862千円
　　　＜小学校＞ 　15,122千円
　　　＜中学校＞ 　12,740千円

27,238 27,862 4,000 23,862
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

446 (3) 教育振興費
ふるさと教育推進事業
【学校教育課】

平成28年度～

ふるさと延岡に対する児童生徒の理解と愛着を深めるための取組を行う。

　① 市内で活躍する人を講師とした「子どもたちに伝えたいこと」
　② 社会科副読本の配布
　③ 学校が行うふるさと教育（児童生徒の体験・創作活動）の推進
　④ 延岡に着任した新規採用教諭等への延岡研修の実施
　⑤ のべおか未来ワークショップの開催
　⑥ キャリア・パスポートファイルの配布
　⑦ 延岡の歴史や文化を知る施設見学のためのバス借上げ

　＜委託料＞ のべおか未来ワークショップ研修委託料　218千円
　＜事務費＞ 7,659千円（報償費、需用費、使用料及び賃借料）

7,245 7,877 7,877
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447
2)
(1)

小学校費
学校管理費

小学校施設非構造部材
落下防止改修事業
【学校支援課】

平成28年度～

小学校校舎の非構造部材(外壁等）について、落下防止等の改修工事を行う。
　
　＜対 象 校＞ 北方学園小学校
　＜改修内容＞ 外壁のモルタル浮き・ひび割れ等の補修、外壁塗装、
　　　　　　　 ガラス飛散防止対策
　  工事請負費　29,112千円

207,882 29,112 9,311 19,800 1

448
小学校空調設備整備事業
【学校支援課】

平成30年度～
令和８年度

(1,823,772千円)

小学校の特別教室等に空調機を整備する。

　＜Ｒ７対象校＞ 北方学園小学校、北川小学校
　　工事請負費  48,433千円
　　業務委託料　 　400千円（工事監理）

333,400 48,833 4,022 44,800 11

449
小学校施設バリアフリー化
改修事業
【学校支援課】

令和３年度～
令和７年度

(147,368千円)

小学校施設のバリアフリー化に係る設計及び改修工事を行う。
　
　【多目的トイレ整備】
  ＜対 象 校＞ 北川小学校
　＜整備内容＞ 多目的トイレ整備に係る設計、建築・設備工事
　　工事請負費　 6,170千円
　　業務委託料　   810千円

29,200 6,980 3,349 3,600 31

450
児童生徒就学援助事業
【学校支援課】

経済的な理由によって就学困難な児童生徒の保護者及び特別支援学級就学児
童生徒の保護者に対して必要な援助（給食扶助を含む）を行うことにより、
義務教育の充実に寄与する。

　＜事業費内訳＞
 　 扶助費　　　　　　（小）86,668千円　（中）87,611千円

　（対象人数）
    要保護分　　　　　　　　　　　15人　　　　　　　10人
　　準要保護分　　　　 　　　　　885人　   　　　　589人
　　特別支援学級分　　　　　　　 105人　　　　　　　42人
    合　　計　　　　　　　　　 1,005人             641人

162,954 174,279 4,205 170,074

451
3)
(1)

中学校費
学校管理費

中学校施設非構造部材
落下防止改修事業
【学校支援課】

平成28年度～

中学校校舎及び武道場の非構造部材(外壁等）について、落下防止等の改修工
事を行う。
　
　＜対 象 校＞ 北方学園中学校、北浦中学校
　＜改修内容＞ 外壁のモルタル浮き・ひび割れ等の補修、外壁塗装、
　　　　　　　 ガラス飛散防止対策、設計･監理委託
　  工事請負費　102,888千円
　　業務委託料　  6,829千円

116,257 109,717 35,089 74,500 128

452
中学校空調設備整備事業
【学校支援課】

平成30年度～
令和８年度

(1,215,068千円)

中学校の特別教室等に空調機を整備する。

　＜Ｒ７対象校＞ 北方学園中学校
　　工事請負費　 78,720千円
　　業務委託料　　  400千円（工事監理）

278,000 79,120 12,651 66,400 69

453
中学校施設バリアフリー化
改修事業
【学校支援課】

令和４年度～
令和７年度
(61,739千円)

中学校施設のバリアフリー化に係る設計及び改修工事を行う。
　
【多目的トイレ整備】
  ＜対 象 校＞ 北浦中学校、北川中学校
　＜整備内容＞ 多目的トイレ整備に係る設計、建築・設備工事
　　工事請負費　15,676千円
　　業務委託料　 1,620千円

14,600 17,296 8,298 8,800 198

     2)  小学校費
     (2) 教育振興費

     3)  中学校費
     (2) 教育振興費
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国　県
支出金

地方債 その他 一般財源
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No. 款・項・目 新規
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【所 管 課 等】

事 業 年 度
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概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

454 新
木のぬくもりを感じる
備品整備事業
【学校支援課】

令和７年度～

老朽化した特別教室の作業台等について、森林環境譲与税を活用し、延岡産
材で制作した備品に更新することにより、生徒が木のぬくもりや香りを感じ
ながら学習できる環境を整備するとともに、森林保全の重要性を学ぶ環境教
育の教材としても活用する。

　＜対 象 校＞ 延岡中学校、旭中学校、東海中学校、土々呂中学校、
　　　　　　　 南方中学校
　＜整備内容＞ 特別教室等の生徒用作業台(11台）、教師用作業台（２
　　　　　　　　台）、閲覧台（１台）、生徒用角椅子（37脚）
　　備品購入費 5,507千円

0 5,507 5,507
森林環境
譲与税

455
5)
(1)

社会教育費
社会教育総務費

自治公民館建設補助事業
【社会教育課】

昭和55年度～

地域活動の活性化を図るため、自治公民館建設費補助金交付要綱に基づき、
自治公民館の建設、改修等に係る経費に対して助成を行う。

　＜補助率＞ 50％
　＜上限額＞ 新築・改築・買収 7,500千円、増築 3,000千円、
　　　　　　 改修 3,000千円、緊急用放送設備 500千円、
　　　　　　 空調設備 1,500千円
　　　　　　 施設の賃借料　10千円/月以上のもので上限30千円/月

　　補助金　11,069千円

3,828 11,069 11,069

456
はらはらわくわくふるさと
体験事業
【社会教育課】

平成14年度～

延岡の自然や歴史、文化資産、産業資産等を活用して、子どもたちがはらは
らわくわくと心と体を動かす体験の機会を提供し、ふるさとを愛する気持ち
と、逞しく生きる力を育む。
同じ児童が通年参加する事業の外にも、２回の単発企画を加えながら実施
し、各回の参加定員増も行うことで体験活動の充実を図る。

  ＜実施回数＞ 通年活動９回(６月～１月まで)＋単発活動２回
　＜実施内容＞ 田植え・稲刈りなどの農業体験、林業体験、漁業体験、
               野外炊飯体験等
　
  　使用料及び賃借料　336千円　　委託料　　 30千円
　　需用費等　　　　　292千円

1,918 658 395 263
社会教育
事業参加者
負担金

457
地域学校協働活動事業
【社会教育課】

平成20年度～

地域と学校をパートナーとする相互間の連携・協働によって、地域住民から
の学習支援活動や登下校の安全確保、校内環境の整備などの地域の力を活用
した学校支援を充実させ、地域人材の育成や生きがいづくりにつなげる。

　＜旧延岡地区＞ 小学校11校（旭、西、緑ヶ丘、東、港、黒岩、
　　　　　　　　 土々呂、名水、上南方、熊野江、浦城）
　　　　　　　　 中学校11校（延岡、恒富、岡富、旭、西階、南、
　　　　　　　　 東海、土々呂、黒岩、南方、南浦）、
　　　　　　　　 義務教育学校１校（島野浦学園）で地域学校協働活動
　　　　　　　　 小学校５校(港、黒岩、名水、上南方、熊野江）
　　　　　　　　 で放課後こども教室等
　＜ 北方地区 ＞ 北方学園小中で地域ボランティアによる校内環境
　　　　　　　　 整備、登下校の見守り、「はげまし隊」による授業
                 支援、放課後こども教室等
　＜ 北浦地区 ＞ 北浦中で地域ボランティアによる環境整備や物づく
　　　　　　　　 り、授業参観、学校行事への参加による学校支援、
　　　　　　　　「はげまし隊」による授業支援
　＜ 北川地区 ＞ 北川中で「はげまし隊」による授業支援

　　報償費　14,378千円　　委託料　3,871千円　  需用費等　1,792千円

19,810 20,041 8,599 11,442

458
地域寺子屋事業
【社会教育課】

平成23年度～

夏休みや土曜日などを利用して、自治公民館や小中学校等において、地域住
民が主体となり、学習支援や体験活動に取り組むことにより、子どもたちの
健全育成や地域の教育力向上を図る。

　＜実施予定＞ 18団体  補助金　800千円

900 800 800
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　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

459
未来を担う青年のための
延岡の魅力再発見事業
【社会教育課】

令和４年度～

地域の中核を担っていく青年層を対象とした学習機会や若者同士の交流機会
を創設し、延岡の魅力の学習、郷土愛の醸成、地域貢献できる人材づくりな
どを目的として、全６回の講座を実施する。

　＜講座内容＞ 料理、陶芸等の体験教室を中心とした講座
　＜対 象 者＞ 19歳から35歳程度の方
　＜ 定　員 ＞ 各講座20～30名

　　報償費　102千円　需用費　150千円　委託料等　361千円

587 613 140 473
社会教育
事業参加者
負担金

460
共生社会を目指す生涯学習
推進事業
【社会教育課】

令和５年度～

障がいの有無にかかわらず共に学び生きる共生社会の実現に向け、学校卒業
後の生涯学習について、障がい当事者のニーズや地域資源等を踏まえた体験
活動を行い、生涯学習プログラムを実施する。

　　報償費　67千円　　旅費　91千円  消耗品費等　42千円

300 200 200

461 (2) 公民館費
社会教育センター施設等整備
事業
【社会教育課】

平成24年度～

社会教育センター（昭和52年建設）とカルチャー施設(平成８年建設)は、経
年により施設及び設備が劣化しており、利用者に安全安心な利用環境を提供
するため、カルチャープラザのべおかメインエントランス庇屋根改修、防煙
垂壁改修、直流電源装置蓄電池改修を行う。

　カルチャープラザのべおかメインエントランス庇　屋根改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　11,390千円
  カルチャープラザのべおか防煙垂壁改修工事 　  　　 　3,880千円
　カルチャープラザのべおか直流電源装置蓄電池改修工事　5,973千円

90,006 21,243 19,100 2,143

462 (3) 図書館費
ブックスタート「はじめての
絵本ふれあい」事業
【図書館】

令和２年度～

乳児（７か月児）や保護者に絵本の楽しさ・大切さを伝えるため、絵本のプ
レゼントを行う。
　
　　消耗品費　906千円（対象児　800人）　通信運搬費　92千円

888 998 998

463
書架購入事業
【図書館】

令和５年度～

資料的に価値のある図書や永年保存の一部の新聞・雑誌及び郷土資料、貴重
書等を保管する図書館３Ｆ閉架書庫に、書架を一台(収納 約4,900冊)設置す
ることで蔵書の保管場所の確保を行い、安定した情報提供環境を整える。

　　備品購入費  2,168千円（丸ハンドル式移動書架 １台)

1,900 2,168 2,168

464
図書館資料整備事業
【図書館】

生涯学習の拠点として、多様化する市民ニーズや時代に応じた図書館資料(図
書、雑誌、新聞等)を計画的に購入整備し、市民の日常生活や学習・調査・研
究のための情報資料を提供する。

　　図書購入費    　 　19,227千円（約7,779冊）
　　雑誌、新聞等購入費  3,523千円

23,531 22,750 22,750

465
「いつでもどこでも本とつな
がる」電子図書館事業
【図書館】

令和５年度～

仕事や子育てなどさまざまな理由で図書館を利用できなかった方も、来館す
ることなく自宅等に居ながら読書や学習、調査・研究が行えるように資料提
供環境を整え、利用者サービスのより一層の充実を図る。

    使用料及び賃借料  5,506千円
　　(電子書籍　1,000タイトル　電子雑誌 267種類)

4,505 5,506 5,506

466
地域資料デジタル化事業
【図書館】

令和５年度～

「延岡新聞」など紙で保存されている貴重な郷土資料をデジタル化すること
により、劣化や破損を防止するとともに、利用者へデジタル化資料の提供を
行う。
　
　　委託料　8,035千円（新聞デジタル化）

8,447 8,035 8,035

467
読書活動推進事業
【図書館】

令和６年度～

著名な作家の講演会を開催することにより、作家やその著書に興味関心を持
たせ、子どもから大人まで生涯にわたる読書活動の推進並びに図書館の利用
促進を図る。

　　報償費　312千円　　需用費　45千円
　　役務費　130千円　　使用料及び賃借料　53千円

502 540 540
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468 (4) 文化財保護費
国指定有形文化財保存事業
【文化財・市史編さん課】

平成30年度～

国指定有形文化財（重要文化財）の「日髙家住宅」について、文化財として
歴史的価値を維持・管理するために、中長期の修繕計画を立て、所有者への
補助を行う。

　  旅費      172千円
　　補助金　1,500千円（必要な修復経費の3/4以内）

1,500 1,672 1,672

469
延岡市文化財の魅力発見・
発信事業
【文化財・市史編さん課】

令和５年度～

地域ごとの文化財の魅力を構築し、文化財活用計画を策定するため、文化財
の環境整備や活用に向けた調査を行う。

　　・南方地区・東海地区文化財調査、環境整備
　　　報酬　247千円　　旅費　8千円

1,604 255 255

470 (5) 市史編さん費
市史編さん事業
【文化財・市史編さん課】

令和２年度～

本市の歴史・文化・民俗等を体系的にまとめた新たな延岡市史の編さんを行
うと共に、史資料編(近世１)を刊行する。

　・歴史資料調査、研究等
　　　報酬　    1,156千円　　旅費　　　2,000千円
　　　委託料　 10,116千円　　報償費等　2,206千円
　・史資料編刊行、市史だより発行
　　　印刷製本費　347千円　　使用料および賃借料 100千円
　　　委託料　 15,048千円　　報償費　       　5,069千円

50,000 36,042 6,806 29,236
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

471 (6) 総合文化センター費
文化施設管理運営事業
【歴史・文化都市推進課】

昭和60年度～

延岡総合文化センター及び野口遵記念館について、施設の管理運営に指定管
理者制度を導入し、民間企業のノウハウを活用することで管理の効率化を図
るとともに、本市の市民文化芸術活動の振興及び賑わい創出を図る。

　　指定管理料　　　　　　169,378千円
　　（延岡総合文化センター 91,647千円)
    （野口遵記念館　　　　 77,731千円）
　　指定管理者　　（公財）のべおか文化事業団

　　事務費　95千円（審議会謝金）

170,001 169,473 52 169,421 建物使用料

472
文化施設補修事業
【歴史・文化都市推進課】

平成８年度～

延岡総合文化センターは建設後約40年が経過し、建物の老朽化とともに、設
備機器の多くは耐用年数を超過し劣化しているため、運営に支障をきたすこ
とから補修や更新が必要である。また、野口遵記念館も併せて防火設備の適
正管理のための検査を行う必要がある。
これらのことから、適切な施設の運営及び施設利用者の利便性・安全性確保
のための補修工事及び検査業務を実施する。

　　工事請負費　　　　　　5,039千円
　　【延岡総合文化センター】
　　　大ホール床補修工事　　　　　2,619千円
　　　揚水ポンプ設備更新工事　　　2,420千円
　
　　委託料  　　　　　　　2,628千円
　　【延岡総合文化センター】
　　　防火設備検査業務委託　　　　1,762千円
　　【野口遵記念館】
　　　防火設備検査業務委託　　　　　866千円
　
　　事務費（負担金）　　 11,430千円
　　【延岡総合文化センター】
　　　蒸気配管移設工事　　　　　 11,430千円

51,603 19,097 4,500 539 14,058
延岡総合文
化センター
基金繰入金

- 100 -



　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

473
延岡総合文化センター施設
長寿命化事業
【歴史・文化都市推進課】

令和６年度～

延岡総合文化センターは建設後約40年が経過し、施設の本体や各種設備の老
朽化の進行、建築基準法等改正に伴う既存不適格部分の発生、利用方法の変
化に伴う利便性の低下などにより、運用や安全性・利便性における多くの問
題点が生じている。
このような問題点を洗い出し、改修方法の検討や具体的な改修時期、コスト
の検討を行い策定した長寿命化計画に基づき、施設の安全対策及び長寿命化
のための工事等の実施に向けて基本設計を行う。

　　委託料　35,358千円
　　　天井落下防止対策、照明ＬＥＤ化、スプリンクラー配管更新等に
　　　係る大規模改造工事の基本設計業務

9,276 35,358 35,358
延岡総合文
化センター
基金繰入金

474 (7) 文化振興費
若山牧水青春短歌大賞事業
【歴史・文化都市推進課】

平成12年度～

国民的歌人若山牧水が多感な青春時代を過ごした延岡を広く情報発信するた
め、全国から短歌を募集し優秀作品を表彰する。令和７年度は若山牧水生誕
140周年となるため、受賞部門を拡大し機運醸成と作品応募数の増加を図る。
 
　　報償費（審査委員、入賞者）1,623千円
　　旅費　（審査委員、入賞者）1,328千円
 　 使用料及び賃借料（会場代）　132千円
　　需用費等　　　　　　　　　2,185千円

4,366 5,268 3,610 1,658

書籍等売払
収入
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

475
野口遵記念館にぎわい創出と
集客促進アピール事業
【歴史・文化都市推進課】

令和５年度～

令和４年度に野口遵記念館が開館し様々なコンサートや講演会等を行ってい
るが、さらに市内外から多くのお客様を呼び込み、固定客やリピーターを確
保する必要があることから、特別感のある講演会やコンサートを開催する。

　〈委託先〉（公財）のべおか文化事業団
　　　　　　　全13公演
　〈主な内容〉劇団四季「赤毛のアン」
　　　　　　　DRUM TAO
　　　　　　　ベリーグッドマン
　　　　　　　演劇「志村喬（博物館特別展連動企画）」
　　　　　　　GRe4N BOYZ
　　　　　　  N響ゲートウェイ・ゾリステン＆Cocomi
　　　　　　　楽しく学ぼう！シリーズ「わくわく科学遊び」　など

　　イベント運営委託料　　10,855千円

7,638 10,855 7,500 3,355
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

476
地域文化振興補助事業
【歴史・文化都市推進課】

令和６年度～

地域文化の一層の振興を図るため、特に市外・県外から多くの方を呼び込め
る事業で、公演・展覧会・文化交流・記念公演などを行う文化団体の活動に
対して支援を行う。

　＜対 象 者＞　市内の文化団体
  ＜補助内容＞
　　対象事業毎の補助金の上限額は30万円以内とする。
　　①市の施策として重要なテーマに沿った事業については、補助対
　　象経費の10/10以内の額
　　②それ以外の事業は、補助対象経費の1/2以内の額
    ③10年以上の継続事業で、10年単位の記念公演などについては、
　　補助対象経費の4/5以内の額

　　補助金　2,100千円
　　事務費　  120千円（検討会謝礼、広告料、消耗品費）

2,005 2,220 2,220

477 (8) 博物館費
博物館指定管理事業
【歴史・文化都市推進課】

令和４年度～

延岡城・内藤記念博物館について、施設管理や広報業務に指定管理者制度を
導入し、民間企業のノウハウを活用することで管理の効率化を図るととも
に、広報活動を強化し、本市の観光や歴史文化の情報発信拠点とする。

　　指定管理料　　79,720千円
　　指定管理者　　のべおか歴史文化推進事業体

67,737 79,720 79,720
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国　県
支出金
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478
延岡城歴史的景観復元可能性
及び防災対策調査事業
【歴史・文化都市推進課】

令和４年度～

令和６年度に、三階櫓の復元図案（図面及びパース図）の作成及び、木造・
非木造等、構造ごとの復元にかかる建築費の試算や、櫓台石垣の補修方法の
検討と経費の試算、櫓台周辺の崖補強工事について再度積算を行ってきてい
る。その結果について、パブリックコメントや市民説明会を行い、今後の方
向性の検討を行う。
　
　　報償費（有識者等招聘）　　　　　100千円
　　旅費（費用弁償、普通旅費）　　  376千円
　　需用費（消耗品費、印刷製本費）　154千円

23,224 630 630

479
延岡城・内藤記念博物館
周辺駐車場管理事業
【歴史・文化都市推進課】

令和４年度～

延岡城・内藤記念博物館周辺は、駐車場が複数箇所に点在しており、特に土
日祝日は、カルチャープラザのべおかや社会教育センターでの行事や市民活
動、その他周辺でのイベント等により駐車場の場所や空いている駐車場を探
す車で混雑する事があるため、これらの解消と周辺住民の方々の生活環境を
守るため、延岡城・内藤記念博物館やカルチャープラザのべおか周辺駐車場
等に誘導員を配置し、スムーズな駐車場運営を図る。

　　期間：令和７年４月１日～令和８年３月31日
　　配置：土日祝日　博物館周辺駐車場　(５箇所)
　　　　　　　　　　野口遵記念館駐車場(１箇所）
　　　　　そ の 他　大規模イベント等対応
　　警備委託料　17,662千円

28,669 17,662 12,300 5,362
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

480
延岡城・内藤記念博物館
展示事業
【歴史・文化都市推進課】

令和４年度～

延岡の歴史・文化を紹介する平常展と、貴重な歴史資料や美術作品及び自然
科学やサブカルチャー等を公開する企画展・特別展を開催する。

　【延岡城・内藤記念博物館　平常展示】　　2,511千円
　【特別展「志村喬展」】　　　　　　　 　11,034千円
　【夏休み特別展「恐竜展（仮称）」】　　 17,806千円
　【秋の特別展】　　 　　 　　　　　 　　22,236千円
　【冬休み特別展「ブラックジャック展」】 22,236千円
　【次年度以降特別展準備】　　　　　　　　2,819千円

　≪費目別経費≫
　　報償費　　627千円　　委託料　　　　　 64,913千円
　　旅　費　2,547千円　　使用料及び賃借料　1,718千円
　　需用費　7,528千円　　備品購入費　　　 　 989千円
　　役務費 　 320千円

47,947 78,642 5,713 72,929

書籍等売払
収入
博物館使用
料

481
延岡城・内藤記念博物館
収集・保存事業
【歴史・文化都市推進課】

令和４年度～

展示ケース内や収蔵庫内の保存環境を整えながら、収蔵している資料の修復
や表装、複製の製作を行い、展示・公開といった資料の活用の図れる状態に
するとともに、将来へと伝えていけるような保存状況にする。

　・報償費（能面調査謝礼）　　　　　　　　　　　　120千円
　・旅費　（調査員旅費等）　　　　　　　　　　　　396千円
　・需用費（ﾌｨﾙﾑのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化等）　　　　　　　　　　199千円
　・役務費（能面搬送保険）　　　　 　　　　　　　  25千円
　・委託料（複製能面３面・掛け軸表装1幅）　　　 1,600千円
　・備品購入費（ﾏｲｸﾛﾌｨﾙﾑ・書画）　　　　　　　　1,160千円

4,921 3,500 3,500

482
天下一能面まちづくり事業
【歴史・文化都市推進課】

平成９年度～

延岡城・内藤記念博物館の貴重な収蔵資料である内藤家旧蔵の能面を活か
し、薪能や能楽講座等を市民協働で開催し、全国に情報を発信するととも
に、外国人観光客の誘客を図るためインバウンド対策を強化する。

　＜補助先＞ ＮＰＯ法人のべおか天下一市民交流機構
　　補助金　6,000千円　　旅費　112千円

6,201 6,112 6,112
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国　県
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483
延岡城・内藤記念博物館
教育普及事業
【歴史・文化都市推進課】

令和５年度～

延岡城・内藤記念博物館が所蔵する、様々な資料を活用し、市民が郷土の歴
史・文化について学ぶ機会を提供するとともに、博物館ボランティアとして
の活動に従事できるような技能を身につける支援を行う。

　　旅費（講師旅費等）　　　　　　　　　 　 176千円
　　委託料（体験用具足１領）　　　　　　　1,579千円
　　備品購入費（図書購入費）　　　　　     　50千円
  　需用費等　　　　　            　　　　　117千円

1,654 1,922 1,922

484
歴史資料調査研究事業
【歴史・文化都市推進課】

令和４年度～

延岡城・内藤記念博物館が所蔵する資料や、市内外に散在する延岡市に関す
る資料の調査を進め、展示や教育普及・資料保存等の事業の充実を図るとと
もに、他の研究機関等との連携を深め、資料の活用につなげる。

　　報償費(古文書判読作業謝礼)　　　　　　180千円
　　旅費(岡山県真庭市・茨城県笠間市等)　　318千円
　　需用費　　　　               　　   　185千円
　　備品購入費(図書購入費)　        　　　 50千円

733 733 733

485
歴史・文化ゾーンＰＲ事業
【歴史・文化都市推進課】

令和４年度～

延岡城・内藤記念博物館や、野口遵記念館、延岡城跡、市立図書館など本市
の歴史・文化関連施設が集積している「歴史文化ゾーン」に市内外からの集
客を進め、そこからまちなかへの人の流れを創出するため、歴史文化ゾーン
のＴＶＣＭや、市内外への広告等でＰＲを行う。

　　報償費等（講師謝金・旅費等）　　　　　　　　　 　130千円
　　需用費（イベントチラシ印刷製本費等） 　　　　　　189千円
　　役務費（新聞・地下鉄等への広告等）　　　       2,659千円
　　委託料（ＴＶＣＭ、グッズ制作）                 6,787千円
　　使用料及び賃借料（会場借上料）　　　　　　　　　　27千円

9,683 9,792 6,800 2,992
ふるさと延
岡応援基金
繰入金

486
6)
(1)

保健体育費
保健体育総務費

ゴールデンゲームズ
inのべおか補助事業
【アスリートタウン推進課】

平成２年度～

「アスリートタウン」の中核イベントであり、36回目となるゴールデンゲー
ムズinのべおかを開催するための機材借用と運営補助を行い、さらなる本市
のイメージアップ、情報発信を図る。

　＜開催時期＞ 令和７年５月４日(日)予定
　＜開催場所＞ 西階公園陸上競技場
　＜補 助 先＞ ＧＧＮ実行委員会
　　補助金　　　　　7,500千円
　　使用料及び賃借料　513千円

8,002 8,013 8,013

487
「延岡西日本マラソン大会」
支援事業
【アスリートタウン推進課】

昭和37年度～

第64回大会の安定した大会運営のための運営補助のほか、テレビ番組制作委
託を行い、地上波による九州７局生放送（一部中継録画放送）とＢＳ放送に
よる全国放送を継続し、大会及び本市を広く発信する。

　＜開催時期＞ 令和８年２月８日(日)予定
　＜補 助 先＞ 延岡西日本マラソン大会
　　補助金　10,406千円
　＜委 託 先＞ ＵＭＫテレビ宮崎
　　委託料　16,239千円

26,645 26,645 26,645

488
のべおか中学駅伝競走大会
支援事業
【アスリートタウン推進課】

平成26年度～

本市唯一の駅伝大会である「天下一！のべおか中学駅伝競走大会」を九州規
模の駅伝大会へ発展させることを目的に支援を行い、「アスリートタウン」
のさらなる進展を図る。

　＜開催時期＞ 令和８年２月22日(日)予定
　＜補 助 先＞ 天下一のべおか中学駅伝実行委員会
    補助金　950千円

950 950 950

- 103 -



　【一般会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

No. 款・項・目 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度

当初予算
７年度
当初予算

財　源　内　訳

489
オリンピック・パラリンピッ
ク等レガシー形成事業
【アスリートタウン推進課】

平成30年度～

オリンピアン・パラリンピアンを含むトップアスリートとの交流等により、
東京2020オリンピック・パラリンピック及びラグビー2019ワールドカップ開
催のレガシーを残していくことで、共生社会の実現に向けた意識の醸成や次
代を担う子どもたちの健全育成を図る。

　＜補 助 先＞ アスリートタウンのべおか国際合宿等推進協議会
　　補助金　520千円

520 520 520

490
児童生徒むし歯予防事業
【学校教育課】

平成27年度～

市内の公立小中・義務教育学校及び幼稚園において、フッ化物洗口を実施す
ることにより、児童生徒等のむし歯予防を推進する。

　　需用費（医薬材料費等）　2,099千円

2,099 2,099 2,099

491
自動体外式除細動器
（ＡＥＤ）設置事業
【学校支援課】

平成20年度～

平成30年度に購入したＡＥＤ本体22組について、耐用年数の７年を経過する
ことから、更新を行う。

　＜Ｒ７対象校＞ 岡富小学校　外21校
　　備品購入費　 　　　3,509千円
　　需用費　　　　　　　 243千円

5,896 3,752 3,752

492 (2) 体育施設費
体育施設管理運営事業
【アスリートタウン推進課】

令和４年度～

市内の体育施設において、民間事業者のノウハウを活かした指定管理による
管理運営を行うことで、市民サービスの向上や利用促進等を図る。

　指定管理料
　　西階公園陸上競技場ほか20施設　128,460千円
　　（指定管理者：ＪＢグループ延岡）
　　（指定期間　：令和７年４月１日～令和12年３月31日）
　　浜川公園遊泳場　　 　 　　　　　3,780千円
　　（指定管理者：株式会社文化コーポレーション）
　　（指定期間　：令和７年４月１日～令和12年３月31日）

117,450 132,240 22,399 109,841

西階陸上競
技場使用料
ネーミング
ライツ収入
等

493
「アスリートタウン延岡」
大会・合宿誘致推進事業
【アスリートタウン推進課】

平成19年度～

誘致に必要な備品を購入するとともに、本市で合宿を行う団体への支援や、
合宿が見込まれる団体に対し誘致活動を行い、大会・合宿誘致を積極的に推
進する。また、ラグビー競技については宮崎県と合同で合宿誘致活動を行
い、新規合宿の受け入れを図る。

　　合宿誘致活動費　　　　10,348千円（報償費、旅費、需用費等）
　　合宿誘致備品購入費　 　1,603千円（レッグエクステンション）
　　合宿誘致協力会負担金　   100千円（宮崎県ラグビー協力会）

10,709 12,051 12,051

494
屋外体育施設整備事業
【アスリートタウン推進課】

日本陸連公認第２種競技場である西階公園陸上競技場の公認検定等に向け
て、必要な改修を行うとともに、競技に必要な備品を購入する。

　　工事請負費　88,843千円（天然芝舗装インフィールド全面改修）
　　備品購入費　 　767千円（レーンナンバー標識等）

45,256 89,610 52,900 33,300 3,410
地域振興
基金繰入金
toto助成金

495
西階公園野球場施設整備事業
【アスリートタウン推進課】

令和２年度～
令和７年度

(4,536,788千円)

令和９年の第81回国民スポーツ大会の競技会場である西階公園野球場の大規
模改修（リニューアル）を行う。

　　需用費　　　　　　  1,361千円（施設用消耗品）
　　役務費　　　  　　    271千円（完了通知検査手数料）
　　委託料　 　　　　　43,494千円（施工監理委託）
　　工事請負費　　　1,183,846千円（施設整備工事）
　　備品購入費　　　　 72,089千円（施設用備品）
　　補償、補填及び賠償金　900千円（電柱移設補償）

1,149,600 1,301,961 516,479 640,500 72,000 72,982
地域振興
基金繰入金
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496 新
西階公園陸上競技場整備
方向性検討事業
【アスリートタウン推進課】

令和６年度～

令和６年度に設置した「西階公園陸上競技場整備方向性検討会」における検
討結果等を踏まえ、有識者や競技関係団体、市民の代表者等により組織する
「（仮称）西階公園陸上競技場整備内容検討会」を新たに設置してより詳細
な整備内容等の検討を行う。

　　報償費　473千円
　　旅費　　460千円

0 933 933

497 (4) 学校給食費
学校給食室改修事業
【学校支援課】

平成24年度～

老朽化した南方小学校給食室の小荷物専用昇降機の改修を行い、学校給食の
円滑な運営と、安心・安全な学校給食を提供できる環境を整備する。

　　工事請負費　　2,156千円

3,870 2,156 1,900 256

41,166,474 17,924,190 5,718,200 3,758,255 13,765,829

71,181,000 19,740,067 6,124,900 6,587,854 38,728,179

う　ち　新　規　事　業　　68　 件 2,225,899 378,191 1,392,600 36,461 418,647

　　　　一　　般　　会　　計　　　　概　要　掲　載　事　業　予　算　額

一　　般　　会　　計　　　　当　　初　　予　　算　　額
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　【特別会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

1
後発医薬品(ジェネリック
医薬品)普及促進事業
【国民健康保険課】

平成24年度～

被保険者の負担軽減と国保財政の健全化を図るため、長期服薬者等に対して
ジェネリック医薬品に切り替えた場合の差額を表記した通知を送付する。あ
わせて、「ジェネリック医薬品を希望します」と記載したカード等を配布
し、ジェネリック医薬品の利用を促進する。
 
　＜ 事業費 ＞ 電算委託料　48千円　　事務費　248千円
　　差額通知年間発送予定件数:1,800件(７月、11月、２月 600件×３回)
　＜ジェネリック医薬品の数量シェア＞
　　令和４年４月実績:85.3%   令和５年４月実績:84.1%
    令和６年４月実績:85.6%　 令和７年度目標　:88.0%

227 296 296

2
適正受診・適正服薬促進事業
【国民健康保険課】

平成22年度～

被保険者の健康保持と医療費の適正化を図るため、重複・頻回受診の傾向が
みられる被保険者に対して、保健師等の専門職が訪問指導を行い、適正な受
診と服薬管理を促進する。

  重複・頻回受診訪問指導事業
　＜委 託 先＞ 看護師、保健師等の専門職(個人委託）
　＜指導件数＞ 令和５年度実績:24人
　　　　　　　 令和６年度実績:30人
               令和７年度目標:30人
  ＜ 事業費 ＞ 訪問指導委託料　195千円　　事務費　32千円

225 227 227

3
慢性腎臓病対策事業
【国民健康保険課】

平成23年度～

慢性腎臓病(ＣＫＤ)ハイリスク者の健康保持と医療費の適正化を図るため、
特定健診の結果から抽出した対象者に対して、かかりつけ医と腎疾患治療施
設及び糖尿病治療施設の協力の下で早期受診を促す。あわせて、管理栄養士
等が訪問指導を行い、食生活の改善などにつなげることで慢性腎臓病の重症
化を予防する。

  ＜訪問指導人数＞
　　令和４年度実績: 601 人   令和５年度実績: 615 人
    令和６年度目標: 600 人   令和７年度目標: 600 人
　＜  事 業 費  ＞
    人件費（報酬等）　11,391千円　　その他経費　311千円
　　電算委託料（国保連合会）　176千円

10,507 11,878 11,878

4 新
40歳未満早期介入事業
【国民健康保険課】

令和７年度～

自覚症状の乏しい生活習慣病を早期発見・早期治療することは長期的な生活
習慣病予防に直結し、将来的な医療費抑制につながる。そこで、セルフメ
ディケーションを心がけることができるように特定健康診査の対象前となる
40歳未満の方に早期介入し、若年者向けの健康診査を実施する。早い時期か
ら健診を受診する習慣を意識付けすることで生活習慣病を予防する。

　＜ 事業費 ＞ 委託料　680千円　　事務費　120千円
　＜ 対象者 ＞
　　年度年齢が35歳から39歳までの延岡市国民健康保険被保険者
　　（受診見込70人）
　＜ 委託先 ＞
　　特定健診(集団健診):宮崎県健康づくり協会、福岡労働衛生研究所
　　特定健診(個別健診):延岡市医師会会員病院他（市内59医療機関）

0 800 800

その他
の内訳

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度
当初予算

７年度
当初予算

財　源　内　訳

No. 会　計　名 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

国民健康保険
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　【特別会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度
当初予算

７年度
当初予算

財　源　内　訳

No. 会　計　名 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

5
特定健康診査・特定保健
指導事業
【国民健康保険課】

平成20年度～

被保険者の健康保持と医療費の適正化を図るため、40歳から74歳の被保険者
を対象に特定健診を実施し、その結果に応じて特定保健指導を行うことで生
活習慣病の発症と重症化を予防する。

　＜ 事業費 ＞
  特定健診委託料　72,483千円　　特定保健指導委託料　1,426千円
　人件費（報酬等）19,112千円　　その他の経費　　　　9,103千円
  ＜ 委託先 ＞
　特定健診(集団健診):宮崎県健康づくり協会、福岡労働衛生研究所
　特定健診(個別健診):延岡市医師会会員病院他（市内59医療機関）
　特定保健指導:福岡労働衛生研究所他（市内１事業所及び６医療機関）
  ＜受診率等＞
　令和４年度実績：健診受診率：39.9%、特定保健指導実施率：51.0%
　令和５年度実績：　　　〃　  42.4%　　　　　〃　　　 　 54.8%
　令和６年度目標：　　　〃　  42.0%　　　　　〃　　　 　 60.0%
  令和７年度目標：　　　〃　  43.0%　　　　　〃　　　 　 60.0%

102,258 102,124 102,124

6
特定健診受診率向上対策事業
【国民健康保険課】

平成24年度～

特定健診の受診率を向上させ、被保険者の健康保持増進と医療費の適正化を
図るため、過去の健診受診歴等のデータを分析した上で対象者の特性に応じ
た通知文書を発送する受診勧奨業務を専門業者に委託して実施する。また、
コールセンターを活用した電話勧奨及び集団健診の予約受付を行い、効率的
な受診勧奨を実施する。さらに人間ドック等助成事業により、健診結果の情
報提供をしてもらうことで、特定健診受診率の向上を図る。

  ＜ 事業費 ＞
　　受診勧奨委託料　　　　8,088千円(勧奨通知 28,400件)
　　電話勧奨委託料　　　　2,816千円(架電件数  5,000件)
　　人間ドック等助成金　　　750千円(助成額　  3,000円 250件)
　　事務費　　　　　　　　　 99千円

10,953 11,753 11,753

7
共助型生活支援事業
【健康長寿課】

令和３年度～

地域包括ケアシステムの基盤の一つとなる「生活支援」については、住民主
体の活動が重要となることから、活動団体を支援することで、「互助」「共
助」の取り組みの推進を図る。また、高齢者自身が担い手となり、高齢者の
社会参加も推進する。

　＜補助先(予定)＞ ＮＰＯ法人、任意団体、一般財団法人等

　　共助型生活支援補助金　1,150千円

1,950 1,150 432 718
介護保険料
等

8
元気あっぷ訪問型サービス
事業
【健康長寿課】

平成30年度～

要支援１、２又は基本チェックリストにより事業の対象となった者で、介護
予防ケアマネジメントにおいて必要性が認められた者に対して、専門職が自
宅を訪問し、利用者の生活に沿った具体的な指導等を行うことにより、心身
機能及び生活の向上を図る。

　＜委託先＞　延岡リハビリテーション病院
　　　　　　　介護老人保健施設マイ・グリーンヒル
　　　　　　　宮本整形外科、延岡市歯科医師会、宮崎県栄養士会

　　需用費　30千円　役務費　27千円　委託料　5,766千円

4,422 5,823 2,184 3,639
介護保険料
等

9
元気あっぷ通所型サービス
事業
【健康長寿課】

令和２年度～

要支援１、２又は基本チェックリストにより事業の対象となった者で、介護
予防ケアマネジメントにおいて必要性が認められた者に対して、デイサービ
ス等の施設で短期集中的に専門職が生活課題に対する具体的な指導を集団的
若しくは個別的に行い、利用者の心身機能及び生活の向上を図る。

　＜委託先＞　延岡市高齢者福祉協会、ナチュラルテラスＮＥＸＴ

　　報償費　32千円　　委託料　11,328千円

10,566 11,360 4,260 7,100
介護保険料
等

介護保険
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　【特別会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度
当初予算

７年度
当初予算

財　源　内　訳

No. 会　計　名 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

10
介護予防事業対象者把握事業
【健康長寿課】

平成23年度～

75歳到達者（要介護認定を受けている者を除く）に生活機能チェックアン
ケートを実施し、要支援や要介護になるおそれの高い状態にあると認められ
る高齢者を把握するとともに、介護予防の意識啓発を図る。
また、令和８年度に実施する第10期介護保険事業計画策定作業に活用するこ
となどを目的とした、３年に１度の介護ニーズ等に関するアンケートを高齢
者を対象に実施する。

　　需用費　382千円　　役務費　1,251千円

1,097 1,633 612 1,021
介護保険料
等

11
介護保険料値上げストップ
認知機能低下予防事業
【健康長寿課】

令和４年度～

高齢者の認知機能の低下を予防するため、71歳・75歳・79歳になる市民を対
象として、電話でのＭＣＩ（軽度認知障害）のテストを実施し、リスクのあ
る方を早期に発見し、医療機関や本市の認知症予防事業につなぐ。また、リ
スクのある方を対象に頭部ＭＲＩ撮像を実施し、より詳細な検査を行うこと
で認知症への移行予防につなげ、介護保険料の負担抑制を図る。

　＜委託先＞ 延岡市医師会、センコービジネスサポート㈱

　 需用費　　　6千円　　役務費　　　　　　 　89千円
　 委託料　6,094千円　　使用料及び賃借料　2,475千円

8,613 8,664 3,249 5,415
介護保険料
等

12
介護保険料値上げストップ
ロコモ・フレイル対策事業
【健康長寿課】

令和５年度～

ロコモ・フレイル対策を行うにあたっては、骨粗しょう症のリスクがある市
民を早期に発見して検査・治療に結び付けることが重要である。そのため、
アンケートによるスクリーニング調査を実施して結果を通知することで高リ
スク者の適切な検査・治療を促し、介護保険料の負担抑制を図る。

＜スクリーニング調査の対象者＞　男性：65歳以上、女性：40歳以上

　　需用費　　137千円　　役務費　　1,815千円

3,062 1,952 366 1,586
介護保険料
等

13 新
介護保険料値上げストップ
ロコモヘルスのべおか事業
【健康長寿課】

令和６年度～

市内各地との送迎サービスを行っているヘルストピア延岡を会場として、週
１回、70分程度の運動を中心とした介護予防教室を開催する。具体的な内容
については、公募型プロポーザルを実施して事業者からの提案を受ける。

　＜委託先＞　公募型プロポーザルにて選定

　　報償費　26千円　　　需用費　18千円　　委託料1,500千円

0 1,544 579 965
介護保険料
等

14
健康塾開催事業
【健康長寿課】

平成22年度～

高齢者の主体的な介護予防の取り組みを推進するため、有酸素運動や筋力
アップのための運動、各種の介護予防プログラムを取り入れた「健康塾」を
実施する。
　
　＜委託先＞ 延岡市健康教室推進協議会

　　委託料　2,535千円

2,535 2,535 951 1,584
介護保険料
等

15
ケアプリのべおか事業
【健康長寿課】

令和２年度～

個人が主体的に介護予防やセルフマネジメントに取り組むことができるよ
う、市内在住の65歳以上の高齢者を対象に、地域公共交通を活用して通うこ
とができる拠点において、専門職による運動・栄養・口腔・認知症予防の教
室を実施する。地域公共交通を活用することで、運転免許返納をした方でも
介護予防教室に通うことができ、待ち時間等を活用して買い物や通院等を行
う等、生活機能全般の維持向上と介護予防・重度化防止による健康寿命の延
伸を図ることができる。

　＜委託先＞　株式会社ななせ、ＮＰＯ法人ゆめの木
　　　　　　　延岡市高齢者福祉協会、医療法人社団光学堂
　　　　　　　ＮＰＯ法人北浦お守り隊

　　報償費　　　63千円　　需用費　18千円　　役務費　　25千円
　　委託料　16,850千円

16,968 16,956 6,359 10,597
介護保険料
等
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　【特別会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度
当初予算

７年度
当初予算

財　源　内　訳

No. 会　計　名 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

16
リハビリテーション専門職
派遣事業
【健康長寿課】

令和元年度～

地域包括支援センターや居宅介護支援事業所のプラン作成者やリハビリテー
ション専門職が所属していない通所・訪問事業所に対し、リハビリテーショ
ン専門職を派遣することで、アセスメント支援や技術的支援を行い、職員の
スキルアップとサービスの質の向上を図る。

　＜委託先＞　延岡リハビリテーション病院

　　報償費　468千円　役務費　46千円　委託料　312千円

780 826 310 516
介護保険料
等

17
認知症高齢者見守り事業
【健康長寿課】

平成29年度～

地域における認知症高齢者等の見守り体制の構築のため、徘徊高齢者等の徘
徊時の早期帰宅支援のためのＱＲコード付シールの配付を行う。また、不慮
の事故による損害賠償等を補償する認知症総合生活保険に加入し、認知症に
よる本人や家族の負担軽減を図る。

　　需用費　226千円　　役務費　322千円

412 548 143 405 介護保険料

18
緊急通報システム事業
【健康長寿課】

平成20年度～

概ね65歳以上の高齢者のみの世帯で、突発的に生命に危険な症状の発生する
病気を有する者等に対して、安心して日常生活が送れるように緊急通報装置
を貸与し、緊急通報受信センターを通じた緊急事態発生時の対応、安否確認
及び相談業務を行う。

　　扶助費　3,310千円

3,554 3,310 1,911 1,399 介護保険料

19
成年後見制度利用支援事業
【健康長寿課】

平成14年度～

認知症等により判断能力が低下し、成年後見制度の利用が必要な高齢者のう
ち、審判請求を行う親族がいない者等について、市長による審判請求を行
い、権利擁護を図る。また、制度の円滑な利用支援のため、成年後見人等へ
の報酬助成や市民に対する講演会を行う。

　　報償費　　　　　　54千円　　旅費　　　　 9千円
　　需用費　　　　　　87千円　　役務費　　 665千円
　　使用料及び賃借料　27千円　　扶助費　10,640千円

11,863 11,482 6,557 4,925
介護保険料
等

20
認知症サポーター等養成事業
【健康長寿課】

平成21年度～

認知症になっても安心して暮らすことのできるまちづくりを市民協働で展開
できるよう認知症サポーター養成講座を開催することにより、認知症を正し
く理解し、認知症の人やその家族を見守り支援する認知症サポーターを養成
する。また、認知症サポーター養成講座修了者に対して、ステップアップ講
座を実施し、サポーターの活躍を促進する。

　　報償費　61千円　　需用費　298千円　　役務費　6千円

356 365 211 154 介護保険料

21
地域福祉推進チーム支援事業
【健康長寿課】

平成２年度～

一人暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯に対して｢声かけ｣、｢見守り｣など日
常的にできる助け合い活動を行う地域のボランティアチームを支援する。
　
　＜補助先＞ 社会福祉法人 延岡市社会福祉協議会

　　地域福祉推進チーム支援補助金　11,063千円

11,422 11,063 2,928 8,135 介護保険料
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　【特別会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度
当初予算

７年度
当初予算

財　源　内　訳

No. 会　計　名 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

22
認知症地域支援推進員設置
事業
【健康長寿課】

平成27年度～

認知症の人が可能な限り住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、
認知症地域支援推進員を中心に、医療や介護等の関係機関をつなぐ連携支援
や、認知症の人やその家族を支援する相談業務を行う。
　
　＜委託先＞ ＮＰＯ法人ゆめの木

　　報償費　　   50千円　　旅  費　          108千円
　　需用費　　  481千円　　役務費 　          14千円
 　 委託料　 16,862千円  　使用料及び賃借料　298千円

14,649 17,813 10,286 7,527 介護保険料

23
認知症初期集中支援チーム
設置事業
【健康長寿課】

平成29年度～

認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を設置
し、早期診断・早期対応により重症化を予防し、認知症の人やその家族の負
担軽減を図る。また、チームの活動状況について評価・検証等を行う検討委
員会を設置する。

　＜委託先＞　吉田病院

　　報償費　76千円　　需用費   　88千円
　　役務費　75千円　　委託料　1,174千円

1,395 1,413 816 597 介護保険料

24
在宅医療介護連携支援
センター事業
【健康長寿課】

平成29年度～

在宅医療と介護の連携を推進するための拠点として、地域の医療関係者、介
護関係者、及び地域包括支援センター等に対して連携支援や情報提供を行
う。また、医療・介護関係者向けの研修会等を実施する。

　　報償費　　　　 　352千円　　旅費　　111千円
　　需用費　　　　 　210千円　　役務費　 84千円
　　使用料及び賃借料　30千円

773 787 454 333 介護保険料

25
地域ケア会議推進事業
【健康長寿課】

平成28年度～

要支援者等が抱える生活課題を解決し、自立へと導くための適切なケアマネ
ジメントを支援するため、介護支援専門員やサービス提供事業者が、専門職
から助言を受けることのできる自立支援型の地域ケア会議を定期的に開催す
る。

　　報酬　1,958千円　　職員手当等　     782千円
　　共済費　500千円　　報償費　    　 1,320千円
　　旅費　  725千円　　需用費　　   　　 90千円
　　役務費　106千円　　使用料及び賃借料　16千円

5,045 5,497 3,165 2,332
介護保険料
等

26
認知症カフェ支援事業
【健康長寿課】

令和３年度～

認知症の人やその家族が集うことのできる認知症カフェの運営等を支援する
ことにより、認知症の人やその家族、地域の人、専門職などの交流及び認知
症介護の相談支援を促進し、認知症予防や地域における認知症の人の見守り
強化等を行う。

 ＜補助先＞ ＮＰＯ法人ゆめの木、びゅうカフェ・こんね、
　　　　　　かたらんねJJ、パル・カフェ、オレンジカフェ・ぴーぷる等
 ＜補助率＞ 10/10（上限300千円）
　　認知症カフェ支援事業補助金　2,400千円

1,200 2,400 1,386 1,014 介護保険料
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　【特別会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

その他
の内訳

事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
６年度
当初予算

７年度
当初予算

財　源　内　訳

No. 会　計　名 新規
事　　業　　名
【所 管 課 等】

27
介護予防福祉用具購入等
補助事業
【健康長寿課】

令和３年度～

介護保険サービスのうち福祉用具を継続的に利用している要支援１、２の認
定者で、引き続き福祉用具の利用で自立した生活を維持する事が可能である
と判断されたものに対し利用者負担割合に応じて対象福祉用具の購入及びメ
ンテナンスに要する費用を補助する。

　＜補助先＞ 福祉用具貸与を１年以上利用しており、福祉用具購入
　　　　　　 を希望する要支援１、２の利用者
　＜補助率＞ 9/10（原則）（上限300千円）
　　介護予防福祉用具購入補助金　　　　1,254千円
　　介護予防福祉用具メンテナンス補助金　 98千円
    役務費　　　　　　　　　　　　　　　　6千円

2,281 1,358 1,358 介護保険料

28
後期高齢者医療広域連合
納付金
【国民健康保険課】

平成20年度～

後期高齢者医療制度の運営主体である宮崎県後期高齢者医療広域連合に対
し、被保険者から徴収した保険料や、保険基盤安定負担金を支出する。

　＜事　業　費＞
　 保険料等納付金　　　1,446,033千円
　 (各市町村に納入された保険料等を広域連合へ納付する。)
　 保険基盤安定負担金　　531,056千円
　 (低所得者等の保険料軽減を公費により補填する。県3/4、市町村1/4)

1,960,975 1,977,089 1,977,089
後期高齢者
医療保険料
等

2,212,646 174,237 2,038,409

29,175,130 15,197,164 13,977,966

う　ち　新　規　事　業　２　件 2,344 1,379 965

後期高齢者医療

　　　　特　　別　　会　　計　　　　概　要　掲　載　事　業　予　算　額

特　　別　　会　　計　　　　当　　初　　予　　算　　額
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　【企業会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

1
上下水道料金収納業務等
委託事業
【業務課】

平成30年度～

上下水道料金の検針から収納までの一連の業務及び宿日直業務について、市
民サービスの更なる向上と経営の効率化を推進していくため、複数年契約に
よる包括的民間委託を行う。

　＜委託期間＞　令和３年度～令和７年度(５か年契約)
　＜委 託 先＞　フジ地中情報株式会社
　＜委託内容＞　検針業務、収納業務、滞納整理業務、窓口業務
　　　　　　　　システム処理業務、宿日直業務等

　委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 151,928千円
　（収納業務：141,414,860円、宿日直業務：10,513,140円）

146,300 151,928 151,928 水道料金等

2
管路整備事業
【水道課】

平成23年度～

耐震性が低く経年劣化した配水管の更新や未整備箇所の新規整備を行い、安
心安全な水道水の安定供給と有収率向上を図る。

　
　工事請負費(管路整備(L=8,309m)、消火栓設置等)　　   688,231千円
　委託料(推進工事実施設計業務委託等)　 　　     　 　 41,500千円
　補償費(ＮＴＴ・ガス等移転補償)　　　　      　    　 2,000千円
  事務費(人件費等)　　　　　   　　         　     　 78,806千円

621,881 810,537 12,400 567,000 231,137
損益勘定
留保資金等

3
配水施設整備事業
【水道課】

平成22年度～

送水管や配水池などの施設について、耐震化等のための更新及び改良の実施
など災害に強い施設整備を行い、安心安全な水道水の安定供給を図る。

　工事請負費                                         118,100千円
　　(上三輪配水池外：施設更新工事)
　委託料　                 　                         14,421千円
　　(上北方第３水源系：亀ヶ崎送水配水管詳細設計業務委託)
　　(下北方水源系：川水流配水池耐震診断業務委託)

183,350 132,521 132,521
損益勘定
留保資金等

4
浄水施設整備事業
【水道課】

平成22年度～

水源地や浄水場などの施設について、水質基準に適合した良質な水道水を確
保するための施設整備を行うとともに、耐震化等のための更新及び改良の実
施など災害に強い施設整備を行い、安心安全な水道水の安定供給を図る。

　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　133,080千円
　　(古城水源地：送水ポンプ井更新に伴う場内整備工事)
　　(古江水源地外：施設更新工事)

270,459 133,080 133,080
損益勘定
留保資金等

６年度
当初予算

７年度
当初予算

財　源　内　訳

その他
の内訳

水道事業

No. 所　属　名 新規 事　　業　　名
事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要
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　【企業会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

６年度
当初予算

７年度
当初予算

財　源　内　訳

その他
の内訳

No. 所　属　名 新規 事　　業　　名
事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要

5
配水施設維持管理事業
【水道課】

平成23年度～

国、県、市が行う道路改良事業や河川改修事業等に伴い支障となる水道配水
管等の移設工事を行い、管路の耐震化を図る。

　工事費(他事業で支障となる配水管等の移設(L=2,100m)　166,240千円
　事務費(人件費等)　　　　　　　　　　　   　　    　 17,622千円

184,310 183,862 183,862
損益勘定
留保資金等

6 新
衛星画像を用いた漏水調査
事業
【水道課】

令和７年度

人工衛星からマイクロ波を放射し、地下の水分のデータをＡＩ解析すること
で、漏水エリアを特定する。また、市内全域で漏水箇所を特定することがで
きるため事務の効率化が図れるとともに安心安全な水道水の安定供給と有収
率の向上を図る。

　委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20,000千円

0 20,000 20,000 水道料金等

7
下水道事業(補助)
【下水道課】

昭和27年度～

国の社会資本整備総合交付金等を活用し、施設の老朽化対策および耐震化、
浸水対策に加え汚水管路の整備等を行い、市民の生活環境の改善を図る。
 
　＜岡富古川地区(53,800千円)＞
　　工事費(古川地区汚水幹線枝線)　　　　　　　 　　　20,000千円
    　　　(岡富古川地区雨水幹線枝線)　　　　　 　　　14,800千円
    委託料(岡富地区雨水幹線枝線詳細設計）　　　　　　15,000千円
    　　　(特別価格調査） 　　　　 　　　　　　　　　 1,000千円
　　補償費(水道、ガス移設等)　　　　　　　　　     　 3,000千円
　＜富美山地区(1,462,000千円)＞
　　工事費(調整池整備工事等)　　 　　    　　　   1,460,000千円
　　委託料(特別価格調査)　　　　　　　　　　　　　　　2,000千円
  ＜愛宕地区(51,000千円)＞
　　工事費(雨水管渠整備工事)　　　　　 　　    　    50,000千円
　　補償費(水道、ガス移設等)　　　　　　　　　     　 1,000千円
  ＜西階地区(103,300千円)＞
　　工事費(雨水管渠整備工事)　  　　　　　　　　　　100,300千円
　　委託料(特別価格調査)　　　　　　　　　　　　　　　1,000千円
    補償費(水道、ガス移設等)　　　　　　　　　     　 2,000千円
  ＜合流地区外(170,200千円)＞
　　工事費(管渠改築工事)　　 　　　　　　　    　   109,200千円
　　委託料(管渠改築詳細設計、管渠点検調査）　     　 61,000千円
　＜処理場・ポンプ場(52,000千円)＞
　　工事費(妙田下水処理場土壌脱臭装置・脱水機更新)   50,000千円
    委託料(特別価格調査） 　　　　 　　　　　　　　　 2,000千円
　＜その他＞
  　工事費(大峡地区汚水幹線)   　　　　　　　　　　　20,000千円
　　委託料(平原地区雨水幹線枝線詳細設計）　　　　　　31,000千円
    　　　(雨水出水浸水想定区域図作成） 　　　　　　 16,000千円
　＜事務費(人件費)＞　　　　　　　　　　　　　　  　 85,250千円

1,644,650 2,044,550 982,150 1,031,400 31,000
損益勘定留
保資金等

下水道事業
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　【企業会計】 (単位：千円)

国　県
支出金

地方債 その他 一般財源

６年度
当初予算

７年度
当初予算

財　源　内　訳

その他
の内訳

No. 所　属　名 新規 事　　業　　名
事 業 年 度
(総事業費)

概　　　　　　　　　　　要

8
下水道事業(単独)
【下水道課】

昭和27年度～

国の社会資本整備交付金等の対象とならない下水道施設の整備や浸水対策を
行い、市民の生活環境の改善を図る。

　工事費(雨水枝線、汚水枝線、公共桝設置、冠水常襲地区対策工事等)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　257,800千円
　委託料(平原地区汚水枝線詳細設計、
                 岡富地区汚水枝線修正詳細設計等)   43,484千円
　補償費(水道・ガス移設等)　　　　　　　　　　　    5,000千円
　事務費(人件費等)　 　　　　　　　　　　 　　     30,035千円

380,704 336,319 295,200 41,119

受益者負担
金、損益勘
定留保資金
等

9
下水処理施設等維持管理
業務委託事業
【下水道課】

平成21年度～

下水処理施設の維持管理、運転について、より効率的な下水道事業経営を推
進していくため、複数年契約による包括的民間委託を行う。

　＜委託期間＞ 令和４年度～令和８年度(５か年契約)
　＜委 託 先＞ ウォーターエージェンシー・南日本環境センター共同企業体

　＜施設内訳＞ 下水処理場・ポンプ場
             　マンホールポンプ場・し尿処理場
　　委託料　 419,208千円

419,350 419,208 419,208
下水道使用
料等

4,232,005 994,550 1,893,600 1,343,855

12,000,963 994,550 2,631,600 8,374,813

う　ち　新　規　事　業　１　件 20,000 20,000

2,248,243 379,570 1,392,600 57,426 418,647

　　　　企　　業　　会　　計　　　　概　要　掲　載　事　業　予　算　額

企　　業　　会　　計　　　　当　　初　　予　　算　　額

全　　会　　計　　　　新　　規　　事　　業　　71　 件
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負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

１ 議 会 費 (1) 諸会議出席負担金 473

1)議 会 費 議 会 費 全国市議会議長会負担金 588

1,768 九州市議会議長会負担金 59

県市議会議長会負担金 309

九州中央自動車道建設促進沿線議会期成会負担金 319

全国高速自動車道市議会協議会負担金 20

２ 総 務 費 (1) 諸会議出席負担金 798

1)総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 研修機関等負担金 63

28,300 地方財務協会負担金 40

全国市長会負担金 573

九州市長会負担金 125

県市長会負担金 755

教育再生首長会議負担金 20

平和首長会議メンバーシップ負担金 2

職員研修負担金 7,102

延岡市姉妹都市親善協会負担金 5

県人権擁護委員連合会負担金 325

県人権啓発推進事業負担金 187

職員厚生事業補助金 5,500

姉妹都市・兄弟都市訪問補助金 1,186

教育資金緊急融資利子補給金 11,119

戦没者合同慰霊祭交付金 500

(2)

広 報 費

1,522

(3)

会 計 管 理 費

(4) 諸会議出席負担金 147

財 産 管 理 費 延岡電信電話ユーザー協会負担金 5

330 延岡地区安全運転管理者等協議会負担金 140

土地改良区賦課金負担金 38

(5) 諸会議出席負担金 10

市 民 生 活 対 策 費 延岡地区暴力団等追放事業所等協議会負担金 8

20,682 みやざき被害者支援センター負担金 221

県暴力追放センター負担金 261

県防犯協会連合会負担金 89

防犯灯設置及び維持管理補助金 13,920

延岡地区防犯協会補助金 3,350

市交通指導員会補助金 300

タクシー利用支援補助金 1,770

市交通安全対策本部交付金 753

(6) 諸会議出席負担金 50

公 平 委 員 会 費 全国公平委員会連合会負担金 35

95 県公平委員会連合会負担金 10

(8) 防災行政無線電波利用負担金 517

災 害 対 策 費 県市町村防災行政無線運営協議会負担金 400

14,601 県水難救済会負担金 20

県防災ヘリ負担金 5,242

自衛隊協力会負担金 2

協働・共汗津波避難路整備事業補助金 5,000

防災士養成助成事業補助金 320

災害ボランティアセンター活動始動円滑化事業補助金 600

1,480

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

日本広報協会負担金 42

諸会議出席負担金 12

広報みやざき配布交付金

負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

地域主体の災害対応力強化補助金 2,500

(9) 諸会議出席負担金 329

企 画 費 大分宮崎県境地域開発促進協議会負担金 250

328,549 地域活性化センター負担金 140

東九州軸推進機構負担金 20

（株）旭リサーチセンター会員負担金 132

県北地方拠点都市地域整備推進協議会負担金 35

全国水源の里連絡協議会負担金 20

（公財）九州経済調査協会負担金 120

番号創国推進協議会負担金 10

万博首長連合会負担金 100

九央道沿線地域活性化事業負担金 100

ユネスコエコパーク推進協議会負担金 1,000

県鉄道整備促進期成同盟会負担金 26

宮崎空港振興協議会負担金 677

県電源地域連絡協議会負担金 11

県地域振興対策協議会発電地域振興部会負担金 19

全国離島振興協議会負担金 96

日本離島センター評議員会負担金 12

県地域振興対策協議会山村振興部会負担金 65

過疎地域振興協議会負担金 10

全国過疎地域連盟負担金 120

電子入札システム負担金 6,111

県北部広域行政事務組合負担金 1,118

バス利用促進事業負担金 2,000

離島航路補助金 58,916

区長連絡協議会運営補助金 2,680

離島・過疎地域等高校生修学支援補助金 9,162

延岡こども未来創造機構運営補助金 19,895

「島業」創出支援事業補助金 631

島野浦島案内図看板更新事業補助金 396

地方創生ＳＤＧｓ推進事業補助金 7,718

ワーカーズコレクティブ支援補助金 1,300

ワーカーズコレクティブ調査旅費補助金 260

特定地域づくり事業協同組合運営補助金 6,494

海上タクシー事業者支援補助金 544

地方バス路線維持補助金 81,603

まちなか循環バス運行補助金 24,109

地域住民連携型有償運送補助金 7,800

南延岡駅バリアフリー化整備促進事業補助金 300

持続可能な地域公共交通支援補助金 8,480

市民まちづくり活動支援事業補助金 17,874

元気のいい三北地域づくり支援事業補助金 9,000

定住自立圏民間等広域連携支援事業補助金 1,200

市政連絡交付金 57,666

(10) 大学おうえん協議会補助金 1,200

大 学 推 進 費 学術学会誘致推進事業補助金 500

11,000 大学入学支援補助金 9,300

(11) 諸会議出席負担金 4

電 算 管 理 費 ケーブル添架電柱移設工事負担金 100

35,002 地方公共団体情報システム機構負担金 180

九州自治体情報システム協議会負担金 20

県市町村ＩＴ推進連絡協議会負担金 4,505
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負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

自治体情報セキュリティクラウド負担金 2,402

ガバメントクラウド接続回線負担金 5,412

情報通信基盤管理事業補助金 13,200

特定個人情報等関連事務交付金 9,179

(12) 国民スポーツ大会実行委員会負担金 20,927

国スポ・障スポ推進費 宿泊受入力強化支援補助金 30,000

51,477 救助員養成支援事業補助金 550

(13)

(17) 日台共栄首長連盟負担金 10

ﾊ ﾛ ｰ ﾜ ｰ ﾙ ﾄ ﾞ

国 際 交 流 費

2)徴 税 費 (1) 諸会議出席負担金 142

税 務 総 務 費 延岡地区市町村税協議会負担金 187

11,462 資産評価システム研究センター負担金 90

県租税教育推進中央協議会負担金 40

地方税共同機構負担金 8,929

地方共通納税システム共同収納手数料負担金 2,074

3)戸 籍 住 民 (1) 諸会議出席負担金 4

基 本 戸 籍 住 民

基 本 台 帳 費

4)選 挙 費 (1) 諸会議出席負担金 117

選 挙 管 理 全国市区選管連合会負担金 39

委 員 会 費 九州都市選管連合会負担金 7

182 県市町村選管連合会東臼杵支会負担金 19

(3)

6)監 査 (1) 諸会議出席負担金 72

委 員 費 監 査 委 員 費 全国都市監査委員会負担金 42

138 九州各市監査委員会負担金 21

西日本都市監査事務研修会都市負担金 3

３ 民 生 費 (1) 諸会議出席負担金 8

1)社 会 社 会 福 祉 総 務 費 県社会福祉協議会負担金 156

福 祉 費 163,987 市社会福祉協議会運営補助金 99,149

市社会福祉センター運営補助金 10,198

金婚者を寿ぐ会補助金 1,600

社会福祉事業基金運用益事業補助金 3,000

被災住宅等復旧支援利子補給金 530

民生委員活動交付金 39,499

民生委員協議会交付金 9,847

(2) 諸会議出席負担金 74

障 が い 者 福 祉 費 延岡地域精神保健福祉協議会負担金 30

13,826 全国手話言語市区長会負担金 10

宮崎市総合発達支援センター運営費負担金 84

障がい者雇用奨励補助金 5,460

介護職員初任者研修補助金 750

相談支援専門員研修補助金 1,700

専門職研修補助金 1,595

医療的ケア児緊急支援事業補助金 1,131

医療的ケア児等短期入所拡大促進補助金 2,992

市長選挙公営負担金 4,875
市 長 選 挙 費

延岡西日本マラソン大会優勝者海外陸上競技大会出場事業補助金 300

県戸籍住民基本台帳事務協議会負担金 11
台 帳 費

2,743 コンビニ交付運営負担金 2,728

1,362 国際交流推進事業補助金 500

県体育館整備負担金 63,279
県 体 育 館 整 備 費

外国青年招致事業負担金 552

負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

(3) 地域活動支援センターⅢ型事業補助金 10,464

障 が い 者 自動車運転免許取得助成事業補助金 200

自 立 支 援 費 自動車改造助成事業補助金 800

11,864 市ふれあい事業補助金 400

(4)

高 齢 者 福 祉 費

13,888 介護人材確保支援強化補助金 5,920

(5)

(6)

国 民 年 金 諸会議出席負担金 10

事 務 取 扱 費
(7)

介 護 保 険 特 別 介護保険特別対策事業補助金 778

対 策 事 業 費

(8)

後 期 高 齢 者

医 療 費

1,684,487

2)児 童 (1) 諸会議出席負担金 4

福 祉 費 こ ど も 保 育 就業支援補助金 11,600

総 務 費 実習支援補助金 214

66,983 らくらく登園支援事業補助金 7,778

保育所等における性被害防止対策補助金 2,058

保育所併設型民間児童館運営補助金 27,975

民間児童館運営補助金 14,200

就学前教育・保育施設防犯対策強化整備事業補助金 3,154

(2)

総 務 費

(3) 諸会議出席負担金 110

保 育 所 費 日本スポーツ振興センター共済掛金負担金 64

17,536 県保育連盟負担金 60

県社会福祉協議会負担金 6

保育所等業務効率化推進事業補助金 1,800

乳幼児すこやか健康管理事業補助金 640

認可外保育施設衛生・安全対策事業補助金 354

わいわいワンパーク運営補助金 300

家庭支援推進保育事業補助金 3,859

家庭支援推進保育研修事業補助金 156

障がい児保育事業補助金 10,187

(4) 実費徴収補足給付事業補助金 519

子 育 て 支 援 費 延長保育事業補助金 14,900

120,295 一時預かり事業補助金 88,676

病児保育利用促進事業補助金 3,158

保育士等養成校支援事業補助金 1,440

保育補助者雇上強化事業補助金 3,571

保育体制強化支援事業補助金 976

地域活動助成事業補助金 900

地域で見守るこどもの居場所づくり事業補助金 6,155

(5)

お や こ 福 祉
支 援 費

15,741

(6)

母 子 福 祉 費
ひとり親家庭自立支援給付金事業補助金 24,526

支援対象児童等見守り強化事業補助金 15,716

お や こ 福 祉 諸会議出席負担金 6

諸会議出席負担金 25

後期高齢者医療広域連合共通経費負担金 99,917

後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金 1,584,570

諸会議出席負担金 10
地 域 福 祉 費

介護支援ボランティアポイント転換交付金 140150

高齢者クラブ運営補助金 7,968
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負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

3)生 活 (1)

保 護 費 生 活 保 護 総 務 費
285

４ 衛 生 費 (1) 県医師確保対策推進協議会負担金 300

1)保 健 保 健 衛 生 総 務 費 全国自治体病院協議会負担金 30

衛 生 費 3,855 県ドクターヘリ負担金 615

公衆浴場経営安定化補助金 260

食品衛生協会補助金 150

延岡看護専門学校運営補助金 2,500

(2) 地域医療体制整備事業補助金 62,641

保 健 予 防 費 地域医療市民団体活動支援事業補助金 1,300

283,716 就業支援補助金 13,600

夜間急病センター診療交付金 172,818

島浦診療所診療交付金 33,357

(3)
お や こ 保 健
予 防 費

76,000

(4) 宮崎県保健活動連絡協議会負担金 30

健 康 推 進 費 骨髄移植ドナー支援事業奨励補助金 630

36,577 健康長寿推進市民会議活動支援事業補助金 10,000

健康長寿ポイント特典制度補助金 1,629

健康長寿のまちづくり支援団体運営補助金 1,500

のべおか健康マイレージ運営補助金 22,788

(6) 諸会議出席負担金 36

環 境 衛 生 費 飼い主のいない猫の不妊手術補助金 6,530

1,019,943 ゼロカーボンシティ推進モデル事業補助金 1,013,377

(7) 諸会議出席負担金 20

公 害 対 策 費 県浄化槽普及促進協議会負担金 39

15,220 北川ダム湖環境整備推進協議会負担金 150

昆虫の聖地協議会負担金 100

浄化槽設置整備事業補助金 14,576

川を美しくする運動実行委員会補助金 185

延岡アースデイ実行委員会補助金 150

2)清 掃 費 (1) 諸会議出席負担金 22

清 掃 総 務 費 宮崎労働基準協会負担金 16

25,584 延岡地区安全運転管理者等協議会負担金 16

資源再利用奨励補助金 1,677

クリーンリサイクルタウン事業補助金 23,853

(3) 諸会議出席負担金 656

清 掃 工 場 管 理 費 汚染負荷量賦課金負担金 1,904

2,593 火力原子力発電技術協会負担金 33

(8)
衛 生 セ ン タ ー
管 理 費

48,202
3)上 水 道 費 (1)

５ 労 働 費 (1)

1)労 働 諸 費 高 年 齢 者 労 働

能 力 活 用 費
６ 農 林 水 産 (1)
業 費 農 業 委 員 会 費

県農業会議負担金 352

水道事業補助金 10,826
上 水 道 施 設 費

諸会議出席負担金 8

シルバー人材センター運営補助金 11,500

し尿２次処理及び汚泥処理負担金 32,966

妊婦のための支援給付金 69,850

衛生センター維持管理負担金 15,236

一般不妊治療費助成事業補助金 5,750

妊娠・出産包括支援緊急整備事業補助金 400

諸会議出席負担金 12

医療扶助オンライン資格確認運営負担金 273

1)農 業 費
360

負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

(3) 宮崎ブラジル親善協会負担金 17

農 業 振 興 費 門川高校農林業地域担い手育成協議会負担金 20

316,157 県バイオテクノロジー種苗増殖センター負担金 92

みやざきブランド推進東臼杵地域本部負担金 13

経営体強化機械導入助成事業補助金 10,100

新規就農者研修助成事業補助金 360

新規就農者確保・育成支援事業補助金 10,820

地域農業担い手支援農業機械購入助成事業補助金 4,200

経営所得安定対策等推進事業補助金 15,613

特産野菜等生産推進強化対策事業補助金 408

生き生きふるさと推進補助金 100

産地生産基盤パワーアップ事業補助金 1,809

鳥獣被害防止総合対策事業補助金 61,721

農業用廃プラスチック適正処理対策推進事業補助金 25

鳥獣被害防止緊急捕獲活動支援事業補助金 57,552

農福連携推進事業補助金 738

産直農産物生産振興事業補助金 1,100

新規就農者育成総合対策事業補助金 19,500

延岡茶生産基盤強化支援事業補助金 8,500

食育・地産地消推進事業補助金 350

地産地消料理教室運営補助金 200

農地中間管理事業補助金 16,800

園芸用ハウス整備加速化支援事業補助金 4,000

みどりの食料システム戦略推進事業補助金 150

貨客混載型新交通ネットワーク運営事業補助金 150

農山漁村版ハローワーク事業補助金 1,213

市民農園運営補助金 300

新商品開発・付加価値向上支援事業補助金 3,500

農業人材サービス導入実証支援事業補助金 5,102

畜産特別資金利子補給金 18

みやざき農業振興資金利子補給金 2,628

中山間地域等直接支払交付金 46,554

多面的機能支払交付金 42,504

(4) 県畜産共進会負担金 15

畜 産 業 費 より良き宮崎牛づくり対策協議会負担金 13

44,633 東臼杵郡市畜産技術員連絡協議会負担金 9

東臼杵郡市肉用牛改良協議会負担金 262

肉用牛増頭・更新対策事業補助金 5,970

高能力繁殖雌牛群改良整備事業補助金 1,480

市肉用牛各種品評会運営協議会補助金 1,191

畜産部会等生産活動支援事業補助金 1,003

酪農振興対策事業補助金 750

地域内一貫肉用牛振興事業補助金 5,400

繁殖牛増頭環境整備事業補助金 7,236

のべおか家畜防疫強化事業補助金 5,494

畜産生産基盤強化支援事業補助金 14,900

家畜増殖資金利子補給金 910

(5) 農業用用排水路清掃負担金 13,516

農 地 費 県土地改良事業団体連合会負担金 978

103,868 県営農業用河川工作物応急対策事業負担金 26,400

中山間地域農業農村総合整備事業負担金 3,300

農業用ため池整備事業負担金 15,000

沖田地区ほ場整備調査計画事業負担金 35,000
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負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

延岡地区土地改良区協議会補助金 180

水利施設管理強化事業補助金 630

農業水路等長寿命化・防災減災事業補助金 2,400

農業用ため池整備事業補助金 4,829

市単土地改良事業補助金 1,351

農村環境整備事業元利補給金 284

2)林 業 費 (1)

524

(2) 林業構造改善協議会負担金 5

林 業 振 興 費 県木材需要拡大推進会議負担金 22

162,642 県入会林野整備推進会議負担金 550

（社）宮崎県緑化推進機構負担金 44

県生産森林組合連絡協議会負担金 156

林研グループ連絡協議会負担金 54

みなと森と水ネットワーク会議負担金 50

川崎市木材利用促進フォーラム負担金 155

林道等改良事業補助金 531

特用林産物生産振興総合対策事業補助金 11,280

山村地域を支える特用林産業新規就業者支援事業補助金 1,500

鳥獣保護区等周辺被害防止事業補助金 1,817

有害鳥獣捕獲班活動支援事業補助金 2,255

野生猿特別捕獲班活動支援事業補助金 2,801

シカ捕獲特別対策事業補助金 1,440

林研グループ活動促進事業補助金 224

循環型林業促進事業補助金 72,709

狩猟免許取得助成事業補助金 335

林業担い手育成推進事業補助金 35,882

高性能林業機械等整備事業補助金 13,600

連携型みらい林業創出モデル事業補助金 9,000

のべおか産材サプライチェーン構築事業補助金 3,900

コミュニティ林業推進事業補助金 3,230

森林由来のＪ－クレジット創出事業補助金 1,102

3)水 産 業 費 (2) 海上保安協会日向支部負担金 65

水 産 業 振 興 費 （財）宮崎県水産振興協会負担金 1,168

47,740 県北河川増殖協会負担金 840

（一社）全国海水養魚協会負担金 50

「海業」ビジネス創出事業負担金 400

水産多面的機能発揮対策事業負担金 628

水産業新展開・誘致促進事業補助金 5,000

水産業担い手育成・交流拠点施設整備支援事業補助金 15,000

離島漁業再生支援事業補助金 1,670

稚魚貝放流事業補助金 1,030

延岡湾漁場環境改善事業補助金 3,636

水産業活性化推進事業補助金 2,000

「のべおかの魚」発信事業補助金 9,950

水産業人材投資事業補助金 1,000

水産業販路拡大等支援事業補助金 1,800

水産業新技術・設備導入支援事業補助金 2,000

漁協信用事業譲渡資金利子助成事業補助金 200

水産業災害対策貸付金保証料補助金 452

水産業災害対策貸付金利子補給金 851

505

諸会議出席負担金 19

林 業 総 務 費

県治山林道協会負担金

負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

(3)

125,930

７ 商 工 費 (1)

1)商 工 費 商 工 総 務 費

(2) （社）県物産貿易振興センター負担金 20

商 工 振 興 費 県中小企業団体中央会負担金 37

194,029 無線電波利用負担金 4

東九州バスク化構想延岡推進協議会負担金 11,715

延岡地区たばこ販売対策協議会補助金 720

中小企業等特別融資保証料補助金 30,916

商業環境整備資金保証料補助金 1,066

災害対策貸付保証料補助金 58

商店会連合会運営補助金 1,100

商店街照明設備電気料補助金 2,079

商店街再生支援補助金 500

商店街賑わいづくり支援事業補助金 500

中小企業相談所運営補助金 8,466

延岡商工会議所運営補助金 3,000

延岡市三北商工会運営補助金 9,000

のべおか七夕まつり補助金 500

創業支援補助金 3,000

特定創業支援補助金 7,000

創業体験レポート補助金 150

法人登記支援補助金 75

まちなか空き店舗対策補助金 11,140

事業拡大・新分野進出・第二創業等支援事業補助金 10,000

店舗改修支援事業補助金 5,000

のぼりざる物産展補助金 2,300

のぼりざるフェスタ補助金 3,000

干支の町フェスティバル補助金 4,400

海鮮！山鮮！きたうら市！補助金 1,000

北川町産業文化祭補助金 1,200

災害対策貸付利子補給金 180

商業環境整備資金融資利子補給金 667

感染症緊急対策貸付利子補給金 42,631

原油・原材料高対策特別貸付利子補給金 9,705

みやざき再生支援特別貸付利子補給金 17,954

創業支援融資利子補給金 4,946

(3) 諸会議出席負担金 143

地 域 開 発 推 進 費 県発明協会負担金 25

160,653 （公財）県産業振興機構負担金 66

（社）宮崎県工業会賛助会員負担金 150

宮崎貿易情報センター運営負担金 487

延岡地区企業立地促進協議会負担金 1,000

細島港振興協会負担金 12

宮崎県北部メディカル産業推進協議会負担金 5,821

延岡少年少女発明クラブ補助金 180

中小企業大学校派遣事業補助金 400

工業振興ビジョン具現化促進事業補助金 970

販路開拓支援事業補助金 3,100

ものづくり人材育成支援事業補助金 960

延岡の元気な中小企業応援事業補助金 20,000

漁 港 建 設 費
漁港修築事業負担金 123,600

諸会議出席負担金 99

県漁港漁場協会負担金 2,330
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負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

地域産業海外展開推進事業補助金 1,442

ＤＸ推進支援補助金 1,000

認定職業訓練補助金 2,893

企業立地奨励補助金 119,755

ワーケーション企業誘致促進事業補助金 2,249

(5) 諸会議出席負担金 210

観 光 費 日本観光振興協会負担金 200

177,300 九州・沖縄「道の駅」連絡会負担金 150

宮崎県観光協会負担金 574

全国道の駅連絡会負担金 60

観光振興企業人受入負担金 6,100

東九州伊勢えび海道事業負担金 800

国際観光振興機構賛助団体負担金 300

九州文学観光ルート協議会負担金 200

日豊海岸岩ガキまつり負担金 100

九州観光推進機構負担金 100

夜景観光コンベンション・ビューロー負担金 110

自転車を活用したまちづくり推進全国市区町村会負担金 10

日豊海岸サイクルツーリズム推進協議会負担金 38

アニメツーリズム協会負担金 150

スピリチュアルひむか観光協議会負担金 614

ツール・ド・九州２０２５大会推進事業負担金 32,829

延岡駅前観光案内所管理運営補助金 1,339

観光宣伝事業補助金 1,770

ホームページ維持管理補助金 8,564

観光パンフレット発行補助金 1,500

観光メディアＰＲ補助金 2,905

延岡観光協会補助金 42,928

まつり等補助金 12,236

伝統鮎やな保存観光事業補助金 24,000

延岡花物語補助金 4,000

東九州グルメリレーマラソンＩＮ延岡開催補助金 2,000

観光推進実行委員会補助金 694

食を活かした誘客推進事業補助金 1,000

えんぱく補助金 1,100

自然体験型観光機能強化補助金 3,101

旅行造成事業補助金 23,000

北川地域伝統観光イベント支援事業補助金 200

民泊推進事業補助金 1,000

観光客誘致事業補助金 1,500

観光資源モニターツアー補助金 400

道の駅等多言語推進補助金 1,518

(6) ふるさと回帰支援センター負担金 50

地 域 雇 用 推 進 費 オープンバッジネットワーク負担金 55

56,710 移住支援事業補助金 10,800

ひなた暮らし実現応援事業補助金 19,800

地方就職学生支援事業補助金 1,175

婚活支援事業補助金 450

結婚相談所入会登録補助金 100

移住子育て賃貸住宅家賃補助金 440

お試し滞在支援補助金 450

事業引継ぎ応援補助金 2,400

負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

引継ぎ事業スタートアップ支援補助金 1,600

キャリア教育支援センター運営補助金 2,000

中小企業人材確保支援事業補助金 3,500

延岡市奨学金返還支援事業補助金 12,450

ＩＴ人材確保支援補助金 1,350

交流支援補助金 90

８ 土 木 費 (1) 諸会議出席負担金 78

1)土 木 土 木 総 務 費 県国土調査推進協議会負担金 177

管 理 費 2,855 土砂災害宅地等復旧補助金 1,600

土砂災害宅地等復旧資機材補助金 1,000

(2) 諸会議出席負担金 102

建 築 指 導 費 全国建築審査会協議会負担金 48

104,409 県建築連絡協議会負担金 50

日本建築行政会議負担金 100

建築主事講習負担金 319

木造住宅耐震診断補助金 7,800

木造住宅耐震総合支援補助金 26,070

ブロック塀等地震対策補助金 9,480

不良空家等除去費補助金 28,000

移住・子育て住まい支援事業補助金 29,800

空き家バンクリフォーム補助金 2,640

2)道 路 (1) 日本道路協会負担金 60

橋 梁 費 道 路 橋 梁 総 務 費 九州国道協会負担金 60

466 国道２１８号整備促進期成同盟会負担金 20

県道路利用者協議会負担金 88

県道路整備促進期成同盟会負担金 113

県道２１５号板上曽木線整備促進期成同盟会負担金 100

南部地区期成会負担金 25

(3)

道 路 新 設 改 良 費
3)河 川 費 (1)

1,076
(3)

24,522
4)港 湾 費 (1)

831
(2)

67,800
5)都 市 (1)
計 画 費 都 市 計 画

総 務 費
(4)

1,028,245
(6)

1,350

(7) 諸会議出席負担金 2

高 速 道 路 東九州自動車道建設促進宮崎県央北部期成会負担金 86

建 設 推 進 費 九州中央自動車道建設促進期成会負担金 217

1,950 高速自動車国道建設促進宮崎県期成同盟会負担金 19

東九州軸地方都市圏連携推進協議会負担金 10

県高速道路利用促進協議会負担金 66

道づくりを考える女性の会補助金 650

900

下 水 道 費
下水道事業補助金 749,775

美しい宮崎づくり活動団体補助金 450
緑 化 推 進 費

保存樹木緊急保全事業補助金

諸会議出席負担金 48

下水道事業負担金 278,470

33

延岡港改修負担金 22,800
港 湾 建 設 費

古江港改修負担金 45,000

砂 防 費
県砂防協会負担金 522

県港湾協会負担金 798
港 湾 総 務 費

県北部地区「海の日」協賛会負担金

185

県急傾斜地崩壊対策事業負担金 24,000

河 川 総 務 費
県河川防災協会負担金

五ヶ瀬川水系・国道１０号整備促進期成会負担金 891

延岡市私道整備事業補助金 1,500
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負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

九州中央自動車道建設促進延岡期成会補助金 900

6)住 宅 費 (1)

228

９ 消 防 費 (1) 諸会議出席負担金 3,606

1)消 防 費 常 備 消 防 費 県市町村防災行政無線運営協議会負担金 400

4,803 宮崎県労働基準協会負担金 30

全国消防協会負担金 76

全国消防長会負担金 206

県消防長会負担金 110

防火防災訓練災害補償等負担金 118

延岡地区安全運転管理者等協議会負担金 28

消防無線電波利用負担金 94

市少年消防クラブ育成補助金 135

(2) 諸会議出席負担金 252

救 急 業 務 費 県救急医学会負担金 20

3,682 救急救命士研修負担金 3,410

(3) 諸会議出席負担金 365

非 常 備 消 防 費 公務災害補償等負担金 4,595

55,934 退職報償負担金 38,400

日本消防協会福祉共済負担金 5,400

県消防協会負担金 559

全国消防操法大会出場負担金 40

県消防協会延岡支部補助金 570

消防団施設整備補助金 6,005

(4) 消火栓維持補修工事負担金 2,310

消 防 施 設 費 水道賠償責任保険消火栓関連分保険料負担金 126

27,353 消火栓新設工事負担金 24,917

(6)
災 害 対 策 費

10教 育 費 (1) 諸会議出席負担金 273

1)教 育 教 育 委 員 会 費 全国都市教育長協議会負担金 24

総 務 費 34,948 九州都市教育長協議会負担金 10

県都市教育長協議会負担金 15

県市町村教育委員会連合会負担金 70

東臼杵地方教育委員会連絡協議会負担金 7

県へき地・小規模校教育連盟負担金 89

学校体育研究発表大会負担金 707

全国ＩＣＴ教育首長協議会負担金 10

外国青年招致事業負担金 1,510

県統合型校務支援システム負担金 13,013

県中学校体育連盟負担金 68

新しい学びプロジェクト研究協議会負担金 20

進路指導協議会補助金 62

校長会研修補助金 180

延岡地区同和教育研究協議会補助金 140

英語検定受験料補助金 7,339

コミュニティ・スクール推進補助金 5,372

県中学校体育大会出場補助金 4,500

市小学校体育連盟補助金 900

市中学校体育連盟補助金 139

小中学校文化部活動支援補助金 500

(2) 九州地区教育研究所連盟負担金 4

教 育 研 修 所 費 県教育研究機関連絡協議会負担金 15

479 教育研究所各部研修活動補助金 460

2,2762,626 自主防災組織資機材整備事業補助金

18

自主防災組織連絡協議会補助金 350

住 宅 管 理 費
（社）日本住宅協会負担金

諸会議出席負担金 210

負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

(3) 諸会議出席負担金 30

教 育 振 興 費 県立延岡青朋高等学校教育振興会負担金 57

90 全国公立学校難聴言語障害教育研究協議会負担金 3

2)小 学 校 費 (1)

23

(2)

教 育 振 興 費

3)中 学 校 費 (2)

教 育 振 興 費

4)幼 稚 園 費 (1) 諸会議出席負担金 38

幼 稚 園 費 全国国公立幼稚園長会負担金 10

76 全国公立学校難聴言語障害教育研究協議会負担金 3

九州国公立幼稚園会負担金 1

県国公立幼稚園協会負担金 23

県造形教育研究会負担金 1

5)社 会 (1) 諸会議出席負担金 190

教 育 費 社 会 教 育 総 務 費 県社会教育委員連絡協議会負担金 17

27,310 北部社会教育委員連絡協議会負担金 30

県子どもの安全を守る連絡会負担金 20

県青少年育成県民会議負担金 53

県青少年補導センター連絡協議会負担金 1

延岡地区保護司会負担金 117

県更生保護協会負担金 59

ＰＴＡ連絡協議会補助金 700

ボーイスカウト協議会補助金 71

ガールスカウト協議会補助金 71

子ども会育成連絡協議会補助金 450

地域婦人連絡協議会補助金 888

市公民館連絡協議会運営補助金 990

自治公民館建設補助金 11,069

地域寺子屋事業補助金 800

延岡地区人権・同和教育研究大会補助金 450

人権のまち地域交流事業補助金 360

青少年健全育成連絡協議会補助金 1,050

自治公民館長活動交付金 5,203

自治公民館運営交付金 4,721

(2)

公 民 館 費
(3)

67
(4)

2,100

(5)

市 史 編 さ ん 費

(6)

総 合 文 化セ ン タ ー費

(7) 諸会議出席負担金 60

文 化 振 興 費 若山牧水賞運営負担金 500

5,780 文化連盟補助金 3,120

地域文化振興補助金 2,100

(8) 諸会議出席負担金 52

博 物 館 費 日本博物館協会負担金 25

6,087 九州博物館協議会負担金 5

1,500

全国歴史資料保存利用機関連絡協議会負担金 35

蒸気配管移設工事負担金 11,430

文 化 財 保 護 費
文化財保存整備費補助金

図 書 館 費
県公共図書館連絡協議会負担金 30

城山かぐらまつり補助金 600

日本図書館協会負担金 37

県公民館連合会負担金 49

13

遠距離通学費補助金 708

遠距離通学費補助金 119

諸会議出席負担金 10
学 校 管 理 費

県公立学校施設整備期成会負担金
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負担金、補助金、交付金明細

一般会計 【単位：千円】

県博物館等協議会負担金 5

天下一能面まちづくり補助金 6,000

6)保 健 (1) 諸会議出席負担金 20

体 育 費 保 健 体 育 総 務 費 県スポーツ協会負担金 81

57,865 県スポーツ施設協会負担金 2

県スポーツ推進委員協議会負担金 146

日本スポーツ振興センター共済掛金負担金 8,020

県学校保健会負担金 28

総合型地域スポーツクラブ運営補助金 700

延岡市民水泳大会補助金 90

延岡市スポーツ協会補助金 13,389

さくらマラソン補助金 1,300

ゴールデンゲームズｉｎのべおか補助金 7,500

「延岡西日本マラソン大会」支援事業補助金 10,406

アスリートタウン延岡推進事業補助金 13,013

「アスリートタウンのべおか」推進事業補助金 1,000

「アスリートタウン延岡」競技スポーツ振興事業補助金 350

のべおか中学駅伝競走大会支援事業補助金 950

レガシー形成事業補助金 520

市学校保健会補助金 200

歯みがき運動育成事業補助金 150

(2)

体 育 施 設 費

(3)

体 育 館 費

(4)

学 校 給 食 費

11災 害 復 旧 費 (1)
1)農 林 水 産 農 地 災 害
施 設 災 害 復 旧 費
復 旧 費

7,136,865合　　　　　　　　　　計

農地埋没災補助金 1,450

県体育館管理運営負担金 22,044

県学校給食共同調理場連絡協議会負担金 25

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

大会・合宿誘致負担金 100

負担金、補助金、交付金明細

特別会計（国民健康保険） 【単位：千円】

１ 総 務 費 (1) 諸会議出席負担金 13

一 般 管 理 費 電算業務負担金 15,857

16,875 オンライン資格確認等運営負担金 1,005

(2)

国 民 健 康 保 険 団 体

連 合 会 負 担 金
2)徴 収 費 (1)

賦 課 徴 収 費

4 保 健 事 業 費 (3)

1)保 健 事 業 費 し ん 灸 費

2)特 定 健 康 診 査 (1)

等 事 業 費 特 定 健 康

診 査 等 事 業 費

1,394

42,807

特別会計（介護保険） 【単位：千円】

１ 総 務 費 (1) 諸会議出席負担金 75

1)総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 電算業務負担金 27,842

36,917 地域活性化起業人受入負担金 9,000

2)徴 収 費 (1)

賦 課 徴 収 費

３ 地 域 支 援 (1) 訪問介護相当サービス負担金 36,952

事 業 費 介 護 予 防 ・ 生 活 通所介護相当サービス負担金 142,879

1)介 護 予 防 ・ 支 援 サ ー ビ ス 高額介護予防相当サービス負担金 463

日 常 生 活 事 業 費 高額医療合算介護予防相当サービス負担金 654

支 援 総 合 203,206 介護予防ケアマネジメント負担金 21,108

事 業 費 共助型生活支援補助金 1,150

2)包 括 的 支 援 (1)
事 業 ・ 任 意 任 意 事 業 費
事 業 費

(2)
包 括 的 支 援
事 業 費

４ 保 健 福 祉 (1)

事 業 費 保 健 福 祉 事 業 費

1)保 健 福 祉 1,352

事 業 費

255,075

特別会計（後期高齢者医療） 【単位：千円】

１ 総 務 費 (1)

1)総 務 管 理 費 一 般 管 理 費

２ 後 期 高 齢 者 (1)

医 療 広 域 後 期 高 齢 者
連 合 納 付 金 医 療 広 域

1)後 期 高 齢 者 連 合 納 付 金
医 療 広 域 1,977,089
連 合 納 付 金

1,986,361合　　　　　　　　　　計

後期高齢者医療保険料延滞金納付金 167

後期高齢者医療保険基盤安定負担金 531,056

電算業務負担金 9,272

後期高齢者医療保険料納付金 1,445,866

介護予防福祉用具メンテナンス補助金 98

合　　　　　　　　　　計

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

認知症カフェ支援事業補助金 2,400

介護予防福祉用具購入補助金 1,254

年金特別徴収負担金 137

地域福祉推進チーム支援補助金 11,063

合　　　　　　　　　　計

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

電算業務負担金 644

人間ドック等助成金 750

地方共通納税システム共同収納手数料負担金 626

はり・きゅう等施術補助金 13,092

国民健康保険団体連合会負担金 10,820

款　・　項 目 事　　　　　　　項 金　　額

1)総 務 管 理 費
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一般会計 【単位：千円】

契約管理システム更新事業費

窓口業務民間委託事業費

被災住宅等復旧支援利子補給金

指定ごみ袋作製委託事業費

資源品収集運搬委託事業費

農業関係制度資金利子補給金

家畜増殖資金利子補給金

森林境界明確化事業費

商業環境整備資金利子補給金

創業支援融資利子補給金

「延岡の社長」プロデュース事業費

延岡市奨学金返還支援事業補助金

市営住宅ＰＦＩ集約建替南街区整備事業費

消防署車両整備事業費

学校給食配送委託事業費

企業会計（水道） 【単位：千円】

上下水道料金収納業務等委託事業費

企業会計（下水道） 【単位：千円】

富美山第２雨水ポンプ場機械電気設備整備事業費

妙田下水処理場脱水機機械設備更新事業費

令和 ８ 年度 ～ 令和 12 年度 13,008

令和 ８ 年度 ～ 令和 10 年度 321,796

令和 ８ 年度 ～ 令和 17 年度 2,070

令和 ８ 年度 ～ 令和 12 年度 806,467

債務負担行為

事　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額

令和 ８ 年度 13,937

令和 ８ 年度 ～ 令和 11 年度 5,721

令和 ８ 年度 19,412

令和 ８ 年度 294,000

令和 ８ 年度 74,842

令和 ８ 年度 ～ 令和 ９ 年度 745,000

令和 ８ 年度 91,041

令和 ８ 年度 330

令和 ８ 年度 ～ 令和 11 年度 27,398

令和 ８ 年度 ～ 令和 11 年度 1,561,171

令和 ８ 年度 ～ 令和 21 年度 6,192

令和 ８ 年度 ～ 令和 13 年度 3,194

事　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額

令和 ８ 年度 ～ 令和 12 年度 183,256

合　　　　　　　　　　計 3,129,835

事　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額

令和 ８ 年度 ～ 令和 12 年度 878,955
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